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 序論  
 
1．研究の目的と意義：アフリカ問題とケニアの特異性  
（1）第三世界の独立と現代アフリカが直面する諸問題 
 2013 年は「アフリカの年」と言われた 1960 年から 50 年以上経ており、さらにケニアが独立を
成し遂げた 1963 年からちょうど半世紀にあたる。しかし今日のケニアの実態を見る限り、ケニア
が本当に独立を成し遂げているかは疑わしい。「独立」から 50 年を経た今日のケニアは、植民地支
配期と同様に、換金作物栽培を重要産業に位置づけており、大勢の人々が換金作物栽培に従事し続
けている。また、独立以後のケニアは農産物輸出の拡大によって高い経済成長率を成し遂げている
にもかかわらず、換金作物産業に携わる人々の大半は未だに貧困状態に陥っており、さらに近年で
は先進諸国による土地収奪の脅威に晒され、農地を自身のために使う権利さえ失っている。そのた
め、大勢の貧しいケニア人は、独立から 50 年を迎えた今日においても、植民地支配されていたと
きと変わらない状況にある。ではケニアにとって、「独立」とは何だったのか。 
 1950 年代、西欧列強諸国の支配下に置かれてきた第三世界諸国は「支配からの脱却＝独立」を目
指して反植民地運動を展開していた。ヴィジャイ・プラシャド（Vijay Prashad）は著書『褐色の
世界史』の中で、第一世界・第二世界・第三世界を以下のように定義している。第一世界は、「主に
アメリカ合衆国と西ヨーロッパ諸国から構成されており、部分的に統制された市場資本主義に忠誠
の誓いを立て1」た西側諸国である。第二世界は、「市場資本主義を拒絶して社会主義計画を推し進
め、通常、最大の社会主義国であるソビエト連邦との協調のもと機能していた2」東側諸国である。
そして第三世界は、「この二大勢力のあいだに挟まれた褐色の人々3」であるアジア、アフリカ、ラ
テン・アメリカが結集した“プロジェクト”と定義付けられている4。プラシャドが論じた“プロジ
ェクト”という表現は、この二大勢力のもとで強いられた植民地支配に対する抵抗や支配者によっ
て奪われた「土地、平和、自由という、生命に不可欠なもの5」への希求を実現するための活動を示
唆している。そのため「第三世界」とは“（真の）独立”を目指す一種のプロジェクトであり、また
「（真の）独立」とは、第三世界諸国の人々が求める“支配からの解放”や“収奪された資源や権利
の返還”の達成と捉えることができる。 
 この「第三世界」というプロジェクトは 1950 年代から急速に加速している。例えば、インドの
ネルーやガーナのエンクルマといった第三世界の指導者は、1955 年のアジア・アフリカ会議（バン
ドン会議）で植民地支配の終焉を唱え、宗主国勢力と対峙する姿勢を示している。アフリカ諸国で
                                                  
1 プラシャド[2013]、p.25。 
2 同上。 
3 同上、p.14。 
4 同上、pp.13-14; 25-28。尚、本稿では特筆しない限り、サハラ以南のアフリカおよび北アフリカを含めたアフリ
カ諸国全体を「アフリカ」とする。 
5 同上、p.13。 
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は第三世界プロジェクトが自由を獲得するための闘争（独立紛争）に発展しており、バンドン会議
後の 1956 年にはモロッコやチュニジアが宗主国フランスから独立し、1957 年にはガーナがイギリ
スから独立を成し遂げた。さらに、植民地独立付与宣言が国際連合総会で採択された 1960 年、フ
ランス領のセネガルやトーゴ、中央アフリカ共和国、マリなど、およびイギリス領のソマリランド
やナイジェリアが独立を達成している。そしてサハラ以南のアフリカ諸国計 17 ヵ国が独立したた
め、1960 年は「アフリカの年」と称された。さらに 1960 年代は、これら 17 ヵ国に加えて、ケニ
アやウガンダ、アルジェリアも独立し、西欧列強諸国の植民地支配に苦しんでいたアフリカ諸国の
人々が「支配からの解放＝独立」を勝ち取ったはずであった。もっとも独立以後の国家の実状を見
る限り、全ての第三世界諸国が、独立闘争に決起した人々や宗主国の支配に苦しみ続けてきた人々
のための独立を迎えているかは疑わしい6。特に「アフリカの年」から半世紀以上を経た今日のアフ
リカは、果たして真の意味で「独立」を成し遂げた国家なのであろうか。 
 独立闘争や国内における大規模な紛争を経験したアフリカ大陸には、2011 年にスーダン共和国か
ら分離独立した南スーダン共和国を含む 54 ヵ国の独立国家が存在する。ただし 54 ヵ国が独立に至
るまで、アフリカの各地では大小問わず様々な紛争や暴動が発生している。例えばケニアは、独立
当初より自由主義的な経済路線を採用し、さらに大規模な内戦や政治的混乱も起こっていなかった
ため、国際社会から「比較的安定した国家」や「アフリカの優等生」と称されていた。だが、「安定
した国家」であるケニアもまた、独立直前の 1950 年代前半に独立闘争を経験し、イギリスの植民
地支配からの脱却を求めた大勢のケニア人が命を落とした。大勢のアフリカ人の犠牲によって成し
遂げられた「独立」であったが、独立以後のアフリカ諸国では未だに旧宗主国による資源収奪が継
続している。そのため独立国家となったアフリカ諸国は、必ずしも独立によって土地、自由、平和、
さらに政治的経済的主権を勝ち取っていない。図 1 に示すように、サハラ以南のアフリカは近年急
激な経済成長を成し遂げているが、第三世界諸国（アフリカ）は国際社会から付与された疑似的な
主権によって成立した「偽りの独立国家」でしかない。そして、それらの国々に住む大勢の人々は
先進諸国や資本家による支配のもと、資源に対する権利を収奪され続けている。 
 アフリカ諸国に見られる経済成長と実態（貧困や飢餓の深刻化）との乖離は、特に高い経済成長
を達成するようになった 2000 年以降顕著となっている。サハラ以南のアフリカ諸国全体の経済成
長率は、資源価格の高騰やレアメタルに対する需要増大、さらには穀物価格の高騰に起因する土地
獲得競争の激化に伴い、2000～2011 年で平均 4.6％となっている。また国際社会は、アフリカ諸国
全体における高水準の経済発展に注視するとともに、アフリカの様々な資源を獲得するために大規
模な直接投資を行っている。国際連合貿易開発会議（UNCTAD）によると、アフリカ全体に流入し
た直接投資（FDI）の規模は、1990 年の 12.3 億ドルから 2000 年には 67.3 億ドル、さらに 2011
                                                  
6 無論、アジアやラテン・アメリカ諸国には、「虐げられた人々のための独立」という理念の下で独立闘争を決起し、
独立以後もこの理念の維持に努めている、もしくは先進諸国と対峙している国家が存在する。ただし、本研究で事
例とするケニア（およびアフリカ諸国）では独立以後の実態が必ずしも独立闘争時の理念と合致していないため、
本稿では、ケニア（アフリカ諸国）を対象に、「独立」の意義の再考に焦点を当てて分析する。 
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年で 410.8 億ドルにまで拡大している。また貿易に関しても、アフリカ全体の輸出入総額は 1,995.8
億ドル（1990 年）から 2,776.3 億ドル（2000 年）に増加し、さらに 2012 年には 1.2 兆ドルに急増
している（図 1 を参照）7。ただし、この経済成長は資源需要の増大に伴うものであり、ほとんどの
アフリカ諸国は植民地支配期と同様に一次産品輸出に依存した経済構造となっている。 
 
図 1 1990 年以降におけるサハラ以南のアフリカの経済指標の推移 
（出所）UNdata および UNCTADSTAT（いずれも 2013 年 8 月 17 日）より著者作成。 
 
 世界貿易機関（WTO）の『年次統計』によると、2000～2011 年、アフリカ諸国の大半が一次産
品輸出に依存しており、輸出の内訳は農産物が概ね 1 割、天然資源（原油・鉱物資源）が 7 割であ
る。また製造品・工業製品（織物製品や鉄鋼、自動車等の機械機器・部品、化学製品）の輸出は 2
割に留まっている8。総輸出額は約 1,450 億ドル（2000 年）から約 5,510 億ドル（2011 年）に増加
しているが、特に天然資源の輸出額は 2000～2011 年で 597 億ドルから 3,820 億ドル（6.4 倍）に
増加している。他方、農産物の輸出額は 129 億ドルから 590 億ドル（4.6 倍）に増加し、製造品・
工業製品の輸出も 246 億ドルから 1,100 億ドル（4.5 倍）に拡大している。だが、農産物および工
業製品の輸出額は天然資源の 4 割程度であり、しかも天然資源輸出の増加率の方が農産物等より大
きいため、アフリカ諸国の一次産品依存、特に天然資源輸出への依存は顕著である（表 1 を参照）。 
 
                                                  
7 UNCTAD[2000-2011]および UNCTADSTAT（2013 年 8 月 16 日閲覧）。 
8 WTO[2001-2012]。 
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表 1 2011 年における世界全体およびアフリカ全体の輸出構成（10 億ドル：％） 
 世界全体 アフリカ全体 
輸出額 シェア 輸出額 シェア 
農産物 1,660 9.3 59 10.0
天然資源 4,008 22.5 382 64.3
―原油 3,171 17.8 325 54.6
製造品・工業製品 11,511 64.6 110 18.6
―鉄鋼品 527 3.0 10 1.7
―化学製品 1,997 11.2 22 3.7
―自動車関連 1,287 7.2 9 1.5
―通信関連 1,680 9.4 3 0.5
―織物・布地等 706 3.9 14 2.4
その他 642 3.6 42 7.1
合計 17,821 100.0 593 100.0
（出所）UNCTAD[2000-2011]より著者作成。 
 
 ただし図 2 に示すように、輸出国がそれぞれに埋蔵している天然資源は異なっている。例えばア
ルジェリアやリビア、アンゴラ、ナイジェリア等では原油、エジプトでは天然ガス、ザンビアでは
石炭、コンゴ民主共和国やマダガスカル、ボツワナ等では銅やニッケル、タンタル、ダイヤモンド
といった鉱物資源が主な輸出産品となっている。アフリカ各国に埋蔵されている天然資源は異なっ
ており、しかも天然資源の産出が可能な国は限られている。そのため、天然資源輸出の増大は、ア
フリカ全体の経済成長の一因となっているが、必ずしも 54 ヵ国全てに恩恵をもたらしていない。
さらに鉱物資源の埋蔵国の事例では、福田が「採掘労働者の中には多くの子供も混ざっており、彼
らはモグラのように山に穴を掘り込んでサファイア鉱石を、粗末な店で顕微鏡と秤を並べて待ち構
えているバイヤーに売る。バイヤーの大半はタイ、スリランカ、中国からきた一攫千金を狙うした
たか者ばかり。二束三文で買いたたく。時々、穴ぼこだらけになった山が潰れ、子供たちも押し潰
される9」と論じているように、大勢の貧しい人々が経済成長から乖離した生活を強いられている。
ただし、工業化もまた多くの国で進展しておらず、製造品・工業製品輸出が主体となっている国は、
アフリカの中でもボツワナやモロッコ、エジプト、南アフリカなどごく一部でしかない。換言すれ
ば、コーヒーや紅茶、カカオ、綿花等の農産物（換金作物）が多くのアフリカ諸国の輸出において
重要な役割を担っているのである。ただし、これら一次産品の輸出増大は必ずしも生産者の収入増
加や諸問題の解決に貢献していない。 
                                                  
9 福田[2009]、p.68。 
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図 2 アフリカ各国に埋蔵されている天然資源の分布 
 
（出所）独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構ウェブサイト「資源大国アフリカの全貌」（2013 年 8 月 17
日閲覧）より引用。 
 
 農産物の生産に不可欠な土地の大部分は、ごく一部の富裕層が所有しているが、農民の大半を占
める低所得者は土地を所有することができず、富裕層が経営するプランテーション農場や都市部で
日雇い労働に従事している。妹尾が「賃金が収穫量に応じて出来高払いで払われるという地域では、
農業労働者が、少しでも収入を増やすために、普段は学校に通う子どもたちを学校に通わせずにコ
ーヒー収穫に駆り出すという事態が発生し、児童の退学率が増加したところもあった。（中略）また
収入低迷や失業により、食費を削らざるを得なくなった結果、中米やアフリカのコーヒー農家のな
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かには、食糧不足のみならず栄養失調や飢餓に苦しむ人が多数出てきた10」と指摘しているように、
貧しい農家では、父親や子息が都市部や近隣のプランテーション農園へ出稼ぎ労働に就き、母親や
幼年の子どもが家事や農作業を務めるような状況に陥っている。土地配分（所有）の不平等は大勢
の農民を貧困状態に陥れるとともに、初等教育さえも十分に受けられない児童を増やす要因となっ
ている。 
 世界銀行によると、サハラ以南のアフリカは 8.6 億人（2010 年時点）の人口を抱えているが、そ
の内 1 日 1.25 ドル以下（月収 40 ドル程度）で生活する人々は約 4.2 億人（サハラ以南のアフリカ
全体の 48.5％）に達している。さらに約 6 億人（同、約 70％）が 1 日 2 ドル以下で生活している。
本稿で事例とするケニアの場合、政府が設定した貧困の基準は、都市部に住む人々で月収 2,648 ケ
ニアシリング（33.4 ドル）以下、農村部に住む人々で月収 1,238 ケニアシリング（15.6 ドル）以下
となっている11。しかし著者がリフトバレー州ナンディ県カイモシ村およびナイロビ特別区の中心
地で実施したフィールド・ワークによると、都市部（スラムを除く）で生活をする際に必要な最低
限の月収は 3,000～4,000 ケニアシリング（37.9～50.5 ドル）であり、農村部の場合で月収は 1,500
～2,000 ケニアシリング（18.9～25.3 ドル）であった。ただし農村に住むほとんどの人々は、月収
が 1,000～1,500 ケニアシリング（12.6～18.9 ドル）に留まっており、深刻な貧困状態に陥ってい
る12。また、大勢の貧しい人々は換金作物を収入源にしているが、換金作物産業（プランテーショ
ン農場の経営者）は、例え生産量が増大したとしても、労働者に対して僅かな賃金しか支払ってい
ない。そのため貧しい農民は、現金収入を得るために換金作物栽培に従事しているが、他方で換金
作物栽培への依存によって貧困状態から脱却できずにいる。しかも先進諸国や国際金融機関は、ケ
ニア国内で深刻化する貧困問題の一因が植民地支配期から栽培されてきた換金作物にあるにもかか
わらず、経済の自由化や換金作物栽培への依存を推奨している。さらにケニア政府までも換金作物
栽培を推進したため、大勢の農民が大規模プランテーションでの賃労働（貧困状態）から脱却でき
なくなった。一次産品の生産・輸出の拡大が、“富裕層‐貧困層”間に見られる経済・所得格差を拡
大し、大勢の人々を困窮させていることは自明の理であるが、この貧困問題はアフリカ諸国で顕著
となっている「食糧危機」の深刻化も招いている13。 
 アフリカ全体の人口増加率は 2000～2010 年で年平均 2.6％となっており、アフリカ大陸に住む
人々は 10 億人を超えようとしている。そのため多くのアフリカ諸国は、急激な人口増加に対して
食糧生産（供給）が追い付かず、深刻な食糧不足に陥っている。栄養失調状態に陥っている人々は
                                                  
10 妹尾[2009]、pp.204-205。 
11 Central Bureau of Statistics（Kenya）[2004]、p.27。 
12 この月収の数値は、首都ナイロビ 5 世帯およびケニア西部の農村 10 世帯に実施した聞き取り調査に基づく推定
値であり、政府や国際機関が提示するものとは異なる。 
13 本稿では、様々な農産物を対象にしており、農産物に関して「食料」、「食糧」、「農産物」、「換金作物」など、複
数の語彙を用いている。それぞれの語彙の定義であるが、「食糧」は穀物や野菜など国内（概ね生産者自身）で消費
される農産物を指し、「食料」は食糧を含め、肉や魚など食料全体を総称している。また「換金作物」は輸出や国内
販売を目的に生産されているコーヒーや紅茶、切り花といった作物を意味する。そして「農産物」として表記した
場合、これら農産物全てを含意したものとして用いている。 
- 12 - 
世界全体で 8.7 億人（世界の全人口の約 15％）となっているが、内 26.8％（2.3 億人）がサハラ以
南のアフリカ諸国の人々である。また国際連合食糧農業機関（FAO）によると、アフリカの人々の
3 分の 1 が慢性的な飢餓状態に陥っており、栄養失調状態に陥っている人々も 1.7 億人（1990～1992
年）から 2.1 億人（2001～2003 年）に増加している。 
 経済成長や輸出の増大が注目されているアフリカでは、大勢の人々が未だに貧困や飢餓に苦悩し
続けているため、アフリカ諸国が抱える諸問題は今日においても全く改善されていないと言える14。
特に、換金作物を生産している農民の大部分は深刻な食料不足に陥っており、僅かな収入を食料の
購入に充てなければならない。例えばセネガルは、ドナー諸国が換金作物への依存と食糧の輸入を
強要したため、大規模な干ばつに伴って食糧が不足しているにもかかわらず、食糧の増産（自給）
を進められずにいる15。さらにアフリカの気候・地理的特性には、不安定な降水量や度々発生する
大規模な干ばつ、決して肥沃ではない粘土質の赤土などの悪条件があり、これら悪条件は農業が主
体となっているアフリカ諸国にとって、農業生産および食糧増産を制約する要因となっている。ま
た食糧の増産には、大規模な農地に加えて、生産技術の向上が不可欠であるが、灌漑設備や肥料等
の生産技術は未だに改善されていない16。末原はアフリカにおける農業の重要性について、①大勢
の人々が従事する産業であること、②農民自身が消費する食糧を生産するための産業であること、
③農民（生産者）の収入源となる産業であることの 3 点に集約して論じている17。しかし、農業を
主要産業に位置づけているアフリカ諸国では、先進諸国の圧力のもと、食糧自給の達成以上に換金
作物栽培の拡大が押し進められているため、末原が指摘した「食糧自給」は完全に機能しておらず、
大勢の農民が、農業を営んでいるにもかかわらず、食糧不足に陥っている18。 
 アフリカ諸国が直面している「貧困」や「食糧危機」といった問題は、①換金作物や天然資源の
生産への依存（食糧増産の抑制）、②人口増加や干ばつに伴う食糧危機の深刻化、③食料不足に伴う
食費の増大（貧困状態の悪化）、④食料購入の必要性に伴う賃金労働への転向（更なる資源依存およ
びスラムの形成）の 4 点が連鎖的連続的に発生したことに起因している19。加えて、植民地支配期
を契機とする①～④の悪循環が独立後のアフリカ諸国においても恒常的に生じていることは、アフ
リカの貧しい人々が「虚構の独立」の下で未だに困窮や不利益を強いられていることを示唆してい
る。そのため、貧困や食糧危機などの問題を改善・解決するためには、この悪循環が構築された背
景（諸要因）を解明することが不可欠である。 
                                                  
14 FAO[2006]、pp.23-28。 
15 セネガルにおける食糧危機と諸要因については勝俣[1984a]および[1984b]を参照。 
16 北川・高橋[2004]、pp.164-166。 
17 末原[1990]、pp.18-37。 
18 Grigg[1985]、p.112; 163-170。また平野は、人口増加分を賄えるほどではないが、アフリカにおいて穀物増産が
達成されている要因として耕地面積の拡大を指摘している。そのため、食糧生産のために農地が投じられない場合、
アフリカ諸国が自給を達成することは困難である。（平野[2003]、pp.144-147、および[2009]、pp.188-191）。 
19 論旨が多岐にわたり、内容が不明瞭になるため、本稿では医療や教育等については言及しない。ただしケニア（ア
フリカ）には、本稿で取り上げる貧困や食糧危機の問題以外に、教育の欠如や医療制度の不備、通信・交通インフ
ラの未整備など、多種多様な問題が生じている。 
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（2）アフリカにおける「ケニアの特異性」 
 「食糧危機」と「貧困・経済格差」はアフリカの人々が直面している深刻な問題である。ただし、
双方の問題が密接に結びついているため、いずれか一方の問題を分析するだけでは、その要因の解
明や問題解決を成し遂げる上で必ずしも十分な分析とならない。これら諸問題が複雑に結び付いて
いる事例として、独立後ケニアの農業生産と“権威主義体制”および“ドナー諸国の圧力”の因果
関係があげられる。 
 主要な輸出産品が一次産品となっているアフリカ諸国において、換金作物が輸出の 5 割以上を占
めている国は 54 ヵ国中 21 ヵ国となっている。さらに、1961～2010 年の換金作物輸出の構成を見
ると、ヤギやヒツジなど家畜の輸出が主体となっているソマリアを除く 20 ヵ国の内、ブルンジや
マラウイなど 11 ヵ国が単一の換金作物、またベナン、コートジボワール、エチオピア、コモロ、
ルワンダ、スーダンの 6 ヵ国が主に 2 種類の換金作物に依存している20。そして、ケニア、マダガ
スカル、タンザニアの 3 ヵ国だけが 3 種類以上の農産物を同時期に栽培するか、市場価格に応じて
主要な換金作物を切り換えている（表 2 を参照）。 
 一次産品、特に換金作物は、国際需給や不安定な生産性に伴って乱高下する市場価格の影響を受
けやすい輸出産品である。そのため、単一もしくは 2 種類の換金作物輸出に依存している農業国は、
常に急激な価格変動の脅威や輸出額の大幅な縮小、経済成長の悪化等の問題を抱えている。だがケ
ニアやマダガスカル、タンザニアのように主な換金作物を複数生産し、リスク分散を図っている国
は、価格変動に応じて主要な換金作物を切り換えることで、農産物輸出額の安定的拡大や大幅な価
格下落の回避を試みている。例えば、北緯 25 度から南緯 25 度の間に位置するアフリカ諸国の多く
がコーヒーを生産しているが、国際協定の庇護のもとで比較的市場価格を安定させていたコーヒー
は、1980 年代末の協定崩壊に伴い市場価格が大幅に下落している21。そのため、コーヒーだけに依
存したエチオピアやウガンダは、価格下落に伴って輸出額が大幅に減少している。しかしケニアや
タンザニア、マダガスカルは、コーヒー以外の換金作物に比重を置き換えたため、価格下落の悪影
響が軽減していた。ただしマダガスカルやタンザニアは、ケニアと異なり、国内の政治経済情勢に
不安や混乱を抱えた国である。例えばマダガスカルでは度重なる内紛が勃発しており、国内情勢が
非常に不安定であった。またタンザニアは、国内情勢の不安に加えて、1980 年代後半の経済状態の
悪化に伴い、政策の大幅な方針転換に直面していた。しかしケニアは、マダガスカルやタンザニア
のような過度の政治的・経済的混乱を抱えていなかったため、国際社会から「政治的経済的に比較
的良好な状況にある」と見なされており、他の 2 ヵ国と比較して特異な国となっている。 
 
                                                  
20 ただしベナンにおけるパーム油の生産・輸出は 2001 年以降、ルワンダにおける紅茶の生産・輸出は 2004 年以降
から顕著となっているが、これらの作物は輸出規模が乱高下しているため、農産物輸出の主軸となり得るかは不明
瞭である。 
21 Krichene[1998]、p.10。 
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表 2 アフリカの主要な農業国における農産物輸出の比率および換金作物構成 
国名 
輸出に占め
る農産物比
率(％) 
主要な換金作物 
種類数 品目（輸出増加年‐／‐停滞年） 
ベナン 66.9 2 コットン（1970‐）、パーム油（2001‐） 
ブルキナファソ 72.7 1 コットン（1976‐） 
ブルンジ 88.8 1 コーヒー（1961‐） 
チャド 68.8 1 コットン（1961‐） 
コモロ 65.7 2 バニラ（1961‐）、クローブ（1975‐） 
コートジボワール 60.7 2 コーヒー（1961‐2001）、ココア（1961－） 
エチオピア 85.8 2 コーヒー（1961‐）、ゴマ（2002‐） 
ガンビア 69.9 1 落花生（1961‐）※落花生油を含む 
ガーナ 51.9 1 カカオ（1961‐） 
ギニアビサウ 77.2 1 カシューナッツ（1985‐） 
ケニア 59.8 3 コーヒー（1961‐2001）、紅茶（1961‐）、園芸
作物（1992‐） 
マダガスカル 63.4 3 コーヒー（1961‐）、クローブ（1970‐）、バニ
ラ（1975‐） 
マラウイ 89.6 1 タバコ（1970‐） 
マリ 64.5 1 コットン（1975‐） 
モーリシャス 53.5 1 非精製砂糖（1961‐） 
ルワンダ 68.5 2 コーヒー、紅茶（2004‐） 
サントメ・プリンシペ 77.2 1 カカオ（1961‐） 
ソマリア 76.9 0 ※主に家畜のみ輸出 
スーダン 72.1 2 コットン（1961‐）、ゴマ（1993‐） 
ウガンダ 78.2 1 コーヒー（1961‐） 
タンザニア 66.1 6 コーヒ （ー1961‐）、カシューナッツ（1991‐）、
園芸作物（2004‐）他 
（出所）FAOSTAT より算出し著者作成。 
 
 1963 年に独立したケニアは、隣国のエチオピアやタンザニアが社会主義的な政策を掲げるなか、
自由主義的な経済路線を選択し、旧宗主国イギリスをはじめとする欧米列強諸国と比較的良好な関
係を構築していた。加えて、ケニアでは大統領を中心とする中央集権的な政治体制が採用されてい
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たが、マダガスカルやタンザニアのように大規模な暴動や内戦は発生していなかったため、欧米列
強諸国はケニアを「アフリカの優等生」と称賛しており、自由主義的路線を選択したケニアに対し
て莫大な融資・経済援助を実施するようになった。もっとも、ケニアの政治経済構造に見られる実
態は必ずしも「アフリカの優等生」という表現に合致していない。 
 ケニアは 1980 年代に経済状態が悪化しており、さらに 1990～1992 年および 2008 年には政治体
制上の混乱や突発的な暴動が起こっていた。だが、ケニアの年平均経済成長率は 4.75％（1963～
2012 年）となっており、2013 年の経済成長率（推計値）も 5.9％に達しているため、経済成長に
言及すれば、ケニアは概ね安定した国家である。もっとも、ケニアは高い経済成長を達成している
が、政府の掲げている「工業化の推進」という目的を成し遂げておらず、未だに換金作物に依存し
ている。さらに、経済成長の恩恵は換金作物栽培に従事している農民や賃金労働者に配分されてい
ないため、大勢の人々が貧困状態に陥ったままである。貧しい農民は、農業に従事しているにもか
かわらず十分な食糧を確保できず、獲得した僅かな現金を食糧購入に充てなければならない22。 
 ケニアの初代大統領であるケニヤッタ（Jomo Kenyatta）は、1973 年に開催された第 28 回 IMF・
世界銀行総会の開会演説にて、第三世界が直面している諸問題を解決する上で、貿易や経済の発展
を志向する政策が必ずしも有効でないことを訴えた23。しかし先進諸国や国際機関は、ケニヤッタ
が国際会議の場で掲げた主張とは対照的に、持続的成長の必要性を唱えるとともに、ケニアに対し
て“資本主義的な経済構造”と“経済発展”の達成を目指すよう迫り続けている。さらに、テキサ
ス大学の経営学の教授であり、企業のマーケティング・コンサルタントを務めるヴィジャイ・マハ
ジャン（Vijay Mahajan）は経済成長が著しいアフリカをインドよりも裕福であり、且つ発展可能
性の高い産業・市場を持つ大陸であると好意的に捉えている。だが、先進諸国による圧力を受けた
ケニアでは、未だに工業化が進展する兆しが見られず、成長の恩恵も最下層の人々まで行き渡って
いない。ケニア（およびアフリカ諸国）の実態を見る限り、ごく一部のケニア人は経済発展の恩恵
（富）を享受しているが、他方で大勢の人々が発展から乖離した状況に囚われ続けているため、マ
ハジャンの指摘は楽観的と言わざるを得ない24。 
 ケニアが直面している具体的な問題は大きく 2 つあげられる。1 つは換金作物依存の継続と工業
化の未発展であり、もう 1 つは経済成長の恩恵の不平等な配分に伴う深刻な貧困問題である。また、
この 2 つの問題の解明は、大勢の人々の犠牲によって成し遂げられた「独立」の意義を問い直すこ
とにもつながる。独立後のケニアは、「経済成長の達成」と「ドナー諸国との良好関係」の両立を成
し遂げたが、ケニアもまた他のアフリカ諸国と同様に貧困や食糧危機を抱えた国家である。そのた
めケニアの事例は、第三世界諸国（アフリカ諸国）が直面している“経済成長がアフリカの政治経
済的諸問題の改善に貢献していないこと”および“アフリカの独立は虚構の物であり、大勢の人々
                                                  
22 Pollin[2008]、p.105。 
23 ケニヤッタ[1973]、p.10。 
24 マハジャン[2009]、pp.53-54。 
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が権力者による支配を被り続けていること”の解明に貢献する。 
 
 
2．先行研究と分析の視座  
 独立後のケニアが抱えている 2 つの問題に関して、既存の研究では、「国際社会（ドナー諸国）
より迫られた不利益」という外的要因に言及した分析、もしくは「国内の権力者によって強いられ
た不利益」という内的要因に焦点を当てた論証が行われている。外的要因に関する先行研究では、
貧困や経済発展といった経済的諸問題を対象に、諸外国や国際機関との関係に焦点を当てた分析が
多い。特にケニアをはじめとする第三世界諸国の事例研究では、欧米列強諸国や国際機関の介入（自
由主義経済の強要）が政治経済構造に及ぼした悪影響について、解明が試みられている。例えばロ
バート・ジャクソン（Robert H. Jackson）は独立後のアフリカ諸国の国家主権に言及し、第三世界
諸国は脱植民地化によって領土内の主権を得たにもかかわらず、西欧列強諸国（旧宗主国）が形成
した政治経済構造を継承している点を指摘している25。特にジャクソンは独立後のアフリカ諸国に
ついて、①債務危機に陥っていたケニアなど第三世界諸国が国際機関やドナー諸国の構築した制度
の下でしか主権を行使できない「疑似的な国家（Quasi-State）」であること、②途上国内の実質的
な権限（手綱）が債権国側にあることの 2 点を強調している26。 
 またスーザン・ジョージ（Susan George）は、自由主義経済（ドナー諸国の影響）が農業部門に
もたらした悪影響について、「誰のために農産物を生産しているのか」という問題意識を抱いていた。
そしてジョージは、農産物によって創出された富の受益者（最も富を得る者）が、農産物の生産者
（途上国の農民）ではなく、途上国に介入しているドナー諸国であり、しかもドナー諸国の介入が
現地の自然環境に適応した農産物生産の構造を崩壊させていることを指摘している27。さらにウォ
ルター・ロドネ （ーWalter Rodney）は、アフリカ諸国の工業化が未発達であることに焦点を当て、
アフリカで創出された資源や富が現地の工業部門の発展に投下されていない実態を解明している28。
ジャクソンやジョージらの“独立後のアフリカ諸国が抱える諸問題”と“国際社会（旧宗主国）”の
因果関係についての分析は、エンクルマが批判した「新植民地主義」の議論を踏襲しつつ、主権や
対外援助、農業政策、工業化政策など具体的な事例によって批判したものとなっている29。だが先
進諸国や国際金融機関は、途上国政策に対するこれら批判を黙殺し、アフリカ諸国に対して自由主
義経済を押し進めている。特に IMF・世界銀行は、先進諸国の代弁者として、第三世界諸国の経済
                                                  
25 Jackson[1990]、pp.1-3; 189-192。 
26 ibid、pp.124-129。 
27 George[1977]、pp.ⅹⅴ-ⅹⅰⅹ; 14-16; 87-106。 
28 Rodney[1972]、pp.19-20;  
29 エンクルマは「新植民地主義の本質は、その下にある国家は、理論的には独立しており、国際法上の主権のあら
ゆる外面上の装飾を有しているということ」にあると定義するとともに、特に独立以後の第三世界諸国では経済構
造や政策、政治体制といった国家の根幹が外部の指揮の下で策定されていることを批判している（エンクルマ[1971]、
pp.11-17）。 
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構造を変えるための急先鋒となっている。 
 途上国に対して経済援助を実施する代表的な国際機関である IMF や世界銀行は、途上国政府の
政策および国内市場への介入が非効率且つ不適切な経済構造に起因している点を指摘している。さ
らに IMF・世界銀行は、市場機能の効率化や持続的な経済発展を促すためには市場介入や規制、産
業保護政策を取り除く必要があることを主張し、第三世界諸国に対して市場自由化の推進を目的と
する構造調整政策を実施している。「アフリカの優等生」であるケニアは、1980 年にアフリカ諸国
の中でも最初に構造調整を受諾している。政策開始時期に当たる 1980 年代以降、世界銀行は『年
次報告書』において、構造調整政策に基づく政治経済構造の大幅な変革が経済成長に有効であると
主張し続けている30。また世界銀行は、ケニアの農業部門に言及した報告書『世界銀行とケニアの
農業部門』の中で、政府所管のマーケティング・ボードが農業生産のコストを増大するとともに、
非効率な市場を招いていることを指摘し、マーケティング・ボードに伴う市場介入の不適切性を強
調している31。 
 世界銀行のエコノミストも途上国の持続的発展を図る上での構造調整政策の有効性、および途上
国政府による市場介入の悪影響を主張する立場にある。例えばアキヤマ（Akiyama）は、ケニア政
府がコーヒー産業に対して実施する課税制度を事例に、生産者に対する重税や輸出関税がコーヒー
生産に悪影響を及ぼしている点を指摘するとともに、市場自由化が農民の生産意欲向上に貢献する
ことを主張している32。またレレとクリスチャンセン（Lele and Christiansen.）は、マーケティン
グ・ボード制度の設置が農業部門の成長にとって阻害要因であることを指摘し、政府介入の排除を
目的とする構造調整政策が生産者価格の上昇や農業部門の成長に有効であると論じている33。確か
に、ケニアの政治経済を研究する高橋が「ケニアでは民間部門の発展が妨げられているのは、それ
自体の未成熟ばかりに原因があるわけではなく、明らかに政府の規制介入の行き過ぎによると見做
し得る面がある34」と指摘しているように、政府介入やマーケティング・ボードはケニア人農民の
生産活動を制約する側面も見られるため、世界銀行やエコノミストが指摘する“政府介入の悪影響”
には一定の正当性がある。ただし、ケニアおよびアフリカ諸国の経済状態は構造調整政策の実施以
後も悪化し続けており、IMF・世界銀行主導の政策（構造調整）は必ずしも有効な手段となってい
ない。そのため多くの研究者や国際機関が、構造調整実施後に見られるケニアの低い経済成長や高
インフレ等を契機として、IMF・世界銀行の主張や構造調整の有効性を批判している。 
 例えばカルファンタン（Carfantan）は構造調整の下で強行された財政支出削減策に関して、緊
縮財政が農業支援の縮小やインフラ整備の鈍化、生産性の低下を招いているとして、構造調整政策
                                                  
30 構造調整の有効性に関する国際金融機関の主張は World Bank/IBRD[1981-1993]および[1994]を参照。 
31 ibid[1998]、p.11。 
32 Akiyama[2001]、pp.85-109。 
33 Lele, U., and R. E. Christiansen [1989]。 
34 高橋[1995]、p.53。 
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を批判している35。また原口は、IMF が政府介入の排除を目的とする緊縮財政策を押し進めている
点に言及し、「経済活動の諸分野からの国家介入の撤退によって生ずる空白を市場原理に基づいて活
動する民間資本が埋め合わせることが期待されているが、アフリカ諸国の現状をみるかぎり、各国
の民間資本が経済活動の諸分野で国家にとって代わることができるほどに十分に成長してきている
ようには思えない36」と論じている。さらに高橋も、緊縮財政の推進が農村部に住む大勢の人々を
雇用喪失や所得減退に陥れ、都市部における出稼ぎ労働者の増大と治安悪化を招いた点を強調して
いる37。では、構造調整政策によって創出された利点とは如何なるものであったのか。 
 ケニアに対して実施された構造調整および市場自由化の推進は、官民共営を主体とする換金作物
産業の構造を大きく変えるものであった。ジョセフ・スティグリッツ（Joseph, E. Stiglitz）は構造
調整と第三世界に見られる飢餓や貧困、暴動の因果関係を指摘するとともに、特に民営化や市場自
由化が当該国の経済構造の破壊に帰結したことを強調している38。サスキア・サッセン（Saskia 
Sassen）もまた、国内市場に対する規制緩和や多国籍企業の進出（＝現地企業の買収）が、途上国
内で生産された富の国外への流出や現地に住む人々の貧困状態に起因していると批判している39。
構造調整政策がドナー諸国の資源収奪の温床になっているとする批判は、ジョージやジャクソン、
ロドネーが同政策の実施以前より危惧していた「先進諸国‐第三世界間に見られる問題」の悪化・
深刻化を示唆している。そしてスティグリッツやサッセンが指摘するように、先進諸国の推進する
市場自由化や民営化は、ケニアの経済構造を大きく歪めるとともに、大勢の人々に貧困や食糧危機
の悪化をもたらしている。 
 他方、内的要因に関する先行研究では、途上国政府による市場介入が汚職や不正選挙など政治的
諸問題に起因している点に言及し、政策や制度の実態に対する批判的分析を行う傾向が見られる。
具体的には、ケニア憲法や選挙制度の改正（改悪）、マーケティング・ボード等の政策・制度を事例
に、権威主義体制の維持・強化や政権に批判的な勢力への弾圧が行われていることを解明しようと
する研究である。例えば高橋は、「アフリカの社会においては権力者とその追従者（手下・子分）の
人的な支配‐従属関係（パトロン‐クライアント関係）が社会に広がって40」いるとして、ケニア
の権力者が、資源配分の側面では“パトロン”の立場から支持者のためにレント（利権）を作り出
し、権力基盤の確立という側面では“クライアント”の立場からレント（支持集めや農民の掌握）
を要求し、支持者との関係構築を強化していることを論じている41。またカーンとサンダラム（Khan 
and Sundaram）は、パトロン‐クライアント関係およびレント創出に関して、途上国に見られる
レント・シーキングが、一方で政府と国民の連携強化や政治体制の安定を図る上で効果的な手段と
                                                  
35 カルファンタン[2009]、pp.20-22。 
36 原口[1995]、p.7。 
37 高橋[2010]、pp.377-378。 
38 Stiglitz[2002]、p.ⅹⅳ; 53-88。 
39 サッセン[1999]、pp.22-23。 
40 高橋[2011b]、p.7。 
41 同上[2010]および[2011b]。 
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なり、他方で貧困状態を一層悪化させる制度となっている点を指摘している42。 
 農業部門とレントの因果関係では、特にロバート・ベイツ（Robert H. Bates）の議論がケニア（お
よびアフリカ諸国）を事例に分析した代表的な研究にあげられる。ベイツは、農業政策が他産業や
利益集団との関係から実施されていること、および農業部門の発展がレント創出という政治的意図
にあることを強調している43。またベイツは、ケニア政府が経済的利益よりも政治的合理性（経済
的非合理性）を選択していると捉え、①政府による農業部門への介入が大土地所有者や都市部の富
裕層からの支持獲得を意図して実施されていること、②政府と利益関係を持たない大勢の農民が政
策の犠牲となっていることの 2 点を指摘している44。ただしベイツの議論には、「政治的合理性」と
いう指摘に一定の説得力が見られるが、（a）政策の具体性や対外関係上の悪影響、（b）大勢の農民
に不利益となる政策を実施する必要性が不明瞭であることなど、論証における不備も存在する。特
に、レント創出に利用された具体的な制度の 1 つであるマーケティング・ボードの考察は、パトロ
ン‐クライアント関係の問題点を解明する上で不可欠となる。 
 例えばフース（Sidney S. Hoos）は、世界各国のマーケティング・ボード制度を比較分析し、19
世紀半ばのイギリスに設立されたマーケティング・ボードが、その根本的な目的を生産者の利益創
出としており、生産者価格の上昇や政府に対する発言力の強化を目指した一種の協同組合のような
制度であったと定義している45。ただしフースは、途上国におけるマーケティング・ボードの機能
が政府の財政政策（資金確保）のための手段となっていることも論じている46。またロフチー
（Michael F. Lofchie）は、ケニアにおけるマーケティング・ボードを事例に、「政府が農業部門に
対して規制や行政介入を実施するための手段として用いられているのがマーケティング・ボードで
ある。半官半民の機関として、これらボードは農産物の合法的な独占を行なっている。（中略）国家
はマーケティング・ボードを介して農民からの不当な徴収を行い、経済構造を支配している47」と
して、マーケティング・ボードが農民の為ではなく、政府のための制度となっていることを指摘し
ている。換言すれば、権威主義体制下で実施された政策（マーケティング・ボード）は、一方でパ
トロン‐クライアント関係の構築に貢献しているが、他方でケニアの経済構造に悪影響を及ぼすと
ともに、大勢の人々を貧困状態に陥れた（内的）要因となっているのである。 
 これら外的および内的要因に関する指摘には、確かに一定の説得力があり、ケニア（および大勢
の貧しいケニア人）が直面している問題を分析する上で重要な議論である。ただし外的要因に焦点
を当てた分析は、換金作物依存と国際社会の圧力の因果関係を解明することに貢献するが、全ての
                                                  
42 カーン、サンダラム[2007]、p.183。 
43 Bates[1980]、p.171 および ibid[1981]、pp.19-26。 
44 ibid[1981]、pp.25-31; 81-82 および ibid[2005]、pp.78-80。ケニア政府の歪みを指摘しているベイツの論理は IMF・
世界銀行が問題視した政府の市場介入の不備と同調するものであった。そのため、当初構造調整に対して批判的な
立場をとっていたベイツは、経済的非合理性に伴う不利益を改善する上で国際金融機関との連携が不可欠との主張
に転じている（ibid[1988]、pp.7-11; 18-29; 356-358）。 
45 フース[1982]、pp.18-19; 26-33。 
46 同上、pp.194-195。 
47 Lofchie[1989]、pp.61-62。 
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ケニア人が国際社会による不利益を被っているのか、換言すれば「何故、ケニア人の間の経済格差
が深刻化しているのか」という問題を解明できない。また内的要因に関する分析では、政策や制度
（政治的要素）が経済構造や大勢の人々の生活に及ぼす影響の解明に貢献するが、ケニアが農業部
門の発展に固執した背景、換言すれば「何故、ケニア政府は政治的合理性を工業化の進展によって
成し遂げなかったのか」という問題が不明瞭となる。ケニアの政治経済的諸問題の解明は、外的も
しくは内的要因のいずれか一方に焦点を当てるだけでは不十分であり、しかも双方の要因は互いに
連関しているため、ケニアの貧困や食糧危機、経済格差といった問題を解明するためには外的・内
的要因の両方を踏まえた多面的な分析が不可欠となる。加えて、様々な先行研究において欠落して
いる問題が独立以前と以後における政治経済構造の変容、つまり「独立」の意義に関する考察であ
る。 
 独立後の第三世界諸国に関する近年の研究では、プラシャドが第三世界諸国の勝ち取った「独立」
の意義について再考を試みている。プラシャドは「幅広い支持を受けた社会運動や政治組織が、新
しい国家のために自由を勝ち取り、権力の座に着いた。しかし政権を掌握すると、（中略）これらの
政治体制は、新しい社会を創出する手段を示す代わりに、古い社会階級のエリート層を保護しなが
ら、人びとに社会福祉的な様相を与えたのである。こうした旧来の支配階級はひとたび力を得ると、
軍部や勝ち誇る民族政党を通じて権力を行使した48」と論じ、第三世界というプロジェクトや独立
闘争に見られる欠陥として“各国の指導者が新たな支配者に変容する危険性”を指摘している。さ
らにプラシャドは、①第三世界が莫大な対外累積債務によって崩壊したこと、②第三世界諸国の政
府（権力者）が「国民の苦しみの解消」よりも「世界経済の中で富を得ること」を重視するように
なったことの 2 点を指摘するとともに、ドナーとなった旧宗主国が第三世界勢力の衰退と新たな支
配者（都合の良い操り人形）の誕生に起因したことを主張している49。 
 またポール・ニュージェント（Paul Nugent）は、独立以後のアフリカ諸国に関して「民族主義
（独立）闘争という崇高なドラマ（出来事）は、植民地に対する支配を維持しようとしていた旧宗
主国と独立によって権力を得た新たなアフリカ人エリートが取り交わした約束を隠ぺいするための、
一種の煙幕にすぎなかったのでは50」という疑問があることを踏まえた上で、独立国家となった全
てのアフリカ諸国が必ずしも旧宗主国と過度の決裂を選択しておらず、むしろ旧宗主国（および入
植者）の関与・支配が存続していた事例もあることを論じている51。プラシャドやニュージェント
の指摘が独立以後のアフリカの実態を捉えた論点である場合、「アフリカの優等生」とまで称されて
いるケニアは、何（誰）のために多大な犠牲を払って独立を達成したのであろうか。 
 独立闘争の指導者（最高司令官）であるデダン・キマジ（Dedan Kimathi）は、独立闘争の目的
として、①支配からの脱却、②人々の正当な権利（特に土地の所有）を取り戻すこと、③ケニア人
                                                  
48 プラシャド[2013]、p.14。 
49 同上、pp.319-322。 
50 Nugent[2004]、p.24。 
51 ibid、pp.56-57。 
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主体の独立国家を築くことの 3 点を唱えるとともに、ケニア土地自由軍（Kenya Land Freedom 
Army：KLFA）の憲章にも、「われわれは人民の権利を要求することでテロリスト呼ばわりされた
くない」や「われわれの真の闘いは白い皮膚の色に対するものではなく、白人の支配者が動かして
いる体制に反対するものである」、「われわれ人民は外国の搾取者を追い払い、裏切り者を一掃して、
ケニア人民の独立政府を確立する」などの理念を掲げていた52。またファノンは非植民地化につい
て、「ただ単純に、ある『種』の人間が別の『種』の人間にとって代わられることにすぎぬ。過渡期
も経ずに、全的な、完全な、絶対的な交替が行われる53」可能性を危惧した上で、「支配構造からの
脱却」が非植民地化（真の独立）であると主張していた。そして、植民地支配によって虐げられて
きた貧しい人々（農民）はキマジの掲げた理念の下で独立を目指していたため、これらの人々が求
めた「（真の）独立」とは“支配からの脱却”や“ケニアの人々が植民地以前に持っていた土地所有
や食糧自給に対する権利の復権”を意味していた。だが独立から半世紀を経たケニアの実態は、フ
ァノンが危惧したように、新たな指導者となったケニア人が西欧列強諸国より伝播した支配構造を
継承しているに過ぎず、独立闘争の最中に処刑されたキマジが求めた「独立闘争の目的＝真の独立」
は、“ドナーとなった旧宗主国”と“新たな指導者（支配者）となったケニア人”によって、「（虚構
の）独立」に帰結しているのではないだろうか（図 3 を参照）。 
 
図 3 植民地支配と独立以後のケニアにおける支配構造の変化 
 
（出所）著者作成。 
                                                  
52 KLFA 憲章の内容についてはキニャティ[1992]を参照。 
53 ファノン[1969]、pp.35-36。 
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 ケニアにとっての「独立」がプラシャドやニュージェントの指摘するようにケニア人の支配者の
誕生とドナー諸国による（間接的な）支配の継続であり、抑圧された人々のための「（真の）独立）」
ではなく、ドナー諸国とケニア人の支配者のための「（虚構の）独立」でしかなかったと仮定したと
き、外的もしくは内的要因を個別に考察することは、ケニアが抱える諸問題の解明にとって必要条
件となるが、十分条件とならない。そのため本稿では、外的および内的要因を複合的に分析し、「虚
構の独立」の下で大勢のケニア人が抑圧されている実態を解明する。 
 
 
3．本稿の構成  
 「独立後ケニアでは大勢の人々が困窮し続けている」という仮定から「虚構の独立」という実態
を解明するためには、①独立後から現在までのケニアの政治経済構造の概観、②植民地支配期に見
られるケニアの変化、③独立以後のケニアにおける対外関係および各政権の政策の変化の 3 点に焦
点を当てて分析することが不可欠となる。特に③では、各政権期に政治経済構造の転換を可能とす
るような 4 つのターニング・ポイントが見られるため、個々のターニング・ポイントに基づく分析・
考察を行い、問題及び諸要因の明確化に努める。 
 第 1 章では、ケニアの農産物貿易に付随する諸問題を考察する前提として、独立後ケニアの政治
体制および経済構造を概観する。まず独立後ケニアの政治体制では、大統領の交替と権威主義体制
の維持について整理する。独立後ケニアの大統領の変遷は、初代大統領に就任したケニヤッタ、二
代目大統領のモイ、三代目大統領のキバキという 3 人の指導者を経て、2013 年 4 月 9 日からウフ
ル・ケニヤッタ（Uhuru Kenyatta）が四代目大統領の座に就いている。ただし四代目大統領のウ
フル・ケニヤッタは大統領就任から日が浅いため、本稿ではケニヤッタからキバキまでの 3 人の指
導者を対象に、各大統領が就任から職を辞すまでの変遷を整理するとともに、政権交代の経緯およ
び各大統領の支持層とされる民族集団の構成や居住地域について、簡略的な説明を行う。また経済
構造の概観では、GDP に占める農業部門の比率が高い点や輸出産品に占める農産物の割合が大きい
点を明示し、農業部門がケニア経済において主要産業となっていることを解明する。同時に、換金
作物産業と農民の貧困状態との連関についても、簡略的な説明を記す。 
 第 2 章では、農民の貧困問題に起因している換金作物が栽培されるようになった背景を明確にす
るため、イギリスの植民地支配がケニアに及ぼした影響や変化を解明する。具体的には、①ケニア
の換金作物栽培が、イギリス（王室）による植民地支配および宣教師をはじめとするヨーロッパ人
の流入を契機として開始されたこと、②植民地総督府がヨーロッパ人入植者による換金作物栽培の
流布・拡大を支援するため、ケニア人の所有地の収奪（王領地条例の施行）や強制移住（居留地制
度の実施）、強制労働を目的とする課税等の諸制度（スクゥオッター制度、人頭税・家屋税、身分証
携帯の義務化）の導入を実施したことの 2 点を説明する。さらに、ケニアが独立を達成した背景を
明確にするため、「諸制度に対するケニア人農民の不満」から「1940 年代末における大規模な暴動
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（独立闘争）」、そして「1950 年代半ばに植民地総督府が新たに打ち出したスウィナートン・プラン」
に至るまでの過程（植民地支配から独立に向かう経緯）を整理する。 
 第 3 章では、初代大統領となったケニヤッタの政権期（1963～1978 年）を中心に、1 つ目のタ
ーニング・ポイントである「独立」を迎えたケニアに如何なる変化が見られるのか（もしくは変わ
っていないのか）を考察する。例えば土地の場合、イギリスをはじめとする欧米諸国はヨーロッパ
人所有地を買い戻すための資金の援助・融資を通じて、ケニアに対して圧力をかけている。さらに、
ケニヤッタ政権はヨーロッパ人から購入した土地の再配分を介してレントを創出し、権力基盤の強
化に努めている。また換金作物の場合、旧宗主国イギリスはケニアを独立以前と同様に「換金作物
栽培のための農場」として利用するため、開発援助を口実に融資を実施している。ケニアは、土地
購入のための資金援助とともに経済開発を成し遂げる上で莫大な外貨を必要としていたため、債権
国の要求（換金作物依存）を受け入れなければならず、独立と同時に多額の対外債務を抱えた国家
となった。ただし、新たな指導者となったケニヤッタは、イギリスの圧力に晒されるなか、権威主
義体制を構築するために旧宗主国から強いられた換金作物依存を利用している。 
 特に土地および換金作物は、西欧列強諸国による支配の継続とケニヤッタによる権威主義体制の
構築を成し遂げる上で重要な役割を担っていたため、この 2 つの農業資源に焦点を当て、①西欧列
強諸国がケニアを支配し続けたこと、②ケニヤッタが権威主義体制を構築した“ケニア人支配者”
であったことを解明する。 
 第 4 章では、「新たな支配者となったケニヤッタの死去」を 2 つ目のターニング・ポイント（モ
イ政権の誕生から複数政党制に移行するまでの 1978～1991 年）について、モイ政権が直面した 2
つの問題に言及し、ケニアの政治経済構造の変化を分析する。第 1 の問題（経済的問題）は 2 度の
石油危機に起因する経済状態の悪化および対外累積債務の増大である。1970 年代末より顕著となっ
た一次産品需要の減退は、ケニアの換金作物輸出に多大な悪影響を及ぼしたため、ケニアは莫大な
対外累積債務を負い、ドナー諸国や国際金融機関に対して債務返済の繰り延べや追加融資を要請し
ていた。しかし IMF・世界銀行は、返済繰り延べや追加融資実施の条件として、ケニアに対して構
造調整政策の受け入れを迫った。しかし構造調整はケニアの政治経済に多大な悪影響を及ぼしてお
り、特に構造調整後に顕著となった換金作物依存および食糧輸入の増大はケニアが抱える諸問題を
悪化させている。 
 また第 2 の問題（政治的問題）は、権力抗争を経て大統領となったモイが「権威主義体制の構築」
を模索したことにある。モイはキクユ人を主な支持基盤としていたケニヤッタと異なり、小規模な
民族集団によって構成された「カレンジン人」を支持基盤としていた。しかもカレンジン人は、前
政権が抑圧した人々であり、キクユ人に対して強い反感を抱いていたため、モイは困窮する人々の
支援を口実に農業政策（紅茶産業への支援）を押し進め、カレンジン人の要望に応えるようになっ
た。ただし政策の実態は優遇の矛先が切り替わっただけであり、モイが“ケニヤッタ政権が構築し
た支配構造”を継承した人物であることを示唆している。そこで本章では、①国際社会（ドナー諸
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国および IMF・世界銀行）の介入への対処、②モイが自らの権威を増大化させるための政策を推進
したことの 2 点を解明するとともに、大勢の貧しい人々が未だに支配からの解放（真の独立）を成
し遂げていないことを明示する。 
 第 5 章では、3 つ目のターニング・ポイントとなる「複数政党制への移行」および「切り花産業
の勃興」が起こった 1990 年代を対象に、換金作物依存、貧困、食糧危機といった諸問題について、
対外関係および対内関係の両視点から分析する。1990 年代以降、ケニアは構造調整の実施にもかか
わらず、財政および貿易の赤字が続いており、さらに貧困状態の悪化や換金作物依存、大規模な食
糧輸入といった問題も改善していなかった。そのため、ケニアはドナー諸国に対して追加融資の実
施や対外債務の返済繰り延べを要求していたが、ドナー諸国は追加融資の条件として「市場の自由
化」および「複数政党制への移行」をケニアに迫った。この「市場自由化」と「複数政党制への移
行」における問題点を分析する際、特に重要な要素が“切り花産業の勃興”である。 
 モイは紅茶など換金作物産業をレント創出に利用していたため、ドナー諸国から迫られた「市場
の自由化」は支持離れを招く恐れがあった。そこでモイは、支持者（カレンジンン人農民）への影
響が比較的少ない産業であった園芸作物産業を対象に「市場の自由化」を推進し、ドナー諸国の要
求に対応した。もっとも園芸作物市場の自由化は、欧米の多国籍企業によるケニアへの本格的な進
出を容易にしており、特にオランダの多国籍企業は、ケニアに切り花プランテーションを設け、莫
大な富を獲得している。だが、切り花農場に雇用された労働者（貧しい農民）は、市場自由化以前
と同様に低賃金で雇われており、貧困状態から脱却していない。しかもモイは、発展途上にあった
切り花産業に対する自由化を率先して進めることで、権威主義体制の強化を達成している。反モイ
派のキクユ人およびルオ人のエリート層は、複数政党制への移行を契機として、政権打倒を掲げて
勢力的に活動していたが、各野党勢力は必ずしも主張や政策の方向性が一致しておらず、野党分裂
の危険性を抱えていた。この野党分裂には、オランダによる富の収奪に貢献した切り花産業が深く
関与している。そのため本章では、特に「市場自由化」・「複数政党制」・「切り花産業」という 3 要
素に焦点を当て、“ドナー諸国およびモイ政権の抑圧”と“大勢の人々の困窮”との因果関係を解明
する。 
 第 6 章では、「2002 年選挙に伴う KANU 政権の崩壊」という 4 つ目のターニング・ポイントに
起因する 4 つの問題（政権交代とキクユの復権、権威主義体制の維持と連立崩壊、選挙後暴動とラ
ンド・グラッブ、政治資金の確保と資源収奪に伴う混乱）に焦点を当て、諸要因の解明を試みてい
る。 
 まず「政権交代とキクユの復権」では、1990 年代にモイ政権打倒に失敗した野党勢力が新たに巨
大政党を設立し、KANU 政権の野党転落を成し遂げた過程を整理する。「権威主義体制の維持と連
立崩壊」では、キクユ人政権の復権に成功したキバキが当初与党内で取り交わしていた確約と異な
り、強大な大統領権限を維持するために政権運営を進めてきたことを論じる。そして、①キバキが
ケニヤッタ・モイ政権と同様に権威主義体制の維持に努めた「新たな独裁者」でしかなかったこと、
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②「真の独立の達成」を期待した国民が裏切り者であるキバキに対して激しく反発したことを明示
する。「選挙後暴動とランド・グラッブ」では、ケニアが選挙後暴動を契機として直接投資の減少や
急激な経済悪化に陥るとともに、新たな投資機会として国際社会より農業資源の大規模な収奪（ラ
ンド・グラッブ）を迫られたことを、また「政治資金の確保と資源収奪に伴う混乱」では、キバキ
が政治資金（莫大な外貨）の確保のために率先して農民から土地を収奪し、西欧列強諸国や新興国
に提供したことを解明する。 
 本稿はこれら分析によって、ケニアが達成した「支配からの脱却（独立）」が虚構でしかなかった
ことを指摘するとともに、貧しい人々が直面している諸問題の根本要因として、旧宗主国をはじめ
とするドナー諸国や強大な権力を得たケニア人を首謀者とする“支配構造の継続”があり、著者が
接した貧しい人々（ケニアの農村やスラムに住む人々）が「経済成長」や「（虚構の）独立」という
言葉の背後で、未だに貧困や食糧不足に苦しみ続けていることを解明する。 
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第 1 章 独立後ケニアの政治経済構造 
 
図 1-1 ケニア地図（各州の配置図） 
 
（出所）著者作成。 
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1．権威主義体制の構築：一党独裁から複数政党制へ  
（1） 植民地支配から独立へ 
 ケニア（東アフリカ地域）における「西欧による支配」の歴史は、イギリス植民地以前の 15 世
紀末頃、ポルトガルがケニアの沿岸部に位置する都市を支配下に置いたことに始まる。ただし、ポ
ルトガルがケニアを支配した理由は貿易の中継地として東アフリカ沿岸部を利用することであり、
コーヒーや紅茶等の換金作物を生産することではなかった。これは 17 世紀末に同地域へ進出し、
統治したアラブ人も同様である54。しかし、19 世紀末から宗主国となったイギリスの目的は既にケ
ニアに進出していた他国と異なり、換金作物を栽培することにあった。植民地支配を本格化させた
イギリスは、まずポルトガルや近隣のアラブ人商人による干渉を退けた後、ケニアおよび東アフリ
カ地域を保護領にし、強制的にイギリス王室の所有物とした。そして、大勢のヨーロッパ人がイギ
リスの植民地となったケニアに入植し、コーヒーや紅茶、サトウキビなどの換金作物を栽培してい
る。さらにイギリスは、入植者が経済活動（換金作物栽培）を円滑に行うための様々な制度を設け
るとともに、それら制度や政策を実施するための機関として、植民地総督府（以下、総督府）をナ
イロビに設置した55。 
 イギリス（ヨーロッパ人）がケニアを植民地にした目的は、①需要の高い換金作物を安価で栽培
すること、②入植者に対して換金作物生産のための環境を用意することにある。ケニアに設けられ
た総督府は、ヨーロッパ人入植者による土地や労働力の確保が円滑に進むよう、ケニア人農民の使
用地の獲得（土地収奪）や農民に対する賃金労働の義務化（強制労働の実施）といった植民地政策
を押し進めている。総督府が実施した政策には、例えば土地の個人所有制度の導入や土地の登記化、
農民に賃労働を強いるための課税があげられる。これら植民地政策は、ケニア人農民から「祖先よ
り受け継いできた土地」を奪うとともに、「自然環境に応じた農業生産」や「農村社会における伝統
（慣習や文化）」を壊したため、大勢のケニア人農民はイギリス政府（王室）の植民地支配に対する
不満を募らせており、1950 年頃には、大量の土地を奪われたキクユ人を中心とする抵抗軍（マウマ
ウ：Mau Mau）が武装蜂起した（マウマウの反乱）。10 年近くに及ぶマウマウの反乱は、ヨーロッ
パ人に支配され続けてきた人々の苦悩や不満を具現化したものであり、ケニアがイギリスから独立
する契機となっている。 
 1963 年、ケニアはイギリスによる植民地支配からの独立を勝ち取った。ただし、この“脱植民地
化”の過程は、旧宗主国イギリスの意図に則して植民地支配期に形成された制度を継承すること、
換言すれば、独立後のケニアが「疑似的な独立国家」であり続けることが前提となっていた。その
ため、ケニアという国家は、イギリスを含む西欧列強諸国が設定した人工的な国境を領域とし、域
内にいた多種多様な民族を「ケニア人」として統合し、さらに行政機構は総督府の仕組みを継承し
                                                  
54 津田みわ[2003a]、pp.230-234。 
55 イギリスの植民地政策がケニアに及ぼした影響については第 2 章で詳細を述べる。 
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たものが設置された56。もっとも、独立闘争の目的はヨーロッパから持ち込まれた政治経済構造お
よび支配的性質からの脱却であったため、独立後のケニア政府は「アフリカ化（ケニア化）」を政治
経済の目標に掲げるとともに、①「先進諸国（旧宗主国）によって形成された国家」をケニア人主
体の国家に変えること、②「ヨーロッパ人入植者の所有物となっている農業資源」をケニア人に返
還させることの 2 点を試みた。特に、初代大統領となったケニヤッタ（Jomo Kenyatta）の至上命
題は、ヨーロッパ人が所有するケニア人の土地（富）を取り戻すこと、そして、“奴隷”としてでは
なく“ケニア人”として生存する権利の回復という国民の要望を成し遂げることであった。 
 独立後ケニアの初代大統領には、マウマウの反乱を先導した人物の一人であるケニヤッタが就任
し、議会はケニヤッタを党首とするケニア・アフリカ人全国同盟（Kenya African National Union：
KANU）が与党となった。1960 年に設立された KANU には、対抗する勢力（政党）として 1961
年に設立されたケニア・アフリカ人民主同盟（Kenya African Democratic Union：KADU）がある。
だが、後に大統領となるモイやカレンジン語系のエリートを主体とする KADU は、1963 年に実施
された立法議会議員選挙（第 1 回議会選挙）で KANU に大敗したため、KANU に対峙する勢力と
なっていない57。さらに、同選挙で辛うじて当選した KADU 議員は政治権力の強化を求めて KANU
に移籍したため、KADU は 1964 年 11 月に解散し、KADU に所属していた全ての政治家が KANU
に入党している。そのため、独立後ケニアの政治体制における主導権は KANU（ケニヤッタ）に委
ねられた58。 
 ただし、KANU 内部にも派閥争いに伴う分裂が発生していた。例えば KANU の有力政治家であ
り、副大統領を務めていたオディンガ（Oginga Odinga）は、意見の相違からケニヤッタに反発し
たため、1966 年 3 月に開催された KANU 代表者会議（リムル会議）で政治的地位や権限を取り上
げられた。そのためオディンガは、1966 年 4 月に上下両院議員 30 名とともに KANU を離党し、
ケニア人民同盟（Kenya People’s Union：KPU）を組織している59。もっとも、ケニヤッタは KPU
を「裏切り者」として強く批判し、KPU の政治活動を制約した。第 2 回議会選挙が実施される直
前の 1969 年、ケニヤッタは唯一の野党であった KPU を「政府転覆を目的とする破壊活動組織」と
して非合法化するとともに、選挙に立候補する際の条件として政党に所属していることを規定した。
KANU に属していない議員は国会議員の地位を喪失し、しかも次回の選挙に出馬することが出来な
くなったため、オディンガを含む KPU 所属の政治家は議員資格を失い、ケニアの政治体制に関与
                                                  
56 1960 年の国際連合総会で決議された「植民地独立付与宣言」において、植民地支配国の政治的独立（自決の拡大）
が確認されたが、この条件として課されたのが「植民地期の境界を変更しない」というウティ・ポシデティス（uti 
possidetis）原則を政治的独立と両立させることであった（遠藤[2007]、p.110）。そのため、独立後のケニアは西欧
列強諸国によって一方的に設けられた国境に基づいた国家となった。 
57 KADU は、カレンジン語系の民族集団によって組織されたカレンジン政治連合（Kalenjin Political Alliance）、
マサイ系の民族集団によるマサイ統一戦線（Masai United Front）、コースト州（東部の沿岸地域）のエリートによ
って組織されたコースト・アフリカ人民同盟（Coast African People’s Union）、ニャンザ州北部のルイヤ人エリート
らを中心とするケニア・アフリカ人人民党（Kenya African People’s Party）の 4 団体が連合し、結成された組織で
ある（津田[1993]）。 
58 Throup and Hornsby[1998]、pp.8-12。 
59 Gibbon[1995]、p.73。 
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できない“ただのエリート層”となってしまった60。オディンガを中心とする不穏分子がケニアの
政治体制から排除されたため、ケニヤッタは KANU（実質的にはケニヤッタ）を中軸とする支配体
制を構築したが、ケニヤッタ政権は 1978 年に突然の終焉を迎えることとなった。 
 もとより高齢であったケニヤッタは、1967 年 7 月に心臓発作を発病して以来、体調が不安視さ
れていた。特に 1970 年代半ば以降、KANU 内では、ケニヤッタの健康状態が悪化の一途を辿った
ために後継問題が生じるようになった。そしてケニヤッタが急死した 1978 年 8 月、当時の副大統
領であったモイ（Daniel arap Moi）が憲法上の規定に従って大統領代行となり、さらに 1978 年
10 月の大統領選挙によって、正式な大統領に就任した。ただし、モイの支持基盤はそれまでのケニ
ヤッタ政権（キクユ派）と異なり、カレンジン人のエリート層が中心だったため、政治的利権の受
益者が大きく変化した。さらにモイは、「KANU を唯一の政党とする条項（第 2A 条）」に代表され
るような大統領権限の強化を目的とする憲法改正を強行したため、非カレンジン人の政治家はモイ
に対する反発を一層強め、複数政党制移行を唱えるようになった。1991 年 12 月、KANU の有力な
政治家であったキバキ（Mwai Kibaki）をはじめ、大勢の国会議員が複数政党制導入を契機に KANU
を脱退しており、KANU に所属していなかった政治エリートも政党や政治結社を結成するようにな
った。そして、モイが憲法の規定上大統領に再任できなくなった 2002 年、野党はケニア国民虹連
合（National Rainbow Coalition：NARC）という選挙対策のための集団を結成し、第 9 回議会選
挙で KANU 政権を大敗に追い込んだ。 
 議会選挙とともに実施された大統領選挙では、引退したモイ大統領に代わって、NARC から立候
補したキバキが勝利した。だが、新たな大統領となったキバキは国民から寄せられた期待を裏切る
ような政権運営を展開したため、NARC 内では「裏切り者＝キバキ」に対する不満が増大し、キバ
キに反発した各派閥は NARC を離党した。第 10 回議会選挙が実施された 2007 年、NARC を離党
した政治家は新たな政党を結成し、さらに NARC と連立を組んでいた政党も野党側に転じ、“キバ
キ打倒”を国民に訴えるようになった。 
 ケニアの政治体制の変遷を端的に総括すると、1960 年代末から 1990 年代初頭における KANU
一党体制期では、KANU 独裁政権に起因する「権威主義体制の下で形成された政治的安定（統治）」
が軸となっており、1990 年代以降の複数政党制移行期では、与野党乱立に起因する「民主化によっ
て生み出された政治的混乱（政党乱立と主張の錯綜）」が特徴となっている。そして、それぞれの時
代区分に見られる政治的問題には、有力政治家の支持基盤となる出身地域や（植民地支配期につく
られた）民族集団等の差異が強く影響している。 
 
（2） 政権交代と利権創出 
 ケニアの各地域は、1965 年のケニア憲法の改正によって、中央部のセントラル州とナイロビ特別
                                                  
60 議会選挙に立候補する際の条件として規定されている「政党への所属（党籍の有無）」については津田[2005]を参
照。 
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区、東部のコースト州、ノースイースタン州、イースタン州、西部のリフトバレー州（Rift Valley）、
ウエスタン州、ニャンザ州（Nyanza）の 8 つの州に改組されるとともに、各州には複数の「県」
が設定された。またケニア人は、言語や居住地域、土着の文化によって、大小合わせて 40 以上の
民族集団に区分されている。主要な集団にはケニア全人口の 21％を占めるキクユ（Kikuyu）、ルイ
ヤ（Luhya、全人口の 14％）、ルオ（Luo、同 13％）、カンバ（Kamba、11％）、メル（Meru、5％）、
エンブ（Embu、2％）、ミジケンダ（Mjikenda、5％）がある61。1970 年代末には、ツゥゲン（Tugen）
やナンディ（Nandi）など複数の少数民族が統合された「準民族集団（もしくは超民族集団）」とさ
れるカレンジン（Kalenjin、11％）という民族集団も出現している62。 
 これら民族集団は、「全てのケニア人が各民族集団に囚われずケニア全土に分散して居住してい
る」ということではなく、1 つもしくは複数の民族が 1～3 ヵ所の地域に集中して居住している。そ
のため、1 つの州にキクユ人、エンブ人、メル人、カンバ人が集中しているようなセントラル州の
場合もあれば、リフトバレー州のように州内であっても地域ごとに居住する集団が異なる場合もあ
る。例えば、マサイ人（Maasai、2％）はリフトバレー州南部のタンザニア国境付近の地域に住ん
でおり、カレンジン人とルイヤ人はリフトバレー州の中部から北部に、トゥルカナ人（Turkana、
1％）はリフトバレー州北部の中でもスーダンに近い地域に集中している。また、ヴィクトリア湖
畔の地域は州によって主要な民族が異なっており、湖畔の北側に位置するウエスタン州ではルイヤ
人、南東側に位置するニャンザ州ではルオ人が集中している。そしてソマリアとの国境付近に住む
民族集団にも特徴があり、同地域に住むソマリ人（Somali、2％）は現地の人々に加えて、ソマリ
アから流入した難民によって構成された集団となっている63。 
 もっとも、これら民族集団の分類および住み分けは、古くからケニアに見られたものではなく、
植民地支配期以降に宗主国の都合で形成された仕組みであった。元来ケニアの人々の間には、言語
や各共同体における差異が存在していたが、現在のようにキクユ人やルオ人といった民族区分はな
く、居住地も長年同じ場所に住む人々もいれば、各地を移動する人々もいた。しかし宗主国イギリ
スは、入植者への労働力供給の容易化やケニア人の識別・管理を目的に、①ケニア人を特定の場所
へ強制移住させること、②ケニア人を居住地域別に分類し、各居住地へ移住したケニア人に“民族
名”を付すことを進めた。この植民地支配の負の遺産である「造られた民族集団」は、独立後ケニ
アの各大統領が支持基盤を形成する際に、多大な影響を及ぼしている。 
 独立前後に設立された各政党は概ね単一もしくは 2～3 つの民族集団を軸に組織されている。例
                                                  
61 Throup and Hornsby[1998]、p.ⅻ 
62 高橋[2010]、pp.297-299。カレンジンン人は 1979 年に実施された国勢調査（モイ政権誕生後に実施されたもの）
以降に出現した民族集団であり、人口比で数％程度であった複数の少数民族が統合し、1 つに形成された民族集団で
ある。しかし、1969 年に実施された国勢調査では「カレンジン」という区分は存在せず、トゥゲン人やナンディ人
として扱われている（津田[1996]）。そのため、本稿では内容が不明瞭となることを避けるため、特筆すべき場合を
除いて、これら少数民族集団を全て「カレンジン」と表記する。 
63 ソマリアからの難民が増加傾向にあるため、国境付近では治安の悪化が問題となっている。また、同地域に住む
ソマリ人はケニアからの分離独立を主張し、現地の非ソマリ系住民と度々衝突している。 
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えば KANU はキクユやルオ、エンブ、メルなど、ケニア中央部のエリート層によって組織されて
おり、また KADU はカレンジン、ルイヤ（どちらもケニア北部）、マサイ（ケニア南部）の有力者
が主体となっている64。KANU および KADU を構成する民族集団が異なっている要因には、マウ
マウの反乱に参加したか否かがあげられる。キクユ人やメル人、エンブ人を主体とする KANU は、
そもそも 1940 年代の独立闘争を扇動したケニア土地自由軍（KLFA）やケニア・アフリカ同盟
（KAU）に所属する人々が組織した政党であり、結成当初の政党の幹部も独立闘争において主導的
立場にあったケニヤッタらが中心となっていた。KANU は、1960 年代初頭にルオ人の長老であっ
たオディンガが加わったために強い影響力を持つ政党となったが、オディンガらルオ人の政治家は、
ケニヤッタとの対立を背景に KANU を離党している。ケニヤッタ派（キクユ人）‐オディンガ派
（ルオ人）が分裂した要因には、各政党が特定の民族集団によって形成されたことに起因する権力
争いがあげられる。 
 政権を担う指導者や政治エリートは、必ずしも全ての国民に対して平等に利益（資源や富、権利）
を供与する目的で政策や制度を実施しておらず、自身の血縁や出身地域の近親者に対して、最大限
の利益を創出できるよう努めている65。ケニヤッタの場合、支持基盤はキクユ人をはじめとするセ
ントラル州の住民であり、モイの支持者はリフトバレー州のカレンジン人である。そのため、議会
選挙や大統領選挙を目前に控えた各政治家は、有力な支持者である富裕層や共同体の首長を通じて
各民族集団を扇動し、人々の中にある「自民族＝仲間、他民族＝対抗勢力（敵）」という意識を強め
るとともに、支持者同士の団結を促している。高橋は「国政選挙では、大統領候補や各政党が特定
の民族や地域の支持しか集めることができない、あるいは政権交代による、前任者とは異なる民族
出身の大統領が権力を握ると、閣僚の民族構成が著しく変化する。（中略）そればかりではなく、経
済的に優勢な民族・地域とは別の民族の出身者が政権を握った場合には、前者の富を収奪するため
に政府がさまざまな政策介入や資源配分の変更を行ない、結果として国民経済全体を疲弊させてし
まう場合もある66」と指摘しているが、高橋の指摘と合致する事例がケニアである。例えば、著者
がケニア西部のナンディ県カイモシ（コイバラック村）でフィールド・ワーク（現地の農民に対す
る聞き取り調査）を行った結果、農民間の関係は選挙間際とそれ以外の時期とで差異が生じている
ことが判明した。特に、政治家の後援者が各有権者を訪問したときや農民が週末に教会で行われる
礼拝に訪れて以降、前日まで友好的であった人々の関係が険悪になっている。そのため、資本家や
農村の酋長、教会の司祭、現地の有力な政治家は現地の人々に対して強い影響力・発言力を有する
存在であることが伺える67。 
 
                                                  
64 民族と政権・政党との連関については津田[2000]および堀内[2008]を参照。 
65 高橋[1998b]、p.43-48。 
66 同上、p.35。 
67 ケニアの宗教はその 7 割がキリスト教（プロテスタント：40％、カトリック 30％）であるが、現地の伝統宗教と
融合したもので、「アフリカン・クリスチャン」と呼ばれている。礼拝時に大音量で音楽を流し、教会に訪れた人々
は大声で歌い、踊ることが特徴である。 
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表 1-1 独立後ケニアの政権の変遷 
（出所）著者作成。 
 
 各大統領は支持基盤に極端な変化が見られず、しかも特定の有権者に支持されるかたちで政権運
営が進められていた。そのためケニアでは、1963 年の独立から 2012 年までの約半世紀で 3 人の大
統領が誕生しているが、特に初代および二代目大統領が所属していた KANU は強大な大統領権限
と強固な支持基盤によって、長期に渡って与党を維持していた。与党の交代が生じたのは、それま
で支持が分散していた野党勢力が団結した“2001 年末の議会選挙”の 1 度（政党再編によって政
党名が NARC から PNU に変更した 2007 年を含めると 2 度）だけである（表 1-1 を参照）。「造ら
れた民族集団」が支持基盤となっているため、各民族は政治家に対して利権の創出を切望しており、
また政治家も支持の喪失を回避するために彼らに対して優先的に富や雇用機会、権利を供与するよ
う努めなければならなかった。そして権威主義体制は、指導者が利権を創出する上で都合の良い政
治構造であった68。権威主義体制は、経済構造の変容にも影響を及ぼしており、特に、土地や農産
物生産といった農業資源は指導者の利権創出に利用された資源の最たるものであった。 
 
 
                                                  
68 コリアー（Paul Collier）は途上国における民主的選挙の普及・拡大と諸問題を分析し、選挙（民主化プロセス）
の進展が経済政策および行政・政治構造上の諸問題に対する悪影響を指摘している（Collier[2009]、p.44-45）。た
だしコリアーは途上国が主体的に民主化プロセスを実行する上で、軍事・安全保障上の整備、換言すれば武力行使
の必要性を主張しているため、コリアーの議論の本質は民主化から程遠いものと言える。 
 1963～1978 年 1978～2001 年 2001～2013 年 
大統領 ケニヤッタ 
（Jomo Kenyatta） 
モイ（Daniel arap Moi） キバキ（Mwai Kibaki） 
副大統領 オディンガ 
（Oginga Odinga） 
⇒モイ（1966 年～） 
サイトチ（George Saitoti） ムスヨカ 
（Kalonzo Musyoka） 
与党 ケニア・アフリカ人民族同盟
（KANU） 
KANU ケニア国民虹連合（NARC）
⇒国民統一党（PNU） 
野党 ①ケニア・アフリカ人民主同
盟（KADU） 
②ケニア人民同盟（KPU） 
※後に解散・非合法化 
（1991 年以降より） 
①民主党（DP） 
②民主主義復興フォー
ラム（FORD）など 
①KANU 
②オレンジ民主運動 
（ODM） 
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2．経済基盤の確立と農業  
（1）GDP の構成 
 1963 年にイギリスの植民地支配から脱したケニアでは大勢の人々が農業に従事しているため、農
業部門はケニア人の生計を支える重要産業である。ただし、ケニアの経済構造は、農業部門以外に
もサービス部門や工業部門が一定の比重を占めている。そこで最初に、農業、サービス、工業の各
部門について、その内容・構成等を概観する。 
 まず GDP 全体の約半数を占めているサービス部門であるが、これは卸売・小売業や観光業、金
融、輸送・通信など 9 業種の合計である。そのため、各業種において突出した値を示しているもの
はなく、むしろ個々の値は農業部門よりもはるかに低くなっている。例えば、サービス部門を構成
する主な産業は宿泊業や飲食業などの観光業である。ケニアは年間を通じて寒暖の差が少なく、冷
涼な山岳地帯と高温多湿の沿岸部の両方を備えている国であるため、毎年 100 万人以上の人々（主
に先進諸国の人々）が観光地ケニアに訪れており、観光業はケニア経済において重要な産業となっ
ている。特に 1～3 月と 7～8 月の乾季には、国立公園に生息するゾウやライオンなどの野生動物を
間近で見ようとする人々や、インド洋に面した街でのバカンスを楽しもうとする人々がケニアに大
勢押し寄せている。ただし、観光業の GDP は 200 億ケニアシリング弱（2.5 億ドル）であり、農
業部門の GDP の 10 分の 1 以下でしかない。またケニア観光省によると、一部の小売業および輸送・
通信業を含めた観光関連全体の収入は 736.8 億ケニアシリング（9.3 億ドル）となっているが、こ
の規模は 2007 年末に発生した暴動やソマリアへの軍事介入、度々発生する観光客への襲撃事件を
背景に、2008 年以降から伸び悩んでいる69。 
 またケニアの工業部門では輸入代替を基本にしており、工業製品は国内市場およびアフリカ諸国
向けがほとんどであった。ケニア政府は 1990 年に輸出品加工地区庁（Export Processing Zones 
Authority Kenya）を設置して、工業製品の輸出拡大を図っていたが、ケニア経済における重要課
題であった「工業化の推進および輸出増大」は、①資源および生産技術が欠如していること、②必
要な部品や工業機器を輸入に依存していることが足かせとなり、緩やかな成長に留まっている70。
加えて、工業部門における雇用者数は約 21 万人であるが、これは労働人口の 1～2 割程度でしかな
く、しかも大半が低賃金労働者となっている。もっとも、工業部門に属する全産業が横ばいもしく
は緩やかな成長となっているため、GDP 全体に占める工業部門の割合は常に 15～20％程度となっ
ている。 
                                                  
69 Ministry of Tourism Kenya（2013 年 2 月 28 日閲覧） 
70 アフリカ諸国の政府と経済政策について分析したベイツは、アフリカ諸国の政府が「工業化」を推進する一方で、
農業（農民）に低収益を強いており、農業によって創出された利ざやを工業化に投じている点を指摘している
（Bates[1981]、pp.25-26）。しかし、ケニアの工業化は未だに進展しておらず、ベイツが論じる「農業を利用した
工業化」は必ずしもケニアの実態に合致していない。また平野はアフリカ（ケニア）における工業化の問題点とし
て、アジアとアフリカの雇用環境や労働者の性質を比較したとき、①アフリカ諸国における賃金がアジア諸国と比
較して高水準であること、②勤勉性、労働意欲というものがアジア系の労働者よりも低いことを指摘している（平
野[2009]、pp.145-163）。 
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 GDP の 3 割前後を占めている農業部門は農業、林業、漁業によって構成されるが、特に農業生
産（農業）がその大部分を占めている。ケニアは雨季（4～5 月と 10～12 月）と乾季（1～3 月と 7
～8 月）が交互に訪れる気候だが、東部を中心とする乾燥・半乾燥地域（Asid and Semi Asid Land：
ASAL 地帯）では年間の平均降水量が雨季であっても 800mm 以下しかなく、さらに、降水量の少
ない地域では 200～350mm となっている71。そのため、国土 56.9 万平方キロメートのうち、農地
面積は 47.4％（約 27 万平方キロメートル）、さらに農耕に適した土地（好適農地）は農地全体の約
2 割（5.2 万平方キロメートル）程度に留まっている。しかも、農地面積そのものはほとんど拡大し
ていないため、1 人当たりの農地面積は 3.01 ヘクタール（1961 年）から 0.72 ヘクタール（2007
年）に減少している（図 1-2 を参照）72。国際協力機構（JICA）の調査によると、ケニア人農民全
体の 9 割以上が 10 ヘクタール未満の土地しか所有していない小規模農民（以下、小農）であり、
10～60 ヘクタールの土地を所有する中規模農民（以下、中農）が約 2％、60 ヘクタール以上の土
地を所有する農民が全体の 0.1％程度でしかない73。だが実際には、小農の大半が 1～5 ヘクタール
規模の土地しか所有していないため、多くの農家では男性が都市部や大土地所有者の農園で賃金労
働者に従事し、女性や子どもが所有する農地で穀物や野菜といった自給用の作物を栽培している状
況である74。 
 生産される農産物は食糧作物と輸出向けの換金作物に大別できるが、大土地所有者の経営するプ
ランテーション農園など換金作物に特化した事例を除き、大部分の農民は、自身が所有（使用）す
る農地で食糧作物と換金作物を並行して栽培している。特に、多くの人々が主食としているメイズ
の場合、ほぼ全ての農民が規模の大小にかかわらずメイズを栽培しており、メイズがあまり栽培さ
れていない地域は牧畜業を主体としている東部の ASAL 地帯等に限られる75。もっともメイズ生産
量は、1970 年代半ばまで自給できるだけの規模となっていたが、1970 年代後半より人口の急激な
増加や大規模な干ばつの発生に伴い、1 人当たりのメイズ消費量は次第に減少した。そのため、メ
イズをはじめとする穀物の輸入量は 1980 年代以降から急激に拡大している76。 
 
                                                  
71 半乾燥地は 500～800mm、乾燥地は 350～500mmであり、特に乾燥の激しい地域の年平均降水量は 200～350mm
となっている。この ASAL 地域の面積は約 46.3 万平方キロメートルで、国土面積の 82％を占めている。そのため、
全人口の約 80％が非 ASAL 地帯（国土の 18％）に集中している（池野[1987]）。 
72 国際連合食糧農業機関（FAO）によると、農民 1 人当たりが所有する農地は、世界全体の平均が 3.8 ヘクタール
となっており、ケニアの値と比較すると約 5 倍となっている。また、1 ヘクタール当たりで生産される農産物の額は、
サハラ以南のアフリカ諸国で 71.8 ドルとなっており、これは世界全体で最も低い値となっている（FAO[2003]）。 
73 国際協力機構（JICA）ウェブサイト「ケニア・中南部持続的小規模潅漑開発・管理プロジェクト」（2013 年 8 月
27 日閲覧） 
74 Stock[2004]、p.197。 
75 もっとも、アフリカ大陸で主食とされる穀物は国や地域によって異なっている。例えば、ケニアの隣国ウガンダ
やインド洋に位置するマダガスカルではコメ、セネガルなど西アフリカ諸国ではソルガムやミレットのような雑穀、
ケニア北部のエチオピアではインジュラというイネ科の穀物が主食となっている。またケニアの場合、富裕層が大
勢居住するナイロビやインド・アラブ系の人々が多い沿岸部の港湾都市では小麦が主食として用いられることも多
い。アフリカにおける穀物の多様性については勝俣[2008]および川端[1987]を参照。 
76 食糧不足および輸入拡大については第 4 章で論じる。 
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図 1-2 人口増加および一人当たり農地面積の推移 
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出所：Central Bureau of Statistics（Kenya） [1961-2010a]、United Nation Statistics Division（2012 年 6 月 7
日閲覧）、FAOSTAT（2013 年 6 月 25 日閲覧）より著者作成。 
 
 換金作物はイギリス植民地期から栽培が開始されているが、独立後においても貴重な外貨獲得源
となっている。特にコーヒーや紅茶、さらに 1990 年代以降では園芸作物が、ケニアの主要換金作
物であり、それら作物が労働者の 7 割以上を占める農民にとって重要な現金収入源となっている。
大勢の人々が食糧不足に陥った 1970 年代後半以降、大勢の農民（父系）は食費を確保するため、
女性や子どもに自身の農地（畑仕事）を任せ、近隣のプランテーションや換金作物の加工工場、ま
たはナイロビやキスム、モンバサのような大都市へ出稼ぎに出るようになった。 
 GDP の構成を農業、工業、サービス産業の 3 部門に大別したとき、GDP に占める割合が最も高
い産業は確かにサービス産業部門であるが、業種別の GDP で見たとき、農業がケニアで最も付加
価値を創出している。しかも大半の人々が農業に従事しているため、農業がケニアの主要産業とな
っていることは疑う余地がない。他方、ケニアの開発計画においても懸案事項となっていた「工業
化の推進」であるが、ケニアは原油や鉱物等の天然資源に乏しく、さらに電力エネルギーの供給を
担っている水力発電（ケニアの総発電量の約 6 割）も不安定であった。そのためケニアは、原油や
鉱物資源の不足を欧米の多国籍企業に、また電力不足をウガンダや近隣諸国の送電に依存しており、
これらエネルギー資源の不足はケニアの工業化にとって大きな弊害となっている77。また近年では
                                                  
77 ケニア国内で消費される電力の大半は工業部門や商業、公共機関に投じられており、一般家庭への電力供給は安
定していない。首都ナイロビにおいても週当たり 2～3 日程度で停電が発生しており、多くのケニア人が木炭や薪を
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日本や中国企業による地熱発電の開発が進められており、地熱発電による電力供給が総発電量の約
2 割にまで拡大している。だが、地熱発電の開発は現段階において電力不足を補うほど進展してお
らず、さらに送電網が未整備であるため、ケニアのエネルギー不足の問題は改善していない。加え
て、近隣諸国による電力供給が不安定となっていることも、ケニアのエネルギー供給の不安定性を
招いている。特に 1970～90 年代、ケニアは主要な貿易相手国である東アフリカ諸国との関係が悪
化したため、エネルギー供給が一層不安定になっていた。 
 1970 年代、ケニアは西欧列強諸国との対等外交の実施や有益な経済協定の樹立を目的にウガンダ、
タンザニアと東アフリカ共同体（East African Community：EAC）を構築し、東アフリカ域内に
おける農産物貿易の関税撤廃やエネルギー供給等に関する経済協力を試みていた。しかし共同体内
では 3 ヵ国の間で主導権争いが発生しており、特にイディ・アミン（Idi Amin）政権下のウガンダ
国内における情勢不安を契機として、ケニア政府のアミン政権批判やタンザニア‐ウガンダ間の軍
事対立が顕著となっていた。東アフリカ諸国の対立は 1970 年代後半に共同体の機能停止をもたら
したため、ケニアはウガンダからの電力供給の停止に直面することとなった。エネルギー確保の未
達成はケニアの工業化に多大な悪影響を及ぼし、ケニアの輸入代替型の経済構造（工業製品を輸入
に依存する構造）を増長させることとなった。また、ケニアは農業主体の輸出構造から脱却できな
かったため、農産物輸出の増大によって経済成長の達成を試みるようになった。 
 
（2） 経済成長と農産物貿易 
図 1-3 経済成長率および農業部門成長率 
 
（出所）United Nation Statistics Division（2013 年 2 月 27 日閲覧）より著者作成。 
 
                                                                                                                                                              
炊事に使用し、灯油ランプ等によって夜間の照明を確保するなど、電力エネルギーに極力依存しないよう努めてい
る。 
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 図1-3および表1-3に示すように、換金作物栽培は独立後ケニアの経済において重要産業であり、
その輸出の増減は経済成長率の上昇や下落に多大な影響を及ぼしている。またケニア政府も、経済
成長を達成する上で、農業部門、特に換金作物産業の発展が重要であるとの認識を示しており、食
糧増産や工業化と並行して、換金作物栽培の拡大を促すための政策を実施していた78。換金作物の
中でも、1960～70 年代半ばまではコーヒー、1970 年代後半～1990 年代初頭には紅茶、そして 1990
半ばから現在では紅茶と園芸作物が、ケニアを牽引する作物となっている。そのため、これら作物
の生産量や輸出量の変化は経済成長率の変動と密接に結び付いているが、各々の作物は栽培上の特
性から生産地域が異なっている。 
 
表 1-3 ケニアの農産物輸出の推移（1,000 ドル） 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 3 月 4 日閲覧）より著者作成 
 
 それぞれの作物の特性と生産地域であるが、まずコーヒーはアラビカ種とロブスタ種の 2 種類に
大別されるが、アラビカ種とロブスタ種のいずれの品種もほとんど同一の栽培条件となっている79。
栽培条件は一定以上の標高があり、平均気温が 20 度以上、且つ雨季と乾季の備わった熱帯もしく
は亜熱帯性気候の地域となるため、生産地は赤道をはさんで北緯および南緯 25 度（コーヒーベル
トと呼ばれる地域）に限定される。そのため、コーヒー生産地域はケニアの中でも標高の高い中央
部のセントラル州やリフトバレー州の高地地域に限定される。また紅茶の生産条件は、コーヒーと
同様に一定の標高や降水量の望める熱帯性の気候であること、および排水性の良い土壌であること
                                                  
78 Republic of Kenya[1969]、[1979]、[1983a]、および[2001]を参照。 
79 ただし、アラビカ種とロブスタ種で生産条件に見られる相違点は、生産地となる場所の標高と気候である。日本
コーヒー文化学会によると、アラビカ種は熱帯性気候の場合で標高 800～1,500 メートル、亜熱帯性気候で平地から
1,200 メートルの地域が栽培に適している。またロブスタ種は熱帯・亜熱帯を問わず、低地での栽培が可能となる。
ケニアは熱帯性気候に属するため、ロブスタ種は低地での栽培が可能となるが、アラビカ種は標高 800～1,500 メー
トルの高地でしか栽培することができない（日本コーヒー文化学会編[2001]）。 
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が条件となる。これら条件に適した地域は、ケニア国内でも旧ホワイト・ハイランドにあたるケニ
ア中央部および西部に集中しており、特にリフトバレー州は紅茶栽培に最適な土地（好適農地）が
集中しているため、同地域に住む大勢の農民が紅茶栽培を行っている。 
 最後に園芸作物であるが、その種類はオニオンやケール（現地語でスクマウィキ）、バナナ、アボ
カドのように国内で消費されている野菜から、バラやカーネーション等の切り花、マンゴーをはじ
めとする果物のような輸出用の作物、ナッツ類のように国内消費と輸出の双方に向けて生産されて
いる作物と多岐にわたる。特に園芸作物の 7 割以上を占める切り花は、温度管理が可能なビニール
ハウスで栽培しなければならないため、主な生産地域は水資源が豊富であり、且つ日射量に多い熱
帯高地地域のナイバシャ湖畔（ケニア中央部）やケニア山麓一帯となっている80。 
 ケニアは市場価格の変動に合わせるかたちで多種多様な換金作物を栽培し、市場価格の乱高下に
伴うリスクを最小限に抑えていたため、ケニアの換金作物生産・輸出は概ね安定的に拡大していた。
また農産物輸出の安定的な成長は、経済成長率の上昇にも貢献するとともに、ケニアに莫大な外貨
をもたらした。もっとも、換金作物によって創出された富や経済成長が全ての生産者、特に貧困の
農民層に反映されていたかと言えば、必ずしもそうではない。 
 
（3）「アフリカの優等生」と貧困 
 独立後ケニアは、換金作物輸出の拡大や高い経済成長率に加えて、アフリカ諸国の中でも比較的
安定した国家および政治体制であると国際社会から認識されており、「アフリカの優等生」と称され
ていた。しかし、その実態は様々な問題を抱えた国家であり、特に貧困や食糧不足、経済格差、都
市部におけるスラムの拡大と治安の悪化など、大勢の農民が直面している問題は未だ改善の兆しを
見せていない。他方これら大勢の農民は、輸出の増加や高い経済成長に貢献した“立役者”である
換金作物の生産に携わっているが、彼らは未だに貧困状態から脱却することが出来ず、さらには大
規模な干ばつや食糧輸入の増大によって、現金収入の大半を食糧の購入に充てざるを得ない状態に
陥っている。ケニア統計局によると、ケニア全体の各家庭で消費される食料は、その約 6 割が市場
で購入したもの（外食を除く）であり、自給によって賄われている食料は一世帯当たりで平均 15％
前後に留まっている。 
 ただし、都市部と農村部では家計に占める食費の平均比率が異なっている。都市部の富裕層の場
合、外食中心の家庭も多いが、所得水準も農村部の約 3 倍となっているため、家計に占める食費の
割合は一世帯当たり平均 52％程度となっている。しかし農村部の人々は、所得水準が都市部よりも
遥かに低いため、一世帯当たりの家計支出に占める食費の割合も平均 68％に達している81。特に貧
しい農民は、穀物需要の増大によって食糧価格が高騰し、さらに干ばつや土地不足の影響から十分
な食糧（自給用の穀物）を生産できなかったため、換金作物プランテーションや都市部の低賃金労
                                                  
80 バラの生産条件およびハウス栽培の特徴については福井[2009]を参照。 
81 Central Bureau of Statistics（Kenya） [2008]、pp.13-14。 
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働に従事し、その収入を食費に充てなければならなかった。そして、大勢の農民が“換金作物依存”
に囚われた背景には、資本主義的な経済体制下で進められた 2 つの強大な圧力、換言すると「先進
諸国による介入と換金作物依存の強要」という外的要因、および「ケニア政府による圧政と利権創
出を意図した農業資源の利用」という内的要因がある。 
 ヨーロッパ人所有地の購入が盛んとなった 1960 年代半ば、ケニア政府が多額の融資や援助を確
保するためには、旧宗主国イギリスをはじめとする先進諸国との間に友好関係を築くことが不可欠
であった。さらに一次産品需要の減退が顕著となった 1970 年代末、ケニアは不安定な政治体制や
経済状態の悪化、莫大な対外累積債務の返済に対処するため、国際社会に追加融資を要請していた82。
ただしケニアは、融資獲得の代償として、“資本主義的な経済システムの導入”および“先進諸国が
消費する換金作物の生産地となること”を受け入れなければならなかった。しかも應和が、「ウルグ
アイ・ラウンド農業合意によってもたらされた新しい農業貿易ルールは、（中略）開発途上国側の小
農生産者の立場よりも巨大な農業国＝農産物純輸出国であるアメリカや EU 諸国の論理を優先した
貿易ルールであり、さらにいえば、巨大なアグリビジネスの利益機会を増大させるための貿易ルー
ルである83」として、先進諸国主導の経済政策の目的を指摘しているように、先進諸国（ドナー諸
国）は、ケニアを「換金作物栽培のための農場」および「自国で過剰に生産された大量の穀物の処
理場」として位置づけており、ケニア（途上国）が食糧自給を推進すること、換言すれば、先進諸
国から食糧を輸入し、安価な換金作物の輸出を縮小することを妨害していた。 
 このドナー諸国による圧力は、2000 年代の東アフリカ共同体構想（EAC 構想）の再燃期におい
ても顕著である。2001 年以降、EAC 構想はケニアの政権交代や近隣諸国の情勢安定化に伴って再
び活発になり、2005 年にはケニア、ウガンダ、タンザニア間で共同体の再結成と 3 ヵ国間の関税
同盟が発足している。さらに 2007 年、ルワンダ、ブルンジが EAC に参加し、東アフリカ地域に位
置する 5 ヵ国が経済力や地域情勢の安定化を目的に協力関係を構築するようになった。しかし EAC
の再結成および加盟国の増加は、旧宗主国である EU 諸国にとって、2 国間の貿易・外交交渉を行
う手間を省き、一度に複数のアフリカ諸国に関税撤廃や換金作物依存等の経済的圧力をかける絶好
の好機となった。例えば EAC と EU の両地域は 2007 年 12 月に経済連携協定（Economic 
Partnership Agreeement：EPA）を締結し、特に工業製品の輸入および農産物輸出における関税撤
廃を進めることで合意した。だが EPA の締結は、工業化の推進を目指すケニアにとって工業製品
（完成品）の大量輸入を示唆するとともに、生産者である農民を市場価格の変動や換金作物依存の
脅威に晒すものであった。しかも EAC に加盟するいずれの国も EU 諸国から莫大な債務を借り入
れていたため、ケニアを含む EAC 加盟国は協定締結を拒絶できなかった。そして、ケニアのみな
らず EAC 全体が EU から迫られた市場志向型の経済に取り込まれたため、換金作物依存に囚われ
た大勢の農民は「換金作物による不利益」から逃れる術を完全に失った。 
                                                  
82 1970 年代後半に見られる一次産品需要減退については勝俣[1993]を参照。 
83 應和[2004]、p.63。 
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 ただし、「多額の対外債務」と「自由経済の強要」は、“国外の支配者＝ドナー諸国”が当該国（ケ
ニア）に換金作物依存や食糧購入を強いる上で不可欠であったが、換金作物依存は、農業資源の政
治的利権に利用していた“国内の支配者＝ケニア政府（大統領）”にとっても好都合であった。農業
関連の融資を得られるか否かは農民の生計や農業生産を左右するため、融資を実施していたケニア
政府は、大勢の農民の生活および生産活動を管理下に置くことが可能であった84。そして政府の支
援を受けた少数の富裕層やエリート層は、農業資源の占有によって利ざやを獲得するとともに、大
勢の貧しい農民に資源獲得の機会から最もかけ離れた状況を押し付けている。 
 峯が「小農輸出経済からの収奪は外国為替を蓄積するのに、また食糧生産部門からの収奪は都市
産業を保護するのに、少なくとも短期的には役立ったかもしれない。だが、どちらの場合も犠牲者
は人口の多数派を占める小農であり、アフリカ諸国にとって、農村収奪政策は長期的には自分の首
を絞める結果になったと考えられる85」と指摘するように、「自身が消費する食糧さえも十分に確保
できない状況下で換金作物を栽培する」という構造が国際社会およびケニア政府に強要される限り、
大部分のケニア人は、例え雇用機会が創出されたとしても貧困から脱却できないのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
84 もっとも、政府が農民を完全に支配することは困難であり、経済政策や諸制度に対する不満は反政権活動や暴動
を招いている。 
85 峰[1999]、pp.72-73。 
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第 2 章 植民地支配と換金作物 
 
1．イギリスの植民地支配  
 元来、ケニアで農業を営む人々は自然環境と共存しており、広大な土地を利用するために移動を
繰り返しながら生活していた。加えて、国境が設けられていなかったため、様々な民族、言語、文
化を持つ人々が 1 つの地域の中に散在していた86。生命の糧である食料に関しても、農民は穀物や
野菜、肉類を概ね自給自足しており、他の必要な物資についてはアフリカ大陸を行き来するインド
人やアラブ人の商人との物々交換で補っていた。また、彼らが身を置いていた農村社会・農村共同
体では、各共同体の酋長（首長）と農民の間に従属関係（ある種の主従関係）が構築されていた。
各農家は父系制に基づき、父親や長男が一家の長を務めているが、共同体の一員である農民（家長）
は、先祖代々首長を務める人物に対して尊敬の念を抱いていた。そのため、農民の敬意に支えられ
た首長は共同体内での権威を有する存在であった。この共同体の首長・酋長は、共同体もしくは首
長の所有物となっていた土地（使用権）を農民に賃借しており、また土地の使用権を供託された農
民は、その見返りとして生産物の余剰分を首長に献上している（この植民地支配以前に行われてい
た土地所有の仕組みを、以下“伝統的土地所有制度”とする）。ただし、首長らが持つ権威は必ずし
も強権的なものではなく、むしろ農民‐酋長間の関係は、自給自足的農業生産を営む人々が協調・
協力関係を構築するなかで自然発生的に形成されたものであった87。しかし、イギリスによる植民
地支配に伴って、ケニアの農村社会に見られる伝統的な主従関係は崩壊した。 
 ヨーロッパ人のケニア進出は、15 世紀末からケニアを利用するようになったポルトガル人が最初
となる。ポルトガル人がケニアに進出した目的は「貿易の中継地として沿岸部の街を利用すること」
であったため、彼らは内陸部の農業生産ではなく、貿易港や貿易の中継地点として利用可能な沿岸
部に強い関心を抱いていた。そのため、貿易拠点となり得る沿岸部の地域、特にモンバサではポル
トガル人の影響力が増していたが、内陸部の農民や現地の人々はポルトガル人に支配されず、ケニ
アの農村共同体や農産物生産には際立った変化が見られなかった88。その後、貿易中継地としての
東アフリカに着目したアラブ人が、17 世紀末からケニアに進出し、ケニア域内で商業活動を展開し
ている。もっとも、アラブ人の目的もポルトガルと同様に貿易の中継地としてケニアを利用するこ
とや貿易相手としてケニア人と接することにあったため、ケニア人農民の生活はほとんど変化しな
かった89。しかし、既にポルトガルが貿易の中継地としてケニアに駐留していたため、18 世紀頃か
                                                  
86 高橋[2010]、pp.238-242。 
87 酋長や首長への上納品を差し引いても余剰がある場合、農民は他の共同体や商人との間で作物と別の物との交換
（交易）を行っていた。特にインド人やアラブ人商人は、ケニアの沿岸部から内陸部（ウガンダを含めた地域）ま
でを行き来し、現地の農民と交易していたため、ケニアの農村社会には植民地支配に伴って貨幣経済が浸透する以
前から、一定の経済活動が存在していたと言える（林[1989]、pp.108-116）。 
88 モンバサをはじめとするケニア沿岸部では、以前よりアラブ人商人が交易拠点として利用していた。だが、ポル
トガル人の進出によってアラブ人の影響力は次第に弱体化していった。 
89 津田[2003b]、pp.230-234。 
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らアラブ勢力とポルトガルが衝突している。ポルトガルはケニア沿岸部の都市モンバサに建設した
要塞フォート・ジーザス（Fort Jesus）を拠点に抵抗したが、アラブ勢力の中でも有力なオマーン
が 18 世紀半ばにポルトガルを完全に排除し、ケニアの貿易港における主導権を獲得した。だがオ
マーンも、ケニアへの進出を目論む新たなヨーロッパ人勢力（イギリス）によって、東アフリカか
ら撤退することとなった。19 世紀からケニアに進出するようになったイギリスは、ポルトガルやオ
マーンとは異なる目的をもっていた。竹内が「自由貿易を通じての金儲けは 1880／90 年代のアフ
リカにおいて将来の市場を求める商人たちの共通の意識だった。自由貿易思想はアフリカにおける
イギリス帝国建設にとって最善の道具であった90」と指摘しているように、イギリスの資本家は、
自身の富を創出するためにケニアの支配に乗り出したのである。 
 
図 2-1 コーヒーベルトと生産国 
 
（出所）日本コーヒー文化学会[2001]。 
 
 コーヒーや紅茶などの換金作物に対する需要が増大するなか、ヨーロッパ列強諸国はそれら作物
が栽培可能な土地を模索していた。コーヒーの場合、国際的に需要が増していたにもかかわらず、
栽培可能な地域は図 2-1 に示すコーヒーベルト（南北緯 25 度の範囲内）に限定されており、特に
アフリカやラテン・アメリカに栽培可能な土地が集中していた。そのため、ヨーロッパ列強諸国は
植民地の奪い合いと対立を繰り広げており、特にアフリカ大陸の奪い合いでは、フランスやベルギ
ー、スペインなどがアフリカの西部および中央部を、そしてイギリスやイタリア、ポルトガルがア
フリカの南部および東部の地域を統治下に置き、各々の地域でコーヒー栽培を展開している。イギ
リスとドイツはケニアの植民地支配を巡って領土争いを繰り広げていたが、このイギリス‐ドイツ
間の植民地獲得競争は、アフリカの分割統治に関する協議（ベルリン会議：1884～1885 年）によ
                                                  
90 竹内[2003]、p.261, ll.18-20。 
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って、「誰が統治者となるか」が定められた。そしてケニアは、ヨーロッパ列強諸国の一方的な協議
によって強制的に境界（現在の国境）が設定され、イギリスの統治（植民地支配）下に置かれるよ
うになった91。 
 イギリスは、ベルリン会議によってケニアの支配権を獲得すると、ケニア域内における支配力の
強化を図るため、全ての土地をイギリス王室の保護領にした。イギリスがケニアを「都合の良い農
場」に変えたため、ケニアの農村・農業生産は大きく様変わりし、大多数の農民が貧困状態に陥る
こととなった。ケニアがイギリス王室の保護領となったため、イギリス人宣教師や行政官がケニア
に入植するようになり、さらに入植者や換金作物の移動手段となるウガンダ鉄道も建設された92。
ケニアに入植したローマ・カトリックの宣教師は、名目上、ケニア人に対する布教活動を目的とし
ていたが、同時に換金作物栽培の伝播や苗木を持ち込む役割も担っていた93。さらに 20 世紀以降、
ヨーロッパ人の貴族や資本家が換金作物栽培用の大規模プランテーションを設置・経営するために
ケニアへ入植している。 
 イギリス政府がケニアの植民地化を進めると同時に、ヨーロッパ人の入植が促進するような政策
を実施したため、入植者数は保護領となった直後の 1900 年頃で 100 人程度だったが、1913 年には
1,000 人以上に増加している94。そしてヨーロッパ人入植者の増加は、イギリスに支配された人 （々ケ
ニア人）から土地を収奪するとともに、ケニア人に対して賃金労働を強いる契機となった。 
 
 
2．植民地政策とプランテーションの拡大  
 ケニアは温暖な気候であり、山間部には農耕に適した肥沃な土地（以下、好適農地）の豊富な大
地溝帯（グレート・リフトバレー）が広がっていたため、ヨーロッパ人入植者はグレート・リフト
バレーを中心に大規模なプランテーション農場を拓いた。そして、好適農地の集中しているグレー
ト・リフトバレー（現在のリフトバレー州やセントラル州）はヨーロッパ人入植者（白人）が利用
する土地（ホワイト・ハイランド）と称されるようになった95。ただし、好適農地の大部分には既
にケニア人農民が居住し、農耕を営んでいたため、イギリスの植民地総督府（以下、行政当局）は
ケニアの土地をイギリス人の所有物とするために「王領地条例」という植民地政策を実施した。 
                                                  
91 高橋[1995]、p.56。 
92 ウガンダ鉄道は、モンバサからナイロビを経由し、ウガンダとの境界近くの都市キスムまでを結ぶ鉄道である。
ウガンダ鉄道の建設はイギリス帝国東アフリカ会社が請け負っていたが、建設資金はイギリス政府の援助によるも
のであった。また鉄道建設の目的は、奴隷貿易の抑止を口実にしていたが、実際には、政治的意図としてイギリス
の植民地支配の効率化があり、経済的意図として換金作物の栽培や輸送の円滑化があげられる（林[1989]、
pp.121-138）。モンバサを始点とする路線は 1899 年にナイロビまで、そして 1902 年にキスムまで開通した。 
93 Waters[1972]、p.164。また、西アフリカにおけるコーヒー栽培の奨励・移植もフランス人宣教師によるもので
あり、フランスの植民地とともにヨーロッパ人が入植し、ロブスタ種（低品質）のコーヒーが栽培されるようにな
っている（福田[1998]）。 
94 ヨーロッパ人入植者の規模の変化については林[1989]および吉田[1979]を参照。 
95 好適農地はケニアの国土全体の約 2 割であり、それ以外の土地は乾燥・半乾燥地域や農耕に不向きな不毛の土地
であった。 
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 行政当局はケニアの中央部から西部にかけて広がる好適農地を「所有者のいない土地（未使用地）」
と一方的に決めつけ、1902 年に制定された王領地条例に基づき、この土地をイギリ王室の領地
（Crown Lands）とした96。また所有者（使用者）が明確となっていた土地の場合、行政当局は農
民に土地代を与え、「正式な手続きによって、イギリス王室が購入した土地」として、現地の農民か
ら土地を収奪した97。もっとも、行政当局が未使用地に決めつけた土地はケニア人農民が使用して
いる農地であり、王領地条例が施行された際、焼畑農業を営んでいた農民が休閑にしていた土地で
あった。加えて、植民地支配以前のケニアの農村社会に見られる慣習法や土地所有制度（伝統的土
地所有制度）では、土地の譲渡・売買に際して、各共同体の首長や土地を使用する農民の家長によ
る承認が必要であり、ケニア人農民は金銭による売買を正式な土地譲渡として認めていなかった98。
そのため、行政当局（イギリス）による土地獲得は、農村共同体の慣習や伝統的土地所有制度（首
長の了承に基づく取引）に反した「不当な収奪」でしかなく、現地の農民に不満を抱かせる行為で
あった。 
 イギリスにとっての関心はケニア人から好適農地を収奪し、ヨーロッパ人入植者に供給すること、
換言すれば、入植者の富を増大させるためにケニアを利用することでしかなかった。そのため、行
政当局は入植者に売却・賃借する土地の代金を、売買の場合で 1 エーカー（0.4 ヘクタール）当た
り 2 ルピー、99 年間の賃借で 100 エーカー当たり 15 ルピーに設定しており、入植者は大規模な農
地を安価で得られるようになった99。ケニア人農民は「自分たちの地域を騙し取られ100」たという
認識を抱いていたが、行政当局は、金銭による正式な売買取引として土地収奪の正当性を主張する
とともに、王領地の一層の拡大に努めた。さらに、行政当局は土地を喪失したケニア人に対して居
留地への移住を強制した。 
 居留地政策（Native Reserve Policy）は、行政当局がケニア人農民を特定の地域（居留地）に居
住させる政策であるが、この政策の目的は、入植者の経営するプランテーション農場に労働力を供
給するため、ケニア人を行政当局の管理下に置くことにある。そのため、同政策の具体的な内容は、
①各民族集団が居住する地域は行政当局が設定した場所（居留地）に限定し、ケニア人を居留地に
強制移住させること、②ケニア人とヨーロッパ人のそれぞれが占有する土地を隔離することが規定
されている101。さらに行政当局は、東アフリカ枢密院令（the East African Order in Council）に
基づき、ケニア全土を州および県に行政区画するとともに、各行政区に行政官を設け、ケニア人の
                                                  
96 平田[2007b]、p.43。 
97 植民地期における土地収奪の経緯についてはリーキー[1969]を参照。 
98 植民地以前のケニアにおいて、土地は個々人の所有物ではなく、共同体の共有物として扱われていた。そのため、
農民はあくまで共同体や村落の首長から割り当てられた土地を利用しているに過ぎず、各農民は土地所有権を持っ
ていなった（グリッグ[1995]および土屋[1956]）。加えて、土地使用権の譲渡・継承は、共同体の首長の認可を得た
上で、各農民の父系親族が世襲する方法が採られていた（篠浦[1990]、pp.262-263）。 
99 植民地政府による土地賃借については杉原・磯部[1989]および林[1989]を参照。また、ケニア人からヨーロッパ
人への土地譲渡は認められていたが、ヨーロッパ人以外への土地譲渡は禁止されていた（末原[1990]、pp.44-45）。 
100 土屋[1956]、p.239。 
101 青山[1963]、pp.80-85。 
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管理の円滑化を図った102。もっとも居留地政策の目的には、土地収奪以外に、ケニア人に賃金労働
力を強いることが含まれていた。 
 入植者の土地収奪を進めた行政当局が次に着手したことは、ケニア人をプランテーション農場の
労働者に変えることであった。行政当局はウガンダ鉄道の建設が開始された 19 世紀末からケニア
人を賃金労働として雇用していたが、ケニア人は自給自足の生活を営んでおり、入植者に雇用され
てまで現金を得る必要がなかった103。そこで行政当局は、ケニア人農民に現金収入の必要性を負わ
せるため、彼らに対して諸税を課している104。例えば 1900 年初頭、行政当局は入植者からプラン
テーション農場に必要な労働力を供給するよう求められたため、王領地条例と並行して、1 家屋当
たり 2 ルピーの家屋税（hut tax）をケニア人に課した。さらに 1910 年代、入植者がプランテーシ
ョン農場の拡大に伴って更なる労働力の確保を求めたため、行政当局は家屋税の課せられていない
16 歳以上の男性に対して、1 人当たり 3 ルピーの人頭税（poll tax）の支払いを義務付けた。加え
て、行政当局は家屋税の金額も 2 ルピーから 3 ルピーに引き上げるとともに、現金で諸税を支払う
ことができないケニア人に対して、行政当局の管轄下で一ヵ月間の労働を義務付けた105。 
 また松田がケニア人支配における徴税制度の効果を指摘しているように、徴税制度には低賃金労
働力の確保以外の利点もある。行政当局はケニアの植民地支配に際して、例えば“ケニア人を支配
するための費用”や“換金作物栽培および輸送を円滑化するためのインフラ基盤の整備費用”など
を必要とした。だが行政当局は、これら費用をケニア人から徴収した税金で賄っている。換言すれ
ば、行政当局はケニア人が収めた諸税によって、植民地支配の円滑化を図ったのである。 
 
表 2-1 入植者および占有地の推移 
 1920 1934 1942 1953 
入植者数（人） 1,200 2,000 3,000 4,000
占有地（エーカー） 
 
310 万
（124 万）
510 万
（204 万）
630 万 
（252 万） 
730 万
（292 万）
※「占有地」のカッコ内に示した数値はヘクタール（1 エーカー＝0.4 ヘクタール）で換算したもの。 
（出所：Leys[1975]、p.29） 
 
 ケニア人が賃金労働者に変わったため、入植者は労働力に確保が可能となり、自身の経営する農
                                                  
102 植民地行政に関する諸制度によって、ケニア人を介した間接統治が可能となった。居留地内では、東アフリカ枢
密院令とともに実施された村長令（the Village Headman Ordinance）のもと、各行政官の指定したケニア人が管
理者を務めていた（平田[2005]、pp.22-23）。 
103 イギリス東アフリカ会社によって進められていたウガンダ鉄道の建設では、建設開始当初、主にインド人が労働
力として投じられていた。しかし、インド人労働者は労働意欲が低く、鉄道建設の進捗が鈍化していたため、イギ
リス東アフリカ会社が更なる労働力投入のために注目したのが現地に住むケニア人であった（林[1989]）。 
104 植民地支配と貨幣経済の浸透については犬飼[1976]を参照。 
105 林[1989]、pp.141-143。 
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場の拡大や換金作物の増産を進めることが容易となった。もっとも、行政当局が実施した政策・制
度は居留地政策や徴税制度だけではない106。行政当局はこれら諸制度に加えて、キパンデ（kipande）
というケニア人の個人情報が記録されたカードの携帯や、現地の共同体の首長に対する一部の行政
官職の委託など、末端の農民の不満の抑え込みと賃金労働者となり得る農民の管理の双方が円滑に
進むような制度を設けている。そのため、ケニア人農民は行政当局による強制的な労働から脱却で
きなくなり、入植者のために自身が消費しない換金作物を栽培しなければならなくなった107。他方
ヨーロッパ人入植者の規模は、土地や労働力の確保の容易化に伴い、1910 年代で 1,000 人程度であ
ったが、1920 年に 1,200 人以上となり、収奪した土地も 120 万ヘクタール以上に拡大している（表
2-1 を参照）108。 
 プランテーション農場を経営するヨーロッパ人入植者は、行政当局の植民地政策に加え、市場価
格が上昇したため、換金作物栽培の更なる拡大を図り、生産基盤となるインフラ整備や農地拡大を
進めている。ただし入植者は、行政当局から借りたイギリス王領地を農地に利用していたため、行
政当局に対して、土地の賃借期間の延長を要望している。そこで行政当局は、本国の委員会（イギ
リス王室）から了承を得た後、「新王領地条例」を 1915 年に施行し、入植者に対する土地の賃借期
間を 99 年から 999 年間に延長した109。新王領地条約は、一方でヨーロッパ人入植者の土地使用（所
有）を半永久的に認める制度であったが、他方でケニア人農民にとって、恒久的に土地が収奪され
ることを意味した。ただし、キクユ人などナイロビ近郊やケニア中央部に居住する農民の中には、
良好な労働条件および生活環境を提供するスクウォッター（squatter）制度によって、入植者の所
有地で自給用の食糧を生産していた人々も存在する。 
 スクウォッターとは、入植者の経営する農場に家族と一緒に住み込みで働く賃金労働者のことで
あり、しかもプランテーション農場の経営者（入植者）は、スクウォッターとなったケニア人農民
に対して自給用の農産物を生産するための農地を提供していた。スクウォッター制度はケニア人農
民（特にケニア中央部に住むキクユ人）にとって、賃金獲得の機会と食糧自給を兼ねた好条件の雇
用機会であり、スクウォッター制度が維持されていた段階において、ケニア人農民と入植者の間に
は際立った対立関係が発生していなかった110。しかしヨーロッパ人入植者は、家畜や肥料等の導入
に伴って農産物の生産性が向上し、スクウォッターを解雇するようになったため、大勢のケニア人
農民が失業に追い込まれた。 
 
 
 
                                                  
106 松田[2001]、pp.25-33。 
107 キパンデ制度については吉田[1979]。また共同体の首長に対する行政官職の委託については峯[1999]を参照。 
108 Leys[1975]、pp.28-33。 
109 Kanyinga[2008]、pp.101-102。 
110 スクウォッター制度については池野[1990]およびリーキー[1969]を参照。 
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3．「マウマウの反乱」と「スウィナートン・プラン」  
（1）雇用機会の喪失と農民の不満：「マウマウの反乱」の勃発 
 コーヒーや紅茶、サトウキビの需要が世界規模で増大したため、ホワイト・ハイランドに大規模
な農場を切り開いた入植者たちは莫大な富を獲得したが、それら作物を栽培するケニア人農民は入
植者（宗主国）から低賃金労働を強いられていた111。しかも 1920 年代半ば以降、プランテーショ
ンを経営する入植者は、世界恐慌に伴う経済状態の悪化や農耕器具（家畜等の利用など）および肥
料の改良を背景に、生産費用を削減するために大勢のスクウォッター（ケニア人労働者）を解雇す
るようになった112。ケニア人労働者（スクウォッターを含む）の数は、1920 年代初頭で 20 万人以
上に達していたが、1929 年時点で約半数の 12 万 6,000 人となり、さらに 1933 年には 10 万 7,000
人まで減少している113。だが行政当局は、雇用機会の減少にもかかわらず、失業したケニア人農民
を支援せず、諸税制度も 1920 年代初頭と同じ税率を維持した。そのため、失業したケニア人農民
の中には、雇用機会を求めてナイロビに移住する人々や農地を獲得して換金作物を栽培しようとす
る人々が現れた。だが、植民地支配されたケニア人農民が換金作物栽培の主体になることは容易で
はなかった。 
 イギリスがケニアを植民地にし、換金作物を本格的に栽培するようになった 20 世紀以降、大勢
のケニア人が賃金労働者として入植者の経営する農場で換金作物を栽培し続けていたため、これら
農民は換金作物の栽培技術を習得している。そのため、ケニア人は土地と苗木さえあればコーヒー
を栽培することが可能であり、特にスクウォッターを解雇されたキクユ人農民は「自らの手で市場
価格が高騰していたコーヒーを栽培すること」や「土地所有権をケニア人に返還すること」を行政
当局に対して強く要望した。しかし行政当局は、主に 2 つの理由から、ケニア人主体のコーヒー栽
培に否定的な態度を示していた。1 つ目の理由はヨーロッパ人入植者による反対である。入植者は
ケニア人農民がコーヒー農園を経営することに反発し、コーヒーを栽培する入植者によって組織さ
れたケニア・コーヒー会議を通じて、行政当局に対してケニア人のコーヒー栽培を容認しないよう
圧力をかけていた。入植者がケニア人主体のコーヒー栽培に反対した表向きの理由は供給される労
働力の減少や疫病の蔓延、ケニア産コーヒーの印象悪化の防止等である。だが実際には、コーヒー
の市場価格が生産量の増加によって下落すること、換言すれば、ヨーロッパ人の利益の減少を危惧
したためであり、ケニア・コーヒーの品質低下は副次的な理由でしかなかった。2 つ目の理由は、
他のコーヒー生産国の反発である。ブラジルなど他のコーヒー生産国は、ケニアのコーヒー輸出の
増大に伴う市場価格の下落を危惧し、ケニア人のコーヒー生産を制限するようイギリス政府に要請
                                                  
111 ただし、入植者は換金作物栽培以外に食糧用作物の栽培や開発も行っており、特に第二次世界大戦中の 1942 年
には、行政当局主導で食糧増産を目的とする政策（作物増産条例）も実行されていた（池野[1990]、p.8）。 
112 栗本・井野瀬[1999]、p.201。ただし、全ての入植者がケニア人農民を解雇しておらず、賃金労働者を必要とす
る入植者は、特にヨーロッパ人居住地へ不法に侵入もしくは居住するケニア人農民（いつでも解雇できる人々）を
進んで雇用していた（土屋[1956]、pp.240-241）。 
113 吉田[1979]、p.22。 
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していた114。そのため、入植者の利益保護に努める行政当局がケニア人農民のコーヒー栽培を承認
しなかったことは必然であった115。 
 もっとも、ケニア人農民は土地を収奪した入植者に対する不満を強めていたため、行政当局はケ
ニア人農民の要望を完全に拒絶せず、一部の地域に限定するかたちでケニア人主体のコーヒー農場
を容認した。例えば 1932 年、行政当局は「コーヒー栽培＝入植者が経営するプランテーション農
場が中心」という立場を示しつつ、ケニア人農民がケニア山中の標高 1,620～1,740 メートルの地
域（ケニア中央部のキシイ（Kisii）、エンブ（Embu）、メル（Meru））でコーヒーを栽培すること
を認めている。ただし、この地域は失業した大勢のキクユ人の居住地ではなく、しかも栽培面積に
は「地域全体で最大 100 エーカーまで」という制約が設けられていたため、ケニア人農民はコーヒ
ー生産の規模（生産地および生産量）を増やすことができなかった116。またケニア人農民は、コー
ヒー生産の拡大を図るためにケニア生産者組合連合（The Kenya Planters and Cooperative 
Union：KPCU）を組織したが、ケニアのコーヒー栽培の主体が入植者であったため、KPCU はコ
ーヒー栽培に対する主導権・発言権を持っていなかった。さらに、行政当局はコーヒー作付け登録
法（Coffee Plantation Registration Ordinance）を制定し、ケニア域内のコーヒー生産者に対して
高額の登録料の支払いを義務付けていた。そのため、ほとんどのケニア人農民はこの登録料を支払
えず、コーヒー栽培への参入を断念しなければならなかった117。 
 1940 年代、入植者が所有している農地は合計で 292 万ヘクタール以上となっており、農場を経
営する入植者の数も 3,000 人以上に達していた118。また行政当局は、イギリス本国のヨーロッパ人
農業入植局（European Agricultural Serrlement Board）の要請に応じるかたちで、ケニアに入植
した約 500 人の退役軍人のために 20 万ヘクタールの農地を用意している。第二次世界大戦を生き
抜いたイギリス人兵士に対する恩賞までも、イギリス王室もしくはイギリス本土にある財ではなく、
ケニア人から収奪したホワイト・ハイランドの土地によって賄われたのである119。 
 ケニア人農民の農地は拡大しておらず、しかも現在のセントラル州やリフトバレー州中南部に当
たるナイバシャ湖やナクル湖周辺で農場を経営している入植者が 3,000 人以上のスクウォッターを
解雇し、失業したキクユ人をホワイト・ハイランドから強制的に排除した。大勢のケニア人は、獲
得した現金収入のほとんどを納税（行政当局）によって失っていたため、残りの限られた現金によ
って生活しなければならなかった。プランテーション農場の雇用が減少したため、ケニア人の失業
                                                  
114 Talbott[1990]、pp.111-113。 
115 ケニア人のコーヒー生産に対する入植者からの反発については ibid [1990]および半澤[1993]を参照。また松田に
よると、入植者たちはアフリカ人のコーヒー栽培による悪影響を主張するため、1933 年、ケニア人農民が栽培して
いたコーヒーノキ（入植者が無断で引き抜いたもの）を持参して直接ロンドンの議会や有力者のもとへ赴き、直談
判を行った（松田[2001]、p.34）。 
116 植民地支配期におけるケニア人農民へのコーヒー栽培の制約については Waters[1972]および半澤[1993]を参照。 
117 仮に登録料を支払うことが可能であったとしても、ケニア人農民の場合、各行政府の監督官によって登録が拒否
されていた（吉田[1968]、pp.8-9）。 
118 ホワイト・ハイランドにおける入植者の推移については池野[1990]および末原[1990]を参照。 
119 池野[1990]、pp.8-9。 
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者（特にキクユ人）は新たな雇用を求めてナイロビに移り住むようになったが、ナイロビは十分な
雇用機会を創出しておらず、しかも雇用されたケニア人の大部分は低賃金労働であったため、貧し
い人々の生活は改善されなかった120。ケニア人農民は雇用機会の減少に加えて、換金作物の栽培に
対する制約にも直面していたため、行政当局や入植者に対する不満を増大させるとともに、次第に
反植民地運動を展開するようになった。 
 入植者からの弾圧に耐え切れなくなったケニア人は、まず 1940 年代末よりケニヤッタやキクユ
人の酋長を指導者とするケニア・アフリカ人同盟（Kenya African Union：KAU）を組織した。そ
して KAU は生活状況の改善を求める嘆願書を行政当局に提出するとともに、植民地支配からの脱
却や収奪された土地の返還を求める演説・集会を開催するようになった121。特に、貧しいキクユ人
農民やスクウォッターを解雇された人々、ナイロビなどの都市部で低賃金労働に従事していた人々
は、キクユランド（Kikuyu Land）と呼ばれるケニア中央部の土地の返還を求めて、反植民地運動
を展開した。だがキクユ人の要求は入植者の経済活動を阻害するものであったため、入植者は“キ
クユ人農民の運動に対する弾圧”と“経済活動に対する更なる優遇”を行政当局に求めており、行
政当局もキクユ人の要求を受け入れなかった。そのため入植者‐キクユ人間の対立が激化し、キク
ユ人はヨーロッパ人の農場に対する放火や家畜の窃盗、入植者襲撃などの直接的暴力（反植民地運
動）を行うようになった。 
 反植民地運動が一層激しくなった 1950 年代初頭、KAU から離脱したデダン・キマジら急進派の
ケニア人は土地自由軍（KLFA、イギリス側の呼称はマウマウ）を結成し、入植者や行政当局に対
して大規模な武装蜂起（マウマウの反乱）を決起した122。武装蜂起に決起した KLFA の主な目的は、
①入植者に収奪された土地を取り戻すこと、②ケニア人独自の政府を設けること、③ローマ・カト
リックの宣教師を追い出し、現地の宗教に回帰すること、④宗主国より持ち込まれた仕組みを伝統
的な慣習に則った仕組みに戻すこと、⑤ヨーロッパ人入植者を追い出し、支配からの解放を達成す
ること、⑥土地の利用や農産物生産を現地の方法に戻すこと、⑦教育環境の向上の 7 つである123。
そして、マウマウの反乱に参加したケニア人の大部分は、ヨーロッパ人が構築した支配構造を排除
し、植民地支配以前の土地所有構造（農村を主体とする土地所有制度）や自給自足的な農業生産、
各農村共同体に根付いていた慣習へ回帰することを切望していたのである124。 
                                                  
120 1948 年まで、大勢のケニア人が雇用機会を求めてナイロビに流入していたが、特にキクユ人はナイロビのアフ
リカ人居住区に住む人々の約 45％（28,886 人）を占めていた（Maloba[1993]、pp.34-35）。 
121 Throup[1988]、pp.111-112。反植民地運動を展開する組織として、古いものでは、1922 年に設立されたキクユ
中央協議会がある。この組織の目的は、入植者に収奪されたキクユ人の土地を取り戻すことであり、そのための活
動として、自費出版の新聞等を発行・配布するなどをしていた（Hailey[1957]、pp.451-452）。 
122 ナイロビで開かれたマウマウの集会には 800 人以上の人々が参加しており、また実際に暴動に参加し、直接的暴
力を行ったキクユ人は約 2 万 5,000 人であった。マウマウの規模については Branch[2009]および Throup[1988]を
参照。 
123 マウマウの目的については土屋[1956]および Leakey[1954]を参照。また片山は、大勢のインド人商人がケニア
に流入していたため、インドが 1947 年にイギリスの植民地支配から独立したことも「マウマウの反乱」の決起の一
因となっている点を指摘している（片山[2000]、pp.30-32）。 
124 植民地支配以前の土地所有構造（伝統的土地所有制度）の仕組みについては本章第 1 項を参照。ただし、キクユ
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 マウマウによる独立闘争が激化したため、行政当局は暴動を終息させることが困難であると判断
し、1952 年 10 月 20 日に非常事態宣言を発令、イギリス本国に軍隊の派兵を要請した。そして行
政当局は、マウマウの反乱を扇動したという嫌疑でケニヤッタらキクユ人エリート 187 名に加え、
放火事件に関与したキクユ人 500 名を逮捕するとともに、暴動に参加したキクユ人に対して 2,500
ポンドの罰金を科すなど、首謀者に厳罰を与えることで事態の収拾を試みた125。だが暴動は鎮静化
せず、死傷者も全体で 3,000 人以上にまで膨れ上がったため、行政当局はさらに大勢の傭兵を導入
し、暴動の強制的な鎮圧を目論んだ。ただし、暴動に投じられた傭兵の大多数はアフリカ人やアジ
ア人であり、ヨーロッパ人の被害は最小限に抑えられていた。換言すれば、ケニア‐イギリス間の
独立闘争の実態は実質的にアフリカ人同士もしくはアフリカ人‐アジア人という、イギリスに支
配・抑圧された人々同士の戦闘であった。 
 マロバ（Maloba）によると、マウマウの反乱が激化して以降の被害者数はヨーロッパ人が死者
95 名、負傷者 127 名（その内治安部隊が死者 63 名、負傷者 101 名）、アジア人が死者 29 名、負傷
者 48 名（同、死者 3 名、負傷者 12 名）、アフリカ人が死者 1,920 名、負傷者 2,385 名（同、死者
101 名、負傷者 1,469 名）となっている。ただし、戦闘に巻き込まれたアフリカ人（主にケニア人）
の非戦闘員は、イギリスの治安部隊に襲撃された人々だけではなく、ケニア人兵士に襲撃された人々
もいた。マウマウの兵士が襲撃したケニア人は主にマウマウに賛同しなかった非キクユ人であり、
キクユ人に賛同しない他のケニア人に対する報復行為であった。またイギリスの治安部隊がケニア
人の非戦闘員を襲撃した理由は、①マウマウを支援する人々に対する攻撃、②「マウマウ＝犯罪者」
という認識を国際社会に訴えることがあげられる。特に後者に関して、行政当局および治安部隊は
自らが行った民間人への襲撃を「マウマウによる行為」と吹聴し、マウマウが「独立を求める人々
の集まり」ではなく、「単なる犯罪者集団」であることを強調した。 
 ケニア人がマウマウの兵士とイギリスの治安部隊の双方から襲撃されたため、ケニア人（マウマ
ウの兵士を含む）の被害は、最終的に死傷者が 12,538 名、逮捕者 26,625 名、逃亡者 2,714 名に達
しており、最も被害を被っていたのがキクユ人・非キクユ人を問わずケニア人となった126。非常事
態宣言の発令後も続いたマウマウの反乱は、イギリスの治安部隊による攻勢に加えて、1956 年にマ
ウマウの指導者であったデダン・キマジが拘束（後に処刑）されたことを契機として、一応の終息
に向かった。ただしケニア人の不満は完全に終息していないため、イギリス（行政当局）は、入植
者の経済活動を守りつつ、暴動の再発防止に努めなければならなかった。そして行政当局は、マウ
マウに参加したキクユ人たちの要望を取り入れた政策（スウィナートン・プラン）を実施した。 
                                                                                                                                                              
人は「自分達の土地が収奪された」と主張していたが、ホワイト・ハイランドを中心とする入植者の所有地の多く
はルオ人やルイヤ人、カレンジン人が使用していた土地であり、決してキクユ人の土地ではなかった（リーキー
[1969]、pp.213-214）。非キクユ人に対する土地収奪については第 3 章以降に詳細を論じる。 
125 Maloba[1993]、pp.77-78 および Throup[1988]、pp.224-225。 
126 雇われた傭兵にはアフリカ人も含まれており、植民地政府は「アフリカ人同士の虐殺」によって事態の鎮静化を
図っていたと考えられる。そのため、暴動の犠牲となった治安部隊の大半もアフリカ人兵士であった（Maloba[1993]、
pp.96-97）。 
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（2）「スウィナートン・プランの実施」から「独立」へ 
 イギリス王室および行政当局は、ケニア人農民の不満がマウマウの反乱に発展したため、マウマ
ウを扇動したキクユ人の代表者を中心に、ケニア人に対する政治的地位の提供や経済支援を実施す
るようになった。例えば政治的配慮では、ケニア人の代表者と土地の返還に関する交渉を実施する
ことや政府の閣僚職にケニア人を登用することが承認された。また経済的配慮では、ケニア人農民
の農業支援を目的とする農業支援策である「スウィナートン・プラン（Swynnerton Plan）」が実
施されている127。 
 1954 年、行政当局の農業部門の補佐官を務めていたスウィナートン（R.J.M. Swynnerton）は、
イギリス王室から農業政策の策定を命じられたため、王立委員会が作成したケニア人の農業生産の
変革に関する報告書に基づき、支援計画の策定を試みている128。そしてスウィナートンは、マウマ
ウの反乱を完全に鎮静化する上でケニア人農民の要望に則した計画が不可欠であると考え、ケニア
人農民の農業生産の向上やケニア人の所有地の拡大を目指した農業計画（スウィナートン・プラン）
を立案した129。だが王立委員会および行政当局は入植者の利益の最大化を目論み、スウィナートン
が計画案に盛り込んだ「ケニア人への優遇」をより形式的な内容に変更した。そのため、実質的に
は入植者優遇を維持するような計画が 1954 年に施行されている。 
 スウィナートン・プランにおいて重点が置かれていた項目は、主に「土地細分化の防止」、「土地
所有の調整・整備と登記化の推進」、「換金作物栽培をケニア人農民へ普及させること」、「畜産業の
振興」の 4 点である130。またスウィナートン・プランには、ケニア人農民の農業生産を向上させる
ための要件として、①生産性の高い換金作物や牧畜に特化した農業を進めること、②ケニア人が所
有する土地を拡大させること、③農地開拓のために資金を投じること、④土地所有制度の普及と並
行して、灌漑や開墾等も進展させること、⑤良好な土地の広がる地域においても、食糧供給のため
の穀物生産を拡大させることも掲げられた。特に行政当局は、私的土地所有制度の導入がケニア人
の農業生産の拡大に不可欠であると主張し、「土地＝個人の所有物」という仕組みをケニア人農民に
定着させようとした131。そのため、スウィナートン・プランの土地政策の目的も、ケニア人の土地
所有制度を、“伝統的な土地所有制度（共同体を中心とする土地所有）”から“イギリスが導入した
所有制度（個人を中心とする土地所有）”への移行が中心となった。 
 しかし、私的土地所有制度の推進はケニア人の土地所有の拡大に貢献しておらず、スウィナート
ン・プランの実施以降、2 ヘクタール以上の土地を所有することが出来たケニア人農民（土地なし
農民から脱却できた人々）は全体の 4 割にも満たなかった。加えて、土地開発のための資金の 87％
はヨーロッパ人入植者や一部のケニア人エリートに投じられており、大多数のケニア人農民はスウ
                                                  
127 Bates[2005]、pp.46-48。 
128 Mohidden[1981]、p.26。 
129 半澤[1988]、pp.19-20。 
130 林[1981]、p.82。 
131 Buchere and Jonyo[2009]、pp.445-448。 
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ィナートン・プランの理念から乖離した状態に置かれていた。だが、行政当局との交渉役を担って
いた KAU（後の KANU）や KLFA に属するケニア人エリートは政治的地位を提供されたために私
的土地所有制度の導入・推進を容認する立場を示していた。 
 行政当局は独立闘争を扇動したケニア人エリートを取り込むとともに、エリート層を利用して貧
しい農民の反発を抑え込むため、スウィナートン・プランでは“議会の議席や行政機関の要職にケ
ニア人エリートを登用すること”が掲げられ、独立闘争を主導した人々が一定の政治的地位を得ら
れるようにした。マウマウの反乱の首謀者（エリート層）は、行政当局の議会への参加や閣僚職に
ケニア人枠を設けることに成功し、ケニア人に対する影響力および行政当局内の政治的立場を確保
した。また各農村共同体の首長や富裕な農民層は、土地が個人のものとして扱われ、土地を独自の
判断で獲得（購入）できるようになったため、大規模な土地所有が可能となった。他方、マウマウ
に参加した大勢の農民やマウマウの犠牲となった非キクユ人は、政府に対する主張や要望を特定の
エリート層を介して間接的に唱えることが可能となったが、必ずしも自身の要求を適えていない。
加えて、議会に籍を置くケニア人は決して大勢を占めていなかったため、全ての農民から噴出した
主張や不満は議会に反映されなかった。さらに土地所有制度は「個人所有および金銭による売買」
が基本となったため、ヨーロッパ人入植者や富裕な農民層は農地の獲得に邁進したが、貧しい農民
は植民地以前に所有（使用）していた土地さえ取り戻せななかった。 
 私的土地所有制度に伴う土地所有権の移転・譲渡は、それまでケニア人農民の社会に見られた伝
統的（共同体的）土地所有制度、換言すれば「土地＝農村共同体の所有物であり、祖先より継承し
てきたもの」という慣習に反する行為であった。だが農民の中には、私的土地所有制度に伴って農
地を拡大した人々も存在する。特にケニア中央部（ナイロビ近郊）に住むキクユ人は、比較的雇用
機会に恵まれており、しかもエリート層の多くが都市部の行政官や議会の議員に登用され易かった
ため、ケニア人農民の中でも富裕な人々であった。またキクユ人の富裕層は、①ケニア人の農村社
会に私的土地所有制度が流布されたこと、②ケニア人の所有地に対する土地登記化が 1956 年から
施行されたことの２点を背景に、セントラル州（キクユ・ランド）以外の土地を購入しており、行
政当局もまたキクユ人による非キクユ・ランドの獲得を合法の土地移転として扱った132。 
                                                  
132 さらに 1959 年、土地制度改革の作業部会が作成した法案に基づいて、原住民土地登記令（the Native lands 
Registration Ordinance）および土地統制（原住民地域）令（the Land Control (Native Area) Ordinance）が制定
されるなど、ケニア人の土地登記化に関する法整備も進められた（平田[2009]、p.33）。また林によると、土地登記
には以下の手続きが必要であった。①調整予定地域の住民が、調整を望んでいるかどうかを確かめるため、村会
（baraza）を開いて住民の意見を聴取する。②当該地域への「原住民地登記令」の適用と裁決官の任命を行う。③
同地域の住民は慣習法に基づき保有する土地を 180 日以内に自己申告し、裁決官はこれを公示する。④県長官
（district commissioner）は各県に 25 名以下のアフリカ人から成る土地調整委員会を設ける。また州長官
（providencial commissioner）も 25 名以下から成る巡回調停局を設置する。⑤委員会は各地片の保有権を確定す
る。決まらない場合は調停局にもち込まれる。⑥土地に対する既得権の記入がなされる。これは 60 日間公示され、
その間に異議の申し立てを受ける。⑦委員会決定に異議があれば委員会は再度決定を下し、その際裁決官の確認を
得る。調停局決定に異議がある場合は、調停局の意見を聴いて裁決官が決定を下す。⑧以上の手続きによって土地
に対する既得権は確定する。⑨各地片はケニア国土地理院（Survey of Kenya）によって実測され、同時に空中撮影
も行われる。2 つの測量の結果、両者の誤差が 5％以上の場合は測量のやり直しが行われる。⑩委員会は、学校、村、
道路、病院等の公共目的に必要な土地を確定する。公共目的に必要な土地は各土地所有者から一定の比率で供出さ
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 ケニア人の土地所有に対する登記化の推進はスウィナートン・プランの土地所有改革の一環とし
て実施されており、具体的には、所有地の分散化の防止や農業生産への投資拡大のための基盤整備、
土地所有権の移転・譲渡の容易化によって、“ケニア人農民の所有地の拡大”や“農業生産性の向上”
を促すことが目指された133。だが、スウィナートン・プランを背景に実施された「土地所有に対す
る登記化」はヨーロッパ人入植者や富裕なケニア人農民による大規模な農地獲得を容易にする制度
であり、結果的に、貧しい農民から収奪した土地を富裕の農民層の所有物として合法化する制度で
しかなかった。そして、大勢の貧しい農民がスウィナートン・プラン以降も土地収奪に晒されたた
め、彼らは入植者に対する反発を強めるとともに、非キクユ・ランドの獲得に乗り出したキクユ人
農民を「略奪者」や「よそ者」、「裏切り者」と非難するようになった。 
 ヨーロッパ人の農場経営者の数は 1940 年代で 3,000 人程度であったが、1953 年には 4,000 人ま
で増加しており、入植者が所有する土地の規模も 298.6 万ヘクタールに拡大している。1960 年には
ヨーロッパ人入植者数が全体で 3 万人以上を超え、ヨーロッパ人の所有する農地も約 310 万ヘクタ
ール（農場数で 3,600 戸）に達していた134。またケニア人農民全体が所有している農地はヨーロッ
パ人の 4 分の 1 程度であったが、そのほとんどがキクユ人をはじめとする富裕な農民の所有地であ
り、貧しい農民（非キクユ人）が所有する農地は全てを合せても 3 万ヘクタール前後に留まってい
る135。さらに、マウマウの反乱に加担し、強制収容された大勢の農民が帰村するようになったため、
ケニア人が所有もしくは利用できる土地は更に縮小した。高橋が「植民地経済の展開を受けて、人
口の圧倒的多数を占めるアフリカ人の経済的状況も分節化していった。アフリカ人農民のごく一部
は富裕化し、一部は近代的な企業や農園の労働者となった。その一方で、南西部高地および周辺で
は、土地を奪われた農民が窮乏化し、牧畜民は放牧地域を限定されて周縁化された136」と分析して
いるように、一部の農民だけが土地の獲得に成功し、換金作物栽培によって莫大な富を得ているが、
他方、大勢の農民が富裕なキクユ人農民に土地を収奪され、キクユ人が経営するプランテーション
で低賃金労働を強いられている。 
 スウィナートン・プランはケニア人の農業生産の向上を目的としていたが、同計画の真意は、行
政当局が、入植者に対するケニア人全体の反発を掌握するために、大勢の貧しい農民に多大な影響
力を持つケニア人エリートを取り込むことにあった。特にナイロビ近郊に住む富裕な農民層や農村
の首長、キクユ人の政治エリートは、スウィナートン・プランを契機として農地の拡大や議会議員
                                                                                                                                                              
れる。⑪交換分合による調整。委員会は以前の分散化された土地の合計に等しい面積の一片の土地を各所有者に与
える。⑫裁決がはじまる。各所有地は地図に書き込まれ、60 日間公示され異議申し立てを受ける。意義があれば再
配分か補償金が支払われる。⑬60 日間が過ぎると、ただちに土地所有の名義登録が行われる。（林[1981]、p.83）。
そのため、仮に農民 A がこれら様々な手続きを経て土地登記（所有権）が承認された場合、例え当該地域に他の農
民 B が居住していたとしても、その土地は農民 A の所有地として農民 B より合法的に接収できるのである。 
133 池野[1985]、p.92。 
134 同上[1990]、p.13。 
135 植民地支配期におけるケニア人所有地の規模に関する統計数値が不明のため、同数値については穀物や換金作物
の生産規模より著者が試算したものとなっている。 
136 高橋[2012]、p.5。 
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への登用が可能となったため、政治的・経済的地位を強めた。他方、大勢の農民は、マウマウの反
乱を経験したにもかかわらず、土地獲得の機会に恵まれず、僅かな土地で農業生産を行わなければ
ならなかった。ただしスウィナートン・プランは、ケニア中央部を拠点とするキクユ人をイギリス
側に取り込むことしかできず、しかもキクユ人はケニアの全人口の 2 割程度でしかないため、行政
当局は植民地支配に不満を持つ全てのケニア人を掌握できなかった。 
 スウィナートン・プランの実施は、伝統的土地所有制度の崩壊と土地の私的所有制度への移行を
強要するものであった。加えて、同計画下で推奨された換金作物栽培はごく一部の農民にしか富を
もたらしていないため、祖先より受け継がれてきた土地を取り戻せなかった貧しい農民は行政当局
に対する不満を抱き続けた。そして、議会に参加していたケニア人エリートの代表であるケニヤッ
タは、ケニア人農民たちの不満を汲み取り、新たな土地政策の策定に努めるとともに、ケニア人全
体に対して「植民地支配から独立」という意識を喚起した。1960 年代初頭、イギリス首相のマクミ
ランは、換金作物によって莫大な利益を得ていたイギリス人資本家の圧力を背景に、ケニア国内で
混乱が生じる危険性を理由として「ケニアの独立」に対する否定的な立場を示していた137。だが、
①国際連合が植民地独立付与宣言を採択したこと、②ケニア人の独立への希求が強まっていたこと、
③行政当局に収監されたマウマウの煽動者であるケニヤッタが 1962 年に解放されたことの 3 点が
重なった結果、ケニアは 1963 年 12 月 12 日にイギリスからの独立を勝ち取った。もっとも、独立
後のケニアが真の意味での「独立」を勝ち取ったかは疑念が残る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
137 半澤[2001]、pp.90-94。 
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第 3 章 権威主義体制の誕生と換金作物―ケニヤッタ政権― 
 
1．初代大統領ジョモ・ケニヤッタ  
（1） ケニヤッタ政権の誕生 
 植民地総督府の拘束から開放されたジョモ・ケニヤッタは、「マウマウの反乱」の指導者であるデ
ダン・キマジの処刑に伴って独立闘争の新たな指導者となり、独立闘争後に組織されたケニア・ア
フリカ人全国同盟（KANU）では総裁の座に就いていた。KANU はイギリスとの独立交渉におい
てケニア側の代表を務めており、しかも KANU が独立直後の 1963 年に行われた議会選挙で大勝し
たため、ケニヤッタは独立後ケニアの政治体制を統括する立場となった。ケニヤッタは、ケニア独
立の年となる 1963 年に初代首相となり、さらに大統領制が導入された 1964 年には初代大統領に就
任している。またケニヤッタ政権が誕生した際、ケニヤッタを「ケニア独立の父」として称賛して
いた人々、特にナイロビ近郊に住むケニア人（主にキクユ人）は、ケニヤッタが同地域出身のエリ
ートであったこともあり、ケニヤッタ政権の強大な支持基盤となった。ただし、マウマウの反乱時
にキクユ人に襲撃されたカレンジン人や他の小規模な民族集団の人々は必ずしもケニヤッタ政権の
誕生を好意的に捉えていなかった。 
 植民地支配期の構造はケニヤッタ政権の誕生後も変化しておらず、例えば独立後の行政区分は植
民地総督府が設定した行政区分が踏襲され、各地域に州（Province）や県（District）といった境
界線が設けられている。ただし、保留地制度の撤廃に伴って国内の移動が自由になったため、各民
族集団は植民地支配以前に住んでいた地域（祖先より受け継いだ土地）を中心に、概ね居留地付近
の住み易い地域へ移住した138。例えば、有力な政治エリートを輩出したルオ人はニャンザ州（ケニ
ア西部の地域）に、後にカレンジン人に統合されるトゥゲン人など小規模の民族集団やルイヤ人は
リフトバレー州（旧ホワイト・ハイランドの地域）に戻っている。だがケニア人の中には、居留地
制度の導入以前に住んでいた場所ではなく、富を得るために様々な地域へ移動した人々もいる。特
にケニヤッタと同じ民族であり、ケニア最大の民族集団であったキクユ人の中には、元来居住して
いたナイロビ周辺の地域やセントラル州に加えて、ケニア中西部（リフトバレー州中南部）に位置
するナイバシャ湖畔一帯や旧ホワイト・ハイランドの地域に移り住む人々がいた。 
 キクユ人は全人口の約 2 割を占めており、続いてルオ人が 13％、ルイヤ人が 14％、カレンジン
人が 11％となっているが、キクユ人の人口規模が最大であったことは、移住先が多岐に及んだ一因
となっている（図 3-1 を参照）。ただし、キクユ人の移住先が多様化した最大の要因は、人口規模で
はなく、経済的利益にある。キクユ人の多くは植民地支配期から都市部で商業活動に従事していた
人々であり、カレンジン人のようにナイロビから離れた地域に住む人々よりも経済活動に対する意
欲が強かったため、特に富裕なキクユ人農民は経済的利益のために農耕に適した地域への移住を選
                                                  
138 イギリスが行った植民地支配の方法（居留地制度やケニア人の分類等）については第 2 章を参照。 
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択していた。 
 
図 3-1 ケニアの民族集団の系譜 
 
（注）図中の数字（％）は全人口に占める割合となっている。 
（出所）Throup and Hornsby [1998]より著者作成。 
 
 また工業やサービス産業が未成熟であったため、独立後ケニアにおける経済活動では農業部門が
重要視されており、中でもヨーロッパ人入植者によって伝播された換金作物栽培が重要産業に位置
付けられている。ただし、各地域（および民族集団）が栽培する農産物、特に換金作物は地理的・
気候的特性の影響のために異なっている。例えばセントラル州およびナイロビ特別区ではコーヒー、
リフトバレー州を中心とする大地溝帯では紅茶、ニャンザ州やウエスタン州ではサトウキビや除虫
菊が栽培されている。また、1980 年代後半より急速に発展した切り花（園芸作物）はケニア中央部
に位置するナイバシャ湖やナクル湖周辺が主な生産地域となった。特に独立当初、コーヒーは換金
作物の中でも高額で取引されていた農産物であり、コーヒーを栽培していたキクユ人農民は非キク
ユ人よりも多くの富を得ていた。そのため、キクユ人の富裕層を支持基盤とするケニヤッタは、政
権内下において強い影響力を持つようになった。 
 各民族集団は、同一民族出身の政治家やエリート層を介して自身の意見を議会および行政に発し
ていたため、独立当初こそ、様々な民族集団の政治家によって構成されていた各政党は、次第に政
治家の主張の相違に伴って各々の派閥に分化するようになった。そのため、各政治エリートが提示
する主張は政治経済構造をケニア人主体に変えること（「政治経済のケニア人化（Kenyanization）」）
が根幹に置かれていたが、次第に政治家間（派閥間）には見解の相違が生じるようになり、「政治経
済のケニア人化」の方向性も当初の目的から乖離していった。この派閥を 2 つに大別すると、1 つ
はヨーロッパ人入植者との関係およびイギリス（欧米諸国）との対外関係において、友好的な関係
を築きつつケニア人化政策を展開するケニヤッタやトム・ムボヤ（Tom Mboya）らの派閥であり、
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もう 1 つが入植者をケニアから排除するとともに、イギリスとの関係を断つことを主張するオギン
ガ・オディンガらルオ人政治家を中心とする派閥である139。 
 独立運動やマウマウの反乱の担い手は、主に学校教育を受ける機会や都市部での労働に従事する
機会が多かったキクユ人とルオ人であった。キクユ人およびルオ人は植民地支配期から都市労働や
植民地行政に関与しており、ケニア人の中でも政治経済に関する専門知識を持つエリート層である。
そのため、キクユ人は首都ナイロビ、またルオ人はウガンダとの貿易の中継地となったヴィクトリ
ア湖畔の大都市キスムにおいて強大な影響力を持つようになり、必然的に、それぞれの民族集団を
取り仕切る有力者が大統領や閣僚を務めるようになった。他方、カレンジン人やマサイ人、カンバ
人といった山岳地域や乾燥地帯に居住する民族集団は、教育や労働において後発であり、政治体制
下における影響力・発言力をほとんど持たなかった140。そして、キクユ人およびルオ人政治家間に
おける意見対立が顕著となったため、これらの政治家は KANU という一政党のもとで独立に向け
て協力していた植民地支配期と異なり、各民族集団を支持基盤とする集団（政党）に分裂していっ
た。 
 
（2）一党制支配の確立 
 KANU は、今日のケニアでは野党第 4 党となっているが、独立直後よりキバキ政権が誕生するま
での約 40 年に渡って与党第 1 党を保持してきた政党である。長期間与党に君臨し続け、またケニ
ヤッタやモイという大統領を輩出してきた KANU の結成は独立以前にまで遡る。 
 スウィナートン・プラン実施後の 1950 年代後半、植民地行政に参加できるようになったケニア
人エリートは、入植者に抑圧され続けた全てのケニア人から「支配からの解放＝独立」という悲願
の達成を求められていた。そこでケニア人政治家は、ケニア人の主張をより強固なものとするため、
強大な政党を結社し、植民地政府に対する影響力の強化を試みた。そしてマウマウの反乱で主導的
立場にあったケニア・アフリカ人同盟（KAU）のメンバーは、植民地総督府による KAU の非合法
化の後、1960 年に KANU という新たな政党を組織した141。また、マウマウの反乱の際にキクユ人
から弾圧を受けた少数民族出身の政治エリートは、キクユ人中心の KANU に対抗するため、1961
年にケニア・アフリカ人民主同盟（KADU）を結成した。KANU は独立直前の 1961 年に実施され
た議会選挙で与党第一党になると、キクユ人指導者であり、拘束中も KANU の不在総裁として扱
われていたケニヤッタの釈放を植民地総督府に要求した。さらに、植民地独立付与宣言が国際連合
総会で決議された1960年以降、植民地支配に対する批判的な風潮が国際社会に広まっていたため、
                                                  
139 ムボヤ自身はルオ人出身の政治家であったが、オディンガらと経済政策における方針の相違から、ケニヤッタお
よびキクユ人政治家の派閥に属していた。 
140 高橋[2011a]、pp.184-185。 
141 KAU は、ケニア人の代表が植民地総督府の立法議会に参加したことを契機として、1944 年にキクユ人エリート
が中心となって結成された政治結社である。またマウマウの反乱は、KAU の急進派が中心となって組織された武装
集団であるケニア土地自由軍（KLFA）および KLFA の指導者であるキマジが主導していた。そのため KAU は、植
民地総督府にマウマウの反乱を引き起こした組織という嫌疑がかけられ、1950 年代に非合法化されている。 
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植民地総督府（イギリス）は KANU の要求に応え、1962 年にケニヤッタの釈放を受諾した。解放
されたケニヤッタが正式な党首となった KANU は、独立交渉中の 1963 年 5 月に実施された議会選
挙で 170 議席中 103 議席を獲得し、さらに独立直後の 1963 年 12 月に実施された議会選挙でも過
半数の 121 議席を獲得、大統領選挙においてもケニヤッタが勝利している142ただし、独立闘争の参
加者であるマイナ・ワ・キニャティ（Maina wa Kinyatti）がケニヤッタを日和見主義的な人物で
あったと批判しているように、ケニヤッタは必ずしも全てのケニア人のために活動する政治家では
なかった143。そのため、与党 KANU に属する政治家の中には、ケニヤッタの政権運営および独立
後の政策に対する不信感を抱く派閥が現れており、KANU は必ずしも一枚岩の組織として結束して
いなかった。 
 KANU に所属している反ケニヤッタ派の主な政治家には、①KADU から移籍した人々、②ケニ
ヤッタ（キクユ人議員）に反発したルオ人エリートの 2 つの勢力があげられる。まず KADU 出身
の議員に関して、独立当初より野党として KANU に対峙していた KADU はトゥゲン人やマラクウ
ェット人、ナンディ人、ボコット人など、後に「カレンジン人」という民族に統合される少数民族
出身の政治家が中心となって結成された政党であり、党首はトゥゲン人出身のモイが務めていた。
だが KADU は 1963 年 5 月に実施された議会選挙で 170 議席中 49 議席しか獲得できず、さらに独
立直後の 12 月に実施された議会選挙では 41 議席に後退していた。KADU は議会の過半数を占め
るだけの議席を獲得できず、しかもカレンジン人（少数民族）は人口比率においてもキクユ人やル
オ人に劣っていたため、KADU は 1964 年に解散し、モイをはじめとする旧 KADU 議員は KANU
に党籍を移した144。ただし、旧 KADU 議員が KANU に移籍した理由は国会議員職や政権内での地
位の確保であり、モイらカレンジン人派の政治家は KANU およびキクユ人派の政策や主張に対し
て完全に賛同していない。そのため、旧 KADU 議員は必ずしもケニヤッタにとって好意的な存在
ではなかった。 
 またルオ人エリートの場合、KANU 内部ではキクユ人とルオ人という 2 つの派閥（政治家）が独
立後の政権運営や政策の方向性で対立していた。キクユ人政治家の派閥は、初代大統領ケニヤッタ
や経済計画・開発担当大臣など政権内の要職を担ったムボヤが主導しており、またルオ人政治家の
派閥は KAU 結成時の副総裁であり、独立後には初代副大統領となったオギンガ・オディンガが率
いていた。ケニヤッタ派とオディンガ派はいずれも独立闘争において主導的地位にいたエリート層
であり、独立後の KANU 政権においても、最重要の職位である大統領にはキクユ人、副大統領に
はルオ人が就いていたため、ケニヤッタ派とオディンガ派は過度の対立関係になかった。だが、ケ
ニヤッタ派とオディンガ派は、それぞれ独立直後の政権運営や経済政策の方向性が大きく異なって
                                                  
142 KANU は植民地政府に勾留されていたケニヤッタを「不在総裁」として扱っていたため、解放されたケニヤッ
タが即座に党首となったことは必然であった（津田[1993]、pp.109-110）。 
143 キニャティ[1992]。 
144 KADU 以外の野党として、アフリカ民主党（African People’s Party：APP）も存在していた。だが、KADU 以
上に議席獲得に苦戦した APP は 1963 年 8 月に解散し、旧 APP 議員は KANU に入党している（津田[1993]、
pp.120-121）。 
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いたため、両派閥間の関係も次第に悪化していった。 
 オディンガを筆頭とするルオ人の派閥は、政治経済構造をケニア人主体に変えることを最大目標
に掲げており、外交政策では旧宗主国イギリスやアメリカなど西欧列強諸国と対峙する姿勢を提唱
し、また経済政策では独立後ケニアの社会主義的な路線の採用を主張していた145。さらに土地再配
分政策では、旧宗主国イギリスの土地所有制度（土地の個人所有制度）の継承を否定し、全てのケ
ニア人農民に対して土地の無償かつ平等な配分を主張していた。他方、ケニヤッタやムボヤを中心
とするキクユ人の派閥は、政治経済構造をケニア人主体に変えるという目的は同じだったが、外交
政策では旧宗主国との関係を良好に保つことの必要性を唱え、また経済政策では自由主義的な路線
を掲げており、さらに土地配分では有償による割当が適切であると主張していた。しかし当時の経
済計画・開発を統括していた人物がケニヤッタ派の筆頭をムボヤであったため、独立後ケニアの経
済政策や開発・外交政策はオディンガの意図に反した方向へ向かった。 
 
表 3-1 1963～1966 年次の国会における政党別議席数 
 1963 年 1966 年 
5 月（独立前） 12 月（独立直後） 7 月（KPU 結成後）
ケニア・アフリカ人全国同盟 
（KANU）
103 121 161
ケニア・アフリカ人民主同盟 
（KADU）
49 41 ― 
ケニア人民同盟（KPU） ― ― 9
その他 18 8 0
合計 170 170 170
（出所）津田[2008a]より著者作成。 
 
 自由主義的な経済路線を強く主張していたムボヤは、「自由主義的な経済発展を先行させて、その
成果を再配分することを通じて国民生活の向上を図ること146」が独立直後のケニアにとって最善の
方法であるという理念のもと、オディンガ派の主張を拒絶し、自由主義的路線を強引に押し進めた
                                                  
145 ケニアと同様に自由主義的な政策を採用したアフリカの国家には例えばセネガルがある。ただし、ケニアやセネ
ガルが独立当初に標榜したのはアフリカ社会主義であった（高橋[2003]、p.231）。また独立後、社会主義的な政治
経済体制を採ったアフリカ諸国には、例えば、ケニアの隣国であるタンザニアがあげられる。1961 年にイギリスか
ら独立し、さらに内戦を経て、1964 年に誕生したタンザニアは 1967 年よりアフリカ社会主義（ウジャマー社会主
義）というスローガンを掲げ、植民地支配下で強いられてきた農業生産システムの変革を試みた。もっとも、タン
ザニアの社会主義的な政策は、第二次石油危機に伴う経済状態の悪化に加えて、先進諸国および IMF・世界銀行の
抑圧により、1980 年代以降、自由主義的な経済システムを導入せざるを得なくなった。タンザニアの社会主義的経
済政策については吉田[1997]を参照。 
146 北川・高橋[2004]、p.79。 
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147。オディンガ派は、自身が主張していた「社会主義的な経済政策の採用」が拒まれたため、ケニ
ヤッタやムボヤの政権運営および経済政策を批判するようになり、次第にケニヤッタから KANU
内での地位・発言権を制限されるようになった。そのためオディンガを中心とするルオ人政治家の
多くが 1966 年に KANU を離脱、KANU と対峙する政党として新たにケニア人民同盟（KPU）を
組織した。もっとも、KPU 結成後の 1966 年 7 月に実施された議会選挙では、KANU が 161 議席
を獲得したが、KPU は僅か 9 議席しか獲得できなかったため、ケニア議会におけるルオ人政治家
の影響力は急激に弱まった（表 3-1 を参照）。もっとも、ケニヤッタが KANU から排除した有力政
治家はオディンガだけではない。ケニヤッタの側近であったはずのムボヤもまた、独立直後の経済
政策・開発政策の立案に尽力し、しかもオディンガの排除と経済政策の実施に貢献したにもかかわ
らず、政権内における立場を喪失した。 
 ムボヤはオディンガと同じルオ人出身の政治家であったが、オディンガと異なり、自由主義的な
経済路線を主張していた。またムボヤは、労働組合の指導者として植民地支配期から政治活動に参
加し、ケニヤッタが植民地総督府に勾留されていた時期には KANU を率いていた人物であったた
め、独立当初もケニヤッタの側近として、「ケニア人化政策」の推進と植民地支配期から虐げられて
いた労働者の地位向上のために活動していた148。例えばケニアの労働組合の活動では、貿易業や縫
製業、宿泊関連業等の各業種に労働組合が組織されており、約 4 万人のケニア人労働者が労働組合
の活動に携わっていた。さらに、これら労働組合は 1952 年にケニア労働組合連盟（Kenya 
Federation of Registered Trade Union：KFRTU）として統合し、ケニア人の労働環境の改善を目
指して団結するようになった149。ただし KFRTU は、マウマウの反乱に加担した組織として植民地
総督府に弾圧されたため、1953 年に民族集団を問わず様々な業種の人 （々組合）と連携するととも
に、組織名もケニア労働者連合（Kenya Federation of Laour：KFL）に改名し、ケニア人労働者
の地位向上のために労働者の更なる団結と活動の活発化を試みていた150。ケニア人主体の労働組合
の数は、1952 年時点で 13 団体に留まっていたが、KFL の勢力的な活動を背景に、独立直前の 1962
年までに 52 団体へ数を増やし、組合に所属する労働者数も 12 万人まで増加していた151。そしてム
ボヤは、KFL を中心とする労働組合の活動を支援するとともに、労働組合の代弁者として、労働者
の要望を KANU の政策に反映させる役割を担っていた。 
 ムボヤの政治活動の目的は入植者（およびイギリス）に抑圧されていた労働組合の支援や労働者
の地位向上であり、自由主義的な経済政策を導入した理由も産業（労働者）の経済活動の活発化を
                                                  
147 政権および行政内に反オディンガ体制を確立するため、ケニヤッタは各選挙区を管轄する官僚に対しても圧力を
加えていた（Gibbon[1995]、p.73）。ただし、ニャンザ州における現地住民のオディンガ支持は強固であったため、
ケニヤッタは選挙区の改変を実施し、オディンガ支持の切り崩しを試みている。 
148 Cooper[2002]、pp.73-74。 
149 Gupta[1981]、p.69。 
150 ケニア独立に向けた労働組合の活動については Mboya[1963]、pp.29-60 を参照。 
151 ibid, pp.70-71。また KFL は独立以後の 1965 年にケニア・アフリカ人労働者会議（KAFC）と統合し、ケニア
労働組合中央機構（COTU（K））を発足している。COTU（K）結成の経緯および同組織の活動については中原[1978]
および COTU ウェブサイト（2014 年 1 月 23 日閲覧）を参照。 
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目指したためであった。そのためムボヤは、都市部や農村部、地域、民族集団を越えて、ケニア全
土の大勢の国民、特に“支配からの脱却”や“生存権の保障”を求めて独立闘争に参加した貧しい
人々から幅広い支持を得ていた152。だが、ケニア全土から支持を得ていたムボヤは、次第にケニヤ
ッタにとって疎ましい存在となっていった。 
 ムボヤは支持者だけを優遇するケニヤッタの政策方針に対して完全に同意しなかったため、ケニ
ヤッタは国民全体からの支持を得ていたムボヤを「自身の地位を脅かす存在」と捉えるようになり、
次第にムボヤと距離を置くようになった。ケニヤッタは、「キクユの利益」を損ねる存在であったた
め、ケニアの独立のために精力的に活動していた KFL をはじめとする労働組合の活動を制限もし
くは禁止するとともに、労働組合および労働者の地位向上というムボヤの政治理念を KANU の政
策立案の段階から排除し、ムボヤの支持基盤である労働組合の瓦解を試みた153。さらにケニヤッタ
は、オディンガ離党後の副大統領職に元 KADU の党首であるが政治的影響力の弱いモイを任命す
るとともに、オディンガの排除に貢献したムボヤから政治的地位までも取り上げている。ムボヤは
ケニヤッタによって政権内の要職を罷免され、さらに党内における発言力までも抑圧されたため、
1969 年に KANU を離党し、ケニヤッタ政権の抵抗勢力となった。だがムボヤは、KANU を離党後
まもなく何者かによって暗殺されており、反ケニヤッタ派の急先鋒になることができなかった。オ
ディンガおよびムボヤの脅威を排除したケニヤッタは、他に強大な影響力を持つ人物が存在しなか
ったため、権威主義体制の構築に向けた政策立案や制度実施を進めている。ケニヤッタ政権下で実
施された憲法改正は、「野党の排除と KANU 一党制の構築」および「大統領権限の強大化」という
ケニヤッタの意図が如実に表れている。 
 与党第一党として議席の大半を獲得したケニヤッタ（KANU）は、1966 年以降より度々憲法を
改正（改悪）し、議会内での権力の盤石化を図った。まず、1966 年選挙まで設けられていた二院制
（上下院）の議会制度は、地方から均等に選出された代表者によって構成される上院が 1967 年 12
月に廃止され、一院制に移行している。また 1968 年、ケニヤッタは大統領権限に「国会議員 12 名
を自由に選任する権限」を追加するとともに、「無所属の政治家（候補者）が選挙に立候補すること
の禁止」や「党籍を変更した議員の議席の喪失」を新たに規定した154。さらに、KPU およびオデ
ィンガがニャンザ州の補欠選挙で支持を集めていたため、ケニヤッタは唯一の野党であった KPU
を「政府転覆を目的とする破壊活動組織155」として批判し、公共治安維持法（1966 年制定）に基
づいて非合法の組織に指定した156。オディンガらルオ人政治家は 1966 年選挙の敗北に加えて、無
所属の政治家の立候補の禁止やKPUの非合法化によって、1969年の議会選挙に出馬できなくなり、
                                                  
152 津田[2011]、pp.478-479。 
153 独立後ケニアのムボヤおよび労働組合の活動とケニヤッタ（KANU）による弾圧については Cooper[2002]、
Gupta[1981]および Mboya[1970]ほかを参照。 
154 1968 年 8 月に実施された地方選挙では、出馬した KPU の候補者全員が書類不備を理由に立候補無効とされた
ため、KANU の候補者が無投票で再選を果たしている（津田[1993]、p.119）。 
155 同上、p.118。 
156 ケニア憲法の改正については同上[2004b]を参照。 
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政治的地位を完全に失った。ケニヤッタは、最大の野党であった KPU の排除によってケニア議会
を掌握したため、ケニアの政治体制は事実上ケニヤッタの支配下に収まることとなった157。 
 ただし、ケニヤッタ派と対立したオディンガは国会議員としての職を喪失したが、ルオ人地域で
あるケニア西部（特にニャンザ州の人々）にとって、オディンガの影響力は強大であった。加えて、
マウマウの反乱時に乗じてキクユ人から襲撃された他の民族集団は必ずしもケニヤッタを「独立の
父」と称えていなかった。そのためケニヤッタは、ケニア憲法の改正によって強大な大統領権限を
構築したが、ケニア全土を掌握できずにいた。高橋が「アフリカにおける寡頭エリートは、実は私
利私欲のみを追求して自己の民族集団を膝下に従える絶対的支配者ではない。むしろ彼（女）らは、
後に従う者たちへの資源供与への配慮を迫る社会的圧力に日常的にさらされている158」と指摘して
いるように、初代大統領となったケニヤッタには「社会的圧力」が恒常的に存在していた。オディ
ンガ率いるルオ人勢力自体は消失しておらず、反ケニヤッタ色もケニア各地に残存していたため、
「新たな指導者」の座を盤石にしたかったケニヤッタは、権威主義体制の構築と大統領権限の強大
化を更に進める上で、西欧列強諸国との友好関係の強化やキクユ人への利権創出を意図した経済政
策および農業政策を強行した。ケニヤッタ政権が目指した「ケニア人化政策」とは、キクユ人主体
の政治経済構造を押し進める「キクユ人化政策」であった。 
 
（3） 対外関係と国内の利権創出 
 絵所は独立後のアフリカ諸国に見られる特徴について、「独立アフリカ諸国において権力を握った
政府は、二つの顕著な歴史的遺産を受け継いでいた。第一は、彼らはごく少数の教育を受けた若い
エリートから選抜されたため、当初から大衆との間に大きな溝があった。その結果『政府』は『民
衆』から離れた存在となった。第二に、近代的な経済部門は民族的なマイノリティ（外国人）によ
って所有された。すなわち、『管制高地』に対するアフリカ人の所有が欠如していた159」ことを指
摘しているが、独立後のケニアもまた、絵所が指摘する特徴を踏襲した国家（および政府）であっ
た。初代大統領となったケニヤッタが抱えていた最大の課題は、①ケニアの政治経済をケニア人主
体の構造に変えること（ケニア人化政策の進展）、②国民（特に支持者）の支持を確実にすることの
2 つである。ただし、ケニヤッタが「政治経済のケニア人化」や「国民の支持を得ること」を成し
遂げるためには、国家運営に必要な資金（外貨）を確保しなければならなかった。そのためケニヤ
ッタは、国際社会に対する援助・融資の要求や外貨獲得源となり得る国内産業（換金作物産業）の
支援に傾倒した政策を進めるようになった。 
                                                  
157 Nasong’o[2005]、p.20。 
158 高橋[1998b]、p.47。また高橋は、アフリカの権威主義者が社会的圧力に晒されている要因として、①政府には
建前上、公共財（資源）を国民のために利用する責務が課せられていたこと、②民族集団の上層に君臨していた各
エリートは、他の集団に対抗すること、および自身の民族集団の結束を強固なものにすることという「民族の長と
しての責任」を背負っていたこと、③各民族集団の下層（貧困層や小農）から、生活環境の改善を求める圧力が生
じていたことの 3 点をあげている（同上、pp.47-48）。 
159 絵所[2001]、p.24。 
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 ケニヤッタは国民に対して「政治経済のケニア人化」の推進を唱えていたが、独立直後のケニア
がケニア人主体の国家を建設することは困難であったため、対外援助や換金作物輸出など国際社会
から流入する外貨を欲していた。そのためケニヤッタは、外貨獲得を達成する上で旧宗主国イギリ
スおよび先進諸国との関係悪化を回避しなければならず、独立以後も“非自立的な国家”もしくは
ジャクソンが提唱する“疑似的な国家”であり続ける必要があった160。またケニヤッタの側近であ
り、経済計画・開発担当大臣を務めていたムボヤは、自由主義的な経済政策を立案・実施すること
でケニアの政治状態が発展し、さらにはケニア人の生活環境が向上されると主張した。だが、ケニ
ヤッタが推進した自由主義的な経済政策の真意は、ムボヤの政治理念とは異なり、西欧列強諸国へ
の傾倒によって外貨を確保することにあった。そして、獲得した援助や融資（外貨）は、ケニア人
の生活環境の向上を謳った政策や開発計画のもと、政権維持のために用いられた。ただし、この自
由主義的な経済政策には旧宗主国イギリスの思惑も強く影響している。 
 イギリス政府は、ケニアの独立を表向きでは容認していたが、イギリス人入植者の利権の侵害や
「換金作物の生産地」としてのケニアを放棄することには否定的であった161。また、イギリス以外
の先進諸国や換金作物を扱う企業（資本家）も、コーヒーや紅茶を生産できるケニアが換金作物栽
培から脱却すること、換言すれば、安価な農産物が先進諸国へ供給されなくなることを懸念してい
た。特に生産地域が限定されているコーヒーの場合、有益な生産地であるケニアがコーヒー栽培か
ら撤退することは消費国にとって不利益でしかなかった。 
 コーヒーの市場価格を決定する主な先物市場はロンドンの国際金融先物取引所（Euronext. 
Liffe：LIFFE）とニューヨークのインターコンチネンタル取引所（ICE Futures U. S.：ICE）の 2
ヵ所であるが、それぞれの取引所で扱われているコーヒーの種類は異なっている162。ロンドンの取
引所ではインスタント・コーヒーに用いられることが多い低品質のロブスタ種コーヒ （ーRobusta）
が取り引きされており、またニューヨークの取引所では高品質のアラビカ種コーヒー（Arabica）
が扱われている。コーヒーはそれら取引所で決定された価格に基づいてアメリカや欧州諸国に売買
される一種の金融商品と化していた。もっとも、消費大国であるアメリカをはじめとする先進諸国
では気候・地理的性質からコーヒーを栽培できないため、先物市場に参入する輸入業者（資本家）
は莫大な農地と安価な労働力があるケニアを“高品質・高価格のアラビカ種を生産できる有益なコ
ーヒー栽培地”と捉えていた。そのため、ケニア（ケニヤッタ政権）が自由主義的な経済政策を実
施したことは、先進諸国とケニア（ケニヤッタ政権）の双方の利害が一致した結果であり、ケニヤ
ッタがムボヤの立案した政策を採用したことも必然であった163。 
 独立後のケニアは、高橋が指摘するように「経済開発を進めるための伝統的な官僚組織は存在せ
ず、植民地政府の行政機構を引き継ぐ以外に選択の余地はなかった。その意味で、ケニアにおける
                                                  
160 ジャクソンの疑似国家論については第 1 章第 2 節を参照。 
161 北川・高橋[2004]、pp.74-75。 
162 コーヒーの先物市場については児玉[2003]および[2007]を参照。 
163 高橋[2010]、pp.246-249。 
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政府は、外来の、一種の『借り物』164」でしかなく、ケニヤッタは “先進諸国にとって都合の良
い国家”の運営を旧宗主国イギリスから託された人物にすぎない。ただし植民地支配を研究する人々
は、これら独立後の第三世界諸国に対する旧宗主国や多国籍資本の対応、特に政治経済構造への関
与や一次産品生産への依存を強要する姿勢に関して、植民地期と同質の支配構造（新植民地主義）
と批判している。 
 例えば新植民地主義について分析・考察した岡倉・蠟山は、植民地支配下に置かれていた途上国
を新植民地化した要因として、「独立を形式的なものにして、半植民地として、支配すること165」
および「政治的には独立したが、資本主義世界体制にとどまっており、経済的独立の課題をまだ果
たしていない国々にたいして、経済的従属を維持・強化し、さらにひいては、かちとった政治的独
立を否認して政治的従属に導くこと166」を指摘している。また、独立前後のケニアの政治経済構造
を分析したリーズ（Colin Leys）は、新植民地主義を「旧植民地に適応させた帝国主義的政策の一
形態であることに加えて、旧植民地に見られる政治的・経済的・社会的状況の特徴を説明する一要
素167」と定義した上で、「独立が承認された途上国において、旧宗主国との関係を密にしている現
地の共同体を基盤にした政権（権威主義体制）が誕生し易かった。ただし、旧宗主国の影響が残存
しているため、独立後の途上国の実態は旧来の植民地体制と同様のものであった168」として、ケニ
ア（およびアフリカ諸国）が独立後も旧宗主国に支配されていたことを指摘している。独立直後の
ケニアは、表面上では「ケニア人主体」としながらも、植民地支配期と同様に換金作物依存や資本
主義的な経済体制を継承しているため、岡倉らの指摘する新植民地主義的な国家（疑似国家）でし
かなかった。もっとも、旧宗主国との良好な関係を選択したケニア（ケニヤッタ）は、独立を「形
式的なもの」に留めるとともに、実際にはイギリスや先進諸国の介入（圧力）の下で政治体制（政
権）の運営や経済政策の推進に努めなければならなかった。さらに、権威主義体制の構築を目論ん
だケニヤッタ政権には、西欧列強諸国から獲得した外貨を用いて支持者の利権を創出するという課
題が残されていた。 
 都市部に住むキクユ人エリートやナイロビ特別区およびセントラル州でコーヒー農場を経営する
富裕の農民層、ケニア中央部の農村共同体の首長は、同じキクユ人のケニヤッタやキクユ人政治家
に対して強大な影響力を持つ存在であった。他方、人口の 14％を占めるルイヤ人、同 13％を占め、
且つオディンガなど有力な政治家を輩出しているルオ人など、キクユ人に対抗する勢力がケニアに
は多数存在していた。人口比においてキクユ人の規模は極端に突出していなかったため、ケニヤッ
タは支持基盤の中心であるキクユ人の勢力（富）を強大化する必要に迫られていた。そこでケニヤ
ッタは、キクユ人勢力およびケニヤッタの権限の強大化を進展させるため、私的な諮問団（キッチ
                                                  
164 同上[1995]、p.56。 
165 岡倉・蠟山[1964]、p.11。 
166 同上、pp.13-14。 
167 Leys[1975]、p.27, ll.2-5。 
168 ibid、ll.6-11。 
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ン・キャビネット）を政権内に設置した。キッチン・キャビネットは大統領の近親者や側近の政治
家、都市部の富裕層によって構成されている大統領直轄の機関である。しかもケニヤッタは、政策
内容の策定や審議を行うキッチン・キャビネットに対して、閣僚や党の執行機関を超越した権限を
付与し、大統領主体の意思決定や政策・制度の強引な実施を容易にした169。また支持者であるキク
ユ人資本家や農村の有力者は、非キクユ人（特に反ケニヤッタ派の人々）が持つ資源を接収するよ
うケニヤッタに強く要求していたため、ケニヤッタはキクユ人優遇政策を強行するための布石とし
てキッチン・キャビネットの設置を強行した170。 
 ムワウラ（Mwaura）が、ケニヤッタ（キクユ人）を“大勢のケニア人を抑圧した人物”と揶揄
した上で、「ごく一部の富める官僚（エリート）となったキクユ人が国家を掌握したが、彼らはケニ
アに新植民地主義を根付かせ、永続させる要因ともなった。（中略）キクユ人のエリートが旧宗主国
の新植民地となったケニアにおいて影響力を持っていたため、キクユ人エリートの行為および存在
は新植民地主義者と同等のものになっていた171」と指摘しているように、先進諸国にとって都合の
良い「操り人形」となったケニヤッタは、一方で先進諸国の利益を創出するための政策を実施し、
他方で支持者に対する利益の創出を目指した制度を構築している。特にケニヤッタは、土地政策や
換金作物栽培に関する政策を通じて、対外および対内関係における「パトロン‐クライアント関係」
を強化している。 
 
 
2．農地の復権と国内外の影響  
 高橋が「ヨーロッパ人入植者による土地の取得は、アフリカ人の目から見れば『土地の強奪』以
外の何物でもなかった。（中略）『強奪』の範囲が非常に広く及んだため、境界のアフリカ人の側で
は、土地の希少性が急激に高まった172」と指摘しているように、土地は、大勢の人々が農業に従事
しているケニアにおいて、貴重な資源であった。ケニヤッタ政権が実施した土地政策の目的も、名
目上、ヨーロッパ人入植者に収奪された土地をケニア人農民に返還させることに重点が置かれてい
た。この収奪された土地の返還に関して、ケニア人エリートが関与した土地政策には、独立直前か
ら開始された「100 万エーカー入植計画（the One-Million Acre Settlement Scheme）」と独立以後
より実施された「土地再配分計画（the Land Re-Distribution Program）」があげられる。 
 
                                                  
169 津田[2004a]、p.24。 
170 例えば青木は、「政府はプレーヤーB に対する権利侵害によって得た利益の一部を、プレーヤーA に移転するこ
とを約束することで、強調の実現を防止することができるかもしれない」（青木[1999]、p.10）と指摘した上で、サ
ハラ以南のアフリカ諸国に見られるような、特定の民族集団と政府が結託し、他の民族集団の私的利益を侵害して
いる状態（国家）を「結託国家」という言葉で表現している（同上、pp.3-10）。ケニアの事例では、政府と民族集
団の間に青木の指摘する結託関係が見られることから、「結託国家」に合致する。 
171 Mwaura[2005]、pp.47-48。 
172 高橋[2011a]、pp.181-182。 
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（1）「100 万エーカー計画」と西側諸国の援助 
 植民地総督府（イギリス）はケニア人による暴動（マウマウの反乱）を契機として、スウィナー
トン・プランの土地政策に基づいた新たな入植（土地移譲）計画をケニア人エリートと交渉するよ
うになった。そして、イギリス‐ケニア間による土地移譲交渉の結果、「100 万エーカー入植計画」
という新たな土地政策が 1961 年末に策定され、1962 年半ばに施行された173。100 万エーカー入植
計画では、アフリカ人所有地の拡大やアフリカ人の農業生産の支援というスウィナートン・プラン
の目標に基づき、ヨーロッパ人入植者が所有する好適農地（ホワイト・ハイランド地域）100 万エ
ーカ （ー40 万ヘクタール）をアフリカ人農民 3.5 万世帯に移譲することが盛り込まれている174。1960
年代以降、約半世紀に渡って旧宗主国イギリスに収奪され続けた土地が、徐々にではあるがケニア
人農民に返還されるようになったため、ケニア人農民は祖先から継承した土地の所有権を取り戻し、
植民地以前のような農業生産および農村共同体へ回帰するはずであった175。しかし 100 万エーカー
計画は「土地を有償で得すること」を基本としていたため、ケニアは土地購入費の確保という問題
に直面した。 
 また、ケニア山麓やリフトバレー一帯に広がるホワイト・ハイランドは 300 万ヘクタール以上（お
よそ 775 万エーカー）であり、ケニア人に移譲するとされた 40 万ヘクタールはヨーロッパ人入植
者が収奪した好適農地の 7 分の 1 程度でしかない。そのため、「100 万エーカー入植計画による土
地の移譲（返還）」という植民地総督府の対応は、マウマウに参加したキクユ人にとって、収奪され
た土地を取り戻すという目的の達成には程遠いものであった。しかも 100 万エーカー入植計画は植
民地総督府（イギリス）が主体となって策定した計画であり、イギリス王領地やヨーロッパ人入植
者の所有地の移譲方法も金銭（売買）取引が基本となっていた。そのため、100 万エーカー入植計
画によって土地を獲得できたケニア人は、農村共同体の酋長や富裕な農民、都市部の労働によって
一定の現金収入を得た労働者など、土地購入資金を持つ人々が中心となった。またイギリスは土地
購入資金を融資していたが、この融資はケニア人農民だけではなく、ヨーロッパ人入植者に対して
も実施されたため、小農や土地なし農のように財力の乏しい農民は土地獲得機会に恵まれていなか
った176。 
 イギリスをはじめとする西欧列強諸国は土地購入費の融資の実施に際して、表向き、低所得者や
小農、土地なし農民が土地を獲得・所有できるような環境整備の達成を融資の目的に掲げていた。
                                                  
173 100 万エーカー計画に伴うケニア人農民の入植には、主に 3 形態の入植計画が画策されていた。1 つ目は小農に
対する入植計画（High Density Scheme）であり、同入植計画によって農民 1 戸当たりの土地所有規模を 7～50 エ
ーカー、年収を 25～70 ポンドに引き上げることが目標とされた。2 つ目は中農に対する入植計画（Low Density 
Scheme）であり、1 戸当たりの所有地を 15～70 エーカー、年収を 100～250 ポンドに設定している。3 つ目は主に
牧畜を営む農民に対する入植計画であり、牧畜農によって組織された農業協同組合を介して土地を配分するもので
あった（林[1981]、pp.93-100）。 
174 Leo[1984]、pp.87-89。 
175 植民地支配期以前のケニアでは、土地を各農村共同体の共有財産として扱っており、各農家は共同体の酋長から
使用権が与えられなければ土地を使用すること（農業を営むこと）ができなかった（平田[2007a]、pp.41-43）。 
176 Leo[1984]、pp.95-99。 
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レオ（Leo）によると、イギリス政府は植民地総督府が運営・管理するケニア土地農業銀行（the Land 
and Agricultural Bank of Kenya）を介し、土地購入費および開発資金として 2,519.1 万ポンドを
農民や農場経営者に融資している177。さらに 1969 年までの約 10 年間で、西ドイツが約 120 万ポ
ンド、世界銀行が約 110 万ポンドをケニアに融資している178。西欧列強諸国が土地移譲に際して莫
大な融資を行ったため、ケニアは独立以前から多額の対外債務を抱えることとなった。そしてケニ
アは、独立後も債権国である旧宗主国の支配を受け入れなければならず、自由主義的な経済政策や
100 万エーカー計画を踏襲した土地政策を実施するようになった。 
 ケニアの人々にとって「独立」とは、“支配からの脱却”と“入植者に収奪された土地の完全な返
還（ケニア人化）”を進めることであり、特にマウマウの闘争に決起したケニア人農民は土地の収奪
が維持された状態を「真の独立」とは捉えなかった。そのため、ケニヤッタをはじめとするエリー
ト層が独立に際して直面した問題は、“如何にして土地を取り戻すか”ということであった。ケニヤ
ッタ政権は土地取り戻しに際して、①既存の 100 万エーカー計画を踏襲し、入植者（イギリス政府）
との交渉を経て、金銭を介した土地の移譲を進めること、②入植者から強制的に土地を接収し、無
償で土地をケニア人に供与することの 2 つの選択肢があった。もっとも、ケニヤッタ政権は西欧列
強諸国からの資金流入を切望しており、経済政策の担当大臣であるムボヤも自由主義的な政策の有
効性を主張していた。そこでケニヤッタは、イギリスをはじめとする西欧列強諸国との関係悪化を
回避するため、ケニア人に対する土地の返還および対象地域へのケニア人の移住に際して、ヨーロ
ッパ人入植者から土地を強制的に接収せず、土地を購入する方法を選択した179。だがこの選択は先
進諸国が独立以後のケニアに対して間接的（直接的）な関与・支配を行う契機となった。 
 ケニアには 300 万ヘクタールにのぼるホワイト・ハイランドの土地の全てを獲得するだけの資金
がなかったため、土地購入のための資金を旧宗主国イギリスなど先進諸国に補填（融資）してもら
う必要があった。だがイギリスは、土地購入資金（融資）の代償として入植者の利益を損なわない
ような結果に導くこと、換言すれば、イギリス（もしくは西側諸国）の影響力を維持することを、
多大な犠牲によって独立を勝ち取ったケニアに迫った。そのため、ケニアはイギリスとの土地移譲
および資金融資交渉を契機として、「西側諸国のために換金作物を安価で生産する農業国」として支
配され続けるか否かを早急に選択しなければならなくなった。ただし、青山が「アフリカの土地政
策は、植民地域の歴史的、経済的、政治的、社会的、諸要因によって、規制される。だが、各地域
の政策の底を一貫して流れる思想は、もちろん植民地支配における白人の優位である180」と論じて
いるように、ケニアの独立を形式的（疑似的）なものに変えようとした旧宗主国イギリスは、ケニ
アにとって地主であり、土地政策および土地売買において優位な立場にあったため、資金を欲して
                                                  
177 ibid、pp.100-101。 
178 また独立以後になると、ケニア政府が 496 万ポンドをケニア人農民や資本家に融資している（杉原・磯部[1989]、
pp.78-79）。 
179 北川・高橋[2004]、p.81。 
180 青山[1963]、p.80。 
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いたケニアには選択の余地がなかった。しかも、ケニアに融資した資金は土地購入の代金として債
権国のイギリスに支払われる仕組みとなっており、莫大な資金を融資するイギリスにはほとんど実
害を及ぼさないのである。 
 独立当初こそ、ヨーロッパ人の農場経営者はコーヒーなど換金作物の高需要を背景に土地の売却
に対して消極的であったため、ケニア人の農場（所有地）は、ケニア国内にある全ての農場の面積
（合計）約 260 万ヘクタール（1967 年時点）の内、僅か 1 割程度（約 40 万ヘクタール）にすぎな
かった。だが一次産品の市場価格が低下するようになった 1960 年代後半以降、ヨーロッパ人入植
者は積極的に、しかも高額で土地を売却するようになり、特に 1970 年には、入植者の所有地の約 3
割（100 万ヘクタール以上）がケニア人に売却されている181。 
 ケニアがイギリス政府から受けた融資額は、①ヨーロッパ人入植者が高額の土地売買を提示した
こと、②ホワイト・ハイランドの土地が約 310 万ヘクタールと大規模であったこと、③土地の売買
に加えて土地および経済開発のための資金も必要であったことの 3 点を背景に、100 万エーカー計
画が実施された 1960 年代初頭（独立以前）で既に約 510 万ポンドに達していた。さらに独立以降、
ケニアは中南部のオルカロー（Ol Kalou）やダンドリバハチ（Doundori-Bahati）地域の土地購入
に対する 150 万ポンドの融資をはじめ、1964～1970 年の間で約 2,000 万ポンドの追加融資を受け
ていた。レオ（Leo, C）によると、ケニア中央部のキナンゴップ（Kinangop）の土地 3,200 ヘクタ
ールの地価は 19.2 万ポンドであり、1 エーカー当たり 24 ポンド（1 ヘクタール当たり 60 ポンド）
程度であった182。しかし、ケニア土地開発公社が支払うことのできる土地購入の代金は 1 エーカー
当たり 15 ポンドであったため、ケニア政府は不足した 9 ポンド（1 ヘクタール当たり 22.5 ポンド
の不足）をイギリスからの融資で賄わなければならない。しかも、この土地代金はケニア中央部の
設定であるが、仮に入植者が収奪した土地 310 万ヘクタールで同額の不足が発生していた場合、不
足額の合計は約 7,000 万ポンドとなるため、有償による土地移譲を選択したケニア政府は、必然的
に西側諸国による融資に一層依存するようになった183。そしてケニアは、「土地のケニア人化」の
代償として背負った多額の対外債務により、独立以後も実質的にイギリスおよび西側諸国の影響下
（支配下）に置かれていたのである。 
 さらに 100 万エーカー計画の推進に不可欠との理由から、イギリスは土地購入資金の融資以外に
も、ケニア人農民に対して様々な不利益を強行している。例えば同計画の実施に際して、植民地総
督府はケニア人に供給する土地の確保や人口密度の高い地域から低い地域へケニア人を移住させる
                                                  
181 池野[1990]、pp.10-11。 
182 Leo[1984]、p.101。 
183 土地売買の主な方法は、①ケニア政府が入植者の所有地やイギリス王領地を購入し、その土地を分割した後、ケ
ニア人農民に売却する方法（入植計画を介した売買）、②ヨーロッパ人‐ケニア人間で個人的な売買取引を行う方法
（任意売買）の 2 種類があった。しかし、任意売買を選択することが可能なケニア人農民はごく一部であり、1960
年代で任意移転によって売買された土地 118.5 万ヘクタールのうち 63.5 万ヘクタール（53.6％）がヨーロッパ人同
士の取引によるものであった。そのため、土地移譲の大部分は入植計画に付随する移譲方式によるものであった（池
野[1990]、pp.10-11; 22）。 
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ことを口実に、対象地域の土地の安価な購入やケニア人農民の強制的な立ち退きを進めていた。特
に、更なる土地収奪（農地の喪失）に直面したケニア人農民の中には、雇用機会を求めて都市部に
移住する人々や人口密度の低い地域（主に農耕に不適切な土地の多い地域）に移住する人々が大勢
現れるようになった。さらに土地登記令を契機として、「誰が土地の所有者か」ということが明確に
規定されたため、広大な農地を購入した富裕な農民は“正当な土地所有者”として法的に認められ
た。だが伝統的な土地所有制度（慣習法や共同体内の規定に基づく土地所有）を切望していた大勢
の貧しい農民は、土地を購入するための資金に乏しく、「土地なし」であり続けなければならなかっ
た。そして、貧しい農民が私的土地所有制度に起因する不平等に不満を抱いたため、ケニヤッタ政
権は土地のケニア人化を掲げるとともに、ケニア政府主体の土地政策である土地再配分計画を実施
した。 
 
（2）土地再配分と利権創出 
 ケニヤッタ政権は、重要課題の 1 つであった土地のケニア人化および土地所有制度の再編を図る
ため、ケニア人主体の土地政策である「土地再配分計画」を実施している。土地再配分計画の名目
上の目的は、①ケニア政府がヨーロッパ人入植者に収奪された土地を取り戻し、その土地を国有地
にすること、②ケニア政府が確保した土地（国有地）をケニア人農民に割り当てることの 2 点であ
る。だがケニヤッタ政権が打ち出した土地再配分計画は、100 万エーカー計画を踏襲するかたちで
実施されており、その内容も大勢のケニア人農民が求めた「伝統的土地所有制度への回帰」や「平
等な土地配分」とは異なるものであった。 
 ケニア人に対する土地の移譲は、100 万エーカー入植計画を契機として徐々に進展するようにな
ったが、この土地移譲は、ヨーロッパ人入植者や旧宗主国イギリスに対するケニア人の不満を緩和
するほどの規模に至っていない。特に、貧しい農民が抱く不満の根底には“土地収奪に対する憤り”
があったため、「収奪された土地の接収」はケニヤッタ政権に課せられた至上命題であり、例え多額
の融資を受けることになったとしても、取り組まなければならない課題であった。だがケニヤッタ
政権は「支持層への優遇による大統領権限の増強」という重要課題も抱えており、土地はケニヤッ
タにとって有益な政治的資源でもあった。そのため土地再配分計画も、国民が切望した「土地の平
等な配分」ではなく、「特定の農民やエリート層に対する優先的な土地配分によって、国内における
利権を創出すること」を目指した内容となった。 
 そもそも入植者の所有地を接収する方法に関しては、与野党内に加えて、ケニヤッタ政権内にお
いても意見が分かれていた。初代副大統領のオディンガを中心とする派閥や野党 KADU（後に解散
し、KANU に吸収される）はヨーロッパ人から強制的に土地を接収すべきであると主張しており、
他方でケニヤッタやムボヤを中心とする派閥は、入植者（およびイギリス政府）との間に良好な関
係を構築するため、売買によって土地を獲得することを主張していた。土地接収における意見対立
は、ケニヤッタが KADU の吸収やオディンガ派に対する議員資格の停止など強硬な手段を講じた
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ことで、ケニヤッタ派の主張する方法が採用された。さらに、これら民族集団およびセントラル州
の農村共同体は土地配分や農業生産における優遇をケニヤッタに求めていたため、ケニヤッタは入
植者の土地の接収および再配分によって支持者への利権創出を試みた。「有償による土地獲得」とい
う方法が導入された結果、大勢の人々が祖先より引き継いだ土地を有償で取り戻さなければならず、
特に貧しい農民は故郷の土地をキクユ人など富裕な農民に接収されるようになった。 
 エルハワリー（Elhawary）が「植民地支配期から行われていた土地収奪は独立後のケニヤッタ
政権によって一層増大した。（中略）ケニヤッタは私的土地所有制度を継続させており、土地の獲得
方法については気にすることはなかったようだ。政府（ケニヤッタ）は土地再配分の方法として市
場システムに基づいた土地の割当を実施したが、これは土地売買による財源の確保を意図していた。
この土地政策は、一方で汚職とキクユ人有利の構図を生み出すものであり、他方でルオ人など他民
族を犠牲した184」と論じているように、独立後のケニア政府が実施した土地再配分計画には、利権
創出（パトロン‐クライアント関係）というケニヤッタ政権の意図が顕著に表れていた。 
 土地再配分計画は、ケニヤッタ政権が「収奪された土地の平等な配分」を名目に実施した土地政
策であった。だが、土地再配分計画では 100 万エーカー計画と同様に「有償による土地獲得」を基
本としており、一定の資金力を有する農民やエリート層、もしくは政府から土地購入資金を融資さ
れた人だけが土地を獲得できる仕組みとなっていた185。また、ケニヤッタは政府の認可を得た人だ
けに土地売買・移譲を認めていたため、土地再配分計画は必然的に支持者であるキクユ人農民に対
して優先的に土地を割り当てる政策となった。しかも土地購入のための資金援助は政府所管のマー
ケティング・ボードや農業金融機関を通じて実施されているため、資金確保が容易な農民は、大土
地所有者や小農を問わず、ケニヤッタ派を支持するキクユ人たちが中心となった。例えば、表 3-2
に示したコーヒー・ボードや国家穀物公社、ケニア紅茶公社等、農産物の生産・流通を対象とする
マーケティング・ボードはそれぞれの農産物の生産者に対する土地購入資金の融資や生産量の規制
を実施している。ただし、マーケティング・ボードは政府所管の機関であり、融資を得られるか否
かはケニヤッタの裁量で決定されるため、非キクユ人の農民は融資を受けられなかった。 
 また、農民に対する融資業務を担っている農業金融公社もケニヤッタの支配下に置かれた機関で
あり、しかも同機関は土地を担保に農民への融資を実施していた（表 3-2 を参照）。そのため、非キ
クユ人農民が融資を受けることは困難であり、しかも融資の代償として土地を接収されたため、こ
れら農民は、仮に融資を受けることができたとしても、所有する農地が拡大しないのである。入植
者の所有地の返還に言及すれば、ケニヤッタ政権に対するケニア国内の評価は比較的好意的なもの
であった。しかし、ケニア人農民に対する土地の再配分において、大勢の貧しい農民はケニヤッタ
政権に対する不満・批判を徐々に強めていった。特に、旧ホワイト・ハイランドに広がる穀物や換
金作物の栽培に適した好適農地は、土地再配分計画のもと、キクユ人エリート層による買い占めが
                                                  
184 Elhawary[2009]、pp.131-132。 
185 Mwega and Njuguna[2008]、pp.352-353。 
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行われたため、同地域に住むカレンジン人やルイヤ人の農民は、独立以後も、新たな支配者となっ
たケニア人（ケニヤッタおよびキクユ人）によって抑圧され続けた。 
 
表 3-2 ケニアの主なマーケティング・ボードおよび農業金融機関 
 対象とする農産物 公社・機関名 主な役割・業務内容 
マーケティング・ボード
 
穀物 国 家 穀 物 公 社 （ Nationanal 
Cereal and Produce Board） 
基本食糧（トウモロコシ、小麦、
コメ、豆類等）の生産、流通の管
理 
コーヒー コーヒ ・ーボード（Coffee Board 
of Kenya） 
コーヒーの生産、流通の管理 
紅茶 ケニア紅茶公社（Tea Board of 
Kenya） 
ケニア全体における紅茶の流通
の監視 
ケニア紅茶開発公社（Kenya 
Tea Development Authority） 
小農を対象とする、紅茶生産、流
通の管理 
綿花 綿花綿実マーケティング・ボー
ド（Cotton Lint & Seed  
Marketing Board） 
綿花生産における開発研究と普
及、綿花の買い付け業務（公社に
よる独占）、一部の綿織工場の運
営 
サトウキビ ケニア製糖公社 
（Kenya Sugar Authority） 
政府管轄の農園におけるサトウ
キビの生産、流通、製糖工場の運
営 
その他 園芸作物開発公社 
（Horticultural Crop 
Development Authority） 
園芸作物（切り花、果物、野菜等）
の生産指導および流通の管理 
ケニア食肉委員会 
（Kenya Meat Commission） 
食肉の生産、流通の管理 
農業金融機関
全ての作物 農業金融公社（ Agricultural 
Finance Corporation） 
土地を担保に、農業経営の資金を
融資する 
（出所）佐藤・石崎[1988]より著者作成。 
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 植民地支配期に展開されていた農場は、①西欧列強諸国向けの換金作物の栽培を主体とするヨー
ロッパ人経営の大規模農場、②アフリカ域内で販売される家畜や穀物の生産を目的とするヨーロッ
パ人経営の中規模農場、③自給用の作物を生産するアフリカ人経営の小規模農場の 3 つに大別され
る。そして独立以後のケニアの農場も、植民地支配期と同様に、“換金作物栽培を担う大・中規模農
場”と“他の作物を栽培する小規模農場”に“放牧業を営むための（若干の）牧草地”を加えた 3
種類である。そのため、土地所有の主体がケニア人に変わった 1970 年代以降においても、換金作
物生産が大土地所有者主体の産業であることは変化していないが、独立以前と以後の農業生産に見
られる大きな相違点は、プランテーション農場主がヨーロッパ人入植者からキクユ人の資本家に変
化したこと、換言すれば、大土地所有者となったキクユ人農民が換金作物栽培によって莫大な富を
得ていることである186。特に、農耕に適した土地（好適農地）が集中しているケニア中央部および
西部では、富裕なキクユ人農民による土地収奪が盛んに行われている。 
 
表 3-3 ケニヤッタ政権期（1961～78 年）におけるケニアの土地面積（1 万ヘクタール） 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 5 月 11 日閲覧）および Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]より著
者作成。 
 
 約 56.9 万平方キロメートルのケニアの陸地の内、農地として利用されている土地は 1963 年時点
で約 25.2 万平方キロメートル（国土の約 44.3％）である。さらに好適農地面積は 3.5 万平方キロ
メートルであり、しかも農地全体に占める好適農地の比率は約 14％程度、国土全体の僅か 6.1％に
当たる約 350 万ヘクタールに限られている（表 3-3 を参照）187。加えて、好適農地はケニア全土に
散在しておらず、ホワイト・ハイランドとして大勢のヨーロッパ人が入植した地域であるセントラ
ル州やニャンザ州、ウエスタン州、リフトバレー州の 4 州に好適農地の 85.6％が集中している。そ
のためケニヤッタ政権は、ケニアの農業生産において希少であった好適農地を農民や当該地域のエ
                                                  
186 吉田[1968]、pp.7-8。 
187 1 平方キロメートル＝100 ヘクタール。ケニアの好適農地の割合については佐々木[2011a]および高橋[2010]を参
照。 
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リート層への利権創出に利用した188。また富裕な農民層も、多くの好適農地を確保することが富の
増大に不可欠であったため、ケニヤッタに対して土地配分における優先の実施を要求するとともに、
好適農地の独占を試みていた。 
 例えば、ナイロビ特別区に接するセントラル州やイースタン州にはケニヤッタ政権の支持基盤で
あるキクユ人やメル人、エンブ人が大勢居住しているが、それら民族集団の中でも、特に富裕層や
農村共同体の首長はキクユ・メル・エンブ連合（The Gikuyu, Embu, and Meru Association：GEMA）
を組織している。GEMA は現地の農村共同体に対して強い影響力を有する組織であったため、ケニ
ヤッタ政権に対しても強大な発言力があった。ケニヤッタは農民全体を掌握する上で、有力者の要
望を拒むことができなかったため、必然的に、GEMA を中心とするキクユ・メル・エンブの有力者
は土地の割当を優先的に受け、好適農地を独占している。他方、マウマウの反乱に参加した「元闘
士」たちはオディンガと同様に独立闘争の貢献者に対する土地の無償提供を主張しており、ケニヤ
ッタと異なる立場を示していたため、土地再配分において冷遇されることとなった189。そのため、
20 ヘクタール以下の土地の所有に留まっている 3.2 万世帯のケニア人農民（小農および中農）が所
有する土地とケニア人の大土地所有者 1,200 世帯が所有する土地の合計はともに 40 万ヘクタール
となっているが、1 世帯当たりに換算すると、小・中農が 12.5 ヘクタール、大土地所有者が約 330
ヘクタールであり、土地配分における両者間の不平等は顕著であった190。加えて小農には、プラン
テーション農場で賃金労働に従事する土地なし農民や小作農（約 1.3 万世帯）が含まれていないた
め、この 1.3 万世帯を含めると、小農ら 1 世帯当たりが所有する土地は 8.9 ヘクタールまで縮小す
る。 
 また『第二次ケニア開発計画（1970～1974 年）』によると、ケニア政府は農業生産性の向上や土
地購入への支援を目的に、1.26 億ケニアシリングの融資を農民に実施しており、その内訳は小農が
4,600 万ケニアシリング、大土地所有者が 3,000 万ケニアシリング、牧畜民が 4,900 万ケニアシリ
ングとなっている191。だが、農民の約 8 割は 2 ヘクタール以下の農地しか所有していない小農であ
るため、農家 1 世帯当たりに提供された融資額は大土地所有者の方がはるかに大きい192。 
 さらに、キクユ人農民による土地購入はセントラル州のみに留まらず、ケニアの中でも好適農地
の集中するリフトバレー州にまで及んでいた。ケニアの好適農地全体の 44.1％がリフトバレー州に
あったが、同地域では主にカレンジン人やルイヤ人の農民が農耕を営んでおり、元来、キクユ人農
民はほとんど住んでいなかった。また植民地支配期には、ケニア人の国内移動が制限されていたた
め、非カレンジン人がリフトバレー州に移り、長期に渡って居住することもなかった。だが独立に
                                                  
188 高橋[2010]、pp.306-308。 
189 松田[2000]、pp.76-78。また、ケニヤッタ政権に冷遇されたマウマウの元闘士の中には、イギリスに対して土地
収奪に関する訴訟を起こした人々がおり、この訴訟は後に「補償金ビジネス」と称される不透明な団体の結成に起
因している（津田[2009]、pp.193-199）。 
190 Republic of Kenya[1969]、pp.196-197。 
191 ibid、pp.191-218。 
192 ibid。 
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よってケニア各地を自由に移住することが可能となったため、特にキクユ人農民はリフトバレー州
など好適農地の多い地域に移り住み、同地域に住むカレンジン人農民から強制的に土地を接収した
193。そして祖先より継承してきた土地を取り戻せると期待したカレンジン人やルイヤ人は、「大勢
のよそ者＝キクユ人」がリフトバレー州に移り住み、土地を接収したため、この「よそ者」に対し
て強い不満を抱くようになった。だが、キクユ人が政府の支援を受けた強大な勢力であったため、
カレンジン人はこの抑圧を受け入れ続けなければならなかった。 
 またケニヤッタ政権は、キクユ人農民による土地収奪を正当化するため、キクユ人農民の所有地
に対する登記化を進め、「キクユ人が土地を収奪した」とする非キクユ人の主張を強引に封じ込めて
いる。ケニアの陸地 56.9 万平方キロメートルに占める政府の直轄地（国有地）の割合は 1968 年次
で約 2 割であり、残りの 8 割は信託地としてケニア人国民（およびヨーロッパ人入植者）に移譲さ
れている。ただし、個人の所有地として登記されている土地は約 6,800 平方キロメートル（国土全
体の 1.2％）であり、しかも登記された土地の 45.4％（3,089 平方キロメートル）がセントラル州
となっている。リフトバレー州で登記された土地は州全体の 16.7％であり、またイースタン州では
24.5％となっているが、登記された土地はいずれもキクユ人農民が入植した地域や当初よりケニヤ
ッタ派のメル人やエンブ人が住む地域である194。加えて、土地の登記化（土地所有権の獲得）には
政府の認可が必要であったため、必然的にキクユ・メル・エンブといったケニヤッタ政権の支持者
の多い地域では土地の登記が進展し、ケニアの全世帯の約 2 割にあたる富裕層（ケニヤッタの支持
者）が土地所有の 46％を占めるようになった。他方、反ケニヤッタ派のルオ人が多く住むニャンザ
州では、土地使用権の信託しか認められず、土地登記はほとんど進められなかった195。 
 ケニヤッタは植民地支配期に強いられた私的土地所有制度を継承するとともに、「土地の不平等配
分」および「土地の登記化」を強行したため、ケニヤッタ（キクユ人）に抑圧された人々にとって
の「独立」とは、土地の収奪者をヨーロッパ人からキクユ人（政権支持者）に変えただけであり、
支配者による抑圧自体は全く解消されなかったのである196。そして、土地の独占的所有に成功した
キクユ人の富裕層は、入植者のプランテーションを通じて生産技術を習得していたことも重なり、
好適農地を用いてコーヒーを栽培するようになった。他方、土地所有の規模が政府によって左右さ
れたため、土地獲得機会に恵まれなかった小農や土地なし農民は、独立以降も貧困状態に陥ってい
た197。さらに、キクユ人によるコーヒー生産の拡大は、換金作物依存という問題をケニアにもたら
している。 
                                                  
193 高橋[2010]、pp288-289。 
194 ただし池野によると、ケニアの土地登記には台帳記載事項と実態の乖離が見られるという。その理由として、ケ
ニア政府が土地登記の記録を紛失したため、所有者が不明となっていること、登記の記録と実際の所有者（使用者）
が異なっている等の理由から、記録上の数字が合致していないこと、ケニア政府が所在（存在）の不明確な人物を、
十分な審査を行わなずに土地所有者として認定していたこと、土地登記後に土地所有権が移転されたが、その所有
権移転の確認が不十分であること等をあげている（池野[1985]、pp.94-99）。 
195 同上、p.100。 
196 高橋[2011a]、p.189。 
197 Kanyinga, et al.[2008]、p.100; 112-113。 
- 76 - 
3．コーヒー産業の勃興と権威主義  
（1）コーヒー輸出と国際協定 
 独立後のケニア政府が「政治経済構造のケニア人化」を達成し、且つ土地購入資金や経済成長を
成し遂げるためには、外貨獲得源を確保することが不可欠であった。ただし、半世紀以上に渡って
イギリスの植民地支配下に置かれていたケニアでは、当然ながら工業やサービス産業は未成熟であ
り、農業以外に外貨をもたらす産業が存在しなかった。さらに、ケニアの労働人口は 1960～70 年
代で 200 万人以上も増加したため、急増した労働者を吸収することが可能な産業は換金作物産業だ
けであった198。 
 
表 3-4 各地域の農産物生産の規模（ヘクタール） 
 セントラ
ル州 
ニャンザ
州 
リフトバ
レー州 
ウエスタ
ン州 
イースタ
ン州 
コースト
州 
ナイロビ
特別区 
穀物 6,830 437 148,359 14 9,030 48 75
―メイズ 947 437 30,905 0 418 48 75
―小麦 4,828 0 64,998 14 7,348 0 0
―その他 1,055 0 52,456 0 1,264 0 0
換金作物 88,439 21,971 282,873 6,029 39,588 51,224 4,024
―コーヒー 21,224 4 5,456 0 2,245 0 1,523
―紅茶 2,859 13 21,237 0 0 0 0
―サイザル麻 10,805 1,023 6,047 0 10,544 31,717 651
―除虫菊 106 9 1,833 0 34 0 1
―サトウキビ 5 14,694 9,670 6,014 140 5,070 0
その他 53,440 6,228 238,630 15 26,625 14,437 1,849
合計 95,269 22,408 431,232 6,043 48,618 51,272 4,099
（注）数値は 1978 年のもの。また本表では、大農場全体における各農産物の生産面積（ヘクタール）を示しており、
小農およびノースイースタン州の生産規模の統計値は不明確のため含まれていない。 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]より著者作成。 
 
 ケニアで栽培されている換金作物は主にコーヒーや紅茶、サイザル麻、サトウキビ、除虫菊であ
るが、これら作物はケニア全土で生産されておらず、各農産物の生産地域は植生や地理的・気候的
条件、流通環境等によって異なっている。例えば紅茶は、熱帯・亜熱帯性気候で一定の降水量があ
り、且つ排水性の良い肥沃な土壌を持つリフトバレー州の大地溝帯地域が主な生産地となっている。
                                                  
198 犬飼[1981]、p.5。 
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またサトウキビは、生産特性に加えて、精製工場を設置し易かったことを理由に、ヴィクトリア湖
畔に面しているニャンザ州で栽培されており、蚊取り線香の原料となる除虫菊は水はけが良く冷涼
な地域であるケニア西部の高地が主な生産地となっている。好適農地がケニアの中央部から西部に
集中していたため、主な換金作物はこれらの地域で生産されている。他方、ケニア東部のイースタ
ン州やコースト州、ノースイースタン州およびリフトバレー州北部の地域は概ね年降水量が 612.5
ミリ以下（ケニア政府の設定した基準）の乾燥・半乾燥地帯（ASAL 地帯）であったため、乾燥地
域でも生育可能なサイザル麻は栽培されているが、ASAL 地域は穀物栽培や牧畜業が中心であった。
また農民は、これら換金作物と同時に自給用の穀物も栽培していたため、1970 年代半ばまで、ケニ
アは必要な食糧の大部分を概ね自国内の生産によって賄っていた。 
 さらに、1960～1970 年代においてケニア最大の換金作物であったコーヒーの場合、ケニアで栽
培されているロブスタ種のコーヒーには、コーヒーベルトと呼ばれる北南緯 25 度の地域であるこ
と、標高 450～1,830 メートルの熱帯・亜熱帯性気候であること、一定の降水量（年平均降雨量 1,600
ミリ以上）があること、肥沃な地質であること等の生産条件がある199。加えて、取引所（オークシ
ョン）がナイロビに設置されていることや植民地支配期より主な生産地域に設定されていたことを
背景に、コーヒーは好適農地が豊富で標高の高いセントラル州やナイロビ特別区を中心に栽培され
ている200。また、市場価格が比較的安定していた点もコーヒー産業の特徴である。 
 換金作物輸出における欠点として、不安定な生産性や需給関係によって生じる市場価格の乱高下
があげられる。しかしコーヒーは、①換金作物の中でも比較的市場価格が他の作物よりも高価であ
ったこと、②市場価格の安定を目的とする国際協定が存在していたことという 2 つの要因から、 “価
格の乱高下”という問題が軽減されており、ケニアにおいて特に有益な輸出産品であった。ただし、
市場価格の乱高下が生じる換金作物である点は他の換金作物と同じであり、不安要素を完全の回避
することは困難であった。例えば、ニューヨークやロンドンの先物市場におけるコーヒー価格の変
動要因には、生産国側の天災や政情不安、労働者のストライキ、政策の失敗、消費国側の需要増大
や先物市場に対する投機があり、コーヒー産業は他の換金作物と同様の問題を抱えている201。さら
にブラジルのような生産大国を除いて、生産国が単独で市場に影響を及ぼすことは困難であり、且
つ市場価格の変動を回避することも容易ではなかった。そのため、国際連合は 1962 年に国際コー
ヒー協定（International Coffee Agreement：ICA）を締結し、コーヒーの国際市場価格の安定化
を試みている。1963 年 12 月 27 日には ICA を実施・運営する機関として、国際コーヒー機関
                                                  
199 コーヒーの栽培条件については広瀬・星田ら[2003]を参照。 
200 ケニアに導入されているオークション制度（政府所管のマーケティング・ボードおよび流通業者が買い手全員に
取引価格を明示する方式）の機能は、①販売希望者と購入希望者が全員会場内に集合するため、その会場を提供す
ること、②買い手（流通業者）の競争によって販売価格が決定すること、③価格決定過程の情報が取引の参加者全
員に共有されることの 3 点である。また政府にとっては、流通管理が容易化することもオークション制度の利点で
あった。コーヒー生産国の中でオークションによって市場価格を決定している国はケニア、タンザニア、エチオピ
アの 3 ヵ国であり、部分的に導入しているインドを加えても 4 ヵ国である（児玉[2003]、pp.156-158; pp.168-169）。 
201 コーヒーの市場価格の変動要因については田中[2008]および辻村[2008]を参照。 
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（International Coffee Organization：ICO）が設立された。そして ICO は、コーヒー生産国に対
して協定への批准（ICO 加盟の実質的な義務化）を要請していたため、生産国の大多数と主要なコ
ーヒー準輸出国および消費国が ICO に加盟することとなった202。 
 
表 3-5 ICO が設定したコーヒーの指標価格（米セント／1 ポンド） 
 
（出所）International Coffee Organization（2013 年 5 月 18 日閲覧）より著者作成。 
                                                  
202 ただし、1990 年代には協定の崩壊や生産国‐消費国間の不調和から、ICO 加盟および協定批准の実質的な義務
化は撤廃されており、今日において生産国・消費国は各国の判断で協定に批准することとなっている。尚、「2007
年次協定」に批准している国は、2013 年 8 月時点で生産国（輸出側）が 39 ヵ国、消費国（輸入側）が欧州連合 28
ヵ国を含む 33 ヵ国となっている。 
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 協定が実施されて以降、ICO は表 3-5 に示す「コーヒー1 袋（1 ポンド＝約 454 グラム）の指標
価格（価格安定体）」を設定しており、国際市場価格が指標価格に近接するよう、ICA に経済条項
を規定するとともに、生産国に対して ICA の遵守を義務付けた203。経済条項の具体的な内容は、コ
ーヒー生産各国の生産・輸出量を規制し、市場に供給されるコーヒーの量を調整することで、価格
の乱高下を回避する方法（輸出割当制度：Basic Quota）である204。1966 年に ICO 加盟国となっ
たケニアは ICA の規定に基づく輸出量の規制が課せられたため、ケニヤッタ政権はコーヒーの作付
けや苗木の販売数量を制限しなければならなかった205。だが、市場価格は輸出割当制度によって価
格水準が安定していたため、ICA に批准することはケニア（およびケニヤッタ政権を支持する富裕
な農民層）にとって有益であり、ICA の批准を契機として、コーヒーはケニアに貴重な外貨を安定
的にもたらす換金作物となった。 
 コーヒーの市場価格が ICA の輸出割当制度を契機に安定したため、特にキクユ人の大土地所有者
（プランテーション農場主）の 6 割以上がコーヒー産業へ参入しており、ケニア政府もコーヒー輸
出の増大を目指した政策を実施するようになった206。特にナイロビ（Nairobi）やティカ（Thika）、
ナクル（Nakuru）など、好適農地の多い地域にはコーヒー・プランテーションが集中している。
ただし、ケニア政府がコーヒー栽培を推奨した要因には、適切な地理・自然条件や雇用確保の容易
化、外貨創出といったこと以外に、①先進諸国の経済的利益を創出すること、②ケニヤッタが政権
運営上必要とする政治的利権を創出することという 2 つの要因があげられる。 
 
（2） 換金作物依存と先進諸国 
 ケニア人農民が土地を所有する機会は、独立前後から実施された土地政策に伴って増加していた
が、これは「ヨーロッパ人入植者がケニアでプランテーションを経営すること」からの撤退を意味
するものではない。独立に伴ってケニア人へ移譲された農地（ヨーロッパ人の所有地）は 1960 年
代後半で約 100 万ヘクタールであり、ホワイト・ハイランドとなった 310 万ヘクタールのおよそ 3
分の 1 に留まっている。換言すれば、ヨーロッパ人入植者の 3 分の 2 が土地移譲に同意せず、独立
後もケニア国内でコーヒーや紅茶のプランテーション農場を経営し続けていたのである。コーヒー
栽培の場合、1963 年時点で栽培面積の約 45％、生産量の約 75％がヨーロッパ人の経営する農場に
よるものであった207。加えて、ヨーロッパ人経営のコーヒー農場とケニア人経営のコーヒー農場を
比較したとき、1 農場当たりの栽培面積は大きくかけ離れていた。ヨーロッパ人経営の農場は過半
                                                  
203 ICO の指標価格は国際的なコーヒー需給の変化に応じて毎月変更されており、1965～69 年の平均指標価格は 1
ポンド（約 454 グラム）当たり 38.7 米セント、1970～75 年では 57.9 米セント、1976～80 年で 169.3 米セントと
なっている。 
204 深沢[1978]、p.268。 
205 McMahon[1987]、pp.409-410。 
206 池野[1990]、p.21。 
207 ヨーロッパ人経営の約 850 の農場の内 300 の農場がナイロビ近郊に、550 の農場がケニア中南部のナイバシャ湖
畔や大地溝帯（旧ホワイト・ハイランド）に設けられていた（深沢[1966]、p.70）。 
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数の農場が 50 エーカー以上であり、ナイロビやティカでは平均 150～200 エーカーの農場も存在し
たが、他方、ケニア人が経営するコーヒー農場は、植民地支配期に政府から規制されていた背景も
あり、平均 0.5～0.8 エーカーしかなかった208。1960 年代における大土地所有者は概ね「独立以後
もケニアに居住し続けたヨーロッパ人」が主体であったため、旧宗主国イギリスは、独立以後も換
金作物栽培に依存し続けるよう、ケニアに働きかける必要があった。 
 大勢のヨーロッパ人がケニアに入植し続けることを選択したため、旧宗主国イギリスはヨーロッ
パ人入植者の土地所有権やプランテーション農場を保護しなければならなかったが、外貨獲得の必
要性に迫られていたケニアを「偽りの独立国家」に変えることは、債権国イギリスにとって容易で
あった。独立直後のケニアは、土地の強制的な接収およびヨーロッパ人入植者の排除を主張する社
会主義的路線のオディンガ派と、売買による土地獲得および先進諸国‐ケニア間の良好な関係の構
築を主張する自由主義的路線のケニヤッタ派に分裂していた。そのため旧宗主国イギリスは、東ア
フリカ最大の貿易港を持つケニアに対して、「資本主義国側の意向に従わせること」と「ケニアを先
進諸国の利益を創出するための国家に留まらせこと」を迫った。さらにイギリス（および欧米列強
諸国）は、ドナー諸国の要望に従順な人物をケニアの指導者（独裁者）にするため、自由主義的路
線を標榜するケニヤッタ派を擁護するとともに、土地購入費や開発関連を目的とする多額の資金援
助・融資を実施するようになった209。大統領のケニヤッタおよび経済政策・開発担当大臣のムボヤ
は、欧米列強諸国による支持を背景に、オディンガら社会主義的な路線を標榜する派閥の排除に成
功し、政治体制上の実権を掌握、ケニヤッタ派を中心とする国家形成が進められることとなった。
独立後のケニアは「西側諸国の思惑通りの国家」に向けて舵を切ったのである。ただしケニヤッタ
は、イギリスの支持を背景に支配者としての地位を強固にしたが、その代償として莫大な融資を背
負ったため、ケニアは独立したにもかかわらず、「多額の対外債務」を介して旧宗主国や欧米列強諸
国の脅威（支配）に晒されることとなった。 
 欧米列強諸国（債権諸国）から多額の援助や融資を得た結果、ケニア政府の歳入（税収等および
対外援助・融資の総額）は 13.8 億ケニアシリング（1964 年度）から 29.3 億ケニアシリング（1970
年度）に増加しているが、政府歳入に占める対外融資額の割合は年平均で約 20％に達している。さ
らに、13.4 億ケニアシリング（1964 年度）であった対外累積債務は、1970 年に 34.1 億ケニアシ
リングとなり、ケニヤッタが死去した 1978 年には約 168 億ケニアシリング（1964 年の約 12.5 倍）
まで増加している。換言すれば、ケニアは政府歳入とほぼ同額の累積債務を抱えているのである（表
3-6 を参照）。しかし、ケニアには十分な外貨や財源がなかったため、ケニヤッタ政権は「ケニア人
化政策」という独立後の国家形成における課題を抱えていたにもかかわらず、土地購入および経済
開発のための資金援助（対外債務）を旧宗主国に求めざるを得なかった。しかもケニアが対外債務
を抱えたことは、同時に、対外債務の返済に寄与する商品（換金作物）への依存の不可避性を招い
                                                  
208 深沢[1966]、pp.71-79。 
209 Nasong’o[2005]、pp.19-22。 
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ている。 
 
表 3-6 1964～1978 年の対外累積債務および政府歳入（1,000 ケニアシリング） 
対外累積債務 
ケニア政府の歳入 
歳入総額 対外援助・融資 融資額／歳入総額
1964 1,335,152 1,376,500 316,600 23.0% 
1965 1,507,436 1,460,480 222,260 15.2% 
1966 1,687,560 1,469,500 289,700 19.7% 
1967 1,785,756 1,710,680 318,480 18.6% 
1968 1,675,604 1,987,300 319,360 16.1% 
1969 ― 2,190,820 588,320 26.9% 
1970 3,410,937 2,929,600 571,000 19.5% 
1971 3,556,401 3,339,780 729,160 21.8% 
1972 4,151,159 4,057,840 937,220 23.1% 
1973 5,930,174 4,491,640 741,500 16.5% 
1974 8,224,218 5,666,420 882,600 15.6% 
1975 9,474,357 8,328,480 2,013,840 24.2% 
1976 12,494,900 7,580,900 1,580,020 20.8% 
1977 13,729,854 ― ― ― 
1978 16,801,639 14,846,840 3,528,000 23.8% 
（出所）World Bank Data-Bank（2013 年 5 月 15 日閲覧）および Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]
より著者作成。 
 
 ケニヤッタ政権は経済開発や対外債務を返済する上で外貨獲得が不可欠であったため、開発計画
において「経済的自立を達成するため、社会的秩序および生活基盤を向上・安定を目指すとともに、
自国の経済資源を発展させること210」を最大の目標に掲げていた。具体的には、「農業部門（農村
部）が開発の恩恵を享受できるよう政策を実施する。（中略）計画目標の達成にはケニアの輸出産品
や観光産業の活性化が不可欠である211」とした上で、主産業である農業部門の成長の重要性を唱え
ている。外貨獲得源となる重要産業には換金作物産業および観光業があり、例えば輸出産品の大半
を占める換金作物産業では生産拡大が、また観光業では欧米向けの広報活動や宿泊施設等の充実が
最重要課題となっていた。ただし観光業は後発の産業であり、即座に外貨獲得や雇用創出に結び付
                                                  
210 Republic of Kenya[1969]、p.ⅲ。 
211 ibid、p.ⅳ。 
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くかが不透明であったため、ケニア政府は換金作物産業を推奨するとともに、それら作物を生産す
る農場の経営者に対して、土地購入・開発資金の融資、品種改良や灌漑等の農業開発関連の支援を
実施するようになった。そのため、植民地以前の農業生産および農村社会への回帰を切望していた
大勢の農民は、植民地体制下で強いられていた換金作物栽培を継承するとともに、換金作物生産の
拡大を目的とする政策の下で、農業を営まなければならなくなった。 
 もっとも換金作物栽培の推奨を目指す政策は、換金作物栽培を目的として入植したヨーロッパ人
にとって有益であった。例えば、ヨーロッパ人入植者は主にセントラル州やリフトバレー州中部お
よび南部、ナイロビ近郊の地域でプランテーション農場を営んでおり、彼らのほとんどがコーヒー
を中心とする換金作物の栽培を行っていた212。そのため、コーヒーの市場価格が下落傾向に転じた
1960 年代後半まで、ケニア政府の農業政策は、ケニア人農民のみならず、ヨーロッパ人の換金作物
栽培に大きく貢献していた。川端が「独立後、換金作物偏重の経済システムは実際にはむしろ強化
されてきた。なぜなら、独立アフリカ諸国は開発しようとすれば、外貨がいる。外貨収入を得るた
めには換金作物の増産を図る他なかったからである213」と指摘しているように、ケニアは経済発展
および自立を目的とする経済・農業政策を提唱していたが、開発に必要な外貨は植民地支配期の遺
産である換金作物に依存しなければならなかった。換言すれば、ケニアが策定した政策の意図には、
旧宗主国および欧米列強諸国の新植民地主義的な政策（思惑）が介在していたのである。土生の言
葉を借りれば、ケニアは「社会主義世界体制が確立し、発展し、国際的力関係が社会主義に有利に
なったことを背景にして、（中略）植民地体制を再編成して、維持確立し、さらにそれを拡張しよう
とする帝国主義の植民地支配のシステム214」を進めた資本主義諸国の利害関係に取り込まれたので
ある。 
 ケニアが独立以降も換金作物栽培を継承したため、入植していた大勢のヨーロッパ人とごく一部
のケニア人農民が農産物輸出によって富を獲得し、またコーヒー輸入国のイギリスや他のコーヒー
消費国（西側諸国）は安価な換金作物を輸入し続けることが可能となった。さらに、市場価格が下
落傾向に転じた 1960 年代半ば以降、ヨーロッパ人入植者は農場経営を現地のケニア人農民やイン
ド人商人（イギリス人に雇われた農場主）に委ね、自らは輸入業者や焙煎業者に転向し、莫大な富
を獲得し続けている。1 ポンド（454 グラム）当たり約 40～70 米セントで輸出されたケニア・コー
ヒーは、輸出国内の焙煎業者によって加工され、ケニア人農民が得た収入の 20 倍近い価格で販売
されているため、ヨーロッパ人がコーヒーによって創出された富の大部分を占有する構造は植民地
支配期から変わっていない（図 3-2 を参照）215。しかも換金作物への偏重が継続されたため、ケニ
                                                  
212 アフリカに入植したヨーロッパ人が当該国の独立以後も現地に滞在し、プランテーション農場を経営しているこ
とは、ケニアに限らずアフリカ各国で見られる。例えばグリッグ（Grigg, D.）はマラウイやナイジェリア、タンザ
ニアの事例を取り上げ、独立を成し遂げたサハラ以南のアフリカ諸国の農業部門について、大農場を経営するヨー
ロッパ人と小農に留まっているアフリカ人という構図が見られることを論じている（Grigg[1985]、pp.147-148）。 
213 川端[1987]、p.93。 
214 土生[1964]、pp.6-8。 
215 日本の場合、缶コーヒー（120 円前後）に占める生産者（アフリカ人農民）の収入は約 5％、約 500g で販売さ
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アの農業部門は、開発計画上で唱えられた「農業部門（農村部）が開発の恩恵を享受できる216」環
境から乖離した構造に陥った。そのため、換金作物栽培に従事する大勢の農民が生活に必要な最低
限の富さえも得られず、貧困状態に陥り続けている。しかし、ケニアが独立後も換金作物栽培に依
存し、大勢の農民が貧困状態に陥った要因には、欧米列強諸国との関係に起因する「換金作物依存」
以外に、「国内の政治的利益の創出」も存在する。 
 
図 3-2 独立後ケニアのコーヒー貿易の概観図 
 
（出所）佐々木[2011b]。 
 
（3）農業生産における政府介入と農民間の貧富 
 コーヒー産業の発展はケニアに莫大な外貨をもたらしたが、ケニアが換金作物栽培に依存する契
機ともなった。加えて、旧宗主国イギリスを含む先進諸国（輸入諸国）が安価な換金作物を輸入す
るためには、独立後のケニア（および旧植民地諸国）が換金作物に依存することが不可欠であった
ため、輸入諸国は有償および無償の援助の代償として、ケニアなど旧植民地諸国に対して換金作物
栽培の継続を迫った217。もっとも、換金作物依存が増すこと、換言すれば、ケニア経済および農民
の現金収入源がコーヒー栽培に偏重することは、必ずしもケニア政府にとって不利益ではなかった。
例えば、増加した人口（労働力）を吸収し得る産業は、独立当初のケニアでは換金作物産業しかな
かった。また、換金作物依存を政治的側面から捉えたとき、輸入諸国が強要した換金作物栽培はケ
ニヤッタの権力を強大化する役割も担っていた。 
                                                                                                                                                              
れている焙煎済みコーヒー豆（300～500 円程度）で約 10％となっており、コーヒーの小売価格の大部分は輸入先
である先進諸国の焙煎業者（多国籍企業）が得る仕組みとなっている。 
216 Republic of Kenya [1969]、p.ⅳ。 
217 高橋[2012]、pp.6-7。 
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 ケニアのコーヒー栽培は、主にナイロビ特別区に近接するケニア中央部の地域（セントラル州や
ウエスタン州東部、リフトバレー州南部など）で栽培されているが、これら地域に居住している民
族集団の大多数はケニヤッタ政権の支持基盤を担っているキクユ人やエンブ人、メル人であり、彼
らがコーヒー産業において中心的役割を果たしている。そのため、コーヒー栽培に対する優遇政策
は、ケニヤッタ政権が権威主義体制を構築する上で有益であった。さらに、政権支持者であった大
土地所有者や富裕な農民層もケニヤッタ政権に対して優遇政策を実施するよう圧力をかけていたた
め、ケニヤッタはコーヒー産業のための農業政策を策定するようになった。特に、ケニア人農民に
対するヨーロッパ人所有地の移譲（売買）が拡大した 1960 年代後半、ケニヤッタ政権が進めた「コ
ーヒー生産のケニア人化」政策には、ケニヤッタの政治的利益と支持者（富裕層）の経済的利益の
双方を増やすという思惑が顕著に表れていた。 
 コーヒーの市場価格が下落に転じた 1966 年以降、コーヒーのプランテーションを経営していた
ヨーロッパ人は、自らが生産者（経営者）となる以上に、ケニア人が生産したコーヒーを安価で購
入する方がより有益であったため、次第にプランテーション経営から撤退し、輸入・仲介業に転向
していった。加えて、ケニヤッタ政権が土地購入資金の融資の大部分をキクユ人農民に割り当てた
ため、キクユ人農民（大土地所有者とキクユ人小農の双方）は所有地の拡大に成功している。特に
小農の場合、1967～1968 年において、ケニア人小農の土地所有は農地全体の 6 割以上を占めてお
り、またコーヒー生産量もケニア人（特にキクユ人）によるものが全体の約 5 割に達しているため、
コーヒー生産の主体がヨーロッパ人からケニア人に移行していることが伺える218。ただし、全ての
ケニア人農民がコーヒー産業へ参入できたのではない。「コーヒーのケニア人化」が進展しているに
もかかわらず、コーヒー産業に参入できない農民が存在した理由には、ケニヤッタ政権が設けた「マ
ーケティング・ボード」という制度による市場介入があげられる。 
 ケニアにおけるマーケティング・ボード制度の導入はイギリス植民地支配に遡る219。1933 年 1
月に設立されたコーヒー・ボード（マーケティング・ボード）は、ケニア域内で生産されたコーヒ
ーの品質および流通の管理業務を目的としているが、「“市場支配力”および“取引力”として言及
されているような実質的権限を付与する。また通常、その活動財源を得るための権限と手段220」が
付与されていたため、「特定市場もしくはその関連市場の事業に、密接に関与221」していた。この
植民地支配期に設けられたコーヒー・ボードは、独立以降もケニア政府所管の機関として存続して
おり、農業生産に対する権限や影響力も植民地支配期の機能を継承したものとなっている。開発計
画内に示されているコーヒー・ボードの主な業務は、①コーヒー生産（生産量および作付け等）の
管理、②コーヒー生産および販売におけるライセンスの認可、③コーヒー苗木の販売、④生産拡大
や品質向上のための調査、⑤栽培技術の指導、⑥コーヒー・オークション（市場における販売価格
                                                  
218 江波戸[1975]、pp.151-152。 
219 植民地支配下で実施されたイギリスのマーケティング・ボード制度については Sandbrook[1985]を参照。 
220 フース[1982]、pp.20-21。 
221 同上、p.21. 
- 85 - 
を決定する制度）の運営の 6 項目である222。 
 特にライセンス制度に関して、コーヒー生産への参入を求めるケニア人農民は生産ライセンス（苗
木購入の認可）を、またコーヒー・ボード主催のオークションへの参加を希望する卸売業者は購入
ライセンスを取得しなければならない。しかし、これらライセンスの認可・発行業務を担っている
コーヒー・ボードはケニア政府所管の機関であったため、ライセンスの発行は、必然的にケニヤッ
タ政権の支持者であったキクユ人農民に対して優先的に行われ、他方、反政権派であったルオ人や
カレンジン人の農民の大半はコーヒー栽培に参入できなかった。さらに購入ライセンスに関しても、
ヨーロッパ人の輸入業者や都市部に住むキクユ人の仲介業者・卸売業者がライセンスの主な取得者
であり、ナイロビに流入した非キクユ人に対する購入ライセンスの審査はより厳格なものとなって
いた223。 
 貿易におけるライセンス制度とレント・シーキングの関係を分析したクルーガーは、「レント・シ
ーキングは競争的（利権の奪い合い）という側面を持っており、それに付随する資源はレント・シ
ーキングの勝者にささげられるということである。（中略）レントと輸入ライセンスとの間に強い連
関（結びつき）が存在すること、数量制限に伴う補償費（補助金）が関税にレントの費用を加えた
ものと同等だということである。輸入ライセンスは政府の介入が可視化された大規模なレントであ
る224」と指摘している。クルーガーが指摘するレント創出機能をケニアの事例に当てはめたとき、
ケニヤッタ政権が導入した生産および貿易（輸出）ライセンスは特定の農民に対するレント（利権）
を作り出す上で効果的な制度となっていた。ライセンスの取得が容易であったキクユ人農民は、
1970 年代以降に見られるコーヒーの市場価格の上昇、およびケニヤッタ政権がコーヒーの品質向上
や輸出増大のために実施した政策を背景に、莫大な富を獲得した。さらにケニヤッタは、他の換金
作物生産に対する課税率を 6～9％に設定する一方で、コーヒー生産者に対する課税を 3％程度に留
めており、しかも 1970 年代半ばにはコーヒー生産者（キクユ人農民）を非課税とするなど、コー
ヒー生産者であるキクユ人農民に対して、税制面での優遇も実施していた225。だが非キクユ人農民
は、コーヒーよりも市場価格の低い換金作物を栽培しなければならず、コーヒー生産者（キクユ人）
ほどの収入を得られなかった。しかも非キクユ人農民はこのライセンス制度の弊害に加えて、財力
の欠如から、コーヒー栽培に参入できなかった。 
                                                  
222 Republic of Kenya[1969]、pp.244-245。各生産者や協同組合がマーケティング・ボードに持ち込んだコーヒー
の生豆は、味や香り、大きさなどから 8 等級（E、AA、AB、PB、C、TT、T、MH／ML）に分類されており、最
上級の AA（味・香りが良質であり、且つ豆のサイズが 6.8～7.2 ミリのもの）に分類されるコーヒー生豆はごく僅
か（この量は各年の出来具合によって異なる）となっている。 
223 都市部に住むキクユ人は、農産物輸出の卸売や仲介業以外にも様々な事業を行っており、ケニア人初の株式会社
の設立や他の商業、サービス業関連の企業経営はキクユ人に端を発している（上田[1997]、pp.234-235）。そのため、
ナイロビなど都市部に住むキクユ人富裕層はケニア人企業家・資本家の中枢に位置しており、政界に対して強大な
影響力を有していた。 
224 Krueger[1974]、pp.291-302。 
225 Bevan, et al.[1989]、p.9。ただし、生産および輸出に対する課税は 1970 年代末より年率 6～7％となり、さらに
1980 年代以降、税率は 9％に上昇している（児玉谷[1985]および Akiyama[1987]を参照）。そして、コーヒーに対
する課税が増加した背景にはモイ政権によるキクユ人農民への弾圧があげられるが、「モイ政権のキクユ弾圧」につ
いては第 4 章にて論じる。 
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 コーヒーは「高品質であるが疫病の耐性が低いアラビカ種」と「低品質ではあるが疫病に強いロ
ブスタ種」の 2 種類に大別されるが、ケニアの場合、主に高価格で取引されているアラビカ種コー
ヒーが栽培されている226。ただしアラビカ種コーヒーは作付けから収穫までの期間が長期に渡るた
め、コーヒー栽培を行うためには既に一定の財力があるか、もしくはコーヒー・ボード（ケニア政
府）から資金援助を得ることが不可欠であった。だがケニア政府（ケニヤッタ）は、土地購入資金
への融資と同様に、“苗木や肥料の購入費”および“潅漑設置や農地開拓の費用”の援助を求める農
民の中でも、政権支持者の農民に資金援助（融資）の大部分を投じている。そのため、反政権派の
農民は農業生産に関する融資を得られず、コーヒー生産への参入を断念せざるを得なかった。 
 さらにケニヤッタ政権は、ICO が課した輸出割当を遂行する際、コーヒー生産の拡大（もしくは
規制）や流通・市場価格の管理を担うコーヒー・ボードの機能（苗木の販売量やコーヒーの作付面
積に対する制限、輸出業者に対する課税、生産諸税の賦課、ライセンス制度）を通じて、市場介入
を実施していた227。しかも、それら制限（不利益）の度合は「ルオ人やカレンジン人（反政権派）
の農民＞キクユ人（政権支持派）の小農＞キクユ人の大土地所有農民」となっており、反ケニヤッ
タ派（非キクユ人）の貧しい農民ほど大きく制限される仕組みとなっている。そのため、コーヒー
生産の拡大が制限された貧しい農民（主に非キクユ人の農民）は、ケニヤッタ政権の農業政策に不
満を抱き、コーヒー政策の内容に対する反対運動を展開するようになった。だが、ケニヤッタはこ
の反対運動を利用して、政府介入を一層強化している。ケニア政府は反対運動への対応として、例
えばコーヒーの木の引き抜きや農場視察等の規制を撤廃したが、他方、規制緩和によって生じる問
題（コーヒーの低品質化）を回避することを口実に、各生産地域の協同組合へ開発長官
（Commissioner for Co-operative Development）や監督官（政府の役人）を派遣し、コーヒー生
産者への監視を強化している。ケニヤッタ政権に対する反対運動は、結果的に、生産者主体の協同
組合を政府が直接的に管理（支配）する契機となったのである228。 
 ケニヤッタ政権が様々な規制（市場介入）を行ったコーヒーは、市場価格が 1 ポンド当たり 38.7
米セントから 97.1 米セントに高騰したことも重なり、輸出規模が急激に増大している。ケニアのコ
ーヒー輸出額は 1965～1969 年で平均 4,390.6 万ドルであったが、1970～1978 年には平均 1.73 億
ドルまで増加し、輸出量も年平均 4.7 万トン（1965～1969 年）から 7.3 万トン（1970～1978 年）
に拡大している。ただし、貧しい農民や低賃金労働者は急増したコーヒー輸出に伴う収益（恩恵）
を得ていない。しかもその代金はコーヒー・ボードや協同組合を介して支払われるため、貧しい農
民は、既に大土地所有者やキクユ人農民によって利ざやが差し引かれた後に残る僅かな現金しか得
                                                  
226 アラビカ種コーヒーは、最も高価で取引されているブラジル・アンド・アザー・ナチュラル（Brazilian Natural 
Arabicas）、上品質のコロンビア・マイルド（Colombian Mild Arabicas）、低品質のアザー・マイルド（Other Mild 
Arabicas）の 3 つに分類されており、ケニアではコロンビア・マイルドのアラビカ種が栽培されている（妹尾[2009]、
p.203）。またアラビカ種とロブスタ種では作付けから収穫までに要する期間が異なっており、アラビカ種は4～5年、
ロブスタ種は 2～3 年となっている。コーヒーの作付けから収穫までの流れは辻村[2009]を参照。 
227 Daviron and Ponte [2005]、pp.96-101。 
228 児玉谷[1985]、pp.27-28。 
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られないのである。 
 ケニア人農民（一部の大土地所有者を除く）は生産したコーヒーをコーヒー・ボードに直接売却
しておらず、ケニア生産者組合連合（KPCU）や小規模の農業協同組合を仲介して売却している。
KPCU はケニア人農民によって結成された組織であり、その目的はケニア人によるコーヒー生産の
拡大である。特に貧しい農民は、農業生産性の向上や小農支援を効果的に行うという理由から、
KPCU もしくは個別の小規模農業協同組合に加入することがケニア政府より義務付けられている
229。ただし、各農業協同組合には、ケニヤッタ政権の側近や行政府の官僚、KPCU の元組合員が役
員として配置されていたため、組合に参加している農民は実質的に KPCU（政府）の管轄下に置か
れている。 
 
図 3-3 ケニア国内におけるコーヒーの流通過程 
ケニア人生産者 コーヒー・プランテーション
（ヨーロッパ人・インド人）
コーヒー・ボード （ナイロビ）
生産ライセンスの認可
コーヒー取引所
（ナイロビ）
コーヒー卸売業者（輸出）
生産ライセンスの認可
購入ライセンスの認可
KPCU所有の
集積・加工工場
一部の大土地所有者
→（灰色）：販売代金
→（黒）：コーヒーの移動
⇒（白地）：認可の承認
 
（出所）著者作成。 
 
 小農が生産したコーヒー・パーチ（外皮が覆われた状態のコーヒー生豆）は KPCU やコーヒー・
ボードが所有する集積・加工工場に移送され、選別・加工された後、コーヒー・ボードに出荷され
るため、生産者は「コーヒー・ボード→KPCU→各農業協同組合（もしくは各生産者）→各生産者」
                                                  
229 Pollin, et al.[2008]、pp.110-115。 
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という順序で諸経費が差し引かれた後、その残高（僅かな収入）を受け取っている230。KPCU が生
産者（一部の大土地所有者）や協同組合に支払う金額は KPCU の収益から組合費や集荷・加工等の
諸経費を除いた金額（67～93％の範囲）となっており、小農（組合員）が受け取るこの金額（収入）
は各農民の所有地や出荷量に基づいて設定されている。例えば、組合員 2 名（所有地が 2 ヘクター
ル未満の農民 A、同 2～4 ヘクタールの農民 B）と組合の責任者 1 名で組織されている協同組合が
KPCU からコーヒーの代金“200”を受け取ったと想定したとき、農民 A は“67”を、また農民 B
は“93” をコーヒーの代金として組合から受け取り、協同組合の責任者には“40”の利ざやが入
る231。しかも、コーヒー栽培に深く関与していた KPCU はコーヒー生産による恩恵の増大を図り、
ケニヤッタ政権との結び付きを強固にしていたため、コーヒーの生産・加工・流通といった全ての
工程が実質的には政府の支配下に置かれている。そのため、コーヒー生産に従事するケニア人農民
は、生産および流通過程において、コーヒー・ボードおよび KPCU による介入（ケニヤッタ政権の
支配）を避けられなかった（図 3-3 を参照）。 
 ケニア各地の農村の政権支持者は、「キクユ人の優遇」と「非キクユ人への冷遇」を目指したコー
ヒー政策を背景に、その勢力（富）が拡大した。またコーヒー輸出によって富を獲得した大土地所
有者は、当該地域の農民に対してケニヤッタを支持するよう圧力をかけ、ケニヤッタ政権への支持
の強化を図っていた。1978 年に死去するまでの約 15 年間（1963～1978 年）、ケニヤッタは利権創
出を目的とするコーヒー政策によって強大な権威主義体制を構築するとともに、行政機構や国営企
業をキクユ人主体の組織に変えていった232。ただし大部分の農民は、コーヒーなど換金作物輸出に
よる恩恵を享受できず、さらには、ケニア政府が実施する融資や諸支援など農業生産上の恩恵さえ
も享受することができなかった。そのためケニアの農業部門（農民）には、大土地所有者‐小農間
の経済格差に加えて、政権支持派‐反政権派間の経済格差が生じるようになった。キクユ人が莫大
な外貨を獲得できるコーヒー産業を牛耳っていたため、生計の維持が困難になった貧しい農民はキ
クユ人の経営するプランテーションや都市部に雇用機会を求めて移住している233。もっとも、都市
部は全ての貧困層に雇用機会を提供できず、さらに急激な人口増加も重なったため、ナイロビやモ
ンバサ、キスムといった大都市は次第に大勢の貧しい人々で溢れかえるようになった。 
 コーヒー産業の発展は、一方で「欧米列強諸国‐独立後ケニア」間の従属関係を維持・強化し、
他方でケニア国内に「富裕のキクユ人農民（ケニヤッタ）‐貧しい非キクユ人農民」間の支配関係
を構築した。加えて、ケニヤッタが抱く関心事は自身の権威の増強や支持者の利権創出であり、貧
                                                  
230 KPCU の機能については Monke, et al.[1995]を参照。 
231 深沢[1967]、pp.92-94。ただしアキヤマによると、ヨーロッパ人農場主や一部の大土地所有者（ケニア人）は
KPCU に加入せず、コーヒ ・ーボードに直接コーヒーを売却する場合がほとんどであった（Akiyama[1987]、pp.3-6）。 
232 北川・高橋[2004]、pp.88-89。 
233 松田[1995]、pp.35-36。1960 年代半ばまで、コーヒー・プランテーションに従事する賃金労働者は 10 万人（労
働者全体の 20％）であったが、1970 年代に入ると、コーヒー生産に従事する農民（小農および賃金労働者）は 200
万人以上に達していた。またマクファクハールとエバンス（Mcfarquhar and Evansv）によると、長期労働者の平
均賃金は 1 人当たり 600 ケニアシリングほどであった（Mcfarquhar and Evansv[1972]、pp.121-138）。 
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困の改善や換金作物によって創出された富および農地の適切な配分ではなかった。そのため、大勢
の農民が求める“平等や公平”はケニヤッタにとって不利益でしかなかった。しかもケニヤッタ政
権から抑圧された大勢の農民は、ケニヤッタによる報復行為を脅威に感じていたことに加えて、自
給用の食糧（穀物生産）が確保可能であったことを背景に、政府に対して過激な批判や反対運動を
展開しなかった234。「独立の父」であるケニヤッタは、西側諸国と良好な関係を構築するとともに、
換金作物栽培を介した支配構造の確立によって、強大な権力を有する指導者（独裁者）でしかなか
った。 
 
 
4．小括  
 ヨーロッパ人入植者に抑圧された人々の不満の帰結として、1963 年、ケニアはイギリスによる植
民地支配からの「独立」を達成した。しかし、独立後のプロセスを見る限り、ケニアは必ずしも植
民地支配に苦しめられた人々の求める「（真の意味での）独立」を勝ち取っていない。独立後のケニ
アは、政治的・経済的自立のための外貨（対外援助および融資）を得る必要に迫られていたため、
西欧列強諸国の意図に従い、社会主義的な政治経済体制に対峙する「東アフリカの防波堤」という
役割を受け入れていた。 
 ケニア政府が西側諸国の要求を受け入れる姿勢を示したため、大勢のケニア人農民はヨーロッパ
人入植者の強制的な土地収奪に晒されたにもかかわらず、土地を取り戻すためにヨーロッパ人（収
奪者）へ多額の現金を支払わなければならなくなった。もっとも、土地購入のための資金は旧宗主
国イギリスをはじめとする西欧列強諸国から融資された外貨であったため、独立後の土地移譲計画
は、西欧列強諸国がケニアに多額の債務を背負わせる理由、換言すれば、ケニアを「換金作物を栽
培するための農場」として利用し続ける契機ともなった。ただし初代大統領ケニヤッタは、大勢の
人々が土地移譲に伴う不利益を被るなか、「売買による土地移譲」という仕組みを利用し、自身の政
治的利権や権威の強大化を図っている。特にケニヤッタ政権が実施した土地再配分計画の真意は、
「ケニア人に対する平等な土地の割当」という（名目上の）目的とは異なり、土地売買を通じて特
定の民族集団を優遇することにあった。そのため土地は、一方で西欧列強諸国による圧力を被る要
因となったが、他方でケニヤッタがレント創出を成し遂げる上で有効な政治的資源でもあった。 
 独立直後より多額の対外債務を抱えたケニアは、経済発展の達成に加えて、対外債務を返済のた
め、貴重な外貨獲得源である換金作物輸出を成長させなければならなかった。またコーヒーや紅茶
の需要が世界規模で増していたため、それら作物を輸入している西欧列強諸国は、生産コストが安
価であり、しかも栽培に適しているケニアに対して、換金作物栽培を強要する必要があった。もっ
とも、西側諸国がケニア換金作物栽培を強いることは容易であった。土地購入や経済開発のために
多額の融資を受けたケニアは、西側諸国の要望を受け入れざるを得ず、そのため、独立以降も換金
                                                  
234 Bates[1981]、pp.81-82。 
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作物栽培を継続させなければならなかった。換金作物の消費者である西側諸国はケニアが輸出した
安価な農産物を輸入することで莫大な富（利ざや）を得たが、生産者であるケニアは、西側諸国が
獲得した富の 10 分の 1 程度の富しか得ていない。 
 ケニアは、西側諸国の圧力に沿うかたちで換金作物栽培に偏重した経済・農業政策を打ち出すと、
農産物輸出の拡大によって貴重な外貨を獲得し、高い経済成長までも達成するようになった。ただ
し、全てのケニア人農民が換金作物によって十分な富を獲得しておらず、むしろ富の大部分は特定
の農民によって占有された。特にコーヒーは高価で売買される農産物であったが、コーヒー栽培に
参入できる農民はケニア中央部に住むキクユ人ら（ケニヤッタの支持者）が中心となっており、し
かもケニヤッタは他の民族集団がコーヒー産業に参入できないよう、市場介入や諸制度を実施して
いた。ICO による市場価格の安定化策が機能していたため、コーヒーは生産国であるケニアにとっ
て、外貨を安定的にもたらす作物であったが、全てのケニア人農民が生産者となることできず、コ
ーヒー輸出によって創出された恩恵も限定的なものでしかなかった。 
 独立後のケニアでは、農産物生産に不可欠な土地が「政治的利益の創出のための資源」としてケ
ニヤッタに私物化され、さらに農業生産そのものが「先進国のための経済的利益」および「ケニア
国内のエリート層のための政治的・経済的利益」の双方を創出するための活動となっていた。先進
諸国が「欧米列強諸国のために安価な換金作物を生産する農場であること」をケニアに強要し、そ
して先進諸国の要求を受け入れたケニヤッタが「政治経済構造のキクユ人化」を植民地支配に虐げ
られてきたケニア人（非キクユ人）に強要した結果、独立後のケニアに押し付けられた不利益の全
てが貧しい農民に強いられたのである。そのため、大勢の農民が独立後も自身ではなく他者（先進
諸国）のために農産物を生産し続けているが、これら農民の大半が生産量および輸出量の増大によ
る恩恵を享受できず、貧困状態に陥ったままである。 
 ケニアにとって 1963 年の「独立」とは支配者を“ヨーロッパ人”から“ヨーロッパ人とケニア
人”に変えただけであり、農民の大多数は、独立以後も、一部の権力者による抑圧から脱却してい
ない。大勢のケニア人は、“独立の達成”に歓喜してまもなく、“虚構の独立”に失望したのである。
もっとも 1970 年代まで、ケニアは国内で必要とされる穀物の生産を辛うじて達成しており、貧し
い農民も食糧自給と換金作物栽培を並行して行っていた。干ばつの発生時を除いて、貧しい農民が
飢餓状態に陥る危険性は少なかったため、ケニヤッタ政権に対する小農の反発も過激化しなかった。
しかし 1980 年代以降、ケニアを襲った大規模な干ばつと食糧自給の崩壊によって、貧しい農民は
貧困と食糧不足の両方に直面した。 
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第 4 章 政権交代と換金作物依存―モイ政権移行期― 
 
1．カレンジン人政権の誕生と 2 つの問題  
 ケニヤッタおよびケニア・アフリカ人全国同盟（KANU）は土地や農産物といった農業資源を私
物化することで強大な権威主義体制を構築したが、ケニヤッタは 1970 年代に健康状態が著しく悪
化し、大統領在任中の 1978 年 8 月に死去した。ケニヤッタは後継者を指名することなく急死して
しまったため、KANU 内部は次期大統領の座を巡り、ケニヤッタの息子のウフル・ケニヤッタ
（Uhuru Kenyatta）を支持する派閥と副大統領であったモイの大統領就任を主張する派閥に分裂
するようになった。 
 ウフルを支持するキクユ人やエンブ人、メル人の政治家は、「ケニア建国の父」と謳われたケニヤ
ッタの息子であることを根拠に、政治家としての実績が全くないウフルの大統領就任を既定路線と
するキャンペーンを展開していた。さらに、ウフルが二代目大統領に就任することは、セントラル
州南部のキクユ人（以下、南部キクユ人）のエリート層を中心とする既存の支配体制の維持につな
がったため、キクユ人、エンブ人、メル人を中心とするエリート層や政治家はウルフを勝利させる
ことに躍起になっていた235。他方、ケニヤッタ政権の副大統領に就いていたモイは少数民族のトゥ
ゲン人（後のカレンジン人）出身であったため、キクユ人エリートらの支持を受けたウフルとは対
照的に、KANU 内における政治的影響力や権力の乏しい政治家であった。トゥゲンを含むカレンジ
ン人は独立以降よりキクユ人に抑圧された民族集団であり、特にカレンジン人が住むリフトバレー
州は、換金作物栽培に適していたために富裕のキクユ人農民やエリート層による土地収奪の対象と
なった地域であった236。モイ自身も、非キクユ人エリートであり、しかも野党のケニア・アフリカ
人民主同盟（KADU）の解散と同時に KANU に吸収された政治家であったため、KANU（ケニヤ
ッタ政権）内での影響力に乏しく、副大統領という地位も形式的なものでしかなかった。 
 ただし名目上の副大統領であったモイは、ケニヤッタの健康状態の悪化を契機として、政治体制
内における支持の獲得を試みるようになり、ルイヤ人やルオ人の政治家、官僚との関係強化を進め
た237。加えて、KANU がウフル支持一色ではなかったことも、モイが新たな指導者の座に就く好機
となった。キアンブ人やセントラル州北部のキクユ人（以下、北部キクユ人）の政治家は南部キク
ユ人のエリート層によって抑圧されており、ウフルの大統領就任によって自身の政治的立場が一層
弱まることに危機感を抱いていた。またモイ自身が政治的実権をほとんど有さない人物であったた
め、政治的実権の掌握を目論んだ北部キクユ人の政治家は、ウフルの対抗馬となったモイの大統領
                                                  
235 後にモイ政権が誕生するが、モイ自身はキクユ人を主体とする政治体制の変容を目論み、セントラル州北部‐南
部のキクユ人間に対立を生じさせることや GEMA の解散を目的とする「民族結社の全面禁止」を実施した（羽佐田
[1995]、pp.15-16）。 
236 高橋[2011a]、pp.184-185。 
237 Throup and Hornsby[1998]、p.21。 
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就任を支持するようになった238。そしてモイの大統領就任を画策した反ウフル派は、ケニア人全体
からの支持を獲得するため、法的正当性（ケニア憲法上の規定）や独裁的な政治体制による不平等
を根拠に「反ウフル・キャンペーン」を展開するようになった。 
 ケニヤッタが心臓発作を発病した 1968 年、大統領就任に関する規定がケニア議会の審議を経て
改正された。憲法改正によって新たに規定されたのは、①副大統領は、大統領指名議員でなく選挙
で選出された国会議員の中から大統領によって任命されること、②死亡・辞任により大統領職が空
席となった場合、副大統領が大統領職の一部を代行すること、③副大統領職が空席の場合、もしく
は副大統領が自らを大統領代行に不適格と考えた場合、内閣から選出された大臣 1 名が大統領代行
に就くこと、④大統領職代行は国会解散権も閣僚の人事権を有さないこと、⑤正式な大統領を決定
する選挙は大統領が空席になった日から 90 日以内に実施することの 5 項目である239。副大統領が
大統領代行を務めることがケニアの最高法規であるケニア憲法に定められたため、モイが大統領代
行に就任することは正当な法的・政治的手続きに基づくものであり、モイ派の主張も正当性を有し
ていた。 
 他方、ウフル派はウフルが大統領代行に就任することの根拠として、ケニヤッタの息子という血
縁関係を主張しているが、ウフル派の主張は憲法上の規定を無視した行為であるとともに、世襲に
基づく独裁体制の強化を国民に強く印象付けるものでしかなかった。そのためウフル派は、ケニヤ
ッタの健康状態がさらに悪化した 1970 年代後半以降、大統領職に関する憲法上の規定の改正を訴
えるキャンペーンをケニア各地で展開し、モイの大統領代行や二代目大統領就任の阻止に努めた。
しかし、ウフル派閥による憲法改正運動は、ケニヤッタが急死したことで未達成に終わり、モイは
憲法上の規定に則って大統領代行に就任した。さらに、後継者争いにおけるウフル派の行動はケニ
ア国民に「独裁的な政治体制の継承」を強く印象付ける行為であったため、キクユ人に抑圧された
カレンジン人を中心に、大勢の人々がウフル派への不支持を示すようになった。ケニヤッタ死去後
の 1978 年 10 月に実施された大統領選挙では、モイがウフル派の瓦解を背景に勝利し、新たな大統
領に就任した。この“非キクユ人政治家のモイの勝利”は KANU 内部からウフル派が一掃された
ことを示唆しており、この時点までは北部キクユ人の政治家の思惑通りに進んでいた。しかし“支
持者の思惑＝北部キクユ人が政治体制の主導権を握ること”とは異なり、モイは、1979 年の議会選
挙でカレンジン人など少数民族出身の政治家を優先的に KANU 公認の候補者にし、閣僚人事もカ
レンジン人など非キクユ人の政治家を中心に構成した。KANU の中でも比較的弱い立場にあったモ
イが非キクユ人主体の政治体制を構築できた要因には、大統領就任と同時に「カレンジン人」とい
う大きな民族集団を形成したことがあげられる。 
                                                  
238 ウフルの大統領就任に反対していたキクユ人やルオ人政治家は、必ずしもモイの大統領就任を肯定していなかっ
た。ただし、モイの政治権力が脆弱であったため、例え彼が大統領に就いたとしても、自身の政治権力や利権構造
を維持・強化できると想定していた。そのため、一部のキクユ人やルオ人はウフルではなく、モイに対する支持を
表明していた（津田[2011]、pp.481-482）。 
239 同上[1998]、p.27。 
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 1970 年代まで、カレンジン語系の民族集団には、例えばナンディ人やケイヨ人、キプシギ人、そ
してモイの出身民族であるトゥゲン人など複数の小規模な民族集団が存在した。1979 年以前にケニ
ア政府が作成した『人口分布に関する国勢調査』や他の統計資料でも、各々の少数民族の人口規模
が提示されており、「カレンジン人」という民族集団の区分は存在しなかった240。加えてカレンジ
ン語系の各民族は、それぞれ異なる民族として認識しており、決して「カレンジン人」という連帯
感を抱いていなかった。そこで 1970 年代末、モイはリフトバレー州に住む複数の少数民族を「カ
レンジン人」という 1 つの“準民族集団”に統合し、支持基盤の強大化および政治体制における影
響力の強化を目論んだ241。高橋が「民族集団のあり方は、その時点での国家の政策や資源配分によ
って強く影響を受けてきた242」と論じているように、モイは強大な支持基盤を構築するためにケニ
ア第 5 位の民族集団となる「カレンジン人」を形成したのである243。もっともモイは、ケニヤッタ
と同様に植民地支配期から高等教育を受けた少数の政治的エリートの 1 人であり、民意から乖離し
た存在であった。ムランガ（Godwin R. Murunga）が「ケニアには、大統領制下における権力の中
央集権化に関する問題が内在する。つまり、政治的経済的対立・競合を排除する一方で、中央集権
制は、一部の政治的アクターが利権の絡む経済部門への国家介入を進展させること、いわゆるレン
トの拡大に貢献する244」と指摘しているように、モイは民意から乖離した政治体制、換言すれば、
ケニヤッタ政権期に見られる「農業資源に基づくレントと抑圧」という問題を継承した。この“問
題の継承”はモイが大統領就任と同時期に直面した 2 つの問題とも密接に結びついている。 
 KANU 内部での権力抗争の後、モイは反ウフル派のキクユ人エリートらの支持を背景に、ケニア
の最高権力者の座を勝ち取ったが、モイは大統領就任と同時に 2 つの問題に直面した。1 つ目の問
題は、ケニアの経済状態の急激な悪化である。ケニアは国際社会から「アフリカの優等生」と称さ
れるほど高い経済成長を達成したが、その背景にはコーヒーをはじめとする換金作物の輸出増大が
あげられる。しかし 1970 年代末、ケニアの経済状態は、国際市場における一次産品需要の減退を
契機として急速に悪化していた。 
 貴重な外貨獲得源であったコーヒーや他の換金作物の需要は、1979 年に発生した第二次石油危機
に伴って鈍化したため、ケニアは経済状態の悪化や対外累積債務の増大に陥ったが、この経済状態
の悪化は支持基盤を強化しようと努めていたモイ政権にとって大きな不利益となった。支持基盤を
強化するためには利権を創出することが不可欠であったが、利権創出には外貨を獲得しなければな
らない。しかし、①自国の資源のみで経済状態を改善させることが困難であったこと、②換金作物
輸出によって創出された外貨のみでは政権運営やレント創出が困難であったこと、③債権諸国から
債務返済を迫られていたことという 3 つの問題が重なったため、モイ政権は、先進諸国や国際機関
                                                  
240 同上[1996] 、Central Bureau of Statistics (Kenya)[1976]および [1981]。 
241 高橋[2010]、pp.344-352。 
242 同上[1998b]、p.42。 
243 同上[2011b]、p.9。 
244 Murunga[2007]、p.264。 
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等による追加融資や経済援助を受けなければならなかった。ただし国際社会による追加融資は、ケ
ニアの換金作物依存および食糧輸入の増大が進展する契機ともなっている。 
 外貨獲得という問題と同時並行的に進行していた 2 つ目の問題は、「政治経済構造のカレンジン
人化」の構築を押し進めることにある。キクユ人やキアンブ人、ルオ人の支持によって大統領とな
ったモイは、これら支援者の意図に反し、自身の政治的利権（レント）の創出を目的とする政策の
策定を試みた。ただしモイは、必ずしも政治的影響力を持つ存在ではなかったため、まず前大統領
であるケニヤッタの不備を指摘し、現政権の政策の有効性を強調している。例えばモイは政府作成
の開発計画の中で、「独立以後様々な政策が行われてきたが、我々はケニヤッタ大統領が行ってきた
政策に満足してはいけない。（中略）我々の所得水準は未だに低水準であり、また国民の大多数が貧
困状態に陥っている245」と唱え、ケニヤッタ政権下で実施された政策が不十分であったことを指摘
している。さらにモイは、「独立の父」という名声のもとで断行された「ケニヤッタの独裁的な政治
体制」の是正が不可欠であることを主張し、貧しい農民への支援を口実とする政策の実施を強行し
た。「カレンジン人化」の前段階としてケニヤッタ政権の不備を強調したモイは、1979 年の組閣で
カレンジン人政治家を中心とする閣僚人事を強行し、ケニヤッタ政権下で中軸を担っていたキクユ
人やエンブ人、メル人などの有力者を政治体制の中枢から排除した。換言すれば、モイ政権はケニ
ヤッタの実施した「政治経済構造のキクユ人化」を「カレンジン人化」に変えただけである。 
 ただし、ペーター・ギボン（Peter Gibbon）が「モイは政治的信憑性も後援者も乏しい大統領で
あった。（中略）モイは権力基盤の確保を目論み、多数派民族であるルオ人及びルイヤ人の支持獲得
に動き出した。1970 年代まで、これら民族集団は当時の政治を支配していたキクユ人によって“独
立時に活躍した集団”から排除された存在であった246」と論じているように、キクユ人政権によっ
て政治的地位を獲得した政治家や官僚、ケニア人資本家は、自身が抑圧したモイなどルオ人政治家
に対して、完全に同意しておらず、1982 年には軍部を首謀者とするクーデターが画策されるなど、
モイ政権に対する反発も顕著となっていた247。国民や KANU 内の政治家、官僚が「カレンジン人
化」を目論んだモイに対して強く反発したため、「政治経済構造のカレンジン人化」は容易に進展し
なかった。そのためモイは、自身の政権基盤であるカレンジン人勢力を増強するとともに、カレン
ジン人を抑圧した反政権派（特にキクユ人）の勢力が弱体化するような政策を実施しなければなら
なかった。そしてモイ政権は、“カレンジン人の利権の創出”や“キクユ人の利権の縮小”を目的に、
換金作物や土地再配分による優遇政策（ケニヤッタ政権と同様の政策）を実施した。 
 モイが直面した「第二次石油危機の発生に伴う経済状態の悪化」と「カレンジン人を基軸とする
権威主義体制の維持・強化」という 2 つの問題には、「換金作物栽培依存の強化」および「貧困層
                                                  
245 Republic of Kenya[1979]、p.ⅰ。 
246 Gibbon[1995]、p.76。 
247 政府に対するクーデターの画策には、1971 年にもカンバ人の政治家と軍部が結託し、ケニヤッタ大統領および
モイ副大統領を殺害する計画が存在していた。しかし、同計画は実行前にケニヤッタ政権に発覚し、未遂に終わっ
ている（Throup and Hornsby[1998]、p.17）。そして 1982 年のクーデターも実行前に発覚し、未遂に終わっている。
さらに、クーデター未遂事件に見られるような政権への反感はモイ政権をより強権的な性質に変えた。 
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の不利益の増大」という共通点が見られる。特に食糧不足が顕著となった 1980 年代以降、ケニア
では“自給用の食糧”以上に“換金作物”の増産が進められていたが、他方、換金作物を栽培する
農民の大半は貧困や食糧不足に陥っていた。この換金作物依存と貧困問題は、「欧米列強諸国による
介入」および「権威主義体制の構築」と密接に結び付いていた。 
 
 
2．構造調整の導入と食糧問題  
（1）農産物輸出の減退と経済悪化 
 第二次石油危機の発生は一次産品需要の減退を招いたため、換金作物輸出に依存していたケニア
の経済状態に多大な悪影響を及ぼした。例えば、ケニア最大の輸出産品であるコーヒーの輸出額は
1 トン当たり 5,189.2 ドル（1977 年）から 3,616.7 ドル（1980 年、以下同順）に減少しており、そ
の総額も 5.0 億ドルから 2.9 億ドルに減退している。また、ケニア第二の換金作物であった紅茶の
輸出額は 1977 年に 1 億ドルを超えて以降、1980 年代まで 1.5～2.8 億ドルの範囲で乱高下してい
る（表 4-1 を参照）。そのためケニア国内の生産者価格も、図 4-1 に示すように、コーヒーが 1 キロ
グラム当たり 478.9 セントから 356.1 セントに、紅茶が 1 キログラム当たり 258.9 セントから 215.0
セントに下落した。コーヒーや紅茶をはじめとする換金作物の市場価格が下落傾向に転じたため、
ケニアの農産物輸出額は 8.5 億ドル（1977 年）から 6.9 億ドル（1980 年）まで縮小している。ま
た 1980 年代の農産物輸出額は、コーヒーの市場価格の急騰によって 9.1 億ドルまで回復した 1986
年を除き、概ね横ばい（6～7 億ドル程度）で推移している。 
 
表 4-1 1970～1989 年における主要農産物の貿易額の推移（100 万ドル） 
1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989
コーヒー 62.4 54.8 69.4 102.0 107.6 95.2 222.2 499.6 340.4 302.1 290.5 245.2 266.2 240.2 285.1 281.4 481.9 241.3 273.8 201.2
サイザル 5.3 4.3 5.8 13.7 47.5 20.3 10.0 10.0 106.0 13.0 23.7 19.7 20.0 18.1 17.6 17.6 13.6 12.3 13.4 16.2
非精製砂糖 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 0.0 5.9 28.4 37.1 5.2 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
紅茶 40.2 39.0 49.7 51.1 56.1 63.8 78.0 182.0 177.2 184.5 171.2 149.4 154.1 192.6 281.6 249.0 233.1 220.4 225.9 266.9
その他農産物 65.5 68.7 90.8 112.5 113.6 117.7 145.3 151.1 144.3 175.1 179.4 162.9 145.5 155.5 154.1 133.6 162.1 178.5 197.9 160.5
農作物輸出総額 177.6 186.4 221.7 299.5 335.1 310.9 469.8 846.2 674.4 695.1 693.4 625.0 591.4 626.2 746.7 684.7 908.0 678.1 735.0 699.1
輸出総額 304.9 314.3 359.1 477.9 611.6 600.7 656.0 1214.4 1028.9 1125.1 1382.1 1203.4 11046.3 982.6 1087.8 990.0 1223.7 963.7 1066.1 999.4  
（出所）FAOSTAT（2013 年 5 月 30 日閲覧）より著者作成。 
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図 4-1 コーヒー・紅茶の生産者価格（米セント／1 キログラム） 
 
（注）1978～1979 年の市場価格（紅茶）は輸出規模より算出した推計値。 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]より算出し、著者作成。 
 
 これら換金作物輸出の減退に伴い、ケニアの経済成長率は急速に停滞している。図 4-2 に示すよ
うに、1970 年代の年平均経済成長率は 1971 年の 22.2％を頂点に 7.17％の高水準を維持していた
が、1980 年代以降の年平均成長率は 4.23％まで落ち込んでいる。特に 1981～1985 年、1 ポンド当
たり 150 米セント程度であったコーヒーの市場価格が 120 米セントに下落した影響から、経済成長
率も 2.54％まで急落した。また、ケニアは国内で消費される原油や電力などのエネルギー資源や機
械機器等の工業製品を輸入に依存していたため、貿易赤字の規模は石油危機を契機として大幅に増
加した。ケニアの貿易赤字は、農産物輸出が好調であった 1977 年時点で 0.7 億ドルに留まってい
たが、第二次石油危機が発生した 1979 年には 5.3 億ドルとなり、さらに 1980 年には 11.8 億ドル
まで拡大し、1980～1989 年の年平均貿易赤字も 7.3 億ドルで推移するようになった。 
 輸入の増大（貿易赤字の拡大）はケニア国内の物価上昇に多大な影響を及ぼしており、インフレ
率は 1960 年代で 2.68％、1970 年代で 10.33％、1980 年代で 12.72％となっている。インフレ率を
ケニヤッタ政権期（1963～1977 年）と 1980 年代までのモイ政権期（1978～1989 年）で比較する
と、前者が 6.65％、後者が 12.35％になっているため、モイ政権はケニヤッタ政権期よりも高いイ
ンフレ率に直面しており、都市部の消費者（エリート層）を中心に消費財価格の抑制を目指した政
策を実施する必要に迫られていたことになる。ケニアの対外累積債務残高はこれら経済状態の悪化
を反映して大幅に増大しており、1977年次で 16.6億ドルであった対外累積債務は 1980年次で 33.7
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億ドルとなり、さらに 1989 年には 58.9 億ドルまで増大していた（図 4-2 を参照）。さらに、モイ
政権発足以降に発生したクーデター未遂事件など国内情勢の不安定化に伴い、ケニア国内に流入す
る投資も大幅に減退している248。ケニヤッタ政権期（1970～1977 年）における対外直接投資（FDI）
は年平均 2,353.1 万ドルであり、またモイ政権発足からクーデター未遂事件が発生する直前の 1978
～1980 年における FDI は 6,579.9 万ドルであった。だが、クーデター未遂事件が発生した 1982 年
前後の FDI は 1,696.2 万ドルまで減少している。 
 
図 4-2 1977～1992 年におけるケニアの経済指標の推移（100 万ドル・％） 
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（出所）佐々木[2012b]および World Bank Data-Bank（2013 年 7 月 23 日閲覧）より著者作成。 
 
 ケニアの労働人口の約 8 割が農業部門に従事しており、農産物輸出の減退はケニアの経済成長に
加えて、大勢のケニア人の生計に影響を及ぼすものである。特に 1979 年の第二次石油危機に伴う
一次産品需要の減退は、ケニアの経済状態や換金作物産業に従事する農民の労働環境に悪影響を及
ぼした。例えばプランテーション農場および公営農場の雇用（主に賃金労働者）は 31.4 万人（1977
年）から 29.0 万人（1980 年、以下同順）に減少しており、約 2.4 万人が失業している。また 1 人
当たりの年平均所得も、民間のプランテーション農場では 3,922.9 ケニアシリングから 5,213.5 ケ
ニアシリングの増加となっているが、公営農場では 8,622.4 ケニアシリングから 7,920.0 ケニアシ
リングに減少しており、全体では 4.6％の賃金上昇率に留まっている。だが 1980 年のインフレ率が
12.6％であり、農業に従事する大勢の貧しい農民や賃金労働者は、賃金の上昇率以上の物価上昇に
直面していた。そのため、ほとんどの農民は賃金上昇の恩恵を享受しておらず、増加した所得の大
                                                  
248 上田[1997]、p.220。 
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部分を市場価格の上昇した消費財の購入に充てざるを得なかった。 
 もっともモイは、大統領就任当初より換金作物栽培だけを推奨しておらず、経済発展や国民の生
活環境の向上に向けた政策（開発計画）を掲げていた。例えばケニアの第四次開発計画（1979～1983
年）では、「農産物輸出の拡大」以外に、「食糧問題の改善および穀物価格の低価格化を意図した穀
物増産」や「雇用促進および更なる所得向上を意図した工業部門の成長」も主な目的に掲げられて
おり、モイは表向き貧しい国民のための開発を実施することを唱えていた249。また、①東アフリカ
最大の貿易港であるモンバサがあること、②他のアフリカ諸国よりも内政が比較的安定しており、
大規模な暴動や内紛が発生していなかったこと、③1970 年代に高い経済成長を達成したこと、④独
立以降より自由主義的な経済政策を実施していたことの 4 つの要因から、ケニアは国際社会から「ア
フリカの優等生」と称されていた250。そのためケニアは、西側諸国から工業部門に関する投資や資
本が流入しやすい環境にあり、比較的工業化を推進しやすい国であった。ただしモイは、工業化の
ために必要な外貨の獲得手段が農産物輸出しかなかったため、農業部門の成長も並行して進めてい
た。だがモイ政権の工業化政策は、第二次石油危機に伴う経済状態の悪化と対外累積債務の増大を
背景に頓挫した。 
 高橋は農業部門に依存するアフリカ諸国の工業化について、「アフリカ型の場合は、余剰の創出、
外貨の調達、食糧価格の低下、需要の拡大など工業化を下支えすべき農業発展の波及効果は具現さ
れず、工業化はほとんどの国で失敗した。近代部門自体が税収拡大に貢献することができず、アフ
リカの国家のほとんどは財政基盤の強化にも成功せず、外国援助依存の深みに陥った251」と論じて
いるが、1970 年代末に見られるケニアの実態は、高橋が論じるアフリカ像を具現化した事例である。
ケニアは、例え市場価格の大幅な下落に晒されていたとしても、貴重な外貨獲得源である換金作物
の栽培を推奨せざるを得なかったが、ケニアが換金作物に偏重した最も重要な要因が、債権諸国（西
側諸国）による債務返済要求および 1980 年に強要された構造調整政策（Structural Adjustment 
Policy：SAP）である。 
 
（2）構造調整政策と換金作物依存 
 ケニアが多額の対外債務を抱えることとなった背景には、アメリカをはじめとする先進諸国（以
下、ドナー諸国）が 1970 年代半ばからケニア等の途上国に対する融資を大々的に実施したことが
ある。ドナー諸国は 1973 年の第一次石油危機によって莫大な余剰資金を獲得したため、貸し出し
規制の緩和や貸付おける低金利化を国内の金融機関や多国籍企業に実施するとともに、途上国に対
                                                  
249 さらに第五次開発計画（1984～1988 年）では、ケニアの沿岸地域を中心とする工業地帯の建設や工業部門およ
びサービス産業の発展を目指した経済特区の設置など、農業部門以外の産業の発展を目的とする計画が打ち出され
ていた。だが、これら工業化計画は未だ十分に進展していない。 
250 北川・高橋[2004]、pp.106-107。 
251 高橋[1998a]、pp.61-64。 
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して資金の大量貸し付けを行った252。さらにドナー諸国の政府および企業は大量の資金が流入した
途上国に対して、経済開発・発展を口実に様々な計画を実行した。もっとも、ドナー諸国が提供し
た資金援助や融資は、その大部分が一部の特権層と「経済開発」と称して途上国に関与したドナー
諸国政府および企業に流用されていた。しかし 1979 年に発生した第二次石油危機は、ケニアの経
済状態の悪化だけではなく、ドナー諸国に輸入額の増加や貿易赤字の拡大、物価の上昇をもたらし
た。そして、経済状態が急激に悪化したドナー諸国は、債務国であるケニアなど途上国を切り捨て
るかたちで、経済援助の引き上げ（債務返済）を強行するようになった。 
 
表 4-2 1970～1980 年におけるケニアの対外債務の推移（米ドル） 
 対外累積債務残高 対ケニア融資 
（長期） 総額 長期債務 
1970 477,531,000 408,493,000 50,016,000
1971 497,896,000 425,896,000 52,445,000
1972 581,162,000 497,150,000 48,347,000
1973 844,708,000 722,703,000 65,210,000
1974 1,152,689,000 947,447,000 97,589,000
1975 1,290,223,000 1,022,972,000 136,451,000
1976 1,493,329,000 1,178,529,000 157,012,000
1977 1,658,884,000 1,291,764,000 282,310,000
1978 2,173,736,000 1,676,694,000 215,713,000
1979 2,720,996,000 2,103,961,000 299,348,000
1980 3,386,807,000 2,492,529,000 433,462,000
（出所）World Development Indicators（2013 年 9 月 3 日閲覧）より著者作成。 
 
 1970 年代半ばの資金流入は、若干のインフラ整備に貢献したが、必ずしも貧しい農民の生計を改
善しておらず、むしろケニアに多額の対外累積債務を背負わせるものであった（表 4-2 を参照）。そ
してアメリカなどドナー諸国は、1970 年末の第二次石油危機に伴い、ケニアに莫大な資金を賃借す
る「途上国の支援者」から債務返済を強く迫る「強権的な債権者」に豹変した。ただし、ケニアは
未だに工業化を達成しておらず、加えて外貨獲得源である換金作物の需要減退や財政状態の悪化が
顕著であったため、債権諸国の債務返済要求に応えるだけの外貨がなかった。そこで債権諸国は、
ケニアの対外債務返済（繰り延べや追加融資等）に関する交渉相手を IMF・世界銀行に委託し、こ
                                                  
252 福田[2008]、p.113。 
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れら国際金融機関を介して、債権を回収するようになった253。ドナー諸国の債務返済要求が強まる
なか、債務返済能力のなかったケニアは、債権諸国に対する債務返済の免除・繰り延べや IMF・世
界銀行に対する追加融資の実施を要求するようになった。IMF・世界銀行は債務返済不能に陥って
いたケニアに対して追加融資の実施を承認したが、ただし融資実施の条件（コンディショナリィ）
として、構造調整政策の受け入れを迫るようにもなった。 
 IMF・世界銀行は、ケニアを含むサハラ以南のアフリカ諸国が経済状態の悪化に陥った主な要因
として、インフラや経済基盤の未発達、主要な輸出産品の市場価格の下落、石油危機に伴うエネル
ギー価格の高騰、地理的・気候的悪影響、急激な人口増加といった点を指摘しつつ、これら要因に
対処すべき各国政府が不適切な政策を実施したこと（政治的要因）を重大な問題と捉えていた254。
さらに IMF・世界銀行は、途上国内の輸出産品の生産者が政府政策の不備によって不利益を被って
いるとの見解から、政府による市場介入を排した経済構造が適切であると主張するとともに、市場
経済の推進を目的とする SAP を策定し、莫大な対外累積債務を抱えたケニアに SAP の実施を迫る
ようになった。SAP の内容は政治経済構造の大幅な変革を意味していたが、追加融資を得る必要が
あったケニアは、その代償として政策立案の主体を IMF・世界銀行（先進諸国）に委ねざるを得な
かった。 
 まず IMF・世界銀行は SAP の政策目標として、1～2 年の短期における政策目標として国際収支
赤字（貿易赤字）の改善、高インフレ状態の是正、新規雇用の創出（失業状態の改善）を、また 3
年以上の中長期における政策目標として、持続的発展・経済成長の達成、資源配分の効率化、所得
格差の是正（所得配分の公正化）等を促すことを掲げていた255。これら目標の達成にあたって、SAP
の政策も政治体制の民主化や経済構造における自由化・民営化の導入を基軸とした内容となってい
る。具体的には、①為替の自由化（輸出拡大を目的とする為替レートの切り下げ）、②金利の自由化、
③財政支出の縮小（財政赤字および市場介入の抑制）、④国営企業の合理化・民営化の推進、⑤国内
市場の自由化（国内産業の保護・規制および市場介入の抑制・廃止）、⑥貿易に対する規制の緩和・
撤廃の 6 点があげられる256。そして IMF・世界銀行は、SAP の内容を履行し、西側諸国のように
市場志向型の経済構造を構築することが、ケニアに経済状態の改善や持続的発展、貧困削減をもた
らすと主張し続けた。SAP の実施を受諾せざるを得なかったケニアは、旧宗主国との関係悪化の回
避のために採用していた「名目上の自由主義的な経済政策」から「より完全な自由主義的な経済体
制への移行」を進めることとなった。 
 しかし独立後のケニアにおける状況を見る限り、IMF・世界銀行が主張する「途上国政府が実施
                                                  
253 同上[2011c]、pp.127-129。 
254 World Bank/IBRD [1980]、pp.67-71 および ibid[1981]、pp.19-30。 
255 SAP の政策目標については ibid [1981] 、坂元[1994]および[1996]を参照。 
256 政策の各項目における重点度合は SAP を受け入れた途上国の状況によって異なっていた。ただし、為替レート
の改善や経常収支・財政収支赤字の是正、国内市場および貿易における政府介入（諸規制）の緩和・撤廃などの項
目はいずれの国にも共通して実施されている（毛利[2001]、p.201）。そのため、SAP の受け入れ国はケニアと概ね
同じ政策を IMF・世界銀行に迫られていた。 
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する政策の不備」は必ずしも誤認と言い切れない。例えば、権威主義体制の構築に努めたケニヤッ
タはレント創出のために過度な市場介入を実施するとともに、大勢の農民を貧困状態に陥れていた
ため、“市場介入を意図した政策・制度の悪影響がケニアに生じていた”とする IMF・世界銀行の
見解は適当である。また、権威主義体制の構築を目論んだ政策は構造調整期に大統領となったモイ
も画策している。モイは大統領就任に伴って「カレンジン人」という民族集団を急造したばかりで
あったため、ケニヤッタ政権下で行われていたような支持基盤を優遇するための政策を実施してい
た。そのため、SAP の内容に含まれていた財政支出の縮小はモイ政権に「小さな政府」への変容を
強いるものであり、ケニアの最高権力者の座に就いて僅か 1 年足らずであったモイにとって、IMF・
世界銀行に強いられた条件は受け入れ難い内容であった257。だが、追加融資が不可欠であったモイ
政権は SAP を拒否できず、ケニアは、世界で最初に SAP を実施した国として、1980 年に自国の
政治、経済、社会における実質的な主権を IMF・世界銀行へ移譲した258。もっとも SAP 実施以後
のケニア経済を見る限り、IMF・世界銀行による政策（SAP）は必ずしもケニアにとって有益な政
策となっていない。 
 IMF・世界銀行主導の SAP を受諾したことは、ケニアが独立後より進めてきた「政治経済構造
のケニア人化」から乖離するものであったが、追加融資や対外債務の返済繰り延べの条件とされて
いる以上、ケニアは SAP を受け入れざるを得なかった259。SAP を受け入れたケニアは、第一次構
造調整融資（Structural Adjustment Loan Ⅰ：SALⅠ）として、世界銀行から中長期目標を達成
するための資金 5,500 万ドル、IMF から短期目標の達成資金として 2.4 億 SDR のスタンドバイ融
資を受けた。ただし IMF によるスタンドバイ融資は、累積債務の返済期限を延期する債務繰り延
べ（リスケジューリング）であり、SALⅠでは IMF からケニアへの大規模な資金流入は実施され
ておらず、債務残高も削減していない260。しかも SAP 導入による効果はケニア経済に表れておら
ず、ケニアの経済状態は IMF・世界銀行の主張通りの改善よりも、むしろ悪化傾向が続いている。
図 4-2 にも示したように、SAP が導入された 1980 年以降のケニアの経済指標を見る限り、インフ
レ率の上昇傾向および低い経済成長率は改善されていない。経済状態が悪化し続けていたため、ケ
ニアは 1983 年に第二次構造調整融資（Structural Adjustment Loan Ⅱ：SALⅡ）として、世界銀
行から 1.3 億ドル、IMF から 1.5 億 SDR の追加融資を受けている。また 1986 年には部門別融資と
して、農業、工業、金融の各部門に対する融資が行われた（表 4-3 を参照）。さらに IMF は、途上
国に対する融資を管理する機関として構造調整ファシリティ（Structural Adjustment Facility：
SAF）を設置し、ケニアなど SAP を受け入れた国に対して、SAF を通じた低金利（年利 0.5％）か
つ 10 年間の長期融資を実施した261。 
                                                  
257 佐藤[1995]、pp.212-220。 
258 Argwings[2004]、p.40。 
259 Murunga[2007]、pp.273-274。 
260 ibid [2007]、p.273。 
261 これら追加融資の実施に加えて、世界銀行は 1987 年にアフリカ支援特別プログラム（SPA）の発足と追加融資
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表 4-3 1980 年代における対ケニア構造調整融資額（IMF：100 万 SDR、世界銀行：100 万ドル） 
 1980 1983 1984 1985 1986 1988 1989 
IMF 241.4 151.5 176.0 85.2 85.0 90.2 
世界銀行 55.0 130.9  
―部門別融資   60.0（農） 112.0（工） 53.7（工）
120.0（金）
（注）表中の（農）は農業、（工）は工業、（金）は金融業を示している。 
（出所）World Bank/IBRD [1980-1993]、佐藤[1995]および坂元[1994]より著者作成。 
 
 SALⅡや部門別融資に加えて、SAF による部門別融資までも実施されたが、ケニアの経済状態の
悪化には好転の兆しがほとんど見られず、例えば対ケニア FDI は 1979～1989 年の 10 年間で約 3
割減少し、国内物価は 3.3 倍の上昇となっている。ケニアの経済状態は 1984～1986 年において一
時的に改善しているが、これは IMF・世界銀行主導の政策が効果的に機能したためではなく、コー
ヒーの国際市場価格の急騰が最大の要因である。ケニアの経済成長の変化は概ね農業部門、特にコ
ーヒーや紅茶の輸出の増減に左右されており、同時期に見られる経済成長率の上昇もブラジルの冷
害に伴うコーヒーの市場価格の高騰によって引き起こされたものである。そのため、IMF・世界銀
行の融資および SAP の実施がケニア経済に及ぼした効果（影響）は不明瞭であり、経済指標の変
化を見る限り、SAP の有効性は現れていない。さらに、経済状態の悪化は貧しい人々の生活を直撃
しており、特に自営によっても十分な収入を得られなくなった小農や失業していた賃金労働者は新
たな雇用機会を求めてナイロビなどの大都市や大規模プランテーションが設けられている地域（セ
ントラル州やリフトバレー州）へ移住している。SAP 導入以降、賃金労働者の都市部への移住は増
加しており、ケニア全体の人口増加率が 3％強であるのに対して、都市部やセントラル州の人口増
加率は 4～5％に達している262。これら出稼ぎ民の増加は、ナイロビ市内にあるキベラのように、巨
大なスラムを形成する要因となっており、都市部における治安悪化や人口増加に伴う雇用機会の相
対的減少を招いている。 
 IMF・世界銀行は、SAP の導入後もケニア（および SAP を実施したアフリカ諸国）の経済状態
が悪化した要因として、急激な人口増加や干ばつなど自然環境上の問題が悪影響を及ぼしているこ
と、SAP の効果が表出するためには長期間を要すること、ケニア政府（モイ政権）による SAP の
履行が不十分であったことをあげているが、SAP の内容自体については一貫して有効性を主張して
いた263。確かに、高橋が「構造調整を形式的には受け入れながら、これをサボタージュするケース
                                                                                                                                                              
資金の確保や拡大構造調整ファシリティ（EASF）の設置を行っている（平野[2009]、pp.70-71）。SPA および ESAF
の詳細については第 5 章にて論じる。 
262 構造調整期における出稼ぎ民の動態については松田[1995]を参照。 
263 SAP の効果に関する世界銀行の主張については World Bank/IBRD [1980-1993]を参照。 
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は広くアフリカ諸国に見られたものである。（中略）その典型は、1980 年に最も早く構造調整融資
を受け入れたケニアであった。（中略）この時代のケニアでは、構造調整は、概ねいわゆる市場を歪
めるかたちでの資源配分の融資には貢献したが、むしろ構造調整に矛盾するような政策も実施され
た264」と論じているように、モイ政権は政治的利益の創出のための政策を実施しており、必ずしも
SAP の内容を遵守していない。そのため、SAP で掲げられた政策の効力がケニア経済において希
薄化した一因には、SAP 実施に対するモイ政権のサボタージュがあげられる。だが、モイ政権の政
策はケニヤッタ政権が実施した政策の踏襲であり、それら政策が要因であれば、ケニアは国際社会
から「アフリカの優等生」と称されるような高成長を達成していないはずである265。換言すれば、
経済状態の悪化の要因をケニア政府の政策の不備に求めた IMF・世界銀行の主張は、問題の本質や
根本要因を充分に説明していないのである。しかも、ケニアの経済状態は 1980 年以降も悪化して
いるため、SAP が途上国経済の改善にとって有効であるとする IMF・世界銀行の主張も疑わしい。
そして、IMF・世界銀行が主張している SAP の有効性と実態との乖離に対して、様々な批判が噴
出するようになった。 
 SAP に対する批判として、例えば、ドナー諸国や多国籍企業による途上国企業の買収や構造調整
による経済格差（不平等）の創出が指摘されている266。さらに、国際連合の付属機関であるアフリ
カ経済委員会（United Nations Economic Commission for Africa）も、「多くの事例において安定
した経済成長は実現されておらず、投資比率は改善というよりもむしろ後退し、債務残高は一時的
な収縮ののち急速に拡大、債務返済状況は悪化の一途をたどっている。（中略）IMF・世界銀行は、
構造調整を通じて、財政と対外債務とのバランスを調整すること及び市場を開放することを強要し
ただけであり、これらはアフリカ経済の基本的構造における危機的状況を改善するに至っていない
267」として、IMF・世界銀行のアフリカ諸国に対する介入を批判している。しかし IMF・世界銀行
は、SAP の有効性に対する様々な批判が指摘されているにもかかわらず、SAP が適切かつ有効で
あるとの主張を一貫して続けている。さらに 1980 年代後半、IMF・世界銀行は構造調整の更なる
推進のために SAF の機能を拡大するとともに、市場自由化をケニアに対して強く迫った。だがケ
ニアの経済状態を見る限り、IMF・世界銀行の名目上の主張を容認することは困難である。ただし
SAP の本質（本来的意義）が、ケニア経済の良好化ではなく、ケニアに「先進諸国のために農産物
を生産すること」を強いることであれば、SAP は効果的な政策であった。 
 対外累積債務は 1979～1989 年の 10 年間で約 2.2 倍にまで増大したが、工業やサービス業は融資
返済に貢献するような発展に至らなかったため、ケニアは農業部門に依存し続けなければならなか
った。産業別労働人口の推移を見ると、雇用機会が全体的に減少した 1980～1981 年を除き、プラ
ンテーション農場や従事者（賃金労働者も含む）の雇用は労働者全体の 23.3％から 25.9％に拡大し
                                                  
264 高橋[2010]、p.363。 
265 Sachs[2005]、pp.188-195。 
266 途上国企業の買収については坂元[2006]、また経済格差の助長については Stiglitz[2002]を参照。 
267 United Nations Economic Commission for Africa（ECA）[1989]、pp.ⅰ-ⅱ。 
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ている。ただし、現地農民の多くが自営の農業と並行して、近隣のプランテーションや市街地で商
店やサービス業を営んでおり、さらに、年齢性別を問わず大多数の人々が農業に携わっているため、
何らかのかたちで農業に従事している人々は統計数値以上と推察される268。『国連開発計画』（World 
Development Report）によると、ケニア人口に占める農業従事者は 1980 年代で 78～81％となっ
ており、さらに第五次ケニア開発計画（1984～1988 年）においても、労働人口 776.2 万人の内、
590.8 万人（全体の 76.1％）が農業従事者（大土地所有者からプランテーション農場の賃金労働者
までを含む）となっている269。これら大量の労働者が農業部門に投じられたため、ケニアの農産物
輸出は 1980 年代以降から急増している。1970 年代と 1980 年代のケニアの農産物輸出を比較する
と、農産物輸出額は年平均で約 4.2 億ドル（1970 年代）から 6.9 億ドル（1980 年代）に増加して
いる。特に主要換金作物であるコーヒーおよび紅茶に言及すれば、農産物輸出の 38～53％を占める
コーヒーは輸出額が 1.9 億ドル（1970 年代）から 2.8 億ドル（1980 年代）に、輸出量が 7.3 万ト
ンから 9.7 万トンに増大している。また農産物輸出の 24～40％を占める紅茶は、輸出額が 0.9 億ド
ルから 2.1 億ドルに、輸出量が 6.4 万トンから 12.2 万トンにまで増加している。輸出全体に占める
農産物の割合も農産物輸出の増加に伴って拡大しており、その割合は 1980 年時点で 50.2％となっ
ていたが、1989 年には 67.0％に達している。 
 もっとも、農業に従事している人々の大半は小農（2 ヘクタール未満の土地しか所有していない
農民）や近隣のプランテーション農場等で出稼ぎ労働を行う賃金労働者（土地なし農民）であり、
換金作物輸出の拡大や雇用機会の増加は必ずしも貧しい人々に恩恵をもたらしていない。農業部門
において支払われていた賃金の総額は 15.2 億ケニアシリング（1984 年）であるが、これはケニア
全体で支払われた賃金総額 113.5 億ケニアシリングの 13.4％程度でしかない。農業部門は労働者の
約 8 割を吸収しているが、農業生産によって創出された富の 5～7 割は大土地所有者が占有してい
るため、大勢の農民（農業従事者）は辛うじて得た僅かな賃金を分け合っている。 
 さらに、工業化の未成熟も雇用の創出や賃金の上昇が進展していない要因となっている。農業部
門の成長率は 4％だが、工業部門（製造業・建設業）の成長率は 3％であるため、両部門の成長率
自体はほぼ同程度となっている。だが工業部門の GDP は農業部門の 6 割弱に留まっており、ケニ
アは工業化の推進に失敗したかたちとなっている。しかも工業部門の発展、換言すればケニアの工
業が輸入代替から脱却することはドナー諸国の利益を損なうものであったため、ドナー諸国はケニ
アの工業化に消極的であった。そのため、ドナー諸国の代弁者である IMF・世界銀行の介入（構造
調整の実施）が工業化の進展に貢献していないことは必然であり、大勢の貧しい人々が“生計を維
持できるだけの賃金”を得ることは不可能なのである。 
 SAP の真意はケニアの対外累積債務を増大させるものであり、加えて、ケニアが換金作物依存に
                                                  
268 特に、著者がフィールド・ワークを行ったケニア西部の農村地帯（リフトバレー州ナンディ県カイモシ）の場合、
近隣で開かれている市場の労働者は大部分が兼業農家であり、週 2～4 日の日中を商店経営に充て、他の時間を農業
に充てていた。 
269 Republic of Kenya[1983a]、p.7。 
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囚われ続けるような状況を生み出すことであった。ただし、ドナー諸国がケニアに課した役割は「換
金作物栽培」だけではない。1980 年以降、ケニアの農業部門における特徴として、大規模な干ばつ
に伴う食糧不足と穀物輸入の急増があげられる。そして、ケニアで発生した干ばつおよび食糧輸入
の増加によって莫大な利益を得たのが、ケニアに穀物を輸出していたアメリカやイギリスなどのド
ナー諸国であった。 
 
（3）人口増加と食糧輸入 
 IMF・世界銀行の介入を背景に換金作物栽培が盛んに行われるなか、ケニアは農業部門における
重要課題の 1 つとして、急激な人口増加や度重なる干ばつに伴う食糧不足問題の改善に努めなけれ
ばならなかった。例えば、1970～1980 年の人口増加率は年平均 3.7％に達し、人口も 1,127.3 万人
（1970 年）から 1,628.3 万人（1980 年）に増加している。さらに 1980 年以降、北西部のエチオ
ピア国境付近に位置するトゥルカナ湖一帯を中心に大規模な干ばつが発生しており、特に大規模な
干ばつが発生した 1984 年には、穀物生産量が約 174 万トン（前年比の 64％）まで減少したため、
国民 1 人当たりの穀物供給量（消費量）は 122.5 キログラム（前年比の 90％）に縮小していた。ケ
ニヤッタ政権期の穀物供給量は 1974～1978 年（第三次開発計画期）で年平均 154.0 キログラムと
なっていたが、1979～1983 年（第四次開発計画期）には 141.3 キログラムまで減少している。 
 大勢のケニア人が主食にしているメイズの場合、生産量は 1970 年の 147 万トンから 1980 年に
は 162 万トンに増加し、メイズの耕地面積も 120 万ヘクタールから 135 万ヘクタールに拡大して
いる。だが、同時期における 1 ヘクタール当たりの収量は毎年 1.2 トン前後に留まっており、収量
は増加していない。またメイズの次に消費されている小麦の場合、生産量は 22.1 万トン（1970 年）
から 24.3 万トン（1980 年）に増大し、耕地面積も 13.7 万ヘクタールから 15.3 万ヘクタールに拡
大しているが、メイズと同様に収量の増加は見られない。いずれの穀物も収量が増加していないた
め、両穀物の生産量が増加した要因は、生産技術の向上や地質の改善、肥料の利用率の上昇ではな
く、耕地面積が拡大したためと考えられる。穀物生産性そのものが向上していないにもかかわらず、
人口が急激に増加しているため、ケニアが穀物を増産するためには生産地を拡大させることが不可
欠であった。ただし農耕地（農業に利用可能な土地の規模）には限界があり、しかも人口の増加に
は上限がないため、ケニアの食糧自給率や 1 人当たりの穀物消費量は急激に減少している。 
 メイズと小麦の生産量の合計は 1970～1989 年の約 20 年間で約 120 万トンも増加しているが、
人口は 1,140 万人も増加している。そのため、1 人当たりのメイズ消費量は 1970 年代で 110～130
キログラムで推移していたが、1980 年代には 95～114 キログラムとなっており、90％以上であっ
た食糧自給率は、1970 年代末以降には 70～80％程度まで落ち込んでいる270。そのため、穀物増産
                                                  
270 穀物には主食用に加えて、家畜用飼料として消費されているものがあるため、仮に食糧用としての生産が十分で
あったとしても、全体的には穀物が不足していた（Grigg[1985]、pp.247-248）。1970 年代半ばで 80～90％を達成
していた穀物自給率は 2000 年代で 66％にまで減少している。 
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および食糧自給の向上はモイ政権にとって急務であり、主食のメイズをはじめとする穀物の増産お
よび食糧自給率の向上を目指した政策・食糧計画が策定されるようになった。 
 第四次および第五次開発計画内に掲げられた食糧・穀物政策では、①食糧自給達成のため、特に
小農を対象とする穀物増産を進めること、②土地等の農業資源の最適配分を実施するとともに、土
地購入のための資金援助を実施すること、③農民が市場に参入しやすくなるよう環境を整備し、農
産物価格の低下（農産物購入の容易化）を図ること、④ケニア東部を中心とする乾燥・半乾燥（ASAL）
地帯の地質改善と生産性の向上を図ること等の項目が掲げられている271。穀物増産はこれら食糧政
策によって若干の成果を見せており、例えば 1 ヘクタール当たりの収量は年平均 1.4 トン（1970
年代）から 1.6 トン（1980 年代）に増加している。しかし、ほとんど農家では灌漑設備や化学肥料
が普及しておらず、潅漑が導入されている農場の大部分は大土地所有者の経営するプランテーショ
ン農場であったため、貧しい農民は生産量の増加を農地の拡大に依拠し続けていた272。 
 ケニアで灌漑設備が導入されている土地は 1981～1987 年で約 1.1 万ヘクタール（農地面積全体
の 0.04％）となっており、その規模はほとんど拡大していない。また化学肥料等の使用に関しても、
大土地所有者（富裕な農民層）は化学肥料を投入するための財力を持っていたが、農民の大多数を
占める小農は肥料を購入できないため、常に疫病や害虫、農作物の栄養不足といった問題に対応し
なければならなかった273。仮に肥料を購入できたとしても、雨季に度々発生する激しい豪雨によっ
て肥料が流れ落ちてしまうといった問題が生じていたため、貧しい農民は基本的に肥料を用いるこ
となく、土地に蓄えられている栄養分と僅かな水によって穀物を生産している274。加えて、灌漑設
備の普及や肥料の使用といった農業インフラは改善しておらず、穀物の耕地面積も 1980～1989 年
までの 10 年間で 5％程度しか拡大していないため、大勢の小農は休閑など農地の未利用期間の縮小
（農地の酷使）と幼児や老年の人を農作業に投じることで自給用の穀物の確保に努めていた275。し
かし、大勢の農民が地力の低下と引き換えに不足した穀物の生産を試みたにもかかわらず、人口は
年率 4％弱で増加していたため、ケニアでは 1 人当たりの穀物供給量が 160.3 キログラム（1976 年）
から 112.9 キログラム（1989 年）に減少している（表 4-4 を参照）。そのためケニアは、1980 年以
降よりメイズや小麦の輸入量を増加することで食糧不足に対応した。 
 
                                                  
271 Republic of Kenya[1979]、[1983a]。 
272 灌漑設備の導入は、多くの場合、穀物の増産よりも換金作物の栽培促進を目的として実施されており、穀物栽培
に対する生産環境の改善については軽視される傾向にあった（川端[1987]、pp.35-36）。 
273 Sachs[2005]、p.230。貧しい農民の農業生産において肥料の投入が乏しいことは、ケニアに限らず、アフリカ全
土で見られる。加えて、化学肥料は他国からの輸入に依存しており、その費用も割高であったため、余剰収入のな
い貧しい農民が化学肥料を購入することは困難であった（篠浦[1990]、pp.277-282）。 
274 著者がフィールド・ワークを実施したカイモシ（コイバラック村）は起伏の激しい山岳地帯であり、且つヴィク
トリア湖の近くに位置していたため、雨季には毎日 1～2 時間程度の豪雨が発生していた。そのため、現地農民が使
用した化学肥料は粘土質の赤土に馴染む前に降雨によって流されてしまい、その効果はほとんど発揮されなかった。 
275 アフリカにおける低い土地生産性と諸要因については平野[2001]、また農業生産における労働力の投入について
は高橋[1998a]を参照。 
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表 4-4 1970～1989 年における穀物生産の推移 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 5 月 30 日閲覧）より著者作成。 
 
表 4-5 1970～1989 年における主要穀物の輸入規模の推移 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 5 月 30 日閲覧）より著者作成。 
 
 穀物輸入量は 1970 年代で年平均 5.1 万トンであったが、構造調整の実施を契機として、1980 年
には 40.0 万トンの輸入量となり、その後も年平均 26.1 万トンもの穀物を輸入するようになった。
穀物輸入額は 1970 年代の約 9,300 万ドルから 1980 年には約 4 億ドルに増加し、メイズ輸入額の
みでも 41 万ドルから 1,942 万ドルまで増大している（表 4-5 を参照）。もっともケニア政府は、在
庫保管の限界や購入費の制約によって全ての主だった穀物を毎年輸入しておらず、年度によって輸
入する穀物の種類を切り替えている。そのため、穀物全体は毎年継続して輸入されているが、各穀
物の輸入量は年度によって大幅な増減が見られる。表 4-5 に示すように、メイズは 1983 年および
1986～1989 年に、またコメは 1984～1985 年に輸入量を極端に減らしており、他方小麦の輸入量
は 1982 年と 1984～1987 年に大幅な増加となっている。 
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図 4-3 1976～1995 年におけるコーヒー・紅茶輸出の推移 
（出所）FAOSTAT（2013 年 3 月 4 日閲覧）より著者作成。 
 
 ケニアの食糧輸入が増加した要因を短絡的に捉えれば、ケニアで発生した大規模な干ばつおよび
人口の急増に食糧の増産が追い付かなかったことにある。しかしケニアの場合、「食糧の増産が追い
付かなかった国」というよりも、むしろ「食糧を増産しないよう圧力が課せられた国」という側面
が穀物輸入の増加を適切に表現している。表 4-4 に示したように、ケニアの穀物生産において、耕
地面積はあまり増加しておらず、メイズに言及すると、その耕地面積は 1970 年代末から年平均
3,300 ヘクタールも減少している。他方、主要換金作物であるコーヒーや紅茶の耕地面積は年平均
2,000～3,000 ヘクタールの増加となっており、耕地面積の増加に伴って生産量も、1970～1989 年
の 20 年間でコーヒーは 5.8 万トンから 11.7 万トン（2 倍）に、紅茶は 4.1 万トンから 18.1 万トン
（4.4 倍）に増加している（図 4-3 を参照）。ケニア政府は農産物の生産に適した土地を、不足して
いる穀物ではなく、換金作物の栽培に割り当てていたが、モイ政権には、好適農地を穀物に充てら
れない理由が存在した。その理由とは、対外累積債務の増大および構造調整に伴う換金作物輸出と
食糧輸入の拡大である。 
 モイ政権は開発計画で掲げた食糧増産を達成するため、穀物生産・流通を管理するマーケティン
グ・ボードの穀物生産公社（the National Cereals and Produce Board：NCPB）を通じて、穀物
自給率の向上させるための様々な政策を実施するようになった276。NCPB が実施していた制度には、
                                                  
276 ケニアの第五次開発計画によると、NCPB が具体的に実施した主な政策（機能）は、①食糧不足への対応策およ
び市場価格の調整を目的に穀物の備蓄を行うこと、②食糧不足の程度に応じて必要量の穀物輸入を実施することの 2
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例えば穀物や食料品の輸入に対する関税の実施や貿易ライセンス制度（The Trading Licensing 
Act）の導入、生産者価格の設定や生産規模（作付面積の認可）があげられる277。これら貿易政策
や諸制度の目的には、①ケニア人農民が生産した穀物の市場価格を安価に保つこと（市場価格の安
定）、②都市部に対する安価な食料を供給すること（都市部住民の支持獲得）の 2 点があげられる。
ベイツが「2 つの要因から、食糧の低価格を求める政治的圧力が生じている。1 つは、もちろん、
食糧を生産していない都市部の低賃金労働者である。そしてもう 1 つは食糧価格上昇の影響から賃
金上昇を要求されている雇用主たちである。政治的要因から、アフリカ諸国の政府は都市部の労働
者を掌握する必要に迫られていた278」と指摘しているが、特にケニヤッタ政権下で実施されている
関税政策や貿易ライセンス制度は、キクユ人エリートや都市部の富裕層への利益や利権の創出を意
図したものであった。ただし、これら諸制度には“ケニア人農民全体の生産活動を支援する効果”
や“工業化の推進に貢献する要素”が若干含まれていたため、モイ政権が策定した『第四次開発計
画』および『第五次開発計画』も、経済発展に貢献することを口実に、輸入品に対する量的規制や
関税、許認可制度、生産諸税の緩和等を実施することが掲げられていた279。 
 しかし構造調整が実施された 1980 年以降、IMF・世界銀行（ドナー諸国）はこれら農業政策や
貿易制度に制約を課したため、モイ政権は穀物増産や農民の保護を試みることが困難になっていた。
穀物をはじめとする農産物の輸入制限は、ケニアに穀物を輸出するイギリスやアメリカ（穀物メジ
ャー）にとって弊害でしかなかった。特に①メイズ輸入に対する関税の突発的な変化、②穀物貿易
の禁止、③メイズ市場への介入に伴う市場価格操作、④メイズの国内流通量の制限など、NCPB が
実施している諸規制はメイズ輸出の拡大を目論む多国籍企業の活動を阻害していた280。もっとも、
債権者である穀物輸出国（および穀物輸出メジャーとされる多国籍企業）が莫大な対外累積債務を
抱えたケニアに圧力をかけることは容易であり、ドナー諸国の代弁者である IMF・世界銀行がケニ
アに SAP（貿易の自由化）を迫ったことも必然であった。 
 SAP の内容の 1 つである「貿易の自由化」は、ケニア政府の実施する輸入規制を撤廃・無力化さ
せるとともに、特に貧しい農民を“食糧生産者”から“穀物の購入者”に変えた。そのためモイ政
権は、IMF・世界銀行およびドナー諸国の強大な圧力に晒されるなか、「貿易の自由化」を受け入
れ、輸入業者に発効されるライセンス制度の認可基準をより明確なものにするとともに、輸入関税
の緩和・撤廃を進める選択を行わなければならなかった281。その結果、ケニアの食料品や工業製品
等の輸入は次第に増加するようになり、特に食糧輸入は、表 4-5 にあるように 1980 年半ば以降よ
り増加している。 
                                                                                                                                                              
点であった（Republic of Kenya[1983a]、p.65）。 
277 Argwings-Kodhek[2004]、pp.30-31。 
278 Bates[1981]、p.30。 
279 Husain and Faruqee[1994]、pp.209-210、Republic of Kenya[1979] および [1983a]。 
280 Ariga and Jayne[2010]、pp.222-223。 
281 もっとも、ライセンス制度そのものは撤廃されていなかったため、即座に政府による市場介入が撤廃されること
はなかった（Husain and Faruqee[1994]、p.210-212）。 
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表 4-6 1985～1988 年における欧米諸国からケニアへの食糧・工業製品輸入額 
全体
1985 5,406 4.2% 4,034 3.1% 31,212 24.0% 676 0.5% 3,208 2.5% 85,612 65.8% 130,148
1986 32,250 21.6% 6,448 4.3% 28,624 19.2% 7,832 5.2% 11,146 7.5% 63,078 42.2% 149,378
1987 19,486 17.1% 6,650 5.8% 10,846 9.5% 914 0.8% 1,580 1.4% 74,762 65.4% 114,238
1988 9,552 11.5% 5,248 6.3% 19,650 23.7% 1,322 1.6% 284 0.3% 46,838 56.5% 82,894
（合計） 66,694 14.0% 22,380 4.7% 90,332 19.0% 10,744 2.3% 16,218 3.4% 270,290 56.7% 476,658
全体
1985 3,036.9 22.7% 1,686.5 12.6% 2,315.7 17.3% 952.6 7.1% 726.7 5.4% 4,658.1 34.8% 13,376.5
1986 3,619.1 19.3% 2,685.9 14.3% 2,797.1 14.9% 983.1 5.2% 2,886.4 15.4% 5,784.6 30.8% 18,756.2
1987 4,426.2 21.8% 2,098.4 10.3% 3,028.5 14.9% 1,868.6 9.2% 1,724.1 8.5% 7,166.3 35.3% 20,312.1
1988 6,203.9 23.0% 3,071.1 11.4% 4,242.5 15.8% 1,520.9 5.7% 2,016.7 7.5% 9,860.8 36.6% 26,915.9
（合計） 17,286.1 21.8% 9,541.9 12.0% 12,383.8 15.6% 5,325.2 6.7% 7,353.9 9.3% 27,469.8 34.6% 79,360.7
食糧輸入の推移（1万ケニア・シリング）
工業製品(100万ケニアシリング）
イギリス 西ドイツ 日本 アメリカ フランス その他
イギリス ドイツ アメリカ フランス イタリア その他
 
（出所）Central Bureau of Statistics (Kenya) [1961-2010a]より著者作成。 
 
 ケニアの主要な貿易相手国はイギリスやドイツ（旧西ドイツ）、フランス、イタリア等の欧州諸国
（ケニアの総輸入額の 43.1％）とアメリカ（同 6.3％）である（表 4-6 を参照）。また、ケニアの主
な輸入品目は食料品（穀物や飲料水等）、天然資源（原油）、工業製品（機械機器、化学製品等）で
あるが、これら輸入品は概ね欧米諸国から輸入されていた。例えば工業製品等は、イギリスがケニ
アの輸入の約 2 割、日本やドイツ、アメリカ、フランスがそれぞれ 1～2 割を占めており、また食
料品輸入ではアメリカが 2～3 割、イギリスが 1～2 割を占めている。ケニアに大量の穀物を輸出し
ているアメリカとイギリスの穀物生産量に言及すると、アメリカのメイズ生産量は年平均 1.5 億ト
ン（1970 年代）から 1.8 億トン（1980 年代）に、またイギリスの小麦生産量は 532.5 万トンから
1,169.2 万トンに増加している。そのため、穀物の過剰生産に直面したドナー諸国は穀物を処理（輸
出）する必要性に迫られていたが、幸いにもケニアをはじめとする第三世界諸国は大規模な干ばつ
に伴う食糧不足に陥っており、しかも莫大な対外累積債務を抱えていた。そして、ドナー諸国の要
求である穀物の大規模な輸出を具現化する効果的な政策が SAP であり、ドナー諸国で生産された
大量の穀物を引き受けることとなったのがケニア（および第三世界諸国）であった。 
 SAF の設置や部門別融資が実施された 1986 年には、GATT の多角的貿易交渉（ウルグアイ・ラ
ウンド）が開始されるとともに、アメリカなどドナー諸国が農産物貿易における関税の引き下げや
撤廃をケニア（および途上国）に迫っていた。さらに OECD 諸国や IMF・世界銀行は、短期的に
は①農産物貿易の自由化に伴う安価な食料品の輸入が食糧危機を改善させること、②市場自由化に
伴う投資の増大が雇用機会を創出することを、また長期的には貿易自由化を背景として経済環境の
改善や農業部門への投資の増加が進展し、食糧自給の推進が容易化する点を強調するとともに、貿
易自由化の遵守および強化を途上国政府に迫り続けていた282。途上国の農業生産や食糧問題の改
善・解決を目的として設立された国際連合食糧農業機関（FAO）も、「農業発展が未だ初期段階に
                                                  
282 自由貿易の推進と食糧自給の向上については應和[2004]および OECD [2012]を参照。 
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ある途上国は関税や国内産業保護のための政策を継続する必要性がある283」としつつ、農産物貿易
（穀物輸入および換金作物輸出）の拡大が貧困や食糧問題の改善に貢献すること、および農産物貿
易の自由化が途上国に利益をもたらす可能性があると唱えている284。 
 加えて、川端が「西側世界は伝統的主食よりも外来の主食の方が近代的で栄養価が高いと宣伝し
てきた。小麦や米の方がメイズやソルガムよりも栄養価が高いとか、母乳よりも人口ミルクの方が
子供を賢く育てられるといった宣伝が振りまかれてきた。だが、伝統的主食の栄養内容はほとんど
変わらない。小麦や米の方が良いというのはアフリカに穀物を導入するための先進諸国の食糧メジ
ャーの宣伝文句である。アフリカは西側諸国の過剰穀物の輸出市場に変えられてきた285」と批判し
ているように、ドナー諸国は自国内で生産過剰となった穀物を輸出するため、途上国で生産される
穀物そのものを否定するような主張（誇大宣伝）までも行ってきた。ドナー諸国による“穀物輸入
増大の圧力”を課せられたモイには、①貿易自由化をサボタージュし、穀物増産に努めること、②
貿易自由化を受け入れ、穀物輸入を増大させることという 2 つの選択肢があった。しかしモイは、
換金作物栽培による利権創出という利点もあり、後者の“穀物の大量輸入および換金作物依存”と
いう方法を選択した286。その結果、ケニアで重要視された農産物は換金作物となり、本当に必要だ
った食糧は輸入規制の撤廃を契機として、輸入で賄われるようになった。大勢の貧しい農民は、ド
ナー諸国とモイ政権の思惑によって、農業生産を営んでいるにもかかわらず、自給用の穀物をドナ
ー諸国の輸入に依存しなければならなくなった。 
 実質的な“穀物自給の放棄”に陥ったケニアでは、低所得状態も重なり、大勢の人々が食糧不足
に陥るようになった。農民 1 人当たりの所得は 1979 年で 552 ドル（6 万 4,740 ケニアシリング）
から 1989 年には 521 ドル（24 万 3,116 ケニアシリング）となっているが、ケニアシリング換算の
賃金は為替レートの変動や高いインフレ率に伴って上昇しているだけであり、ドル換算では一年当
たり 31 ドル（農村部の貧困層の平均所得の 1～2 ヵ月分）の所得減少となっている。そのため、消
費する食糧が「自給する作物」から「購入する物（輸入品）」に移行したことは、貧しい農民の家計
にとって大きな痛手であり、大勢の貧困層が雇用（現金収入の増加）を求めて都市部に出稼ぎに行
く契機となった。もっとも、松田が「都市の場合、村への仕送りと家賃を除くほとんどすべてが食
費に充てられる。当然、こどもの学費や家族の衣服を買う余裕はないし、交通費や酒代などは捻出
できるはずもない。自らの生活の質の向上のために使うことのできるお金はまったくない287」と指
摘しているように、都市部への移住は必ずしも雇用の獲得や所得の上昇をもたらしていない。構造
調整に伴う大規模な出稼ぎ民の発生は、むしろ農村部に集中していた貧困の範囲を都市部へ拡大す
る要因（悪影響）にすぎなかったが、換金作物栽培への偏重はモイ政権にとって必ずしも弊害とな
                                                  
283 FAO[2007]、p.4。 
284 ibid、pp.2-10。 
285 川端[1987]、p.88。 
286 都市部の富裕層（農民を除く）による支持を失うことは政権運営において不利益であったため、モイは穀物価格
の上昇を求める小農よりも、安価な穀物供給を求める都市部の人々の要望を優先した（Akiyama[2001]、p.13）。 
287 松田[1999]、p.60。 
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っていない288。何故ならモイは、ケニヤッタ政権の下で「換金作物依存による不利益を貧困層に押
し付け、僅かな利益を収奪する術」を会得していた人物であったからである。 
 
 
3．換金作物貿易の変容とカレンジン人  
 ケニアでは 1970 年代末より顕著となった経済状態の悪化とともに、IMF・世界銀行主導の構造
調整が実施された結果、換金作物重視（依存）の傾向が一層強まっていたが、換金作物偏重はモイ
政権にとって必ずしも不利益ではなかった。ケニヤッタ政権が行った「農業資源を用いたレントの
創出」を間近に見ていたモイは、換金作物によって創出されたごく僅かな利益を収奪する術を会得
していた。その具体的な術とは、政権の維持・強化のために土地所有や農産物生産による利益を不
平等に配分し、都市部のエリート層や農村部の権力者を支持者に変えることである。加えてモイは、
支持基盤の確立という点において不安要素を抱えていたため、カレンジン人の利益と反政権派（キ
クユ人）の不利益を作り出す必要があった。 
 そもそもモイ政権の支持基盤となるカレンジン人は後発の民族集団であり、元来はリフトバレー
州を中心とする少数民族を結合させた集団であった。そのためカレンジン人となった人々は、モイ
政権発足当初、必ずしもモイ政権にとって強固な支持基盤ではなかった。またモイは KANU 内部
において満場一致で誕生した大統領ではなかったため、党内はモイを支持するカレンジン人政治家
の派閥とモイの大統領就任に抵抗したキクユ人政治家を中心とする派閥に分裂していた。しかも、
ケニヤッタ政権下で権力を手中に収めたキクユ人エリートは独立以前からケニアの政治経済で主導
的地位を担っていたが、KANU 内部でも少数派のカレンジン人政治家は強い政治的影響力を持つ集
団ではなかった。また落合が、「民の意思を問うというよりも、支配者が支配の正当性を自ら創出あ
るいは演出するために国民を動員するためのものにほかならない289」と論じているように、ケニア
は 1960 年代後半から一党体制を採用しているため、大統領選挙はケニアの最高権力者が誰である
かを国民に示すものでしかなかった。ただしモイ自身が KANU 内部における主導権を確保してい
なかったため、政権発足時において、モイは「大統領＝ケニア最高権力者」という仕組みによって
も権力者の座を盤石にしていなかった。 
 必ずしもケニア最大の権力者としての地位を確立していなかったことに加えて、1982 年に発生し
たクーデター未遂事件など、モイ政権に対する過激な抵抗までもが発生していたため、モイはこれ
ら反政権派に対する弾圧的政策を実施するようになった290。ギボン（Gibbon）が「モイの長期的な
構想はキクユ人・派閥を軸とする政権を、モイの属するカレンジン人へと移行させることにあった
                                                  
288 さらにウガンダやタンザニアなど近隣諸国からの出稼ぎ民も大勢流入しており、都市部はケニア人労働者に十分
な雇用機会をもたらす環境ではなくなっていた（Republic of Kenya[1979]、pp.5-11）。 
289 落合[2002]、p.74。 
290 またモイは、反政権派に対する抑圧的政策に加えて、集会・結社の開催に対する弾圧や農村に内通者を送り込み、
政権に批判的な発言をした人を取り締まるなど、過激な弾圧を行っている（Murunga[2007]、pp.275-278 および
Throup and Hornsby[1998]、p.37）。 
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291」と指摘しているように、モイは自身に対する支持を強め、強大な権力を得る上でも、キクユ人
主体の政治経済構造を「カレンジン人化」に変える必要があった。ただし、ケニアでは KANU 以
外の政党・政治結社の組織化や KANU に所属していない政治家による政治活動を規制していたた
め、モイは弾圧の対象を KANU 内の反モイ派に絞ることができ、政治体制における主導権の奪取
が容易であった292。さらにモイは、権威主義体制を確立するため、ケニヤッタ政権下で構築された
既存の官僚を主体とする行政機構の仕組みを解体し、キクユ人エリートに不利な人事を強行した293。 
 さらにモイは、KANU をカレンジン人（およびモイ支持者）主体の政党に変えることに成功した
ため、大統領権限が強大になるよう選挙制度に関する規定を改変（改悪）している。例えば、1982
年に実施された第 19 回憲法改正では「KANU を唯一の政党とする」という第 2A 条が規定されて
おり、また 1986～1987 年に実施された憲法改正（第 22 回、および第 23 回憲法改正）では、司法
長官や最高裁判所判事の職権に関する規定を廃止するなど、大統領に権限が集中するよう努めてい
る294。ただし、モイが直面していた問題には、政権内部の掌握以外に、有権者であるケニア国民の
掌握もあった。そこでモイは、ケニア人の大多数が農業に従事していることを利用し、農業政策や
マーケティング・ボードを介した国民の掌握を試みた。 
 第四次開発計画では、「全人口の 20％以上が国土全体の約 80％を占める ASAL 地帯といわれる地
域に居住している。これは経済的・社会的要因から生じているため、これら状況の改善は農業省の
大きな役割となっている。（中略）所得が少ない人々および雇用機会等に恵まれていない人々である
貧困層を対象（target groups）に設定し、開発計画を策定・実施しなければならない295」と記され
ており、さらに第五次開発計画では「政府が国民に対して取り組むべき事項として、主に以下の 6
点をあげる。①ケニア人の自立を促すこと、②資源・サービスの最適配分（費用や利益配分状況の
改善）、③生産・投資環境の適切化、④全てのケニア人が開発の恩恵を受けられるよう努めること、
⑤公正・公平な課税システム、⑥必要に応じて、民間部門の活動を規制すること296」が唱えられて
いる。第四次及び第五次開発計画の内容を見る限り、モイは貧困層（特に貧しい農民）を支援する
ことを（表向きの）目標に掲げていたことが伺える。しかし、農業政策の本質はカレンジン人から
の支持を確実なものとすることである。そして、モイ政権の意図が顕著に表れている政策が、1 つ
には「よそ者」であるキクユ人の排除を含意した土地再配分政策であり、もう 1 つにはカレンジン
人勢力の強大化とキクユ人勢力の弱体化を含意したマーケティング・ボード制度（換金作物栽培へ
                                                  
291 Gibbon[1995]、p.77。 
292 1980 年代の議会選挙とモイによる KANU の統制については Throup and Hornsby[1998]および羽佐田[1995]を
参照。例えば、ケニア西部では主要農産物であるサトウキビや砂糖精製産業に従事する小農が支持者であり、また
リフトバレー州でも急こう配の多い山岳地帯では除虫菊を生産する農民が支持者であった。そのため、各選挙区か
ら出馬する政治家は各々の支持者の趣向・利益に適ったレントを創出しなければならなかった（Bates[2005]、
pp.86-87）。 
293 モイ政権下で行われた政権および行政機構上の偏った人事については ibid、pp.147-149 を参照。 
294 津田[2007c]、pp.90-91。 
295 Republic of Kenya[1979]、pp.15-22。このとき対象となった貧困層は、①牧畜業、②小規模農家、③土地なし
労働者、④都市部の貧困者、⑤ハンディキャップを持つ人であった。 
296 ibid [1983a]、pp.38-39。 
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の介入）であった。 
 
（1）カレンジン人の勃興と紅茶産業の発展 
 「キクユ人＝よそ者」という意識は、カレンジン人が形成される以前からリフトバレー州の少数
民族の中に存在していたが、その背景にはキクユ人による土地収奪がある。リフトバレー州はケニ
アの中でも好適農地が多い地域であったため、キクユ人農民（およびケニヤッタ政権）は独立の直
前からカレンジン人の土地を収奪していた。そのため、カレンジン人にとって「独立」とは、土地
の収奪者がヨーロッパ人からキクユ人に変わっただけであり、支配者によって虐げられた存在であ
ることに変わりはなかった297。だが、政権交代によって政治体制の中心がカレンジン人に移行し、
キクユ人‐カレンジン人間の関係が逆転したため、カレンジン人は“自身にとって都合の良い独立”
の達成が可能となった。そして政権の座についたモイは、カレンジン人農民に強いられた冷遇的環
境を改善するとともに、彼らの支持を得るために土地収奪および不平等配分の問題に真っ先に取組
んでいる298。 
 好適農地が国土全体の 14％前後に留まっており、しかも 41 万世帯が土地なし農民であったため、
モイ政権は「これまでの開発計画によって生じた成功は初代大統領ケニヤッタの影響力・指導力に
よるものであるが、この成功に甘んじてはならない。我々の所得水準は未だに低水準であり、また
国民の大多数が貧困状態に陥っている299」と指摘し、特にケニヤッタ政権下で実施された土地政策
が土地なし農民の削減に貢献していない点を批判している300。さらにモイ政権は、ケニヤッタ政権
の政策の不備として、不適切な土地売買（好適農地に見せるための虚偽の申告）、土地登記化の未達
成、非合法な土地分割・売買、土地所有における不平等（土地所有における格差）をあげており、
総じて、ケニヤッタ政権の土地再配分政策によって土地所有上の不公平性が生じていたと主張して
いる301。そしてモイは、これら土地問題を改善するため、各農民の土地所有に最低基準（最低限の
土地所有規模）を設定することや大土地所有農地の分割、土地市場への投機による不適切な価格上
昇の回避、土地登記化の推進等を盛り込んだ土地政策を施行した。しかしモイ政権の土地政策の真
意は、「土地所有における不平等の是正」という表向きの目的と異なり、リフトバレー州に入植した
キクユ人の大土地所有者から土地を接収するとともに、キクユ人富裕層をリフトバレー州から追い
出すことにあった。カニンガら（Kanyinga, et al,）が政府の土地政策（および土地収奪）の意図と
して、①収奪した土地を公用地として、表向き国民全体の資源とすること、②土地購入を求める資
本家に対して、公用地を購入しやすい環境を生み出すこと、③小農（支持者）に対する土地割当を
                                                  
297 高橋[2012]、pp.9-11。 
298 Bates[2005]、pp.59-60。 
299 Republic of Kenya [1979]、p.ⅰ。 
300 農耕に適した土地を所有している農民はほとんどが大土地所有者であったが、これら農民は全人口の 2 割程度で
しかなかった。また 41 万世帯の土地なし農民は全人口の 13％であり、残り 67％は所有地が 1 エーカー未満の小農
であった（Nasong’o[2009]、pp.331-334）。 
301 Republic of Kenya[1979]、p.53; 282-283。 
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推進することの 3 点をあげているように、モイ政権の土地政策はケニヤッタ政権の農業政策を継承
した内容となっており、その目的も、ケニヤッタと同様に、土地という農業資源の私物化でしかな
い302。 
 リフトバレー州の農地の 2 割程度（ケニア全体の 44.6％）に当たる好適農地地域では、モイ政権
の土地政策に伴って、カレンジン人の農民や政治家、富裕層に割り当てられるよう区画整備が行わ
れた。また、「よそ者」であったキクユ人に加えて、植民地期以前からリフトバレー州に住んでいた
ルオ人やルイヤ人の農地は、政府に接収された後、カレンジン人農民へ配分された。そのため、リ
フトバレー州のキクユ人農民が経営する全てのコーヒー農場の規模は、1979 年時点で 3.2 万ヘクタ
ールであったが、1983 年には 1.8 万ヘクタールとなり、さらに 1985 年には 0.6 万ヘクタールまで
縮小している。他方、カレンジン人の経営する紅茶農園の場合、1979 年時点で 2.0 万ヘクタールで
あったが、1983 年には 2.2 万ヘクタールとなり、さらに 1985 年には 2.7 万ヘクタールに拡大して
いる。キクユ人農民から接収した 2.6 万ヘクタールの農地は、紅茶農場に対する 7,000 ヘクタール
の割当をはじめ、カレンジン人農民が経営する換金作物農場に優先的に割り当てられるか、利権創
出として利用できるよう国有地化されていた。 
 
表 4-7 1975 年および 1980 年の土地登記規模の比較 
 1975 年 1980 年 
登記済みの土地 
（ha） 
登記済みの土地 
（ha） 
増加率 
（％） 
ウエスタン州 5,614 5,661 0.8 
ニャンザ州 5,412 5,725 5.8 
リフトバレー州 4,062 5,078 25.0 
セントラル州 4,155 4,155 0.0 
イースタン州 2,645 2,744 3.7 
ノースイースタン州 ― ― ― 
コースト州 540 884 63.7 
ナイロビ特別区 ― ― ― 
合計 22,428 24,247 8.1 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]より著者作成。 
 
 さらにモイ政権は、カレンジン人の土地所有を合法化するとともに、キクユ人農民が「不当な農
地接収である」と訴えられないようにするため、リフトバレー州を中心とする土地の登記化を急速
                                                  
302 Kanyinga, et al.[2008]、pp.114-117。 
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に進めている。リフトバレー州で登記化された農地はケニヤッタ政権期で約 4,000 ヘクタール程度
だったが、モイ政権以降後の 1980 年には 5,000 ヘクタール以上に拡大している（表 4-7 を参照）。
他方、キクユ人やメル人、エンブ人の居住地域であるセントラル州やウエスタン州の土地登記の増
加率は 1％未満に留まっており、未だ登記化されていない土地が 5,000 ヘクタール以上もある。ま
たコースト州の土地登記の増加率は 63.7％となっているが、登記化された土地自体が 884 ヘクター
ル（農地全体の 1.3％）に留まっているため、コースト州における登記化は全く進展していない。
これら土地登記化の状況を見る限り、ケニアにおける土地登記はリフトバレー州に集中し、リフト
バレー州以外では進展していないことが伺える303。 
 加えてモイは、リフトバレー州を対象とする土地の登記化や土地再配分計画に際して、ケニヤッ
タ政権期に見られるような「支持者（カレンジン人農民）に対する土地購入資金の融資」を実施し、
カレンジン人が土地を獲得しやすい環境を作り出している。モイがケニヤッタと同様の土地政策を
実施した要因として、主に 2 つのことがあげられる。1 つ目の要因は、ドナー諸国（IMF・世界銀
行）が自由主義的な経済政策を迫ったため、市場を通じた土地売買が一般的になったことである。
市場を介した売買は独立以後より導入されているが、ドナー諸国の影響力はモイ政権にとっても強
大であったため、モイは市場を通じた土地売買を推進せざるを得なかった。 
 もう 1 つの要因は、土地を介した政治的利権の創出に見られる“私的土地所有制度の有効性”で
ある304。「売買を介した土地獲得」は富の規模に応じて獲得機会の有無が変わるため、不平等な土
地所有を構築しやすい仕組みであった。加えて、有償による土地獲得は大勢の農民に対して「土地
購入資金の確保の必要性」を負わせるものであり、換言すれば、大勢の農民が政府の融資に依存す
る要因となっている。ベヴァンら（Bevan, et al.）の調査によると、1975～1982 年に行われた土地
購入の割合はケニアの国土全体の 0.5％でしかなく、地価も 1 エーカー当たり 1.8～4 万シリングで
あるため、土地購入機会に恵まれた農民は、概ね大土地所有者やエリート層などの富裕層に限られ
ていた305。 
 賃借によって土地を確保する農民も存在したが、1 エーカー当たりの土地賃借料は年間 200～
1,600 ケニアシリングであり、貸付金利は年率 3～9％となっている。この年間の土地賃借料はケニ
ア人農民の年収（1980 年代前半時）の約 8 割に相当するため、大部分の農民は融資なしに土地を
獲得することが不可能であり、生産者協同組合やマーケティング・ボード（政府の支配下にある組
織）の資金援助（融資）に依存しなければならなかった306。ただし、土地購入に対する融資や土地
所有・登記の認可を担っている機関は政府所管の行政機構やマーケティング・ボードであったため、
                                                  
303 独立以来、農民への土地割当と並行して、内陸部の農耕地域を対象とする入植計画が実施されている。また、第
五次開発計画における入植計画では、内陸部の農耕地域に加えて、コースト州の牧畜業と港湾が中心の地域も対象
となっている。これは入植計画の意図が、同地域における農地開発・支援とともに、モンバサやラムといった貿易
都市の発展にまで拡充していることを示唆している（Republic of Kenya[1983a]、pp.187-189）。 
304 Yamano, et al.[2009]、pp.94-95。 
305 Bevan, et al.[1989]、p.20。 
306 Monke, et al[1995]、pp.81-82。 
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「カレンジン人農民の所有地の拡大」と「非カレンジン人所有地の縮小」が急速に進展した。モイ
政権が歪んだ土地再配分および登記化を推進した結果、カレンジン人は所有する好適農地を拡大さ
せるとともに、コーヒーに次いで生産者価格の高価な紅茶の生産を増やした。 
 
表 4-8 1980～1995 年における紅茶の市場価格（米セント／1 キログラム） 
 
（出所）United Nations Conference on Trade and Development（UNCTAD）[2000-2012]および IMF Primary 
Commodity Prices（2013 年 6 月 6 日閲覧）より著者作成。 
 
 表 4-8 に示すように、1970 年代前半における紅茶の市場価格は 1 キログラム当たり 100 米セン
ト前後で推移していた。だが、1970 年代末より生じた一次産品需要の減退に伴い、1980～1988 年
の市場価格は約 50 米セントまで下落し、1984 年には 345.7 米セントに高騰するなど、紅茶の市場
価格は著しく乱高下している。もっとも紅茶は、コーヒーほど極端に高価ではないが、比較的高価
格で取引されている作物であり、1970 年代後半と 1980 年代初頭には市場価格が大幅に上昇してい
る。特に 1980 年代後半、紅茶の生産者価格はコーヒーと概ね同等の水準になっていたため、カレ
ンジン人農民は紅茶生産によって比較的安定した収入を得ることが可能であった。さらにモイ政権
は、支持基盤であるカレンジン人農民の要望に従い、紅茶産業の発展が促されるような農業政策を
実施するようになったため、紅茶産業に従事する大勢のカレンジン人は莫大な富を獲得できるよう
になった。 
 カレンジン人が必ずしも強大な集団と団結していなかったため、モイ政権は農民に対する影響力
の強化やカレンジン人の団結（支持基盤の勢力増強）を促す必要に迫られていた。そのため、モイ
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が紅茶産業に対する優遇を実施したことは必然であった。さらにモイは、現地の農村社会における
権力者が富裕な農民（大土地所有者）や農村の酋長であったため、①富裕な農民やカレンジン人の
酋長といった現地の有力者を支持基盤の主軸として取り込むこと、②現地の有力者を介して、小農
に対する支配を確立することの 2 点に重点を置くかたちで、農業部門に介入している。 
 ロフチー（Michael F.Lofchie）は大土地所有農民や各農村共同体の首長が現地の農民に及ぼす影
響力について、「政治上の実権は実質的に農民（土地所有者）が握っているとも捉えられる。（中略）
政治的リーダーは、自身の経済的政治的利権を確保するためにも、利益集団に該当する農民の要望
に呼応した政策を実施しなければならない307」と指摘している。また高橋は、「農村の一部にすぎ
ない大農に農業投入物の補助を供与することによって、不利な農村価格政策への反対を分断し、抑
制することができるわけである。また、政府は農村開発プロジェクトを拡大することによって行政
官や政治的支持者に権力行使の機会や雇用などの便宜を与え、農村での支持を組織化しようとする
308」と指摘している。著者自身も、ケニア西部の農村で実施したフィールド・ワークから、農村部
では教会の司祭や大規模な土地を持つ父系の農民（農家の長）が、祖先より継承してきた権威（現
地の農民に対する強い発言力・影響力）を持っていることを、ケニアの農村社会の特徴として捉え
ている。ロフチーや高橋の指摘、およびフィールド・ワークによって捉えた実態から、富裕な農民
層となった大土地所有者や共同体の首長は各農村共同体の有力者であり、現地の小農に対して強い
影響力を有していた点が伺える。そのため、モイ政権（および地方の行政官）は農民からの支持を
得る上でも、現地の有力者である農民の利益を増やすための行動（レントの創出）を試みなければ
ならなかった309。そして、レント創出や有力者を介した農民支配の構造、換言すれば、モイの権威
主義体制を構築する上で効果的な制度となったのがケニア紅茶公社（Tea Board of Kenya：TBK）
およびケニア紅茶開発公社（Kenya Tea Development Authority：KTDA）という政府所管の公社
（マーケティング・ボード）である310。 
 TBK と KTDA の主な業務内容は、①農地規模の規制を通じた紅茶生産量の管理、②紅茶生産に
要する投入財（肥料や苗木の販売）、③生産ライセンスの発行、④栽培技術の指導および向上、⑤生
産された茶葉を集荷・加工するための工場の運営、⑥紅茶生産者に対する課税の実施、⑦生産者に
対する融資の実施であり、いずれの公社もほぼ同様の機能を担っていた311。また生産者は紅茶を販
売する際に、必ず TBK もしくは KTDA を介さなければならなかったため、これら機関の管理（実
質的な支配）下に置かれていた312。ただし、両公社は生産管理ないし支援の対象となる農民が異な
                                                  
307 Lofchie[1989]、pp.187-190。 
308 高橋[2003]、pp.238-240。 
309 Bates[1981]、pp.19-23; 95-99 および Bates[1983]、pp.118-133。 
310 KTDA は 1960 年に設立された特殊作物開発公団（Special Crops Development Authority）が 1964 年に名称を
変えた組織であるが、基本的な業務内容は変更していない。（児玉谷[1985]、pp.29-32）。 
311 Monke, et al.[1995]、p.62。紅茶は発酵食品であるため、茶葉は摘採後 6 時間以内に加工工程を行わなければ品
質が急激に損なわれる。そのため、紅茶の生産から加工までの過程がマーケティング・ボードの管理下に置かれて
いることは、茶葉を製茶するうえで効率的であった（大倉[2004]、pp.181-182）。 
312 同上[2000]、pp.37-38 および Bates[2005]、p.77。 
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っており、例えば TBK は大土地所有者を対象に農民全体への介入を実施しており、また KTDA は
小農の紅茶生産者を対象に、農民への融資や農業生産に関する支援を行っている。もっとも、TBK
および KTDA の実質的な機能は紅茶生産者（カレンジン人）の支援や農地の提供であるため、これ
らマーケティング・ボードは、モイ政権以降も、農民を管理・支配するための制度でしかなかった。
特にモイは、キクユ人農民から接収された好適農地をリフトバレー州に住むカレンジン人に優先的
に割り当てる際、このマーケティング・ボードを利用している。 
 マーケティング・ボードの機能はケニヤッタ政権期より継承したものであり、その機能の（真の）
目的も、政府の意図に則して農民に対する優遇や抑圧を行うことにある。ただし、1980 年代に進め
られた SAP（市場介入の緩和・撤廃）はモイが権威主義的な政権を運営する上で弊害となったため、
モイは表向き IMF・世界銀行の指示に従うかのように工業化の推進や市場志向型の政策を盛り込ん
だ開発計画を策定している。さらにモイは、政権運営に及ぼす影響が最小限となる分野に対して、
市場自由化や規制緩和に着手する姿勢を示しつつ、結果的に SAP の内容を限定的に実施する「サ
ボタージュ」という方法を選択した。モイ政権が「換金作物市場に対する政府介入の緩和・撤廃」
を実質的には履行せず、マーケティング・ボードを介した市場介入を実施し続けたため、カレンジ
ン人の小農や富裕な農民層はマーケティング・ボード（政府）による融資を受けやすく、農地の購
入・拡大も他の民族集団より容易であった。 
 さらにマーケティング・ボードによって紅茶の作付け規制が緩和されたため、紅茶栽培を行って
いたカレンジン人（特に大土地所有者）の作付面積は拡大している。ケニア政府の統計資料による
と、ケニア全土に広がる紅茶生産地約 3 万ヘクタールの内、3 分の 1 が大土地所有者の経営するプ
ランテーションとなっており、しかも 20 ヘクタール以上の農地を有する大土地所有者は 270 世帯
以上となっている313。他方、紅茶生産に従事している賃金労働者や小農は約 10 万人であるが、小
農（賃金労働者）の生産量・生産額の比率は大土地所有者とほぼ同規模となっている。そのため、
大土地所有者 1 世帯当たりの生産量は小農と比較すると約 370 倍となっており、大土地所有者‐小
農間の収入も大幅な格差が生じている。また 1970 年代前半まで、カレンジン人農民は 1 ヘクター
ル未満の農地を所有する小農、もしくは土地なし農民が大半を占めていた。だが、紅茶生産及び農
地獲得に関する KTDA の認可を受けやすい立場となったため、1980 年代半ば以降、小農の中には
5～20 ヘクタールの土地を所有する人々も現れるようになり、土地を獲得した農民の数もケニヤッ
タ政権期の約 2.5 倍に増加している314。峯が論じているように、「マーケティング・ボードによる統
制等を通じた小農からの間接的な課税が広範に行われる一方、農業生産のためのインセンティブと
しては、特定の集団が利益を受けるプロジェクトが実施された315」のである。 
 モイ政権および地方の政治家による紅茶生産者（カレンジン人）優遇がマーケティング・ボード
                                                  
313 正確な統計数値が不明のため、これら大土地所有者の規模に関する数値はケニア政府発行の統計資料等に提示さ
れている生産規模や生産地面積、労働者の規模から著者が推計したものである。 
314 Lele[1989]、pp.133-134。 
315 峰[1999]、p.85。 
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を介して実施されたため、ケニアの紅茶生産は 1980 年代以降も拡大しており、輸出量では 1983
年にコーヒーを抜き、また 1989 年には輸出額でもコーヒーを超え、ケニア最大の換金作物となっ
た。そして、紅茶栽培によって莫大な富を得たカレンジン農民は、モイ政権にとって強大な支持基
盤になるとともに、政府に対して強い影響力を持つ存在となった。モイ政権の支持者である農民は、
ケニヤッタ政権期と同様に、一方では政権にとってのパトロンとして、もう一方ではクライアント
として機能するようになった。しかしコーヒー産業の発展によって強大化したキクユ人勢力は、モ
イ政権以降のコーヒー輸出の停滞に伴って、その勢力を徐々に減退させていった。 
 
（2）コーヒー産業の衰退とキクユ人への抑圧 
 キクユ人農民主体のコーヒー産業は、1970 年代後半のコーヒー・ブームを背景に輸出量が急激に
増加していた。そのため、莫大な富を獲得したキクユ人の政治的・経済的影響力は強大になってい
たが、第二次石油危機が発生して以降、コーヒーの輸出規模は急激に後退し、キクユ人勢力も次第
に弱体化した。ケニア産コーヒーの国際市場価格は 1977 年の 200.4 米セント（1 ポンド＝454 グラ
ム当たり）を境に年々下落しており、一時的に市場価格が 136.5 米セント前後に回復した 1985～
1986年を除き、コーヒー価格は年率 7.3％で下落していた。コーヒー価格が下落した外的要因には、
1980 年代より生じた一次産品需要の減退および国際協定の機能不全があげられる。特に 1980 年代
後半、価格安定を目的に実施されていた国際コーヒー協定（ICA）が崩壊したため、国際市場価格
は 100 米セントを割り込むようになった（表 4-9 を参照）。 
 
表 4-9 1977 年以降におけるケニア産コーヒーの市場価格の推移（米セント／60 キログラム） 
 
（出所）International Coffee Organization（2013 年 5 月 18 日閲覧）より著者作成。 
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 市場価格の安定に貢献したのは ICA の輸出割当制度（経済条項）であったが、ICA には、①加盟
生産国間で輸出割当量の設定（割当枠）に関する不満が生じていたこと（生産国間の対立問題）、②
輸入したコーヒーを再輸出する旧ソ連や中東諸国などの非加盟国は ICA の規制を遵守する必要性
が課せられていなかったため、大量のコーヒーを市場価格と異なる価格で輸出していたこと（輸出
量・市場価格における二重価格、二重市場の問題）、③ブラジルとアメリカの間で生じていた輸出割
当の設定に関する意見対立（生産国‐消費国間の対立問題）など、複数の問題が生じていた316。ま
た ICO 加盟のコーヒー輸入国は、同機関に加盟する生産国のコーヒーを輸入することが前提となっ
ており、規定を遵守していることの証明として加盟生産国が発行した原産地証明書をロンドンの
ICO へ送付しなければならなかった317。 
 これら諸規制が課せられていたため、1980 年代におけるケニアの輸出割当枠は、ブラジルの冷害
発生によって一時的に拡大した 1985～1986 年を除き、概ね 10 万トン以下に設定されていた。た
だし、輸出割当枠はいずれもケニアのコーヒー生産量を下回るものであり、ケニアは年平均で約
7,400 トンの生産過剰に陥っていた。ケニア政府は生産過剰となったコーヒーを翌年以降の輸出の
ために在庫として処理していたが、ICO が設定した輸出割当量は世界全体で減少傾向にあったため、
ケニアはコーヒーの過剰在庫状態から脱却できなかった318。またケニアは、余ったコーヒーの一部
を非加盟国向けの輸出に充てることで、過剰在庫の処理を試みていた。だが、ICO 加盟国が非加盟
国に大量のコーヒーを輸出することが規則違反であったため、コーヒー在庫を大々的に売却できず、
過剰在庫問題を打開出来ずにいた319。 
 ICA が抱えていた諸問題は改善の兆しを見せず、さらに生産大国アメリカの脱退やベトナムなど
後発の生産国による過剰生産（輸出）も重なったため、ICA の経済条項は 1989 年に機能不全（実
質的な崩壊）に陥った。1980 年代に顕著となったコーヒー貿易を取り巻く諸問題は、ケニアのコー
ヒー生産者（キクユ人）の富を大幅に縮小させている。また 1980 年代半ば以降、下落傾向にあっ
た生産者価格は紅茶の生産者価格と競い合う状態まで落ち込み、さらに 1989 年の ICA 崩壊に伴っ
て復調の可能性がなくなったため、コーヒー栽培に携わっていたキクユ人農民は生産者価格の下落
による不利益を被った。ただし、コーヒー生産者を取り巻く状況の悪化には、国際協定の崩壊以外
にもモイ政権による悪政が深く関わっていた。 
 政府の管轄下にあったコーヒー・ボードは、モイ政権移行に伴ってキクユ人生産者を冷遇する制
度に変っていた。モイ政権期のコーヒー・ボードは、例えばコーヒーの作付面積の縮小や苗木販売
の制限、生産ライセンスの不許可、融資枠の縮小・不認可などの規制を、コーヒー生産者であるキ
クユ人に対して実施している。このキクユ人生産者に対する規制の「大義名分」となったのが ICA
                                                  
316 輸出割当量および ICO の諸問題については Daviron and Ponte[2005]、Bohman and Jarvis[1999]および石田
[1990]等を参照。 
317 妹尾[2009]、pp.205-206、深沢[1978]、pp.268-269。 
318 ケニアに課せられた輸出割当量の規模は Africa Research Limited [1980-1990]および Akiyama[1987]を参照。 
319 McMahon[1989]、pp.297-298。 
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の輸出量制限を遵守することであり、市場価格の安定や上昇を促すためにはコーヒー生産への諸規
制が不可欠という理由であった320。ただし、当然ながらモイ自身はコーヒー生産者の状況（収入）
の好転を望んでおらず、開発計画においても「おそらく国際市場でのコーヒーの価値は上昇しない
であろう321」として、国際市場価格が上昇傾向に転じる可能性について懐疑的な見解を示していた。
また、ケニアと ICA（および国際市場）の連関を分析したアキヤマ（Akiyama）が国際市場価格に
おけるケニア（コーヒー生産小国）の影響力の希薄性を指摘しているように、実際の市場価格（ICO
が設定した価格水準）は消費大国アメリカや生産大国ブラジルの影響を強く受けており、仮にケニ
アが ICA の制約を忠実に履行したとしても、国際市場価格が劇的に上昇する可能性は皆無であった
322。 
 さらにケニア国内におけるコーヒーの生産者価格は、国際市場価格の下落を反映して急落してい
る。生産者価格は 1977 年時点で 478.9 ドル（100 キログラム当たり）となっていたが、1981 年に
250.9 ドルとなり、さらに ICA が機能不全に陥った 1989 年には 209.3 ドルまで落ち込んでいる。
ただしコーヒー・プランテーションを経営する大土地所有農民は、十分な財力と農地を持っていた
ため、土地の売却や賃金労働者の解雇、他の換金作物への転向によって生産者価格の下落による不
利益を軽減することが可能であった。だが、ごく僅かなコーヒーしか生産していない小農はそもそ
もコーヒー生産の収益によって辛うじて生計を維持していた人々であった。そのため、生産者価格
の下落したコーヒーは小農にとって、もはや生産費用が高く、収益性の低い換金作物に変わってい
た323。しかし農民の大部分を占める小農は、所得が少なく、コーヒー以外の農産物に切り替えるこ
とが出来なかったため、収益性が減退したコーヒーに依存し続けるか、雇用機会を求めて都市部に
移住する以外の選択肢がなかった324。 
 市場価格の急落と規制の厳格化を契機として、コーヒー農園を経営していたキクユ人の富裕層の
財力が縮小したことは、「政治経済のカレンジン人化」を進めようとしたモイの思惑通りであった。
そして、勢力（経済力）が減退していたキクユ人富裕層（特にプランテーション農場主）は、辛う
じて残存した自身の財を保持しようと躍起になり、キクユ人の小農や土地なし農民などの賃金労働
者を解雇した。さらに中央官庁の政治家や地方の行政官、ケニア生産者組合連合（KPCU）までも
が、モイ政権の作り出すレントのためにキクユ人農民を冷遇した結果、コーヒー栽培に従事してい
た大勢のキクユ人が困窮することとなった。ケニア人農民によって組織された KPCU は、コーヒー
                                                  
320 Throup and Hornsby [1998]、pp.48-49。 
321 Republic of Kenya[1979]、p.219。 
322 Akiyama[1987]、pp.1-2。 
323 生産量が 700 キログラム以下の農民（概ね、所有地が 2 ヘクタール未満の小農）の場合、各農家の現金収入より
も、家畜の売却や都市部への出稼ぎなど農業以外の収入の方が大きかった（児玉谷[1985]、pp.26-27）。またコーヒ
ー生産に対する課税も、ケニヤッタ政権下では 6％程度で推移し、年度によっては非課税とされた場合もあったが、
モイ政権は課税額を 9％以上に設定している。第 4 章で論じたように、生産者に支払われるコーヒー販売の代金はコ
ーヒー・ボードや KPCU によって諸経費や生産・販売諸税を差し引かれた金額で、小農の場合は概ね販売価格（生
産者価格）の 6 割程度であったが、新たな課税や増税が実施されたために収入は販売価格の半額以下にまで縮小し
ている（McMahon[1989]、pp.321-323）。 
324 コーヒー生産者の貧困問題は Daviron and Ponte[2005]、辻村[2009]および妹尾[2009]を参照。 
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の場合、生産・集荷・加工・販売の全工程に関与するとともに、資金不足に陥った農民に対する融
資等も行っていた。だが、KPCU の役員は政府から派遣された官僚が務めていたため、KPCU はモ
イ政権の誕生に伴って、カレンジン人農民の生産活動を手厚く保護・支援する組織になった325。換
言すれば、キクユ人によって抑圧され続けてきたカレンジン人が、コーヒー生産（生産から流通に
至る全ての工程）を介して、キクユ人支配を成し遂げたのである。ただし都市部に住むキクユ人や
非カレンジン人の資本家は、コーヒー生産を介した抑圧を回避するとともに、次第に「モイ政権に
対して強い影響力を及ぼす債権者」になっている。 
 
 
4．小括  
 ケニヤッタ政権期では、「イギリスなど西欧列強諸国から得た土地購入資金の返済」や「権威主義
体制の構築＝農民支配」を達成するため、換金作物栽培への偏重が進められていた。だが、モイ政
権期以降、債務返済の対象がイギリスのみならず、IMF・世界銀国やアメリカ等の複数の国に拡大
したため、モイ政権は外貨獲得源である換金作物の栽培に一層依存しなければならなかった。しか
も穀物輸出国のアメリカやイギリス等のドナー諸国は、ケニアを「先進諸国のために換金作物を栽
培し、食糧を輸入する農場」と捉えていたため、必然的に、ドナー諸国の代弁者である IMF・世界
銀行はケニアに対して“輸入規制の緩和・撤廃＝食糧輸入の増大”を迫るようになった。そして 1980
年代以降、大勢の貧しい人々が「先進諸国のための農場」という役割から脱却すること（＝真の独
立）を要求するなか、モイ政権は IMF・世界銀行（および先進諸国）の指示に従い、換金作物依存
の強化と食糧輸入の増大に邁進している。ただし、ケニアを穀物輸入国に変えた要因は、必ずしも
「ドナー諸国による圧力」の問題だけではない。 
 ケニアの政治体制では独立直後からキクユ人支配が確立されていたため、少数民族出身のモイが
大統領の座に就いたことは、大勢の農民に「虚構の独立」から脱却する可能性（期待）をもたらし
た。しかし、政権交代を成し遂げたモイの重要課題は「キクユ人に抑圧され続けたカレンジン人勢
力の強大化」および「自身の支持基盤を強固なものとすること」、換言すれば、ケニヤッタ政権と同
様に「虚構の独立」に基づく権威主義体制の構築・強化でしかなかった。そしてモイは、①KANU
内部における反モイ派勢力の一掃や中央および地方の行政機構、警察等の治安機構におけるカレン
ジン人化を推し進めること、②前政権下で強大な政治権力を有していたキクユ人勢力の排除に努め
ることの 2 点によって、政治体制におけるカレンジン人化を試みた。大勢のカレンジン人農民が従
事していた紅茶産業の場合、モイはマーケティング・ボードを介した優遇措置を実施し、紅茶生産
の増大やカレンジン人農民の所有地の拡大を促している。他方、キクユ人農民が主体となっていた
コーヒー産業の場合、モイは様々な冷遇的政策（生産量の規制や土地の強制的な接収）を実施し、
キクユ人勢力の弱体化に努めている。しかもコーヒーは国際市場価格の急落によって輸出量が大幅
                                                  
325 Waters[1972]、pp.172-174。 
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に減少していたため、モイ政権による厳格な規制は市場価格の下落に苦慮していたキクユ人農民に
追い打ちをかけた。 
 モイ政権が構築を試みた権威主義体制およびレントの創出は、まさにケニヤッタの継承であり、
むしろケニヤッタが実施した政策・制度を強化したものでしかなかった。そのため、ケニヤッタ政
権下においてカレンジン人を抑圧していたキクユ人は、モイ政権の冷遇的な政策によって、その勢
力が著しく弱体化した。もっとも、それまで栄華を極めていたキクユ人の富裕層や KANU 内部に
在籍し続けていたキクユ人エリートは、モイ政権のキクユ人排斥を意図した政策に対して一切反抗
しなかったわけではない。特に 1990 年代初頭、複数政党制移行の機運が高まり、キクユ人をはじ
めとする非カレンジン人の政治家は非合法とされていた政治結社を組織するなど、モイ政権に対し
て反旗を翻すようになった。 
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第 5 章 政治経済構造の変容と切り花の勃興―複数政党制移行期― 
 
 1980 年代後半から 1990 年代初頭にかけて、モイが「複数政党制への移行」や「市場の自由化」
といった問題に直面するなか、ケニアではこれら変革に追従するかたちで園芸作物という新たな換
金作物産業が勃興していた。特に切り花は、1980 年代半ばまでほとんど栽培されていなかったにも
かかわらず、輸出量が 1980 年代後半から急激に増大している。園芸作物産業が勃興した時期はケ
ニア国内の政治経済の転換期と重なっているが、特に切り花産業の急成長は政治経済構造の変容に
対して主に 2 つの影響を及ぼしている。1 つ目の影響は市場の自由化を契機とする多国籍資本の本
格的な参入であり、もう 1 つは切り花産業の政治利用を画策するモイ政権の思惑である。そこで本
章では、1990 年代に急成長を遂げた切り花産業に焦点を当て、同産業が発展した要因を整理すると
ともに、切り花産業の勃興が市場自由化と複数政党制に深く関与していたことを解明する。 
 
1．1990 年代における政治経済構造の変化  
 モイ政権は、追加融資の条件となった構造調整政策（SAP）を履行しつつ、最大の課題であった
「政治経済のカレンジン人化政策」を押し進め、強大な権威主義体制を構築した。また、モイ政権
の誕生を背景に勢力を強めたカレンジン人農民は、キクユ人農民への報復に加えて、他の非カレン
ジン人農民に対して抑圧的な行動を採るようになった。特に、独立後よりケニアの政治経済の中枢
に位置していたキクユ人や、カレンジン人と同様にリフトバレー州に住むルイヤ人の農民は、カレ
ンジン人農民を主犯とする土地・家畜の収奪や家屋の放火等の被害を受けていた。だが、中央省庁
や地方の行政機関、警察機構がカレンジン人主体で組織されており、カレンジン人に対する犯罪行
為の取り締まりや処罰が全く実施されなかったため、非カレンジン人の農民はこれら被害を一方的
に受け続けていた。しかも SAP の実施に伴う「貿易の自由化」を契機として、食糧輸入（購入）
の負担が増大したため、冷遇や弾圧に耐え続けていた貧しい農民は、次第にモイ政権およびカレン
ジン人に対する不満を強めていた。さらに、国際社会からも「市場の自由化」および「政治体制の
民主化」を強要されたため、1990 年代以降のケニアにおける政治経済構造は大きな変革期を迎える
こととなった。 
 
（1）不満の増大とモイによる弾圧 
 支持基盤となる農民はモイ政権に対する不満が極限に達していたため、与党のケニア・アフリカ
人全国同盟（KANU）に属していた非カレンジン人の政治家や KANU に属していなかったニャン
ザ州の政治エリートは、モイ政権に強く反発するようになった。例えばケネス・マティバ（Kenneth 
Matiba）やマティバを取り巻くキクユ人政治家は、都市部の富裕層やコーヒー生産者による支持を
背景に強大な政治権力を有していたため、KANU に所属していたにもかかわらず、コーヒー生産者
（キクユ人）に対する冷遇的政策を強く批判した。またケニヤッタ政権期に政界から追放されたオ
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ディンガらルオ人エリート（ニャンザ州を基盤とする集団）も、モイ政権に反発するとともに、新
たな政治結社の設立に向けて行動するようになった。さらに、キクユ人勢力はコーヒー産業の停滞
に伴って弱体化し、政治的地位がKANUを追い出されたルオ人エリートとほぼ対等になったため、
キクユ人エリートとルオ人エリートは共闘関係を構築するようになった。このキクユ‐ルオ間の共
闘体制の構築は、モイ政権にとって脅威であるとともに、野党および多数の国民が「政治体制の民
主化（複数政党制への移行）」を要望する契機（内的要因）にもなっていた。ただし、ケニア憲法で
KANU 以外の政党・政治結社の組織化が禁じられており、モイも反政権派勢力による政治結社の自
由化を認めなかったため、キクユ人とルオ人のエリートは KANU に属しつつ、複数政党制の復活
に向けた活動を水面下で実施するに留まっていた。 
 モイによる反政権派の弾圧は政治制度以外の方法でも行われている。例えばセントラル州（キク
ユ人地域）に住む反政権派の農民やエリート層に対する弾圧は、コーヒー・ボードやケニア紅茶開
発公社（KTDA）等のマーケティング・ボード、ケニア生産者組合連合（KPCU）を介して行われ
ており、その内容も農業生産に対する規制・抑圧の強化である326。またリフトバレー州北西部や中
央部の農村地域（ルイヤ人地域）では、カレンジン人エリートが現地を監督する行政府や警察・治
安機構に配置されたため、カレンジン人の富裕層・エリート層による土地収奪や強盗・放火等の犯
罪行為が黙認されていた327。さらに、エンブ人やメル人（キクユ・メル・エンブ連合（GEMA）を
組織したエリート層）の集中するリフトバレー州南部やコースト州では、現地農民に対する所有地
の登記化を不認可にし、モイ政権派の農民による土地収奪を容易化した。 
 さらにモイは、KANU に所属するセントラル州やニャンザ州選出の非カレンジン人政治家に対し
ても、政治的地位を剥奪している。ケニアの選挙制度および政治制度の規定に関して、選挙の立候
補資格を政党所属の議員・政治家に限定することがケニア憲法 34条および 35条に規定されており、
また 1982 年の憲法改正では「KANU を唯一の政党とする」（第 2A 条項）とする規定が加えられて
いる328。さらにモイ政権を強く批判した政治家は、国会議員資格および党員資格の喪失に加えて、
逮捕・抑留等の処罰を受けていた。そのため、モイ政権に反発した勢力は新たに政党を結社するこ
とが出来ず、国会議員になることも不可能であったため、過度な政権批判を展開することが出来な
かった。ケニア憲法の大幅な改正（改悪）によって議員資格に関する権限が大統領に集中した結果、
モイ政権が KANU をキクユ人主体からカレンジン人主体の政党に変えることは容易であった。そ
のため、キクユ人をはじめとする非カレンジン人の国会議員は、モイに対する反感を抱きつつも、
KANU 所属の状態で政治活動を行うことを選択している。非カレンジン系の議員が KANU に所属
していた目的は、①政治家としての地位や権限を保持する上で政党に在籍しなければならなかった
                                                  
326 Lele and Christiansen[1989]、p.11。 
327 1990 年代には、ケニア国内でも土地法および土地所有に関する委員会が開催され、土地所有における不平等や
土地管理に関する制度上の不備が指摘された。だが、土地所有における問題は未だ改善しておらず、委員会による
協議は形式的なものに留まっている（Kanyinga[2009]、p.113-115）。さらに 2000 年代以降には先進諸国による新
たな土地収奪といった問題も発生しており、ケニアにおける土地問題は植民地支配期に逆行している。 
328 ケニアの選挙規定については中原[1986]を参照。 
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こと、②国会議員になるためには「KANU に所属すること」が条件となっており、KANU を離脱
できなかったこと、③各政治家の支持者である富裕な農民層や共同体の首長の要望を履行するため、
政界に籍を置く必要があったことがあげられる。 
 ただし非カレンジン人の議員は、現行の政治体制および選挙制度に対する不満を受け入れた場合、
KANU 除名という処分を回避できるが、次の議会選挙で有権者から支持を得られないことに結び付
いた。政治家は各選挙区（地域）に住む農民が支持基盤の中心となっており、議会選挙で票を獲得
するためには支持者の要望に沿った政策を実施する必要がある。しかし、憲法改正によって大統領
権限を強大化させたモイは非カレンジン人に不利益となるような政策・制度を実施しており、特に
クーデター未遂事件発生後の 1980 年代半ば以降、モイは反政権派の活動を激しく弾圧していた。
そのため、セントラル州やコースト州、ニャンザ州の農民や富裕層は、自身が支持する議員（有力
な政治家を除く）に対して不満を抱くとともに、要望が受け入れ易くなるような政治体制（＝複数
政党制導入）への移行を成し遂げ、政治面での主導権を獲得することを強く求めた。そして 1980
年代後半、KANU に所属していない政治家（非国会議員）に加えて、KANU に属する政治家まで
もが複数政党制への移行を訴える集会や運動を展開するようになり、ケニア国内における「政治体
制の民主化」への希求が最高潮に達していた。このモイに対するキクユ人の反発が増長した背景に
は、モイの悪政に加えて、コーヒー産業の衰退に伴う経済的利益の減退があげられる。 
 
（2）コーヒー産業の衰退とベトナム・コーヒーの勃興 
 1980 年代末、反政権派の急先鋒であったセントラル州在住のキクユ人農民（コーヒー生産者）は
多大な経済的打撃を被っていた。まず 1989 年に起こった ICA の崩壊は、短期的には大量に抱えた
コーヒーの在庫を放出する契機となったが、長期的には国際市場価格の乱高下を引き起こし、ケニ
ア産コーヒーを収入の不安定な換金作物に変えた。特にコーヒー生産において後発国だったベトナ
ムが ICA の崩壊を背景に大量のコーヒーを輸出するようになったため、コーヒー輸出の不安定性が
一層顕著となった。 
 コーヒーの国際市場価格は、ICA 崩壊直前の 1988 年で 115.9 米セント（1 ポンド＝約 454 グラ
ム当たり。以下、同単位）であったが、1989 年には 91.7 米セントにまで下落している329。さらに、
1985 年まで輸出量 1 万トン未満であったベトナムが、1990 年代初頭には 9 万トン以上のコーヒー
を輸出するようになったため、1992 年の市場価格は 53.4 米セントに急落した。また ICA の経済条
項（輸出割当制度）が機能不全に陥っていたため、ベトナムはコーヒーの輸出量を 1995 年には 24.8
万トン、2000 年には 73.4 万トンまで増やしている。ベトナムのコーヒー輸出が僅か 15 年で 81 倍
も増加した背景には、ICA の崩壊に伴う輸出割当制度の機能不全や、コーヒー生産大国のブラジル
                                                  
329 ICA 崩壊後に見られる市場価格の乱高下には、ベトナムが大量のコーヒー輸出したこと以外に、①輸出割当規制
によって大量のコーヒー在庫を抱えた生産国が一斉にコーヒーを市場に放出したこと、②焙煎技術の向上によって
低品質・低価格のロブスタ種コーヒーに対する需要が増大し、高品質のアラビカ種コーヒーに対する需要が減退し
たことが要因としてあげられる（Daviron and Ponte[2005]、p.121）。 
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の冷害に伴う市場価格の一時的な急騰に加えて、ベトナム国内における経済・農業政策の転換があ
げられる330。 
 ベトナム戦争終結後の 1970 年代後半以降、ベトナムは社会主義的な経済体制を導入し、農業生
産に伴う様々な資源および生産物を国有（共有）の財産にするとともに、農場も個人ではなく政府
管理の下で集団経営を行うことを基本とした。特に農業部門への介入に関して、ベトナム政府は
1950 年代末に設けた合作社（協同組合）制度を基軸とする農業生産を展開し、農民を合作社へ半強
制的に加入させていた331。しかし合作社の指揮の下で行われた農業活動では、①生産拡大によって
創出された余剰分（合作社が設定した目標値以上の生産分）が生産者である農民に配分されなかっ
たこと、②政府および合作社から請け負った土地に使用期限が設けられていたこと（土地の長期使
用が不可）、③合作社を管理する官僚の汚職・不正が蔓延したこと等の問題が生じたため、農民の生
産意欲が大幅に減退し、農産物の生産量も停滞した。しかも農産物輸出の相手国であるソ連（およ
び東欧諸国）が西欧列強諸国と協調関係を築くようになったため、1986 年、ベトナム政府は、ドナ
ー諸国（西欧列強諸国）から 1 億ドル以上の経済援助・融資を受けるために市場志向型の経済政策
（ドイモイ政策）へ方針を転換した。特に農業部門では、1988 年に政治局決議第 10 号「農業経済
管理に関する刷新について」（以下、第 10 号決議）を公表し、農業生産における市場経済の導入に
踏み切っている332。ただし 1986 年のドイモイ政策を契機とする農業関連政策・制度の転換は、貧
しい農民の生産意欲の向上以上に、富裕層のコーヒー産業への参入に貢献していた333。 
 第 10 号決議の主な内容は、国内の農産物市場における市場経済の導入、個人による農地所有の
認可、生産物に対する個人農家請負制度の導入である。特に個人農家請負制度（農場の個人経営や
生産物を個人の判断で消費・売買することを可能にした制度）が実施されたため、農場経営者は収
穫量の 40～50％となる余剰生産分を販売・輸出し、利益を得られるようになった。さらに 1993 年
の土地法改正に伴い、農民は、それまで合作社が短期間で賃借していた農地を、生産する作物に応
じて長期間賃借できるようになった。例えばコメやメイズのような単年性の穀物は 20 年間、コー
ヒーやゴムのような永年性の換金作物は 50 年間の土地賃借が認められるようになったため、土地
を借り受けた農民や農場経営者は実質的な土地所有者となっている。また、この法改正には土地の
譲渡・売買、他者への賃借等も使用者に判断を委ねることが規定されており、都市部に住む富裕層
や官僚が農村部に進出し、プランテーション農園を経営する契機ともなった。これら富裕層による
参入が特に際立っていた換金作物がコーヒーである。 
 ベトナム・コーヒーの大部分は、好適農地が多く、気候・地理的条件の整っているダクラク省、
コントゥム省、ザライ省、ダクノン省、ラムドン省など中部の高地地域で生産されている。もっと
も、同地域に住むキン人（Kinh）の小農や少数民族のモンタニャール人（Montagnards）は、コ
                                                  
330 Thanh and Shively[2008]、p.312。 
331 トラン[1996]、pp.47-49。 
332 小澤[2010]、pp.110-112 および長[2005]、pp.281-283。 
333 浅岡[2012]、p.77 および村田[2004]、pp.20-22。 
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ーヒー栽培が本格化する以前から自給用の穀物や野菜を中心に栽培しており、自給自足的な農業生
産を営んでいた334。しかし、富の拡大を目論んだ富裕層や都市部在住の官僚は、第 10 号決議およ
び土地法改正が施行されて以降、輸出規制の崩壊したコーヒー産業に参入するため、コーヒー栽培
に適した中部高地の土地獲得を進めている335。さらにベトナム政府も富裕層によるコーヒー生産の
拡大を支援したため、都市部の富裕層が経営するコーヒー・プランテーションは拡大し、ベトナム・
コーヒーの輸出も増大している336。ベトナム政府が土地購入およびコーヒー増産を目的とする政
策・支援を実施したため、コーヒー産業には大量の賃金労働者が投じられ、ベトナムは 2000 年に
世界第 2 位のコーヒー生産大国に飛躍した。他方、1985 年時点で世界第 10 位に位置していたケニ
アのコーヒー輸出量は 2000 年には第 17 位に陥落し、2001 年以降の年平均コーヒー輸出量も 4.8
万トン程度に留まっている。 
 コーヒー産業に従事していた大勢のキクユ人農民は、ケニア・コーヒーの衰退に伴って収入が減
少しており、特に 5 ヘクタール未満の農地しか所有していない小農（ほとんとが 2 ヘクタール未満
もしくは土地なしの農民）は、生産費用が収益を超過していたため、次第にコーヒー生産を放棄す
るようになった。だが貧しい農民は、他の作物に転作できるほどの財力がなかったため、所有して
いた僅かな土地を売却、もしくは放置している。また 5～20 ヘクタールの土地を所有する中農も、
コーヒー生産を継続しているのはごく一部であり、農民の多くが土地の売却によって得た資金を用
いて穀物や他の作物への転作を試みている。他方 20 ヘクタール以上の土地を所有する大土地所有
者は、コーヒー栽培（農地）の規模を縮小させつつ、高収益になる可能性がある新たな換金作物を
模索している。ただしコーヒーを生産する農民は、大土地所有者や小農を問わず、国際市場価格の
乱高下によって多大な被害（収入の減少）を被っていた。特に小農は、モイ政権が資金融資枠の縮
小や作付け制限を実施したことも重なり、生産量（生産農地）を拡大できなかった337。 
 ベトナムのコーヒー輸出の急増は、コーヒー栽培に従事していたキクユ人勢力を弱体化させたた
め、モイ政権に不利益をもたらした338。だが、モイ政権にとって有益であったはずの「コーヒー輸
出の減退」は、対立関係にあったキクユ人およびルオ人の共闘関係を招くこととなり、結果的にモ
                                                  
334 中部高地におけるコーヒー栽培の拡大に伴い、ベトナム政府は現地に住むモンタグナードなど少数民族から土地
を半強制的に接収するとともに、彼らをコーヒー農場の賃金労働に従事することを強要している
（Pendergrast[2010]、pp.349-351）。 
335 池本[2006]、pp.24-29 および出井[2003]、pp.38-41。 
336 世界銀行は、自由主義的な経済政策の導入がコーヒー輸出を増大させるとともに、ベトナムの経済成長に大きく
貢献していると論じている（World Bank/IBRD [2004]、pp.1-3）。だが、妹尾がコーヒー栽培に従事する低賃金労
働者の貧困問題を指摘しているように、世界銀行の分析は中部高地の農民が土地を収奪されたことやコーヒー・プ
ランテーションが拡大した背後に大量の低賃金労働者や貧しい農民を生みだした点を捉えていない（妹尾[2009]、
pp.204-205）。加えて、ベトナムのコーヒー政策はケニアの政策と同様の問題点も見られるため、長期的視野で考察
した場合、コーヒーの輸出拡大および換金作物依存は必ずしも当該国に有益な状況をもたらさない可能性がある。
ベトナムのコーヒー政策における諸問題については佐々木[2013b]を参照。 
337 モイ政権によるコーヒー生産者（キクユ人）への抑圧は第 4 章を参照。 
338 Argwings-Kodhek[2004]、pp.33-34。もっとも、全てのキクユ人農民（富裕層）が弱体化しておらず、キクユ人
農民の中でも莫大な財力を持ち続けた人々も存在する。例えば、市場価格が急落する以前にコーヒー産業から撤退
した農民やコーヒー以外の複数の作物を栽培することでリスク分散を図っていた大土地所有者は、モイ政権下にお
いても莫大な富を持っていた。 
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イ政権にとって弊害となった。そのためモイは、反政権派の不満・反発に対して硬直的な態度を示
すとともに、政権打倒を目的とする活動への取り締まりや首謀者の逮捕を強化している。これら過
度の弾圧が実施された結果、必ずしも良好関係ではなかったキクユ‐ルオのエリート層は「モイ政
権の陥落」と「真の独立」に向けて共闘関係を一層強化しており、さらに KANU に在籍するキク
ユ人やルイヤ人といった非カレンジン人議員までもが、次第に政権打倒を強く主張するようになっ
た。加えて、ドナー諸国が「政治体制の民主化」を迫ったこと（外的要因）が、ケニアにおける複
数政党制導入を後押しした。 
 
（3）「市場の自由化」と「政治体制の民主化」という外圧 
 ケニア国内では、「複数政党制移行」という意識が強まっていたが、国外（西欧列強諸国）もケニ
アに対して政治経済構造の変革を求める圧力をかけていた。具体的には、1980 年代末からドナー諸
国および IMF・世界銀行が推進した「市場自由化」、およびドナー諸国が 1990 年代初頭よりケニア
に迫った「政治体制の民主化」である。 
 ケニアの経済状態は SAP 導入以後も回復の兆しが見られず、むしろ悪化していたため、ドナー
諸国による圧力は融資を欲していたケニアに多大な影響を及ぼした。ケニアの経済成長率は 1980
年で 5.6％だったが、SAP 導入直後の 1981 年に 3.8％となっており、1982～1984 年には年平均成
長率が 1.5％まで下落し、さらに 1992 年には―0.8％とマイナス成長に陥っている。年平均成長率
は 1980 年代の 4.2％から 1990 年代には 2.2％となっており、1970 年代の 7.2％と比較すると大幅
な停滞となっているため、SAP の実施は経済成長率の改善に十分な貢献を示していない。対外累積
債務も、1979 年時点で 27.2 億ドルであったが、1981 年に 32.3 億ドルとなり、1990 年には 70.6
億ドル（1979 年の約 2.6 倍）まで増大している。またインフレ率は 10.3％（1970 年代）から 12.7％
（1980 年代）になり、1990 年代には 17.2％まで上昇している。さらに対外直接投資（FDI）も 1970
年代、1980 年代ともに約 3,000 万ドルに留まっており、投資の流入状況も改善していない。 
 もっとも SAP の実施を迫った IMF・世界銀行は、ケニアの経済状態が悪化し続けていたことに
対して、構造調整の内容ではなく、構造調整を実施する途上国政府側に不備があると主張していた。
具体的には、「政府による市場介入による歪み」や「諸規制に伴う民間企業の活動の停滞」といった
批判である339。そして IMF・世界銀行は、1986 年 3 月に構造調整ファシリティ（SAF）に基づく
追加融資を実施し、さらに 1987 年 12 月には融資規模や機能拡大を目的とする拡大構造調整ファシ
リティ（Enhanced Structural Adjustment Facility：ESAF）の設置によって、債務諸国に「市場
の自由化」を迫るための環境整備を進めた。ESAF の主な機能は、①SAF と同様に IMF・世界銀
行の構造調整融資を実施・運用すること、②同機関が定めた基準に合致する途上国に対して年利
0.5％・10 年完済の融資を行うこと、③融資実施の可否は国民 1 人当たりの所得や国際開発協会
（International Development Association：IDA）の審査基準に基づいて判断すること、④融資額
                                                  
339 World Bank/IBRD [1989]、pp.105-113 および高橋[2010]、pp.100-101。 
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は当該国に割り当てられた IMF の出資割当金（IMF Quotas）の 140％を最大とするが、例外的な
状況が発生した場合、最大融資額が 185％にまで増額されることの 4 点である。ただし、融資実施
から 5 年経過した当該国には半年単位で「（融資額＋年利）／20」という金額（債務）を返済する
義務が発生するため、ケニアのように融資実施後も経済状態が悪化し続けており、且つ債務返済が
滞っていた途上国は、返済の免除もしくは繰り延べの承認をドナー諸国や国際機関から受けなけれ
ばならなかった。しかも、構造調整融資および SAF 実施の条件（コンディショナリー）として掲
げられた「IMF・世界銀行（実質的にはドナー諸国）による途上国政府への介入」は維持されてい
る。債務返済の繰り延べが不可欠であった途上国の指導者は、SAF や ESAF によって貸付けられ
た債務の返済免除・繰り延べの条件として、アメリカやイギリスを中心とする債権諸国や IMF・世
界銀行からコンディショナリーを遵守・推進すること、換言すれば、ドナー諸国の“操り人形”で
あり続けることを迫られたのである。 
 さらに世界銀行は、1987 年にアフリカの最貧国を対象とする特別支援プログラム（Special 
Program of Assistance for Africa）を発足し、アフリカ諸国に対する SAP を長期に渡って強要でき
るよう、対アフリカ融資における資金（ドナー諸国による拠出金）を確保した。IMF・世界銀行（お
よびドナー諸国）はケニアに対しても SAP の有効性を主張しているが、更なる融資や債務返済の
免除・繰り延べを必要としたケニア政府は、追加融資の窓口である IMF・世界銀行の要求を拒否す
ることができなかった。ケニアがコンディショナリーを受諾した結果、IMF および IDA（世界銀行）
はケニアに対して、1987 年 2 月時点のスタンドバイおよび SAF の融資額を“3,800 万ドル”から
“3 年間で 2.35 億ドル”に即時拡大している340。さらに IMF は、1980 年代後半に実施された拡大
構造調整融資に加えて、1990 年代には重債務最貧国となった途上国を対象に、重債務最貧国イニシ
アティブ（Heavily Indebted Poor Countries Initiatives）等の対外債務返済の免除や繰り延べを実
行している。だが、これら追加融資の実施に伴って押し進められたコンディショナリーはケニア経
済を好転させていない341。国際連合アフリカ経済委員会（ECA）が政策内容の非有効性を指摘して
いるように、ケニアは SAP の長期実施によっても経済状態を改善することができず、SAP 実施以
前と同様に、換金作物輸出の拡大に伴う一時的な経済成長を達成するに留まっている。 
                                                  
340 Boughton[2001]、p.596。 
341 福田[2008]、pp.114-115。 
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 他方、1980 年代に世界銀行が約 5.3 億ドル（部門別融資 3.6 億ドルを含む）、IMF がスタンドバ
イ融資を含めて約 8.3 億ドルの追加資金を貸し付けたにもかかわらず、ケニアが追加融資に見合う
だけの成果を達成していなかったため、ドナー諸国はケニアの SAP の進展具合に不満を抱くよう
になった。特に、モイ政権が政治的利害を理由に市場へ介入していたため、ドナー諸国に籍を置く
多国籍企業は、莫大な好適農地や安価な労働力のあるケニア市場に参入できなかった。そのため多
国籍企業は、ドナー諸国政府および IMF・世界銀行を介して、モイ政権に「市場の自由化」を推進
するよう強く迫った。もっとも、市場自由化の要求は国外によるものだけではない。政府に莫大な
資金を融資していたケニア国内の富裕層（債権者）もまた、「市場の自由化」の早期実施をモイ政権
に要求していた。 
 ケニア統計局発行の『年次統計』によると、1970 年代末～1990 年初頭にかけて、ケニア政府の
資本収入に占める対内債務の比率が急増している。1979 年次で対内債務の貸付額は約 3 億ケニア
シリング（資本収入の 12％）であったが、1980 年には 12.8 億ケニアシリング（同 28.9％）、1990
年には 106 億ケニアシリング（同 52.3％）まで増大し、対外債務を大幅に上回った（表 5-1 を参照）
342。政府に対する債権者となったケニア人には、例えばケニヤッタ政権期に勃興した都市部のキク
ユ人資本家、市場価格が急落する直前にコーヒー産業から撤退した若干の大土地所有者（キクユ人
農民）、紅茶産業に対するモイ政権の優遇政策を背景に大土地所有者へと変貌したカレンジン人農民、
各地の共同体の首長があげられる。特に換金作物貿易や都市部での起業に成功したケニア人資本家
は、モイ政権に対する発言力・影響力を強めるとともに、自身にとって有利な経済・市場環境を政
府に迫るため、率先して債権者となった。 
 IMF・世界銀行が SAP（市場自由化）の推進をケニアに迫っていたとき、モイ政権は、形式的に
は自由主義的な経済路線を採用するとともに、IMF・世界銀行より迫られた SAP に遵守する姿勢
を示していたが、実際には IMF・世界銀行のコンディショナリーをサボタージュし、レント創出を
意図した市場介入を強行していた343。輸入規制の緩和が進められた 1980 年代、憲法改正によって
権力を強大化させたモイ政権は利権創出のために市場介入を実施していた。特に「マーケティング・
ボードを介した市場介入」は、貧困層を含めた政権支持者に対して生産者価格の安定や安価な農産
物の提供、生産拡大のための優遇といった利点をもたらしていたため、モイは市場自由化をサボタ
ージュしていた。しかし、マーケティング・ボードを利用した市場介入は、更なる富の拡大を欲し
                                                  
342 対外債務が横ばいにもかかわらず、対内債務が急増した一因には、冷戦の終結に伴ってアフリカ諸国の「社会主
義に対する防波堤」という戦略的重要性が後退したことがあげられる。特にケニアは社会主義的な国に囲まれてい
たため、冷戦下の西側諸国には、ケニアの政治経済に介入する理由が存在していた。また、西側諸国による介入は
ケニアに資金融資を実施する根拠ともなっていた。だが“冷戦終結”は、ケニア‐西側諸国（ドナー諸国）間にお
けるパトロン‐クライアント関係を喪失させるものであり、次第にドナー諸国による資金引き揚げや資金流入の減
少を引き起こしている（遠藤[2009]、pp.157-158）。 
343 独立直後のケニアでは初代大統領のケニヤッタが、経済政策担当大臣のムボヤの作成した政策に基づき、（名目
上の）自由主義的な経済政策を実施していた。だが、自由主義的な政策の目的は、政府の市場介入によって支持基
盤であるキクユ人農民や都市部の富裕層に利権を優先的に割り当てることであり、市場や貿易の自由化を完全に実
施していなかった。ケニヤッタ政権期の経済政策については第 3 章を参照。 
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ていた資本家にとって他産業への参入に伴う認可取得や諸規制などの弊害をもたらした。そのため、
対外債務以上の資金を融資していた国内の資本家は、政府の市場介入が富を拡大する上で弊害だっ
たため、「市場の自由化」を強く迫っていたドナー諸国および IMF・世界銀行に同調し、モイ政権
に対して市場介入や諸規制の緩和・撤廃を要求した。 
 SAP のサボタージュを続けていたモイであったが、SAP の実施や国内の債権者および国外の債
権諸国による圧力が強まった 1980 年代後半、モイは先進諸国の要求する「自由主義的な経済」を
本格的に導入しなければならなくなった。ただし、コーヒーや紅茶産業におけるマーケティング・
ボードの機能は政治的利権の創出に有益だったため、モイはコーヒー・紅茶の市場介入を完全に撤
廃せず、園芸作物産業に対する規制緩和やマーケティング・ボードの機能縮小だけを行った344。も
っとも、園芸作物産業の自由化はオランダやイギリスなど欧州資本の多国籍企業にとって有益であ
ったが、市場自由化自体は十分に進展していないため、ドナー諸国は経済政策を実施する政府（政
治体制）の不備を批判した345。そして、アメリカや EU などドナー諸国の代弁者であった IMF・世
界銀行は、経済構造の変容（政府による市場介入や諸規制の緩和・撤廃）が鈍化している理由とし
て“非民主的な政治体制”に着目し、モイ政権に対して一党制支配を基軸とする政治体制の変容（改
善）を強く迫った346。 
 1990 年代以降、ドナー諸国および IMF・世界銀行は、SAP が最大限の効果を発揮するためには
政府の政策もしくは政権運営そのものを改善する必要性があるとの立場から、モイ政権に対して「政
治体制の民主化」を迫っている。まず、アフリカ諸国に莫大な融資を実施しているドナー諸国によ
って組織された主要債権国会議（パリクラブ：Paris Club）は、1991 年に開催した会議で、モイ政
権による弾圧の実施や大統領権限の強大化、KANU 一党制による支配構造など、政治体制における
非民主的状況を強く非難した。さらにドナー諸国は、融資の停止や対外累積債務の返済繰り延べの
不認可によって民主化を推進せざるを得ない状況を構築しており、またドナー諸国から債権回収を
委託されていた IMF・世界銀行も、ESAF の拡大・拡充（1993 年 12 月実施）を進める際、債務返
済が滞っていたケニアに対して政治体制上の問題（KANU 一党制による独裁的性質）を指摘し、モ
イ政権に複数政党制への早期移行を迫った347。モイ政権の権威主義体制を非難したドナー諸国はケ
ニアに対する 1990 年の融資額を前年度より 10％（約 7,000 万ドル）削減した 7.2 億ドルに設定し、
さらに 1991 年の融資額は 6.7 億ドル（前年の 5,000 万ドル削減）に縮小している。大幅な融資削
減に直面したモイ政権は、国内で発生した政治体制への不満以上に、ドナー諸国および国内の資本
家による「債務返済要求」という圧力が脅威となったため、複数政党制への移行を避けることがで
きなくなった。 
                                                  
344 1990 年代、政府は小農の保護を口実に、主要な換金作物に対する市場自由化を即座に進めておらず、例えばコ
ーヒー産業は、2001 年に制定された新コーヒー政策（New Coffee Act）に基づき、市場価格の回復が見込めなくな
った 2002 年から市場自由化が本格に進められている（EIU [2002]、pp.34-35）。 
345 ケニアの園芸作物産業における市場自由化・規制緩和については、第 5 章第 2 節および第 3 節にて後述する。 
346 IMF・世界銀行を介したドナー諸国による圧力については坂元[2006]および[2008]を参照。 
347 Boughton[2001]、pp.595-597。 
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 モイ政権が構築・強化した独裁的な政治体制は、確かにケニアの政治経済構造に汚職、政治的不
正、経済格差といった歪みをつくり出すとともに、大勢の人々を貧困や飢餓状態に陥れるものであ
った。そのため、債権諸国および IMF・世界銀行がモイ政権に要求した「KANU 一党制支配の構
造」の改革は一応適切な指導・介入である。ただし債権諸国による政治体制の民主化および市場自
由化の推進は、表面的には債務国の政治経済構造における諸問題を改善し、適切な方向に誘導する
ことであったが、他方、これらの要求はケニアを「ドナー諸国にとって都合の良い国」に変えるた
めのものであった。 
 
 
2．オランダ資本の参入と「切り花生産」  
 ドナー諸国（西欧列強諸国）の代弁者である IMF・世界銀行が「市場の自由化および規制緩和の
推進」という圧力をかけた結果、ケニア国内の農業市場および農業従事者は多国籍企業の本格的な
進出に起因する「ドナー諸国による富の収奪」の脅威に一層晒されるようになった。久野はグロー
バル化が進展する今日の資本主義経済化において、「資本主義のグローバル化およびそれを優先的に
媒介する国家政策・国家間関係と、国家がなお社会的・政治的に統括しなければならない各国の国
民経済・国民所階層との間に生起する諸矛盾348」が存在する点を踏まえた上で、「1970～80 年代ま
での国内価格支持・輸出補助金政策が農産物貿易を通じた国内型資本蓄積戦略に適合的だったのに
対して、80～90 年代以降の新自由主義的農政転換は、原料農産物価格の引下げとフレキシブルな増
産・調達を可能にするという意味で、各国・各地域レベルでの垂直的多角化（複数国国内企業戦略）
を志向するアグリビジネスの今日的な資本蓄積戦略にきわめて整合的349」であったことを指摘して
いる。久野が指摘するアグリビジネスによる不利益は、特に原材料を生産するケニアなど途上国に
おいて顕著となっている。 
 特に 1980～1990 年代、モイ政権は、自身の支持基盤に対する影響力が極小であった換金作物産
業を多国籍企業に献上し、カレンジン人に対する脅威の回避・緩和を試みている。だが多国籍企業
の進出は、国内の生産者に“ドナー諸国資本による直接的な富の収奪”という不利益をもたらして
いる。例えば、1980 年代後半より勃興したケニアの園芸作物産業、特に切り花産業に対するオラン
ダ資本の本格的な進出は、一方で農産物輸出の増大に貢献したが、他方で大勢の人々を貧困状態に
留まらせる要因ともなっている。 
 
（1）「切り花大国」オランダの参入と切り花産業の勃興 
 モイ政権は、ドナー諸国や国際金融機関から「市場の自由化」を迫られていたが、他方で支持基
盤であるカレンジン人から更なる優遇（レントの創出）を要求されていた。そのためモイは、政府
                                                  
348 久野[2008]、pp.84-85。 
349 同上、pp.97-98。 
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による支援・関与が換金作物生産の拡大や農民の所得向上、さらには農民の所有地の拡大に貢献す
るとの見解を示すとともに、紅茶産業におけるケニア紅茶開発公社（KTDA）などのマーケティン
グ・ボードを介して、カレンジン人農民への支援を継続していた350。だが市場自由化を求める圧力
は、ドナー諸国のみならず国内の債権者からも生じていたため、モイは市場介入の緩和・撤廃を試
みているという態度を示さなければならなかった。ただし KTDA の解体（市場介入の撤廃）は多く
のカレンジン人農民を多国籍企業の脅威に晒すものであったため、モイは政府介入を行っている産
業（農業部門）の中から、カレンジン人への悪影響を最小限に抑えつつ、国内外の資本家の要求を
適えるような換金作物産業を模索した351。そしてモイは、「生産・流通の自由化」の対象として、
切り花や温室栽培の野菜・果物などを中心とする園芸作物産業を選択にした。モイ政権が園芸作物
産業に対する政府介入の緩和・撤廃を実行した結果、特にオランダやイギリスをはじめとするヨー
ロッパ諸国の多国籍企業はケニアの農業市場への参入を本格的に進めている。 
 
表 5-2 各国の切り花輸出総額の推移（100 万ドル） 
 1992 1998 2001 
オランダ 2,153.6 (65.6) 2,296.1 (56.2) 2,027.9 (55.7)
コロンビア 395.6 (12.1) 600.0 (14.7) 562.5 (15.5)
エクアドル 25.3 (0.8) 201.9 (4.9) 206.6 (5.7)
ケニア 61.5 (1.9) 131.6 (3.2) 165.3 (4.5)
アメリカ 14.4 (0.4) 20.6 (0.5) 114.4 (3.1)
イスラエル 146.1 (4.4) 175.2 (4.3) 114.4 (3.1)
その他 487.2 (14.8) 659.0 (16.2) 449.0 (12.4)
合計 3,283.7 (100.0) 4,084.4 (100.0) 3,640.1 (100.0)
（注）括弧内は世界全体の切り花輸出額に占める割合（％）を示している。 
（出所）World Bank/IBRD[2005]および Pathfast Publishing[1997]より著者作成。 
 
 バラやチューリップ、カーネーションといった切り花の需要は世界全体で増加傾向となっており、
特に切り花や植木、球根等の“花き”の世界全体の輸出額は 1990 年代で 70～80 億ドルに達してい
る。切り花に限定すると輸出総額は 30～40 億ドルであり、“花き”輸出全体の約 5 割を占める換金
作物となっている352。切り花に対する国際的な需要増大から、世界最大の切り花市場がある切り花
輸出大国のオランダ（世界全体の切り花輸出の 55.7％を占めている）は切り花の増産および輸出拡
                                                  
350 Republic of Kenya [1983a]、pp.180-181 および ibid [1983b]、p.83。 
351 ibid [1979]、pp.237-246 および ibid [1983a]、pp.177-181。 
352 切り花以外の花き輸出の内訳（比率）は、植木類の輸出が約 3 割、枝葉と球根・種子の輸出がそれぞれ約 1 割と
なっている（World Bank/IBRD[2005]、pp.20-27）。 
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大を目論んでいた（表 5-2 を参照）。ただしオランダは国土が小さく、しかも国内で切り花を生産し
た場合、高額な人件費や設備の維持管理費等が必要だったため、安価な人件費と切り花生産に適し
た土地がある途上国に生産拠点を求めた。そして、オランダの多国籍企業の要望に合致した国・地
域が、ナイバシャ湖（Naivasha）一帯やケニア山北西部、エレゴン山南東部など、セントラル州北
部やリフトバレー州中部の地域である。同地域の地理的・気候的特徴には、①肥沃な土地と十分な
水源があること、②気候が雨季・乾季のみで概ね安定していたこと、③生産地域の標高が 1,800 メ
ートル以上であったため、害虫被害が比較的少ないこと、④ケニアの中でも、降雨量の多い地域で
あったことがあげられる。そのため、切り花輸出大国オランダは切り花栽培に適したケニア（およ
びアフリカ諸国）に着目し、現地に切り花プランテーションの建設を試みた。ただしオランダ資本
のケニア進出に際して、ケニアに設けられていたマーケティング・ボードおよび園芸作物栽培に対
する諸規制が弊害となった。 
 ドナー諸国がケニアに市場自由化を迫るまで、モイ政権は官民共営のマーケティング・ボードで
ある園芸作物開発公社（The Horticultural Crops Development Authority：HCDA）を介して、園
芸作物栽培（切り花を含む）に対する苗木の販売や生産の認可、作付面積の制限、輸出ライセンス
の発行といった諸規制を実施していた353。もっとも、1980 年代初頭までの園芸作物産業は、国内
消費用の野菜や果物の生産が主体であり、切り花のような輸出向け作物はほとんど栽培されていな
かった。また、園芸作物産業が莫大な外貨（富）を創出する産業ではなかったため、モイ政権もコ
ーヒーや紅茶ほど大規模な市場介入を実施していなかった。しかも園芸作物栽培の主体となった農
民はキクユ人（ケニア中央部に住む農民）だったため、モイ政権は園芸作物の生産に対する認可や
農地拡大の規制を実施することはあっても、これら農民を優遇することはなかった。そのためモイ
は、IMF・世界銀行より追加融資を受けるための条件である「市場自由化の推進」を切り花産業に
押し付け、コンディショナリーの不利益を軽減しようとした。モイが切り花産業に対する自由化を
受け入れたため、切り花輸出の拡大を目論むオランダやイギリスの多国籍企業は、「民営化の推進」
という大義名分から、ケニアの国営企業を買収し、切り花プランテーションの建設や大規模なイン
フラ投資を行った。そしてケニアは、欧州資本の本格的な参入を契機として、世界有数の切り花輸
出国になった。ケニアの農業部門において必ずしも主要な作物ではなかった園芸作物は、市場自由
化（諸規制の緩和）の進展に伴って欧州資本の多国籍企業が本格的に進出したため、生産量・輸出
量が急速に拡大している。 
 ケニア国内の切り花関連企業によって組織されたケニア切り花協会（Kenya Flower Council）に
よると、バラやオトギリソウ、トルコキキョウ、カーネーションといった切り花を栽培する企業は
約 60 社であり、関連子会社を含めると 70 社以上になる354。これら企業の内、ケニアの切り花輸出
                                                  
353 Export Processing Zones Authority (Kenya) [2005]、pp.1-2; 10-11。 
354 Kenya Flower Council ウェブサイト（2013 年 6 月 19 日閲覧）。1996 年に設立されたケニア切り花協会は、ケ
ニアで行われている切り花生産企業の管理・統括や生産技術の指導などを行っている。ただし、各農園に対する規
制など、マーケティング・ボードのような市場介入は行っていない。 
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の 70％以上を占める「バラ」の生産や加工に携わっている企業は 40 社（関連子会社を除く）であ
るが、その内訳は外国籍の企業が 27 社（全体の 67.5％）、残り 13 社がケニア人（主にキクユ人富
裕層）の経営する企業・農園となっている。ケニア人が経営する切り花農場はナイロビに本社を置
いており、経営者もキクユ人富裕層がほとんどであるが、ケニアに進出した 27 社の多国籍企業（外
国資本の子会社）は、ケニア国外に本拠地（本社）を置く欧州系企業を中心に、様々な国の資本と
なっている。ケニアに進出した主な切り花多国籍企業数の国別内訳は、オセリアン（Oserian Ltd.）
やマリダディ（Maridadi flowers Ltd.）などのオランダ資本が 6 社、デイブ・ローズ（Dave Roses 
Ltd.）やフィンレイズ（Finlays Horticulture Ltd.）などのイギリス資本が 5 社、アメリカや UAE、
インド等の多国籍企業系列の子会社が 1 ヵ国につき 1～3 社となっている。特にオランダ資本の系
列企業は、ケニアを切り花栽培の拠点とするため、様々な事業展開を行っている。 
 オランダの多国籍企業は切り花プランテーション経営を軌道に乗せるため、まずナイバシャ湖畔
一帯の土地の買収および農地開拓、温室栽培用設備（ビニールハウス）の設置、潅漑の整備といっ
た生産環境の整備を実施している。簡易ビニールハウスおよび関連設備の設置費用は 1 ヘクタール
当たり最低 11 万ドルであるが、オランダの多国籍企業は巨大な資本力を持つ上に、欧州投資銀行
やオランダ政府による融資・資金援助を得ていたため、それら諸経費を容易に捻出した355。そのた
め、莫大な資本力を持つ多国籍企業は現地農民から土地を買収（収奪）し、切り花プランテーショ
ンを急速に拡大していった。また生産された切り花の輸送では、オランダの航空会社 KLM が 1996
年にケニア航空（主に流通部門）を 7,000 万ドルで買収し、切り花輸出専用の輸送機および空港を
ナイバシャ湖近郊に設けている356。さらに切り花の流通網に関しても、テスコ（Tesco）やマーク
ス・アンド・スペンサー（M & S）といった欧州系のスーパーマーケットが多国籍企業と業務提携
したため、ケニア産の切り花が EU 全土で販売されるようになった。 
 これら切り花生産および流通網の整備に際して、欧州資本がケニアに対して大規模な投資を展開
したため、ケニアの対外直接投資（FDI）は大幅に増加している。ケニアに対する FDI は 1980 年
代前半（1981～1985 年）で年平均 1,810 万ドル程度であったが、園芸作物栽培が開始されるよう
になった 1980 年代後半（1986～1988 年）で 2,417 万ドルとなり、さらに欧州系資本がケニアで切
り花栽培を展開した 1989～1991 年には 4,603 万ドルまで拡大している。そして、1981～1991 年
で約 2.6 倍も拡大した FDI の大部分は、ケニアの切り花産業を発展させるという理由から、切り花
関連の生産・流通部門に投じられており、例えば航空会社や国営のプランテーション、換金作物の
加工工場、保管倉庫など、多数の国営企業が先進諸国資本によって買収された。1980 年代で 255
                                                  
355 岩井[2002]、p.92。 
356 KLM によるケニア航空の買収は当初流通部門を中心に進められていたが、現在では旅客部門も買収されたため、
ケニア航空は国営の航空会社から KLM 傘下の民間航空会社になっている（新川・関[2006]、pp.28-29）。また近年
では、UAE がエミレーツ航空を用いた輸送路の確保や冷蔵保存等の設備を完備した花きセンターの設立を進めてい
る。 
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社あった国営もしくは官民共営企業は 1990 年時点で半数以上が民営化されている357。 
 
表 5-3 1980 年以降におけるコーヒー・紅茶・園芸作物輸出の推移 
 
（注）統計上の数値が合致しないため、園芸作物の輸出量は一部不明。 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]、[1982-2011b]、EIU[1987-2012a]および FAOSTAT
（2013 年 4 月 12 日）より著者作成。 
 
 この多国籍企業による本格的な参入はケニア産切り花および園芸作物の輸出を急増させる契機と
なっている。園芸作物輸出額は 1987 年まで 1億ドル以下であったが、1995 年には 2億ドルを超え、
                                                  
357 Bigsten and Kimuyu[2002]、pp.14-17。 
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2007 年には 10 億ドル近くに達している。さらに輸出量も 1980 年代で平均 10 万トン未満であった
が、1990 年代以降は概ね 20～30 万トンで推移している（表 5-3 を参照）。勝俣が「民営化は、結
局、旧宗主国の民間企業がアフリカ市場をほぼ自然独占する、つまり民営化を通じた『再植民地化』
現象である358」と指摘しているように、サハラ以南のアフリカ諸国における民営化や市場の自由化
は、ドナー諸国による外圧のもと、多国籍企業の都合に基づいて実施されたものであり、その本意
は必ずしも当該の途上国に見られる非合理的かつ不適切な構造の改善ではない。そして、ケニアに
対して莫大な投資を行ったオランダやイギリスの多国籍企業の意図もまた、生産基盤や輸送路に加
えて欧州域内における流通網までも確保することで、ケニア産切り花によって創出された莫大な富
を占有することにある359。 
 
図 5-1 コーヒー・紅茶・園芸作物の輸出額と経済成長率の推移 
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（出所）FAOSTAT（2013 年 4 月 12 日閲覧）、EIU [1987-2007a]、及び United Nations Statistics Division（2013
年 6 月 20 日閲覧）より著者作成。 
 
 ケニアの経済成長率は SAP が導入された 1980 年代以降も伸び悩んでいたが、コーヒー輸出の減
少を補うかたちで園芸作物や紅茶の輸出が拡大したため、1990 年代前半より経済成長率が好転して
いる。コーヒーの市場価格が 1 ポンド当たり 28.9 セントまで下落した 1992 年、ケニアの経済成長
率は－0.8％であったが、コーヒー・紅茶・切り花の輸出が増加した 1995～1996 年には年率 4％台
にまで回復している（図 5-1 を参照）。ただし急激に増加したケニア産切り花を輸入しているのは、
                                                  
358 勝俣[2013]、pp.191-193。 
359 岩井[2002]、pp.92-93。 
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切り花の国際市場があるオランダ（ケニアの切り花輸出の 66％を占める）をはじめ、イギリス（同
25％）やドイツ（同 7％）、フランス（同 2％）など主にヨーロッパ諸国の多国籍企業であり、ヨー
ロッパ圏の大手スーパーマーケットで販売されている切り花も 2～3 割がケニア産となっている。
換言すれば、欧州資本がケニアの農地を用いて安価で生産した切り花を欧州に輸出し、高価で販売
しているため、切り花産業が生み出した富の大部分は多国籍企業が占有しているのである。切り花
の生産者であるケニア人労働者は、園芸作物産業が急成長を遂げているにもかかわらず、その恩恵
を充分に享受していない。ただし、ごく一部の富裕層や大土地所有者（キクユ人）は園芸作物輸出
によって富を得ていた360。 
 
（2）園芸作物産業の発展と農民の貧困 
 園芸作物輸出の増加は、コーヒー輸出の停滞（不安定性）を補填するとともに、経済成長の回復
や農産物の総輸出額の増大に貢献している。また豊富な資金力を持つオランダやイギリスの多国籍
企業は、①欧州投資銀行による資金融資（資金の確保）、②ナイバシャ湖畔やケニア山麓にあるキク
ユ人小農の所有地の買収（生産地の確保）、③KLM オランダ航空によるケニア航空の買収（輸送路
の確保）、④オランダ・イギリス等の大手スーパーマーケット・チェーンとの業務提携（販売路の確
保）によって資金・生産地・輸送路・販売路を確保し、ケニアの切り花産業を掌握している361。た
だし、切り花栽培を展開しているのは欧州系資本だけではない。キクユ人の大土地所有者もまた、
オランダ資本に対する一部の土地の売却によって得た資金を元手に、コーヒーから切り花への転作
をいち早く行っている362。そして、これら欧州系資本および一部のキクユ人富裕層はナイバシャ湖
畔一帯にバラ栽培用の大規模プランテーションを設け、莫大な富を獲得している。切り花の耕地面
積は 1990 年代前半で数百ヘクタールに留まっていたが、欧州系の多国籍企業や国内の資本家によ
る大規模プランテーションの建設を背景に、2000 年以降急激に規模が拡大し、2008 年には関連事
業を含めて 3,000 ヘクタール以上に達している363。 
 ただし児玉谷が「換金作物を生産する大多数の小農にとって換金作物からの収入のほとんどは生
活手段の購入のために費やされてしまい、投資しうるだけの余剰は残らない364」と指摘しているよ
うに、キクユ人の小農はコーヒー輸出の下落に伴って財力を減らしているにもかかわらず、コーヒ
ー以外の換金作物に生産物を切り換えられなかった。特に、切り花栽培への切り替えには温室栽培
                                                  
360 ケニア産以外の切り花では、コロンビアとイスラエルがそれぞれ 16％となっている（Export Processing Zones 
Authority (Kenya) [2005]、pp.9-10）。 
361 福田によると、構造調整政策の民営化プログラムが本格的に実施された 1990 年代以降、サハラ以南のアフリカ
諸国では航空会社や銀行、船舶、郵便・通信関連などの国営企業の大部分が、民営化という名目の下、先進諸国の
企業に次々と売却されていた（福田[2011c]、pp.132-134）。 
362 ごく一部のキクユ人資本家は植民地支配期の 1940 年代後半から、農商業や公務就労を通じて着実に資本を蓄え、
独立後にはケニアの政権運営に対して強い影響力を持つ集団になった（上田[1997]、pp.234-235）。そのため、モイ
政権下においても、政府の冷遇的な政策に耐えられるだけの莫大な財力を持つキクユ人資本家が存在していた。こ
れらキクユ人資本家は、ケニア人の中でも切り花プランテーションを参入できる数少ない勢力であった。 
363 Labuschagne[2008]、pp.6-7。 
364 児玉谷[1985]、p.46。 
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用の器材や輸送用の保冷設備の設置など高額の初期投資が必要だったため、切り花は例え長期的に
は莫大な現金収入をもたらし得るとしても、貧しい農民が容易に栽培できる作物ではなかった365。
例えば生産施設は、最低気温 5～12℃、最高気温 25～35℃の設定で年中一定の室温が保たれるよう
温度管理を行わなければならないが、この設備投資にはケニア人農民の平均年収（2 万ケニアシリ
ング前後）の 5～10 倍の費用が必要であり、しかも毎月の維持費は農民の月収とほぼ同額である366。
そのため、外国資本傘下の企業やケニア人資本家にとって安価な建設費用は、小農にとって非常に
高価であり、小農が切り花産業に参入することは不可能であった。 
 
図 5-2 換金作物栽培によって創出された利益の流れ 
 
（出所）佐々木[2013a]より一部改編し引用。 
 
 コーヒー産業の停滞に直面していた大勢の小農は、新たな換金作物である切り花への参入が不可
能であり、しかも SAP の「貿易の自由化」によって食糧自給から切り離されていたため、必要最
                                                  
365 切り花栽培はオランダやイギリスによって持ち込まれた産業であり、その基本的な技術および栽培に不可欠な設
備についても、それら欧州系資本（切り花の売却先となる市場）の基準に則ったものが導入された。そのため、切
り花プランテーションの経営に際して行わなければならない初期投資には、環境規制に対応した灌漑やビニールハ
ウスの設置、専用の農薬を用いること、苗木の購入および繁殖権料の支払い等が必要であった。これら多額の初期
投資が必要だったため、農民全体の 8 割を占める小農および中農は切り花産業に参入できなかった。切り花栽培に
おける初期投資および種子・苗木購入における諸権利や費用の発生については Sassen[1996]、岩井[2002]および佐
久間[2001]を参照。 
366 福井[2009]、p.52。 
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低限の食糧を確保するために所有していた僅かな土地を売却し、現金を獲得しなければならなかっ
た。大勢の貧しい農民は、自身の土地を売却し、プランテーション農園の賃金労働者になることで、
初めて切り花栽培に携われるようになったのである367。もっとも、先進諸国資本やケニア人資本家
は“小規模であること”を理由に安価で土地を買収していたため、土地売却によって得られる現金
は短期間の食費にしかならなかった。ジョージは「欧米アグリビジネスによる伝統的農村社会への
侵入がもたらすものは、社会的破局以外のなにものでもない。アグリビジネスが、その手に触れる
ものすべて―その国の雇用形態、その地方の農産物、消費者の嗜好、村落や家族の構造までも―を
破壊してしまうという事例は枚挙にいとまがない368」と指摘しているが、切り花産業の勃興はジョ
ージの指摘する「農村社会の崩壊」に起因しており、農民間の経済格差の拡大や食糧危機といった
問題を一層深刻化させていた。ケニア政府を介して富を得ていた先進諸国（多国籍企業）は市場自
由化に伴って農民が創出した富を直接収奪できるようになったが、穀物を栽培する権利までも奪わ
れた農民は、換金作物によって莫大な富を獲得する多国籍企業のために貧困であり続けている（図
5-2 を参照）。 
 オランダ資本による農地収奪の脅威に晒された小農は、最低限の生活費や食費を確保するために
この脅威を受け入れ、切り花プランテーションや都市部で低賃金労働者とならざるを得なかった。
サセックス大学開発研究所のマククロッチとオオタ（McCulloch and Ota）はケニアにおける園芸
作物産業の発展が雇用創出および農民の収入増加に貢献すると論じているが、ケニアの実態はマク
クロッチらの指摘と異なっている369。また福井は収入増加について、切り花プランテーションの労
働条件がコーヒーや紅茶のプランテーションより良好であると論じているが、労働者に支払われて
いる賃金は日当 2～3 ドル程度であり、収入に関しては他の換金作物プランテーションとほとんど
変わらない370。また雇用創出に関しても、切り花プランテーションによって創出された雇用はおよ
そ 5 万人、関連企業を含めても 7 万人程度となっているが、この規模は賃金労働者全体（約 200 万
人）の 5％しかない。しかも、この規模は賃金労働者を含めた農民全体の 1％にも満たないため、
切り花産業の実態はマククロッチらが指摘する楽観的な見解から明らかに乖離している。 
 切り花産業は農民に富をもたらす産業とならず、十分な雇用さえも生み出していなかったため、
貧しい農民はナイロビなどの都市部に移住した。だがケニア最大の都市であるナイロビには、もは
                                                  
367 佐久間は先進諸国の多国籍企業・アグリビジネスによる途上国への進出について、「食料増産援助、食料援助と
呼ばれる開発援助や、農業輸出補填金などの制度的仕組みは、北のアグリビジネスの中心をなす穀物商社や種苗・
農化学企業、大規模企業農家、食品流通商社などに膨大な利益をもたらした。一方、自給型または半自給型の農業
を営んできた南の国々の小規模農業の現場では、生産者が自らの生産活動に対する主体性を奪われ、さらに、農地
や農業用水に対するアクセスまで奪われるケースが多発した。彼らの多くは、大資本が経営する大規模農園（プラ
ンテーション）で、劣悪な条件の下に農園労働者となるか、都市のスラムに流れ込んだ」（佐久間[2001]、p.225）
と指摘している。そして、ケニアにおけるオランダ資本の本格的な参入（切り花産業の勃興）は、佐久間の指摘す
る問題点を顕著に表している。 
368 George[1977]、p.133。 
369 McCulloch and Ota[2002]、pp.6-7。 
370 福井[2009]、pp.52-53。 
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や他の地域から移り住む人々に提供できるほどの雇用機会がない371。ナイロビの人口は、公式には
約 200 万人であるが、さらにスラムに住む非公式の（統計に含まれていない）人々が 100 万人以上
いるため、300 万人以上の人々が農村部よりも高賃金の“ナイロビの雇用機会”を奪い合っている。
ただし、辛うじて雇用を得た人々も、年平均所得が 1 人当たり 510 ドル（1990 年）から 399 ドル
（2000 年）まで下落しているように、貧困状態から脱するだけの収入を得ておらず、しかも都市部
に出稼ぎ目的で移住した農民は、収入の大部分を農村に住む家族へ送金し、僅かな残金を生活費や
高騰した食費に充てなければならない。そのため、切り花（換金作物）産業の発展は、農村部の貧
困を都市部に拡大させる要因でしかなかったのである372。 
 新たな換金作物産業の誕生は、農民にとっての「富の収奪者（抑圧者）」が“モイ”と“多国籍企
業”の二重構造に変化しただけであり、決してケニア人農民の貧困に貢献していない。ただし、切
り花産業がケニアにもたらした問題は「資本家に対する経済的利益（富）の収奪」だけではない。
切り花産業の発展は、政治体制上の混乱も引き起こしている。 
 
 
3．野党の分裂と園芸作物  
 国内の反政権派や KANU 内部の非カレンジン人議員による民主化運動に加えて、国際社会から
政治体制の民主化を求める圧力が強まったため、モイ政権は民主化要求を拒否することができず、
1991 年に複数政党制の導入を受け入れた。モイは、“市場の自由化が履行されていること”を国際
社会に示すと同時に、“複数政党制移行後に伴って活発化する野党勢力の抑え込み”という問題に対
処しなければならなかった。ただし、複数政党制への移行を強く要望したキクユ人およびルオ人の
勢力は必ずしも一枚岩として行動していなかったため、モイには権威主義体制を維持する上での好
機が残されていた。そしてモイは、キクユ‐ルオの完全な分裂を促すために切り花を中心とする園
芸作物産業を利用した。 
 
（1）キクユ・ルオの共闘と複数政党制への移行 
 政治体制の主体がモイ政権の誕生を契機としてキクユ人からカレンジンに変わったため、モイ政
権に反発していたセントラル州南部の政治家（キクユ人エリート）は、KANU 内部での権限を喪失
していた。またモイの大統領就任を支援したセントラル州北部出身の KANU 議員は、独裁的な性
質を帯びたモイによってキクユ人出身であることを理由に虐げられ、党内における影響力（政治権
                                                  
371 1980 年代末まで 1 万人未満であったケニア国内の難民は、1991 年のソマリア国内の情勢悪化を背景に、10 万
人近くまで増大した。ソマリア人難民の規模が急激に拡大したため、モイ政権は 1980 年代末までの「門戸開放型」
の難民政策を「閉鎖的」な政策に転換するとともに、難民流入を抑制するための国境封鎖を実施している（杉木[2011]、
pp.362-364）。 
372 「貧困の都市部への拡大」という問題は切り花産業に限らず、換金作物産業（依存）全体が抱えている問題であ
った。例えば妹尾は、中米やアフリカ諸国のコーヒー産業を事例に同様の問題が生じていることを指摘している（妹
尾[2009]、pp.204-205）。 
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力）を弱めていた。さらにケニヤッタ政権期に政治体制から排除されたオディンガらルオ人エリー
トも、選挙の出馬資格の制約によって政界復帰が叶わなかったため、モイに対する反感を強めてい
た。だがケニアの政治体制では、「現政権を批判すること＝政治家としての地位を喪失すること」を
意味していたため、反モイ派の政治的エリートや非カレンジン人の国会議員は街頭演説や集会、政
治結社の設立といった極端な反政権活動を展開できなかった。 
 モイはケニア憲法の度重なる改正によって反政権派の弾圧を目的とする政治・選挙制度を構築し
てきた。例えば、ケニア憲法に規定されている大統領権限には、①KANU 公認の可否、②閣僚人事、
③地方行政府の人事、④司法機関の人事（裁判官の任命・罷免）といった事項がある373。さらに
KANU 党首でもあるモイは、所属議員に対する除名処分を独断で決定すること、および閣僚人事（任
免・罷免）を大統領の裁量で決定することが可能であったため、例え閣僚であってもモイに反発で
きなかった。特に閣僚の罷免に関して、形式的には議会で罷免や不信任決議の是非が裁定されてい
るが、不信任決議案はモイおよび KANU 執行部が議会に提出しており、また罷免の是非もモイの
判断で決定しているため、閣僚や党執行部役員の辞職は強大な権限を持つモイに委ねられていた。
そのため、KANU に所属する議員、特にキクユ人の政治家は、モイの権限によって常に政界追放の
脅威に晒されていた。 
 もっともキクユ人議員を支持するケニア中央部の富裕層は、ケニア政府にとって強い影響力を持
つ権者であり、モイの脅威に晒されていた政治家と異なり、モイに対して一定の発言力・影響力を
持っていた。他方、モイを支持するカレンジン人は少数の民族集団を強引に統合した後発の集団で
あったため、政権に対する強い影響力を持っていたが、必ずしも一枚岩として団結した集団ではな
かった。しかも、カレンジン人の多くが都市部の富裕層になっていないため、都市部の資本家（キ
クユ人の富裕層）の経済的影響力はカレンジン人よりもキクユ人の方が強大であった。例えば、ナ
イロビ特別区やセントラル州の住民の大部分はモイ政権移行後もキクユ人であり、政治経済の中枢
である首都ナイロビの経済活動の主体も未だキクユ人であった。そのためモイは、ナイロビにおけ
る経済活動の主導権をカレンジン人に移譲するために土地再配分政策と並行して都市部への入植計
画を実施している。だが、入植計画はモイの思惑通りの結果をもたらさず、大多数のカレンジン人
が農民もしくは大土地所有者としてリフトバレー州に留まっていた。 
 カレンジン人がセントラル州やナイロビ特別区に移住しなかった主な要因には、①リフトバレー
州は好適農地が多く、他の地域よりも農耕に適していたこと、②カレンジン人農民の意識の中には、
祖先より受け継がれた土地・居住地（リフトバレー州）から他の地域へ移住することに対して抵抗
があったこと、③カレンジン人の要求はキクユ人によって強制的に接収された土地を取り戻すこと
であり、セントラル州に移住することではなかったこと、④ナイロビは既に企業家・資本家が容易
                                                  
373 KANU 一党制に関する規定は、例えば①議会選挙への立候補は KANU に所属する政治家に限定すること、②
KANU を離党もしくは除名処分となった政治家は国会議員の議席を失うことがあげられる。詳細は第 5 章第 1 節を
参照。 
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に経済活動を行えるような都市として形成されており、植民地支配期より資本家や行政官として都
市部で活動していたキクユ人やルオ人など“高等教育を受けたエリート層”に適した都市だったが、
“地方の農民”であり続けたカレンジン人にとって不向きな都市であったことの 4 点があげられる。
これら要因から、モイ政権の支持者であるカレンジン人の大部分はリフトバレー州中央部や同州北
部の地域に居住し続けており、モイの側近（政治家）や起業を目論む若干のカレンジン人資本家し
かセントラル州やナイロビへ移住しなかった（表 5-4 を参照）。 
 
表 5-4 ケニア各州の農地面積および民族構成 
 
（注 1）表の農地はケニア政府発行の統計資料に記載された「一定の生産性を有する土地」とする区分および FAO
の提示する農耕地に基づいた土地を指す。また好適農地も、同統計資料により「雨量 857.5mm 以上の地域にある、
生産性の高い農耕に適した土地」を好適農地とする。 
（出所）高橋[2010]、FAOSTAT（2013 年 6 月 29 日閲覧）、Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]
および佐々木[2011a]より著者作成。 
 
 他方、モイ政権に反発するキクユ人は大都市圏やセントラル州など、政治経済の中枢であるナイ
ロビ近郊に居住し続けており、しかも莫大な資財を政府に融資することで、モイ政権に対する影響
力・発言力の強大化を図っていた。悪化する経済状態の下で大統領となったモイにとって、カレン
ジン人農民に対する融資には国内外からの提供される資金が不可欠であり、必然的に対外債務のみ
ならず、対内債務も膨大な規模となっていった。対内債務の主な出資者（債権者）はナイロビやセ
ントラル州に居住するキクユ人資本家であったが、このキクユ人資本家はモイ政権にとって好意的
な集団ではなかった。そのためモイは、KANU に属するキクユ人政治家に対して、資本家（国内の
債権者）から融資を得るための交渉役、およびセントラル州の富裕層がモイ政権に対して抱く反感
を抑え込むための調整役という 2 つの役割を委ねている。特に、自身の政治的立場の保持を試みて
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いたキクユ人政治家は、強大な権力を持つモイにとっての「都合の良い駒」として、権威主義体制
の維持に利用されることを受け入れ続けてきた。だが、モイによるキクユ人政治家への排除・弾圧
が次第に激化し、「モイの駒」として活動してきた国会議員までもが強制的に KANU を除名され、
国会議員の資格を失うようになった。しかもモイによる国会議員への弾圧は、党内でも比較的弱い
立場の議員のみならず、閣僚や副大統領に対しても行われた。 
 例えば、現職の閣僚であったセントラル州出身のマティバは党執行部による不正選挙の横行を非
難したために 1988 年末に KANU を除名処分となり、議席を喪失している。また、反政権派の人々
を懐柔させるために副大統領となったセントラル州出身のジョセフ・カランジャ（Joseph Karanja）
も、現地の人々から支持を得られなかったという理由だけで、1989 年 4 月に不信任案（一党制の
ため、KANU によって提出されたもの）が可決され、副大統領職の辞任に追い込まれた。さらにカ
ランジャは 1989 年 6 月に KANU 除名処分となり、国会議員議席までも喪失している。また、秘密
選挙の廃止と行列方式の採用という投票方式の変更に反対したナイロビ選出のチャールズ・ルビア
（Charles Rubia）ら 13 名の現職議員も KANU を除名された374。 
 除名処分以外に、現職の外務大臣ロバート・オウコ（Robert Ouko）が他殺体で発見されるとい
う事件のように、事件・事故の被害にあった政治家もいた。オウコは東アフリカ共同体のケニア代
表という要職を 1960 年代後半から共同体が崩壊する 1977 年まで務め、その後はケニヤッタ政権下
で社会問題や外務関連の大臣を歴任した人物であった。しかもオウコはケニア西部のキスム地区選
出の議員であり、オディンガなどケニヤッタに反発していた人々と同じルオ人出身の政治家であっ
たため、同地域の反政権派を懐柔するという重責を担っていた有力議員である。しかしオウコは、
モイ政権内で閣僚に就きつつも現行の政治体制の改革（複数政党制への移行）を唱えており、1988
～1989 年に KANU を除名されたマティバら改革派議員に対しても多大な影響を与えた人物であっ
たため、モイによる弾圧の対象となった。そのため、オウコが 1990 年 2 月にケニア西部に位置す
るニャンザ州のキスム県で何者かによって殺害された際、ルオ人エリートの中には“モイによる暗
殺”との憶測が広がっていた。 
 ケニヤッタ政権期においても KANU 内部で絶大な支持を得ていたムボヤが何者かに殺害された
ため、モイに不満を抱く政治エリートや国民はオウコ殺害事件に関してもモイ政権による犯行とい
う疑念を強く抱いていたが、政府が発足した調査委員会は同事件について未だ調査中としており、
詳細は不明のままである375。特に KANU を除名されたマティバやルオ人政治家の長であるオディ
ンガの息子ライラ・オディンガ（Raila Odinga）は、オウコの死を契機として、モイ政権に対する
非難を強めるとともに、複数政党制への移行を強く要求するようになった。そのため、モイは KANU
を除名処分となったマティバら改革派議員の懐柔役を副大統領のジョージ・サイトチ（George 
                                                  
374 行列方式とは、各有権者が投票所に置かれた「候補者の写真」の前に並び、投票する方法である。誰がどの候補
者に投票したが一目で分かるため、有権者は安易に反政権派の候補者に投票することが出来なかった（津田[2001]、
p.113; 131）。 
375 Throup and Hornsby[1998]、pp.58-60。 
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Saitoti）に託している。 
 党籍資格の強制的な剥奪や有力者の死亡事件によって反政権運動が活発化した結果、モイ政権と
対立関係にあったキクユ人とルオ人のエリート層は次第に共闘関係を構築するようになっていった。
そのためモイは、マティバやルビアをはじめとするキクユ人政治家とライラを中心とするルオ人政
治家の同盟が成立しないよう、これら政治家の活動に対する一層の弾圧を試みていた。だがオウコ
の死を契機として、ケニア西部のエリート層や教会関係者はモイの弾圧に屈しない態度を示すよう
になり、さらにケニア中央部の人々もセイバ・セイバ（Saba Saba）という町で反政権運動（後に
小規模な暴動へ発展）を展開している。そこでモイは、改革派の政治家による活動を鎮静化するた
め、モイは複数政党制移行に関する検討の実施を表明するとともに、1990 年 6 月 21 日に副大統領
サイトチを代表とする「複数政党制への移行に関する協議委員会（The Saitoti Commission：通称、
サイトチ委員会）」を設置し、改革派の要求を受け入れる姿勢を示した。だが、モイの本意は KANU
一党制による支配や大統領権限の強大化を固持することであり、サイトチ委員会の開催は、モイが
改革派による反発の緩和を目的に行った一種の“パフォーマンス”でしかなかった。協議に加わっ
た委員には、サイトチをはじめモイの意見に同調する政治家や有識者が人選されていたため、協議
の結果に関しても、サイトチ委員会は「大統領継続を 2 期までに制限すること」しか決定していな
い。ただし、この大統領再任の制限は反政権派の反発を鎮静化するために裁決されたものであり、
サイトチ委員会は複数政党制移行に関して、複数政党制移行が政治体制に更なる混乱を招くとの見
解から、KANU 一党制を継続させるべきと結論付けている376。 
 ただし、サイトチ委員会がモイ政権の継続を「2 期（10 年）まで」とする三選禁止の制約を打ち
出したため、政治体制の改革を求める運動は徐々に鎮静化した。しかし 1990 年 8 月、モイ政権の
独裁体制や反政権派への弾圧を強く非難していた司教のアレクサンダー・ムゲ（Alexander Muge）
が交通事故（政府の公式見解）によって死亡したため、改革派による活動が再び活発化するように
なった。ムゲはモイ政権による弾圧が激しくなった 1983 年以降、モイおよび近親の政治家に対す
る批判を主張するとともに、KANU 一党制支配による悪影響をナイロビ市内の教会で訴え続けた人
物であった。またムゲは、「複数政党制移行＝政党を民族集団ごとに分割するだけ」というモイ政権
の主張を完全に否定し、KANU 一党制に対する非難を他の司教にも唱え続けた。教会や信仰はケニ
アの農村社会に深く関与している重要な存在となっており、また司祭や司教は同地域に住む有力者
であったため、ムゲや現地教会の司祭の発言は、モイ政権に抑圧された貧しい農民や農民の「代弁
者」であった改革派の政治家に多大な影響を及ぼしていた。そのため大勢の国民は、ケニア政府（モ
イ政権）がケニア西部のブシア県で発生したムゲの事故死を「不慮の事故」と公表したことに対し
て、オウコの事件以上に強い同様に疑念を抱いた377。サイトチ委員会によっても政治体制の改革が
進展せず、加えてモイ批判を展開する有識者が事故死したため、マティバやライラはモイに対して
                                                  
376 ibid、pp.67-69。 
377 ibid、pp.66-67。 
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再び強い反発姿勢を示すようになった。さらに、それまで静観の態度をとっていたルオ人エリート
の長オディンガまでもが、複数政党制移行を求める運動を本格的に展開するようになったため、モ
イは反対勢力による反発や非難の激化に対処せざるを得なくなった。 
 反政権派の政治家や国民が複数政党制への移行を求めるなか、モイは KANU 所属の現職議員や
閣僚に対する除名処分・党籍はく奪を強行し、自身の権威主義体制の強化と不穏分子の排除を強行
した。ただし、これら過激の弾圧は反政権派の反発を強めるものとなったが、他方、党内の改革派
議員を排除してしまったため、モイは KANU 所属の政治家を利用してキクユ人やルオ人の不満に
対処することができなくなった。唯一 KANU に所属していたキクユ人の有力議員にはキバキがい
るが、キバキ自身は複数政党制移行の機会を狙って沈黙し続けていた人物であり、実質的にセント
ラル州を懐柔できるような政治家はモイ政権内に存在しなかった。そのため、マティバやオディン
ガなど反政権派の活動はサイトチ委員会の実施後に再び活発化しており、特にオウコの死から 1 年
後の 1991 年 2 月、オディンガは国民民主党（National Democratic Party：NDP）という政治結
社を組織し、民主主義および公正公平な政治体制の再建を強く主張するようになった。 
 政治活動を本格化させたオディンガは、モイおよび KANU に対して、複数政党制移行および現
行の選挙制度の変更を求めるとともに、NDP を政党として認可することを要求した。もっともモ
イは、当然ながらオディンガの要求（権威主義体制の崩壊）に対して好意的な態度を示さず、NDP
を正式な政党として認めなかったばかりか、オディンガやマティバら反政権派の活動に対する弾圧
を一層強めるようになった。例えばナイロビのスラムに住む貧困層やセントラル州の各都市に住む
反政権派は、有力者の死亡事件や弾圧の激化を契機として、モイ政権への批判を訴える集会や暴動・
デモを行うようになったが、各地の行政機構および警察機構を支配していたモイはこれら反政権派
の活動に対する取り締まりを強化するとともに、警察による暴動の強制的な鎮圧や首謀者の逮捕・
拘禁を強行した378。 
 ケニアの政治体制における最高権力者であったモイは、KANU 内部に残存する改革派を注視しつ
つ、KANU から排除した政治家への弾圧を強めることが容易であったため、複数政党制移行を訴え
る政治家がその活動を成功する可能性は限りなく低かった。だが、同時期に国際社会による「民主
化移行」の圧力が生じたため、ケニアの政治体制は改革派の求める仕組みへと急速に向かうように
なった。第 5 章第 1 節で論じたように、1990 年代以降、ドナー諸国や IMF・世界銀行といった国
際機関はモイによる反政権派弾圧に対して強く非難するとともに、モイに対して「政治体制の民主
化」への移行を強く求めていた。一方でケニア国内における独裁者として、他方で「ドナー諸国の
操り人形」として行動してきたモイは、ケニア国内で生じた不満だけであれば民主化移行の要求を
排除できた。だが、ドナー諸国からも同様の要望（圧力）が生じたため、モイは KANU 一党体制
を廃止せざるを得なかった379。そして 1991 年 12 月、KANU 一党制を規定した第 2A 条項を廃止
                                                  
378 高橋[2010]、pp.375-376。 
379 Murunga[2007]、p.295。 
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する憲法改正が実施され、ケニアの政治体制は 1966 年以来の複数政党制に移行することとなった
380。もっとも、コリアーがドナー諸国による外圧に従順であった途上国の事例として、ケニアにお
ける政治体制の変革と表面的な民主主義の普及を論じているように、モイによる権威主義体制は政
治体制の変革期を経ても継続されている381。 
 1991 年末に起きた政治体制上の変革は様々な政党・結社の組織化に起因している。1991 年末か
ら複数政党制移行後初の議会選挙が実施された 1992 年まで、新たに認可された代表的な政党には
民主主義復興フォーラム（Forum for the Restoration of Democracy：FORD）がある。複数政党
制に移行する直前から活動していた FORD は、ケニヤッタ政権によって政界から追放されたオディ
ンガなどニャンザ州出身のルオ人政治家が中心となって、1991 年 11 月に組織された政治結社であ
り、その目的も複数政党制移行による政治経済構造の変革であった。そして FORD は、1991 年 12
月の複数政党制導入によって正式な政党になると、現行のモイ政権に対する批判を一層強めるとと
もに、議会での議席確保や大統領選挙での勝利を目指して政治活動を活発化させていた。さらに
FORD が政党として正式に認められると同時に、KANU を除名されたマティバらセントラル州南
部出身のキクユ人政治家も入党したため、FORD は野党最大の勢力となった。 
 また同じキクユ人政治家であっても、複数政党制移行後に与党 KANU を離党したキバキらセン
トラル州北部出身のキクユ人政治家は、セントラル州南部出身の議員と共闘関係を構築せず、民主
党（Democratic Party：DP）を組織している。キバキが DP を設立した背景には、①モイ政権が
誕生する直前の 1970 年代末から、次期大統領の選出を巡って両者が対立していたこと、②マティ
バをはじめとするセントラル州南部出身の政治家は支持基盤がケニア南部の富裕な農民層や都市部
の貧困層を中心としていたが、キバキを中心とする同州北部の政治家を支持する人々はケニア山麓
一帯の地域で農業を営む富裕層や首都ナイロビに居住する都市部のエリート層、資本家であったこ
との 2 点があげられる。DP 設立の背景から、複数政党制移行後のキクユ人エリートは、キクユ間
の不協和や支持基盤の相違に起因するかたちで、それぞれに異なる政党を結社したことが伺える。
もっとも、これら反政権派の目的は複数政党制への移行およびモイ政権の打倒という点で共通して
いたため、1991 年、反政権派は国際社会による外圧を背景に KANU 一党制を規定する憲法 2A 条
の改正・削除を成し遂げた382。ただし、複数政党制導入を目指して奮起した野党勢力は、目的を達
成したにも関わらず、党内の分裂や候補者の乱立に伴う“支持の分散”に陥っている。 
                                                  
380 津田[2004b]、pp.135-136。 
381 コリアーはドナー諸国による外圧の下で進められた「途上国の民主化」について、実質的には「選挙」の普及で
あり、勝者（独裁者）の権力そのものに制限が加えられていないとして、この民主化（Democracy）を“democrazy”
と表現している（Collier[2009]、pp.15-18）。 
382 KANU を離党し、野党結成を成し遂げた政治家の中には、「マジンボ（スワヒリ語で“地域”を意味する）」
（majimbo）という言葉のもと、各州や地域に政治的権限や予算の決定権といった裁量権を与える連邦制の採用を
主張する運動（マジンボイズム、majinboism）を行う人々もいた。もともとマジンボイズムはケニア独立当初から
唱えられていたが、権威主義体制の構築を模索するケニヤッタに支持されず、運動も弱まっていた。しかし 1990 年
の変革期に際して、マジンボイズムが再び活発化している。またマジンボには、カレンジン人にとって「キクユ排
斥」の意味合いも含まれており、リフトバレー州内での暴動発生の背景ともなっている。マジンボイズムについて
は笹岡[2012]を参照。 
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（2）園芸作物産業と野党分裂 
 野党勢力は「打倒モイ」という最大の目標を掲げて結束したはずであったが、有力な政治家が
FORD に移籍したため、この結束は急速に瓦解した。特にマティバらキクユ人議員の移籍は、
「FORD 勢力の強大化」という利点とともに、「党内の軋轢」という欠点を招いた。FORD が分裂
した要因を政治的側面から考察したとき、①主要な政治家（派閥）の支持基盤が異なっていたこと、
②各政治家の主義・主張や政策方針にはくい違いが生じていたことの 2 点があげられる。そもそも
FORD は出身地域（支持基盤）の異なる政治家によって構成されていたが、さらにマティバ派が参
加したため、党内の勢力図は一層複雑化した。FORD 内において特に強大な勢力（派閥）はルオ人
エリートを中心とするオディンガ派とキクユ人エリートを主体とするマティバ派であるが、オディ
ンガ派とマティバ派は政治的な経緯において大きな相違が見られる。 
 例えば、ルオ人長老のオディンガは 1960 年代より 20 年以上に渡って政界を追放された人物であ
り、ケニア全土における知名度や政治的影響力の乏しい人物であった。また、ルオ人エリートが政
界を追放されていたため、オディンガの支持基盤であるニャンザ州の農民は政府から抑圧され続け
ており、その勢力（経済力）もキクユ人と比較すると遥かに脆弱であった。そのため、ルオ人エリ
ートの派閥はオディンガの政治的影響力の復権やルオ人勢力の再興を最重要の目標としていた383。
他方、マティバ派の目的は、独立以後からケニアの政治体制を牽引してきたキクユ人勢力の復権で
あり、閣僚職まで務めたマティバら有力政治家を議会の中心に据えることであった。FORD は複数
政党制導入以外に明確な公約や方向性が存在しなかったため、これら意見対立や主義・主張の不一
致は FORD 内に軋轢をもたらすとともに、一枚岩となってモイ政権に対峙する上で大きな弊害とな
った。この弊害が特に顕著となったのが大統領候補の選定における党内対立である。 
 ルオ人政治家は、FORD の創設者の一人であり、長老としてルオ人より絶大な支持を得ていたオ
ディンガを大統領選挙における党の統一候補とすることを主張していたが、キクユ人政治家は当然
ながらオディンガを FORD の代表候補とすることに難色を示していた。しかも FORD に在籍する
セントラル州南部のキクユ人はオディンガを政界から追放したケニヤッタに追従した人々であった
ため、オディンガ派と対立関係に陥ることは必然であった。加えて、キクユ人を率いていたマティ
バは運輸大臣を務めたことのある有力政治家であり、キクユ人政治家にとって大統領とすべき指導
者はオディンガではなくマティバであった。そのため、大統領選挙の候補者選定におけるオディン
ガ派‐マティバ派双方の主張は平行線を辿り、最終的に FORD は完全分裂した。ただし、FORD
が分裂した背景には、政治的要因以外にも、切り花産業の発展という経済的要因もある。 
 1980 年代半ばより勃興したケニアの切り花産業は、オランダを初めとする欧州資本の本格的な参
入が発展要因であるが、切り花産業の発展による恩恵（富）を享受したのは外国資本の多国籍企業
だけではない。ナイバシャ湖畔やケニア山麓一帯で大規模なコーヒー農場を経営していたキクユ人
の富裕層もまた、停滞傾向に陥っていたコーヒーから切り花へ転作し、莫大な富を獲得していた。
                                                  
383 Nasong’o[2005]、p.113。 
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ナイバシャ湖畔やケニア山麓はセントラル州北部に位置しており、切り花産業に参入した農民も、
当該地域の富裕層や資本家、農村共同体の酋長など現地の有力者であった。また、切り花栽培への
新規参入を試みた富裕層は政府に対する債権者としての立場も有しており、モイ政権に対する強い
影響力・発言力を持つ集団でもあった。ただし、これら有力者は FORD に在籍するマティバではな
く DP を創設したキバキを支持していたため、切り花産業の発展はキバキ勢力を強化させるともに、
マティバに対して「キバキがキクユ内の主導権を掌握するのでは」という危機感を与えた。換言す
れば、モイを独裁的な権力者として非難してきた全ての野党勢力が新たな権力者の座に就くことを
欲していたため、モイは野党内の各勢力が抱いていた思惑を利用したのである。 
 KANU 離脱および野党結成は、表面的には「国民のため」を目的とする政治活動であるが、本質
的には、主導権争いを繰り広げる場が政権の外部に拡大したにすぎない。1970 年代末に党内分裂や
派閥抗争を経験していたモイは、野党内に激しい主導権争いや分裂の危機が生じる可能性を察知し
ていたため、特にマティバ派が抱えていた脅威を利用し、野党の分裂を促すようになった384。具体
的には、切り花産業に対するオランダ資本の参入に際して、キバキ支持を表明するセントラル州北
部の地域やリフトバレー州のナイバシャ湖一帯など、特定の地域を切り花生産地に提供したことで
ある。そして、オランダ資本の参入に伴って切り花産業が勃興したため、これら地域に住むキバキ
派の富裕な農民は、豊富な財力によってバラを中心とする切り花農園を経営するようになった。ケ
ニア切り花協会によると、モイが提供した地域には、約 40 社の切り花関連企業がプランテーショ
ンを設置している。さらにケニア人富裕層が経営する切り花農場は少なくとも 13 社であり、これ
ら農場のほぼ全てがキクユ人経営であるため、キクユ人の中でもキバキの支持者だけが切り花産業
によって経済力を増大させたかたちである。 
 市場自由化を背景として進められた切り花産業の発展は、一方で欧米の多国籍企業に莫大な富を
もたらしたが、他方でキバキ派の（経済的な）勢力を急速に拡大させた。そのため、野党に転じた
マティバらセントラル州南部出身のキクユ人政治家は、モイの思惑通り、キバキ派の勢力（経済的
影響力）の増大に対して脅威を抱くとともに、FORD 内の主導権の獲得を強く欲するようになった。
マティバ派は「独立後ケニアの政治体制を牽引してきた」と自負していたが、彼らが新たな権力者
の座を得るためには、キバキ派の勢力の強大化に対抗する上でも、FORD 内で主導的地位に就くこ
とが絶対条件となった。そして、マティバ派は FORD 創設者であるオディンガ派に対して一層抵抗
するようになり、FORD も結束を欠いた組織となった。マティバ派‐オディンガ派の大統領選挙の
立候補者選定に伴う対立は妥協点を見出すことができず、FORD は 1992 年に分裂、マティバらキ
クユ人エリートは FORD アシリ（Forum for Restoration Democracy‐Ashili）を、オディンガら
ルオ人エリートは FORD ケニア（Forum for Restoration Democracy‐Kenya）を組織することと
なった。 
                                                  
384 モイ政権の誕生に際して発生していたキクユ人間の権力抗争については、第 4 章第 1 節にて詳細を論じているた
め、本章では省略する。 
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 ケニアの全人口の約 2 割を占めるキクユ人勢力は、独立後の政治体制を掌握し続けてきたが、複
数政党制移行とともにキバキ派とマティバ派に分かれていた。さらに野党最大勢力であった FORD
も分裂したため、モイ政権に反発した全ての野党勢力は現行の権威主義体制に対抗し得るような存
在になれなかった。他方、野党勢力の分裂に成功したモイは、KANU を離党したキバキら 10 名の
国会議員の議席を剥奪するとともに、1988 年に実施された前回選挙から 5 年の任期を終えていな
いにもかかわらず、複数政党制移行後初の議会選挙・大統領選挙を 1992 年に強引に実施した385。
さらにモイは、1992 年選挙に際して選挙区画や大統領選挙における制度の変更を強行し、野党選出
の候補者が落選し易くなるように努めた。 
 これら憲法改正および歪んだ選挙制度は野党にとって明らかな不利益であったが、憲法改正には
国会議員の 65％以上の賛成を必要としたため、議会の過半数にも満たず、しかも分裂状態にあった
野党勢力は強大な権力を持つモイの憲法“改悪”を是正できなかった。そのため野党勢力は、①国
会の開会・閉会および解散権（国会の会期および議会選挙・大統領選挙の実施日を大統領の裁量で
決定できる権限）、②各州および県知事の任免権（各地の首長の許認可のもとで開催される選挙集会
を大統領の裁量で決定できる権限）、③閣僚の任免権（大統領が恣意的に閣僚人事および新たな閣僚
職の創設を行う権限）、④選挙管理委員会委員の任免権（選挙区画の設定等に介入できる権限）等、
過度の大統領権限や歪んだ選挙制度を改正できず、不公平な規定の下で 1992 年の選挙に臨まなけ
ればならなかった386。 
 さらにモイは、1992 年 8 月のケニア憲法改正によって大統領選挙の規定を変更し、ナイロビ特
別区を含むケニア全 8 州の内 5 州で 25％以上の得票率を得ること（以下、「5 州 25％ルール」）（憲
法第 5 条）を選挙に勝利するための条件とした。また野党勢力は、政党・結社の設立に際して、モ
イ政権の支配下にあった結社承認局（The Registrar of Societies）の承認を受けた後、さらに選挙
管理委員会から認可を得なければならなかった387。モイはこれら制度変更以外に、無所属での立候
補の禁止（憲法第 34D 条）、議会選挙実施時に所属政党を離党した議員は議席を喪失すること（憲
法第 40A 条）といった規定も維持したため、分裂状態にあった野党勢力がモイ政権を打倒すること
は不可能であった。モイはこれら選挙制度以外に、大統領再任を確実にするためにマーケティング・
ボードを介した土地の不平等な配分や利権のばら撒きも実施している。例えば、政府の所有地（公
有地）や森林公園等は支持者である富裕な農民層に安価で売却されるとともに、その代金は政治資
金として KANU 所属の立候補者に低利子で貸し付けられていた388。モイは“有権者に対する土地
売買”を通じて、資金集め（立候補者支援）と利権のばら撒き（支援者優遇）の双方を達成すると
ともに、さらに投票時における秘密投票の禁止（行列投票の実施）を断行し、「誰がどの候補者およ
び政党に投票したか」を明確した。買収された有権者は率先してモイに投票したが、買収を拒絶し
                                                  
385 津田[2005]、pp.51-53。 
386 同上[2007c]、pp.92-93。 
387 同上、pp.109-113。 
388 Onoma[2010]、p.32; 159-161。 
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た有権者はモイの報復を恐れて野党勢力に投票できなかったため、モイは複数政党制移行後も大統
領の座を維持した389。 
 しかもモイは、14 年間に渡って与党 KANU の総裁および大統領を務めてきた人物であり、ケニ
ア全土における知名度も高かったため、メディアや情報網が未整備であったケニアにおいて、農村
部の人々の投票は概ね地元の政治家や近親者、全国的に知名度の高い大統領や最有力の対抗馬に集
中していた。しかも、全てのケニア人（非カレンジン人）が「反モイ」を表明しておらず、例えば
マサイなど小規模の民族集団は、キクユやルオといった多数派の民族集団によって再び政治体制が
掌握されることに強く反発していた。カレンジン人やマサイ人など少数派の民族集団はキクユ人排
斥運動を展開しており、リフトバレー州に住む 1,000 人以上のキクユ人農民がこの排斥運動によっ
て殺害され、25 万人以上の人々が同州から追放されている390。モイ派は政治家と支持者が一丸とな
って権威主義体制の維持に努めていたが、野党勢力は候補者（政党）ごとに支持層（出身地域の人々
や親族・血縁者）の差異が生じており、しかも「大統領選挙における最多得票数を獲得すること」
や「5 州 25％ルール」という条件まで設けられたため、モイ政権の陥落を成し遂げることができな
かった391。 
 
表 5-5 1992 年議会選挙における各政党の州別獲得議席数 
各州 KANU FORD-K FORD-A DP その他 計 
リフトバレー州 36 2 4 2 ― 44 
イースタン州 21 1 ― 9 1 32 
ニャンザ州 7 20 ― 1 1 29 
セントラル州 ― 1 14 10 ― 25 
コースト州 17 2 ― 1 ― 20 
ウエスタン州 10 3 7 ― ― 20 
ノースイースタン州 8 1 ― ― 1 10 
ナイロビ特別区 1 1 6 ― ― 8 
大統領選出枠 12 ― ― ― ― 12 
計 112 31 31 23 3 200 
（注）大統領には、普通選挙とは別に 12 名の国会議員を独断で選出・任命する権限が与えられている。 
（出所）EIU[1987-2012a]および[1987-2012b]より著者作成。 
 
                                                  
389 高橋[2010]および[2012]。 
390 同上[2011a]および松下[1998]。特に 1991 年 10 月にリフトバレー州ナンディ県で発生した住民襲撃事件以降、
キクユ排斥運動や家畜強奪、土地収奪といった事件が多発し、1992 年の選挙後までに死者 1,500 人以上、国内避難
民 30 万人以上という大規模な事態に至っている（津田[2000]）。 
391 同上[2001]、pp.97-103。 
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 「5 州 25％ルール」を達成した候補者は 1992 年の大統領選挙においてモイだけであり、総得票
数においても、モイが第 2 位のマティバを 10％以上引き離して、大統領再任を果たした。さらに議
会選挙においても、KANU が 188 議席中 112 議席を獲得した。他方、野党勢力の選挙結果である
が、ルオ人中心のニャンザ州は FORD ケニアを支持しており、また大勢のキクユ人賃金労働者（貧
困層）を抱えるナイロビの支持は FORDアシリに偏っている。しかし、セントラル州の支持は FORD
アシリと DP に分散し、議席に関しても FORD ケニア・FORD アシリ・DP の 3 政党の獲得議席は
85 議席（全体の 45.2％）に留まっていた（表 5-5 および 5-6 を参照）。 
 
表 5-6 1992 年大統領選挙における各候補者の獲得票数 
立候補者 獲得票数 得票率 
モイ（KANU） 1,964,421 36.4 
マティバ（FORD-Asili） 1,412,476 26.2 
キバキ（DP） 1,028,152 19.1 
オディンガ（FORD-Kenya） 946,572 17.6 
その他（候補者 4 名） 37,830 0.7 
計 5,389,451 100.0 
（出所）EIU[1987-2012a]および[1987-2012b]より著者作成。 
 
 1992 年選挙で敗北した野党は更なる政党分裂や統合を展開している。例えば、オディンガの息子
であるライラ・オディンガ（Raila Amolo Odinga）は、高齢のオディンガ（1994 年に死去）に代
わってルオ人エリートを率いる立場になると、FORD ケニアから分裂し、ケニア国民開発党
（National Development Party of Kenya：NDP）を結成した。さらに全人口の 5％を占めるキシ
イ人の勢力も FORD ケニアを離脱し、社会民主党（Social Democratic Party：SDP）を結成した
ため、ルオ人主体であった FORD ケニアはリフトバレー州北西部やウエスタン州出身のルイヤ人が
主体となった。また 1997 年選挙の実施に際して、FORD アシリに所属していたニャンザ州出身の
キシイ人政治家はキクユ中心となっていた同政党から分裂し、FORD ピープル（Forum for the 
Restoration of Democracy for the People）を新たに組織している。もっとも、1992 年選挙後の政
党分裂は各党におけるエリート層の派閥・権力争いであり、各政党は現地に住む貧しい人々の要望
（民意）が不在の状態で、政治体制上の主導権を奪い合っていたに過ぎない。そのため野党勢力は、
1997 年の議会選挙・大統領選挙でも政権交代を成し遂げられず、KANU を与党とする独裁的政治
体制はモイが任期を満了する 2001 年まで維持された。そして 2002 年、ケニアは「初の民主的な選
挙および政権交代」を迎え、KANU 中心の政治体制の変容を達成した。 
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4．小括  
 1980 年代の 10 年間は、①ケニアが独立以後から自由主義的な経済政策を導入したこと、②工業
化の推進を開発計画に盛り込んだこと、③社会主義的路線に対する防波堤という機能を有していた
ことの 3 点を理由に、IMF・世界銀行が“アフリカの優等生”たるケニアに与えた執行猶予（市場
自由化への移行期間）であった392。しかし経済状態は回復の兆しが見られず、さらに他のアフリカ
諸国においても SAP の実施が強行されたため、ケニアは「社会主義に対する防波堤」という役割
を失い、ドナー諸国の抑圧的な態度に晒されることとなった。ただしモイは、必ずしも「ドナー諸
国の操り人形」として自身の利権の全てを放棄することに同調しておらず、市場自由化および政治
体制の民主化が強要されているにもかかわらず、権威主義体制を維持・強化するために換金作物を
利用し続ける手段を模索していた。そして新たに勃興した換金作物である“切り花”が、モイの独
裁者としての寿命を長期化させることとなった。 
 欧州資本の多国籍企業、特にオランダやイギリス資本は、市場自由化の推進によって莫大な富を
直接収奪できるようになったため、ケニアの換金作物栽培へ本格的に参入し、土地収奪やケニア企
業の買収を進めた。ただしケニアに進出した多国籍企業は、切り花産業の発展に貢献したが、ケニ
ア人農民から富を直接収奪していた。そのため大勢の貧しい農民は、植民地支配期のように、ヨー
ロッパ人の経営するプランテーション農園や都市部のサービス産業で賃金労働に従事するようにな
った。さらに、複数政党制移行という問題に直面したモイ政権も、野党勢力を弱体化させるために、
切り花産業の発展を推進した。 
 有力政治家の反発に直面したモイは、国際社会からの圧力も重なり、複数政党制移行を受け入れ
ざるを得なかった。ただし、野党勢力は複数政党制移行という目的で一致していたが、必ずしも団
結してモイ政権打倒を目指す集団ではなかった。そのためモイは、切り花産業によって創出される
富が一部の野党集団に集中するような環境を作り、野党勢力内に不協和が生み出されるよう努めた。
また、野党勢力に転じた元 KANU 議員のマティバやキバキ、そして非 KANU 議員ではあるがルオ
人勢力の有力者であるオディンガおよびライラは、表向きモイ打倒や支配から脱却することを唱え
ているが、新たな権力者の座に就くことを欲していた人物でしかなかった。野党側勢力の主導権争
いが民意不在の下で進められたため、野党側の有力議員（大統領候補者）は貧しい人々をはじめと
する大多数の国民の支持を得ることができなかった。そして、醜い権力抗争に伴って野党が分裂す
る中、モイは再び独裁者としての地位を確保している。 
 貧しい人々は、融資や外国資本を通じてケニア人を支配する「ドナー諸国」と、強大な権力と反
政権派弾圧によってケニア人を支配する「モイ（および富裕層）」の双方の支配に晒され続けている。
そして貧困や食糧不足に陥っている人々は、「1963 年の（虚構の）独立」から約 30 年経たにもか
かわらず、植民地支配期と同様の支配構造に囚われ続けており、むしろ支配構造は“欧米列強諸国
による富の収奪”および“ケニア人の独裁者による支配”という「二重の支配」に悪化している。
                                                  
392 高橋[2010]、pp.346-348。 
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そのため、この二重の支配に虐げられている人々は、植民地支配期から求めている「支配からの脱
却＝真の独立」を未だに達成していないのである。 
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第 6 章 更なる資源収奪と貧困―キバキ政権とグローバル化 
 
1．政権交代とキクユの復権  
（1）2002 年選挙とキクユ・ルオの連立 
 1991 年の複数政党制移行に伴って誕生した民主主義回復フォーラム（FORD）や民主党（DP）
等の野党勢力では、議会選挙実施に際して権力抗争が起こっており、一枚岩としてモイ政権打倒に
臨んでいなかった。そのため、1990 年代に実施された 2 度の選挙（1992 年選挙および 1997 年選
挙）は KANU の勝利とモイ政権の継続に帰結している。2 度の選挙で野党勢力が敗北した主な要因
は、①権力抗争に伴う政党の分裂、②野党分裂に伴う支持（得票）の分散があげられる。各州の有
権者の支持は自身の血縁者や親族、縁故関係を背景に特定の政治家や政党に偏っていたため、野党
勢力の分裂は支持層の分散を招いた。加えて、野党の FORD アシリ（党首はマティバ）や FORD
ケニア（同オディンガ）、DP（同キバキ）には全国的に知名度の高い政治家がいなかったため、こ
れら政党はセントラル州を除くケニア全土から安定的に支持・得票を得ていたケニア・アフリカ人
全国同盟（KANU：同モイ）を打倒できなかった393。だがモイの引退が目前に迫っていた 2001 年、
野党は KANU 政権打倒という目標のために一枚岩として結束するようになった。 
 2002 年選挙の実施に際して、2 つの主要な野党が KANU の対抗馬として存在していた。1 つは
ニャンザ州出身のルオ人エリートや KANU から離脱した政治家によって結成された自由民主党
（Liberal Democratic Party：LDP）であり、もう 1 つはセントラル州北部出身のキクユ人政治家
やウエスタン州出身のルイヤ人政治家を中心とするケニア国民連合（National Alliance of Kenya：
NAK）である。1997 年に政党として登録された LDP は、国政に対して強い影響力を持つ政治家が
いなかったため、1990 年代末に活動を停止していた。しかし、ルオ人の長老オディンガの息子ライ
ラ・オディンガ（以下、ライラ）をはじめとするケニア国民開発党（National Development Party 
of Kenya：NDP）所属の議員が、“KANU との（一時的な）合併”や“モイの大統領任期満了”を
経て、LDP を移籍先（受け皿）にしたため、LDP は議会選挙を目前に控えた 2002 年に再興し、長
年にわたって政治的地位を喪失してきたルオ人の要望を代弁する組織に変貌している394。また
NAK は、キバキを筆頭に KANU 政権に対立するキクユ人政治家で構成された DP や、イースタン
州出身のカンバ人政治家で構成されたケニア国民党（National Party of Kenya：NPK）、ウエスタ
ン州出身のルイヤ人政治家を中心とする FORD ケニアの 3 政党が選挙協力を約して結成された政
                                                  
393 例えば、後に大統領となるキバキは支持基盤が都市部の資本家や富裕層な農民層に偏っており、またキバキの側
近もセントラル州北部出身のキクユ人や同州の周辺地域出身のエンブ人やメル人が中心となっていた。これら民族
集団の人口はケニア全体の 3 割にも満たないため、2002 年選挙時において、キバキおよび DP が単独で選挙戦の勝
利を成し遂げることは不可能であった（津田[2007a]、pp.25-26）。 
394 NDP は 1992 年に組織された政党であるが、主だった政治家が不在であったため、政党としての影響力は乏しか
った。しかし、FORD ケニアの中心メンバーであったライラなどルオ人政治家が、ルオ人‐ルイヤ人間の対立や党
首オディンガの死去に伴って FORD ケニアから NDP へ移籍したため、NDP は 1997 年の議会選挙で 222 議席中
22 議席を獲得し、野党第三党に躍進している。 
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党である395。複数政党制移行期の 1990 年代は新たな政党の結成と野党分裂が繰り返されてきた時
代であったが、2000 年代前半はこれら分裂した政党が「KANU 打倒」を目標に再び結束・統合す
るようになった時代と言える。 
 他方、KANU では大統領任期の満了に伴うモイの後継者争いが勃発し、しかもモイ自身が後継者
の指名を 2002 年 8 月まで公表しなかったため、KANU 内では 1990 年代の野党勢力に見られるよ
うな権力抗争が生じていた396。さらに、モイが国会議員（地方行政担当大臣）となって 1 年足らず
のウフル・ケニヤッタを次期大統領の候補者（KANU の代表）に指名したため、“初代大統領の息
子”という肩書しかないウフルの擁立に反発した大勢の議員が KANU を離反し、LDP に移籍した
397。「野党側の結束と与党側の分裂」という 1990 年代に見られる状況が逆転した 2001～2002 年半
ば、野党間で進められた統合・合併は国民虹の連合（National Rainbow Coalition：NARK）とい
う強大な選挙協力組織の結成に至った。 
 
図 6-1 独立後ケニアの政党の変遷（1963～2007 年） 
 
（出所）津田[2008a]。 
 
 NAK と LDP が共闘した背景には、1992 年選挙の FORD 結成時に生じた野党分裂の経験があげ
られる。キバキを中心とするNAKやライラを中心とするLDPは、野党として強い勢力であったが、
1990 年代の FORD や DP と同様に支持層の偏りという問題を抱えていた。そのため両政党は、個々
                                                  
395 NPK の前身は、社会民主党（SDP。FORD ケニアから分裂したイースタン州およびニャンザ州出身の政治家を
中心とする政党）だが、イースタン州出身のンギル（Charity Ngilu）ら有力政治家が権力抗争から SDP を離脱し、
NPK を結成した。 
396 同上[2003a]、pp.22-23。 
397 ウフル擁立を進めるモイ派に対して、ウフルを大統領候補とすることに否定的なグループは党内代表を決める選
挙（公正な代表選出）の実施を要求していた。しかしモイ（ウフル派）が党内選挙の実施を拒否したため、反ウフ
ルを表明した現役の閣僚や党役員等の主要な政治家は KANU を離脱した（片上[2003]、p.9）。 
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の政党として 2002 年選挙に臨むと再び KANU に敗北する恐れから、①議会選挙における協力関係
の構築や大統領選挙に際して統一候補者を擁立すること、②選挙勝利後の政権運営における指針を
統一することの 2 点を協議し、2002 年に NARC に統合した。与党 KANU は後継者争いの影響か
ら分裂・弱体化していたが、大政党となった NARC では、各派閥がキバキを大統領候補として擁立
することに同意したため、党として団結して 2002 年末の議会選挙・大統領選挙に臨むこととなっ
た。そして、NARC や KANU に加えて、NARK に参加しなかった FORD ピープル、大統領選挙
ではキバキ支持を表明した政党サフィナ（SAFINA）など若干の小規模な勢力が臨んだ 2002 年の
議会選挙では、NARC が過半数の 133 議席（224 議席中）を獲得して与党となり、他方 KANU は
68 議席しか得られず、野党に陥落した（図表 6-1 を参照）398。さらに大統領選挙においても、キバ
キが 365 万票（得票率 62.2％）を獲得して第 1 位となり、第 2 位となったウルフの 183.7 万票（同
31.3％）を大きく引き離した。 
 
図表 6-1 1992～2002 年に実施された議会選挙における主要政党の獲得議席 
 1992 1997 2002 
KANU 112  113  KANU 68
DP 23 41
NARC 132FORD ケニア 31 18
SDP ― 16
NDP ― 22 サフィナ 2
FORD アシリ 31 1 FORD（ア） 2
FORD ピープル ― 3 FORD（ピ） 15
その他 3 8 その他 5
合計 200 222 合計 224
（出所）EIU[1987-2012a]および[1987-2012b]より著者作成。 
 
 キバキが大統領選挙で勝利した主な要因は、①キクユ人やルオ人、ルイヤ人といった主要な民族
集団の票をキバキおよび NARC に一元化させたこと、②ケニアに住む大勢の人々が「モイおよび
KANU を中心とする権威主義体制からの脱却」と「権力者による抑圧からの脱却＝真の独立」の達
                                                  
398 FORDピープルは1997年にFORDアシリの分派として組織された政党であり、当初はNARCに参加していた。
しかし NARC 内がキバキ派（NAK）とライラ派（LDP）中心の組織であり、必ずしも党内で強い影響力・発言力
を保持できなかったため、FORDピープルは即座にNARCを離脱し、大統領選挙では独自の候補者を擁立している。
また 1997 年に政党登録されたサフィナは、キバキ支持を表明していたが NARC には参加しておらず、議会選挙に
おいても、選挙区によっては独自の候補者を擁立し、NARC の候補者を支持しなかった。 
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成を強く求めたことの 2 点があげられる。ケニアでは 18 歳以上のケニア国籍を有する国民に選挙
権が与えられているが、有権者が投票を行うためには事前に選挙管理委員会（Independent 
Electoral and Boundaries Commission：IRBC）に登録し、選挙人カード（投票券）を取得しなけ
ればならない399。さらに、申請所の数が投票所より少なかったことも有権者にとって障害となった。
2002 年選挙時の投票所はケニア全土に約 1,800 ヵ所設けられたが、投票申請を受け付ける IRBC
の事務所は全国 17 ヵ所にしか設置されておらず、出張所等を含めても投票所より遥かに少なかっ
た。IRBC の事務所数が限定的であった背景には、KANU（ウフル支持派）が不利な投票結果を回
避するために反ウフル派の多い地域に事務所や出張所を設置しなかったことがあげられる。だが、
投票に実質的な制約が課せられるなか、野党の NARC（キバキ）は 2002 年選挙で大勝したため、
もはや KANU には、「独裁者による支配」からの解放を求める国民の不満を抑え込むことができな
かったと言える。 
 勝俣は、①インフラ（メディアおよび教育環境）や基礎条件の整備が不可欠であること、②国際
社会から経済の自由化と政治的民主化を迫られたことの 2 点がアフリカにおける民主化の進展に不
可分に関与してきた特徴であると指摘している400。特に前者のインフラ・基礎条件の整備について、
勝俣は「住民の一票が責任ある市民の一票になるためには、学校教育の拡充はもとより、独立メデ
ィアや人権擁護の市民団体など中間組織の活動から、政教分離を経て議会の調査・討議能力まで、
民主化インフラが広く育っていく必要がある。（中略）国政選挙に限ってみれば、長期政権にしがみ
つく大統領は選挙の度に政権維持のための技術を進化させていったが、その手口を目のあたりにし
てきた人々は、一層賢く選挙プロセスを監視するようになってきている401」として、アフリカ国内
の人々が教育やメディアの発展および NGO 団体等を通じて民主化に対する意識を高めた結果、長
期独裁政権に対する反発や民主化への希求が強まり、国政選挙の結果や暴動の発生に帰結している
ことを論じている。 
 2002 年の議会選挙では、投票行為を制約されていた大勢の貧しい農民が民主化を求めて行動して
おり、勝俣が指摘した特徴の顕著な事例である。キバキおよび NARC の大勝は、抑圧・弾圧状態に
晒されている国民が「支配からの脱却」を求めて奮起した結果であり、国民の不満は、もはや政府
の弾圧によっても制御できないことを示唆している。さらにモイ自身も、大統領任期の満了（2001
年末）をもって政界を引退することを表明しており、これまでのように国民に対する極端な弾圧や
選挙結果の操作を行うことに関心を抱いていなかった。独裁政権によって虐げられてきた人々の民
意は、様々な要因・背景による後押しも重なり、「ケニア初の民主的な選挙による政権交代と大統領
誕生」に帰結した。だが、国民の期待を一身に受けたキバキ政権の実態は「新たな支配者の誕生」
と「虚構の独立の継続」であった。 
                                                  
399 杉山[2003]、pp.4-5。 
400 勝俣[2013]、pp.59-60。 
401 同上、p.59。 
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（2）権威主義体制維持の弊害と国際社会 
 ケニア初の民主的な選挙が実施され、国民の支持を一身に受けた大統領が誕生したため、大勢の
貧しい人々は「権力者による支配と抑圧」および「虚構の独立」からの脱却を期待した。だが新た
な大統領となったキバキは、国民の期待とは異なり、これまでの権威主義者と同じ目的を持った指
導者であった。ただし、キバキが新たな独裁者となるためには、2 つの問題に対峙しなければなら
なかった。1 つ目の問題は対外関係に見られる「ドナー諸国と対外債務の繰延べ交渉」であり、も
う 1 つの問題が対内関係における「キバキおよびキクユ人エリート主体の権威主義体制を構築する
こと」である。もっとも、この 2 つの問題はいずれもケニヤッタやモイ政権が抱えていた問題と同
じものであった。 
 1 つ目の「債務繰り延べ交渉」の問題（対外関係上の問題）であるが、ケニアの対外累積債務は、
1990 年代（複数政党制移行期）で年平均 69.5 億ドルであったが、2002 年には 61.2 億ドルまで減
少しており、対外債務の返済が進展している。ただし 2002 年の経済成長率を見る限り、サハラ以
南のアフリカ諸国全体では 3.2％に達していたが、ケニアは 0.5％に留まっている。政府の財政収支
も、2001～2002 年次で 73.9 億ケニアシリング（9,543.9 万ドル）の黒字となっているが、2003～
2004 年次には 585.7 億ケニアシリング（7.6 億ドル）の赤字となっており、キバキ政権移行後のケ
ニア政府の財政状態は決して良好ではなく、むしろ悪化していた402。 
 ケニア統計局発行の『年次統計』によると、2001～2002 年次（以下、同年次）の対外融資およ
び開発援助は政府財政収支の約 3 分の 1 を占めている。また歳入・歳出別の融資額の比率は、政府
歳入 3,204.7 億ケニアシリング（41.4 億ドル）に占める融資額が 984 億ケニアシリング（12.7 億ド
ル：政府歳入の 30.7％）であり、また政府歳出 3,130.8 億ケニアシリング（40.4 億ドル）に占める
債務返済額が返済金利を含めて 1,172.1 億ケニアシリング（15.1 億ドル：歳出の 37.4％）となって
いる403。政府の財政収支に占める融資額および債務返済額の割合は 3分の 1程度に留まっているが、
ケニア政府は開発援助プログラムに関連した対外開発援助・融資額を政府一般会計（税収および政
府財源に対する融資）と別会計にしているため、実際の援助・融資への依存度はさらに増大する。
しかもドナー諸国や国際機関による対ケニア開発援助・融資の総額（1 年度当たり）は 996.1 億ケ
ニアシリング（12.9 億ドル）となっており、融資額に限定すると、その規模は 676.1 億ケニアシリ
ング（8.7 億ドル）に達していた。政府一般会計における融資と対ケニア開発援助・融資の合計額
は政府歳入の 5 割近くを占めていたため、ケニア政府は政権運営や政策実施、財・サービスの提供
に際して、その財源を国内外のドナーに依存していることとなる（表 6-1 を参照）。さらに 2003～
2004 年次の歳入における融資依存は 17.5％に縮小しているが、歳出に占める返済額の割合は約
30％に達している。しかもケニアは財政赤字が大幅に拡大しているため、融資額の縮小はそのまま
                                                  
402 ドル換算の金額は 2000～2005 年の為替レートの平均値である 1 ドル＝77.4 ケニアシリングで算出。 
403 Central Bureau of Statistics（Kenya） [1961-2010a]。ここで扱う政府歳入は経常収支、資本収入および国外
からの贈与分の合計額を、また政府歳出は経常支出、資本支出、および純貸付額の合計額を指す。 
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歳入の減少や財政赤字に直結していた。 
 
表 6-1 キバキ政権移行前後の政府財政および対外開発援助・融資額（100 万ケニアシリング） 
 2001／02 2003／04 
政府歳入 320,471.8 100.0％ 326,986.3 100.0％
  経常収入 188,461.4 58.8％ 233,012.6 71.3％
  資本収入 
  （対外融資） 
  （対内融資） 
120,472.8
（14,716.6）
（83,739.0）
37.6％
（4.6％）
（26.1％）
77,908.8 
（8,809.0） 
（47,257.0） 
23.8％
（2.7％）
（14.8％）
  その他 11,537.6 3.6％ 16,064.9 4.9％
政府歳出 313,084.8 100.0％ 385,555.7 100.0％
  経常支出 
 （対外融資返済：金利） 
 （対内融資返済：金利） 
197,115.8
（6,948.2）
（22,902.8）
63.0％
（0.2％）
（7.3％）
269,593.1 
（5,822.5） 
（21,920.9） 
69.9％
（1.5％）
（5.7％）
  資本支出 
  （対外融資返済） 
  （対内融資返済） 
  （その他貸付） 
115,969.0
（22,313.2）
（63,094.0）
（1,953.2）
37.0％
（7.1％）
（20.2％）
（0.6％）
115,962.6 
（20,912.1） 
（65,723.6） 
（1,045.5） 
31.1％
（5.4％）
（17.0％）
（0.3％）
合計（歳入－歳出） 7,387.0 －58,569.4 
対ケニア開発援助 32,003.6 100.0％ 7,963.0 100.0％
  二国間（イギリス） 4,431.2 13.8％ 676.2 8.5％
  その他 27,572.4 86.2％ 7,286.8 91.5％
対ケニア開発融資 67,607.9 100.0％ 8,771.9 100.0％
  IDA（IMF） 56,352.0 83.3％ 6,145.3 70.1％
  二国間（日本） 
     （アメリカ） 
1,200.0
― 
1.8％
― 
― 
660.7 
― 
7.5％
  その他 10,055.9 14.9％ 1,965.9 22.4％
合計（援助＋融資） 99,611.5 16,734.9 
（注）不一致もしくは不明確な数値があるため、それら数値は、可能な限り統計より著者が算出し記載している。 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya） [1961-2010a]より著者作成。 
 
 融資の内訳に言及すると、モイが任期満了を迎えた 2001 年度とキバキ政権に移行した 2003 年度
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の融資額は、いずれも対内債務の比重が大きくなっている。歳入に占める融資額が減少した 2003
～2004 年次（以下、同年次）においても、対内債務額が 472.6 億ケニアシリング（6.1 億ドル）で
あるのに対して、対外融資額が 88.1 億ケニアシリング（1.1 億ドル）に留まっており、政府歳入に
占める対外債務の規模は対内債務の 5 分の 1 以下になっている。さらに債務返済額は、対内・対外
債務の金利返済額の合計が 277.4 億ケニアシリング（3.6 億ドル）、元本の返済額が 866.4 億ケニア
シリング（11.2 億ドル）に達している。ただし、いずれの返済額も対内債務の返済比率が対外債務
を上回っているため、ケニア政府にとって最大の債権者は国内の資本家であり、キバキは先進諸国
から受けた融資額と同額かそれ以上の債務を国内の資本家に返済しなければならなかった。 
 妹尾は、政府が国民や支持者に提供する財・サービス・利権を「政治財」とした上で、これら政
治財を提供するためには十分な歳入（税収）が不可欠であるとともに、①安定した税収基盤、②優
れた徴税機構の 2 つの条件が備わっていない国家では政治財の提供が困難となっている点を指摘し
ている404。妹尾の指摘を踏まえると、ケニア政府が政治財を提供するためには、歳入の不足分を一
次産品貿易や国内外の援助・融資で補わなければならない。ただしこれら国内外の債権者は、キバ
キ政権の策定・実施する政策に多大な影響を及ぼす存在となっており、キバキは債権者の要望や利
益の増大を目的とする政策の実施や政治経済構造の変革に努めざるを得ないのである。特に、国内
の債権者や開発援助・融資を実施するドナー諸国の影響力が強大であったため、キバキ政権は国民
の大多数を占める貧困層の期待を裏切り、これら債権者の「操り人形」となることを選択したので
ある。 
 IMF や債権諸国（アメリカやイギリス）は、モイ政権期まで約 13 億ドル（2000～2001 年次）
を融資していたが、対外累積債務の増大や債務返済の不履行を口実に、2003～2004 年次には開発
援助・融資額を 2.2 億ドルに縮小している。だが、ドナー諸国が融資額を減額した真の目的は、新
たな大統領を「ドナー諸国の操り人形」にするためにキバキ（ケニア）へ圧力をかけることであっ
た。融資額がモイ政権期よりも遥かに縮小したため、キバキは政権交代の達成と同時に、①対外・
対内累積債務の返済を進めること、②債務返済の繰り延べ交渉を締結させること、③国内の債権者
による要求を履行すること等の経済・財政上の問題を負った。さらにケニアは、2003 年 12 月 31
日および 2004 年 1 月 31 日に返済期限が切れる対外債務（滞納分）3.53 億ドルを抱えていたため、
キバキは主要債権諸国会議（パリクラブ）と交渉し、対外債務の返済期限の繰り延べ（5～10 年延
長）を承認してもらう必要があった。そのためキバキは、ドナー諸国の思惑通り、「ドナー諸国にと
って都合の良い操り人形」として政権運営や経済政策の立案を行うようになった。そしてドナー諸
国は、新たな交渉者となったキバキに対して、未だにマーケティング・ボードを通じた市場介入が
行われていたコーヒーや紅茶等の換金作物産業の市場自由化を要求した。 
 前大統領のモイは、ドナー諸国から迫られた市場自由化の推進（マーケティング・ボードによる
政府の市場介入の排除）をサボタージュし、コーヒーや紅茶産業に対する介入を維持していた。ま
                                                  
404 妹尾[2010]、pp.119-121。 
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た、ドナー諸国から市場自由化の推進が推し進められた 1990 年代においても、モイ政権は切り花
産業の市場自由化を受け入れることで、ドナー諸国の要求に対応しつつ、支持者である農民への利
益創出や反政権派の農民（換金作物生産者）に対する規制を継続してきた。だが、ドナー諸国との
交渉の場に初めて就いたキバキは、財政赤字と農業以外の産業の低迷のために、前政権で行われて
きたようなサボタージュを強行できなかった。換金作物以外の産業を見る限り、観光業はソマリア
など近隣諸国の混乱やケニア国内のテロ事件の影響から必ずしも安定していない。また工業部門も、
ナイロビやモンバサにおける経済特区の設置が計画されているが、原油や鉱物といった天然資源や
生産技術の欠如のために未だに発展していない405。加えてキバキ政権下の財政は、“前政権期より
も莫大な対外累積債務を抱えていたこと”および“1980 年代の構造調整融資と 1990 年代の追加融
資の返済期限が迫っていたこと”という問題に直面していた。そのためキバキは、モイ政権期以上
に農業資源に依存しつつ、ドナー諸国の要求を履行せざるを得なかった。ただし、キバキに対して
「市場自由化の推進」を迫った債権者には、国外のドナー諸国だけではなく、国内のキクユ人資本
家（政権支持者）も含まれていたため、債権者に有益な政治経済構造の構築はキバキ政権にとって
完全な不利益とならなかった。 
 政府財源から開発援助資金を除いたとき、国内の資本家は政府にとってドナー諸国以上の債権者
となっている。対内・対外債務の返済額を比較すると、1980 年代初旬までは対外債務が大半を占め
ていたが、市場自由化が進展した 1980 年代後半以降は対内債務の返済額が対外債務を上回ってい
る。対内債務の返済額は、1995～1999 年で年平均 383.6 億ケニアシリングであったが、2002～2006
年には 580.1 億ケニアシリングに達しており、対外債務の返済額の 4 倍になっている。そのため、
国内の債権者（資本家）はキバキ政権にとって多大な影響を及ぼす存在であった。政府にとって最
大の債権者となった国内の資本家は自身の富・資本を増大させるために農地収奪や換金作物生産・
輸出量の拡大を試みている。だが、これら資本家の経済活動は、ケニア政府が実施する市場介入や
ライセンス制度によって阻害されていたため、特に都市部で起業に成功したキクユ人富裕層やエリ
ート層は、諸規制の撤廃や市場志向型の農業生産への移行をキバキ政権に対して強く迫るようにな
った。 
 国内の資本家と政府の役割に関して、例えばサッセン（Sassen）が「グローバル都市にグローバ
ル経済における経済力と管制中枢が限りなく集中してゆく一方で、（中略）国家が自国経済にたいし
てもつ主権が衰退している。（中略）ここには 2 つの別個の問題がある。1 つ目の問題は、国家主権
と大企業の国家を超えた経済活動の間で取り決められたこの新しい法レジームが支配的になってい
るという点である。2 つ目の問題は、この新しいレジームの内容である。これは特定の経済主体を
より有利にし、他のものを弱体化させるという特徴をもっている406」と指摘しているように、国家
に対して強大な影響力（支配力）を持った資本家は、市場経済・自由化の推進を契機として、一国
                                                  
405 EIU[2003]、p.56 および ibid[2007]、pp.25-32。 
406 Sassen[1998]、pp.ⅹⅹⅴ-ⅹⅹⅴⅱ。 
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経済を一層支配している。サッセンの指摘にあるように、キバキを支えた最大の勢力は都市部を中
心とする富裕層・資本家である。そのためキバキは、「支持者である貧困層の離反」という政治上の
不利益を緩和するよりも、大統領就任のために暗躍したこれら富裕層の利益に適合するような政策
の実施や経済構造の転換を進めた。 
 例えば貧しい農民が直面している食糧問題に関して、キバキは「穀物生産量は、開発計画が遂行
されることで、年平均 3.2％で安定的に増加することが見込まれている。また穀物生産用の土地の
拡大を目的とする土地政策では、大土地所有者と政府の連携を強化によって穀物増産を図る予定で
ある。（中略）穀物増産を達成するため、政府は、認可した苗木の使用や化学肥料の利用、家畜を利
用した農産物生産（堆肥や耕作等）ができる富裕な農民層との結びつきを強化する407」として、農
業政策における富裕層との連携が有効であると主張し、富裕層や大土地所有者のための食糧増産お
よび土地政策を押し進めている。もっともキバキは、市場自由化と支持者に対する利権創出を断行
する上で、「権威主義体制の構築」という対内関係上の問題にも対処しなければならなかった。 
 大勢の国民、特に権力者によって虐げられていた貧しい人々は新大統領のキバキに対して「支配
からの解放＝真の独立」の達成を求めていた。特に NARC の支持者は、特定の民族集団に限らず、
モイ政権やドナー諸国の介入・圧力に苦しみ続けてきた大勢の国民であったため、与党となった
NARC（キバキ）の存在意義は、これら国民の要望に則した政策の実施や大統領権限を縮小した新
憲法の制定にあった。ただしキバキは、セントラル州北部やナイロビなどの都市部に住むキクユ人
富裕層を最大の支持者としており、支持者の離反を回避するためにも、大勢の人々の要望よりも富
裕層の利権・富の創出を優先しなければならなかった。さらに、キバキが新たな大統領となったこ
とは、キバキと同じ民族集団であるキクユ人にとって大きな意味を持っていた。 
 キクユ人エリートが大統領の座に就いたのはケニヤッタが死去して以来であり、1978～2002 年
の 24 年間、「マウマウの反乱」という独立闘争を扇動してきたキクユ人エリートはモイというカレ
ンジン人出身の独裁者によって政治的主導権を失い続けていた。だがキクユ人の政治家が NARC の
統一候補となったため、キバキを支持していた都市部の富裕層は、貧しい人々が欲する「真の独立」
とは異なる要望を縁故関係にあるキバキに強く迫るようになった。しかも、長年にわたってキバキ
を支持してきた富裕層は、モイ政権下で行われてきた冷遇から脱却し、自身の富が増大するような
政策が実施されることを確信していた。 
 貧困層からの支持を得ていたキバキ自身、都市部の資本家がケニア経済を掌握していたため、彼
らの圧力を退けられなかった。キバキ支持者に対する優遇的な政策の実施は、ケニヤッタおよびモ
イ政権が強行し続けてきた利権創出のための政策と同様であり、必ずしも貧困層を含めた国民全体
に富・利権を平等に配分するものではなかった。だがキバキは、“様々な民族集団（政党）が結合し
て組織された NARC の意図”と“キクユ人支持者の要望”との板挟みの結果として、「国内外の債
権者の要望を遵守すること＝市場自由化の推進」を選択するとともに、大統領権限の強大化を目論
                                                  
407 Republic of Kenya [2001]、p.24。 
- 167 - 
んだ政権運営を強行している。 
 キバキはドナー諸国と国内の富裕層の「操り人形」として、これまでの政権と同様に、独裁的な
政治体制を進めたため、大勢の貧しい人々は初の民主的な選挙によって誕生したキバキ（NARC）
に裏切られ、再び「虚構の独立」に囚われることとなった。さらに、キバキという新たな独裁者の
誕生は、貧しい人々を失望させるとともに、NARC 設立に貢献したライラなど他の議員に対しても
不信感を抱かせることとなった。特に、閣僚人事や憲法改正問題におけるキバキ派の行動はライラ
派の反発や NARC 分裂を招いた。 
 
 
2．権威主義体制の維持と連立崩壊  
（1）盟約の反故と野党分裂 
 キバキが NARC の結成と統一候補の擁立に成功した最大の要因は、NARC 内で取り決められた
確約である。NARC における主要な派閥にはキバキを中心とするキクユ人派（以下、キバキ派）と
ライラを中心とするルオ人派（以下、ライラ派）があるが、両勢力は必ずしも良好な関係を構築し
ていない。特にライラ派は、キクユ人エリートによって政界を追放され、政治的に抑圧された人々
を主体としていたため、キバキが統一候補になることに対して完全に賛同していなかった。そこで
キバキ派は、キバキを大統領選挙の統一候補者に擁立するため、ライラ派との共闘関係の構築を試
みた。そして、キバキ派がライラ派を取り込むために用いた方法が、政権交代達成後の閣僚人事や
政権内の重要な役職の取り決め方法等を約した「覚書（Memorandum of Understanding）」の策定
である。 
 「覚書」の内容は非公開とされているが、その具体的な内容が明記された「第 2 覚書」によると、
キバキ派‐ライラ派間で取り決められた主な事項には、①キバキを NARC の統一候補として大統領
選挙に臨むこと、②NARC 創設において陣頭指揮をとっていたキバキ、ライラ、ワマルワ（Michael 
Wamalwa）、サイトチ（George Saitoti）、ムシオカ（Kalonzo Musyoka）、アウォリ（Moody Awori）
を政党の共同代表とすること、③NARC に関する重要事項については、NARC の共同代表となった
有力政治家によって構成される会合（以下、NARC サミット）で審議すること、④2002 年の大統
領選挙および議会選挙で勝利した際、次期大統領となるキバキは速やかに NARC サミットを招集し、
閣僚人事・任命に関する議事を行うこと、⑤キバキ政権誕生後の閣僚人事では、NAK 側（キバキ
派）と LDP 側（ライラ派）から同数の国会議員を選出・任命すること、⑥閣僚人事に際して、NARC
に参加している各政党が閣僚人事案（名簿）を提出すること、⑦キバキ政権発足後 100 日以内に憲
法改正に関する審議を行い、新憲法の制定に努めることの 7 点があげられる408。 
 また覚書には両派閥間で閣僚人事に関する詳細な割当も盛り込まれており、例えば（a）政権お
よび議会内に、執行権限を持つ“首相”や“副大統領”といった大統領に準ずる役職を新設するこ
                                                  
408 津田[2007c]、pp.102-103。 
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と、（b）副大統領（2 名中 1 名）・第二副首相・第三副首相という政権内の主要な 3 つの役職を NAK
の議員から登用すること、（c）副大統領（2 名中 1 名）・首相・第一副首相、両派閥間の人事調整役
となる主要閣僚の 4 つの要職を LDP の議員から登用すること、（d）特に首相職は NAK 以外の政
党に所属していた議員（キバキ派ではない議員）から選出することの 4 点が明記されていた409。こ
の確約は NARC に参加した各政党の代表者（党首など）であるキバキ、ライラ、ワマルワ、ンギル
によって取り交わされている。各政党の代表者は、「ケニヤッタおよびモイが構築した強大な大統領
権限の縮小」や「大勢の国民が求めた現行の権威主義的な政治体制の変革」を達成する意思がある
ことを、「覚書」や閣僚人事というかたちで国民に表明したのである。しかし、大統領就任後のキバ
キは、NARC 結成時に作成された覚書の内容とは異なり、大勢の国民から寄せられた期待を見事に
裏切るような態度を示すようになった。 
 独立以後のケニアでは、政治家と支持者がレント創出を介して強固に結びついていたため、「パト
ロン‐クライアント関係」の崩壊や大勢の貧しい人々の民意を尊重した政治体制の構築は容易では
なかった。ましてキバキは、パトロン‐クライアント関係の下で、権威主義体制を維持し続けた独
裁者がどれほどの富と権力を得てきたかを目の当たりにしてきた人物である。例えばキバキは、土
地政策やマーケティング・ボードを介して強大な権力基盤を構築したケニヤッタ政権期、また抑圧
的な政権運営の実施によって国民の反発を引き起こし、政権崩壊にまで至ったモイ政権期のいずれ
においても、与党 KANU に所属しており、時には閣僚として各大統領の政権運営に関わっている。
与党議員を長年務めてきたキバキは、支持者優遇が権威主義体制の構築に結びつくこと、および政
府よる極端な弾圧が政権の転覆をもたらし得ることを熟知していた。またキバキの支持者であるキ
クユ人、特にセントラル州を中心とする都市部の富裕層は、キバキに対して、ケニヤッタ政権と同
様の配慮（優遇政策）を行うよう強く要求していた。さらにキバキが権力者の座に就いたため、キ
クユ人富裕層は“キクユ人政権の復活”を称賛するとともに、“キクユ人化”を目指した政策が再開
されると期待していた410。これら圧力に適った政策は「真の独立」の達成から乖離しており、NARC
結成時に策定した覚書に反していたが、キバキは独裁者（大統領）が如何に有益な地位であるかを
認識していたため、ケニヤッタやモイと同じ地位に就くことを目論み、特定の人々を優遇するよう
な政策の実施を選択した。ただし、キバキが自身の権力を強大にするためには、NARC 結成時に取
り交わした覚書が弊害となった。 
 NARC 政権が発足した 2003 年、キバキが取り組むべき（表向きの）政治面での課題は、上述の
覚書に基づく閣僚人事や憲法改正に関する審議を有利に進めることであった。だが NARC 内で取り
交わされていた覚書には、各派閥から閣僚を登用することや大統領以外に執行権限を持つ首相職を
設けること、現行の大統領権限を縮小した新憲法案を制定することなど、大統領が政策実施や支持
者優遇を独断で行う際に弊害となる項目が多々記されていた。さらに、覚書の履行に伴う大統領権
                                                  
409 同上[2007a]、pp.27-28。 
410 高橋[2010]、pp.380-381。 
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限の縮小は“支持者への優遇”を制限するものであり、支持者から強い反発・批判を招く恐れがあ
った。支持離れは次期選挙における得票数の減少、換言すれば、キバキが大統領の地位を失う危険
性を示唆していたため、キバキは覚書を反古にし、支持者優遇および強大な大統領権限の維持を目
的とする政権運営を進めるようになった。 
 まずキバキは、モイ政権下で設置されていた「キッチン・キャビネット」と呼ばれる私的な諮問
団を設置するとともに、キッチン・キャビネットに対して、閣議や党内委員会など公的な協議の場
で意見・答申（強い発言力）を行えるような権限を付与した。しかもキッチン・キャビネットには、
1990 年代の民主党（DP）設立時から行動を共にしてきたキバキの側近を配置したため、NARC の
執行委員会におけるキバキ派の発言力は強大になった411。また閣僚人事に際して、キバキは覚書で
確約された「NARC 内の非キバキ派との事前協議」を行わず、閣僚や党内の重要な役職に側近の議
員をキバキの独断で登用した。他方、大統領のキバキと副大統領に任命されたワマルワを除き、
NARC サミットを構成する有力政治家のほとんどは、覚書で決めた役職に登用されなかった412。ラ
イラは覚書に従えば首相職を任命されるはずであったが、首相職そのものが新設されず、人事にお
いても道路・公共事業等の担当大臣となった。また第二副大統領となるはずであったムシオカは外
務大臣に、副首相となるはずであったサイトチは文部科学大臣に任命された413。閣僚職全体におい
ても、48 の閣僚職のうちキバキ派の議員から 33 名（閣僚の約 7 割）が登用されたが、ライラ派か
ら登用された閣僚は政治権限を持たない副大臣職など 15 名だけであった414。 
 また NARC は 2002 年選挙に際して、雇用の創出や医療費負担の軽減、政治体制に蔓延する汚職
の撲滅、大統領権限を縮小した新憲法の制定といった公約を掲げていた。だがキバキが権威主義的
な性質を帯びるようになったため、これら公約の実現は不透明になった415。キバキが「権威主義体
制の構築＝覚書の反古」を選択したことは国民（および非キバキ派の NARC 議員）に対する裏切り
であったため、大勢の貧しい人々がキバキに対する強い不信感を抱くようになり、さらにライラ派
も新たな独裁者となったキバキに反発するようになった。このキバキ派‐ライラ派間の対立は 2005
年の憲法改正問題で一層激化している。 
 大統領の専権事項に関する規定が記されたケニア憲法は「大統領権限の強大化・一極集中の象徴」
であるとともに、反政権派である国会議員や農民に対する弾圧を正当化するものであった。そこで
モイ政権の終焉を間近に控えた 1990 年代末、ケニア国内では憲法改正問題に関する検討委員会が
設置され、反政権派を中心とする憲法改正の議論が盛んに行われるようになった。NARC 結成時に
策定された「覚書」においても、大統領権限を縮小するために「閣僚人事における党内協議」や「憲
                                                  
411 津田[2004b]、pp.127-128。 
412 同上[2007c]、pp.106-108。 
413 このとき、キバキ派に属していた有力議員は FORD ケニアの委員長を務めていたワマルワとケニア国民党
（NPK）を率いたンギルであり、ライラ派に属していた有力議員は KANU を離脱したムシオカやサイトチ、アウ
ォリである。 
414 同上、pp.57-58。 
415 同上[2004a]、pp.22-23。 
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法改正を審議すること」が明記されている。特に新憲法の制定では「政権誕生後 100 日以内に実施
すること」という期限まで設けられていた。しかし現行憲法の大幅な改正および大統領権限の縮小
は、権力者に抑圧され続けた大勢のケニア国民やライラ派に属するエリート層にとって“改善”で
あったが、キバキ派にとっては“改悪”でしかなかった。キバキ派‐ライラ派で新憲法策定に対す
る思惑が異なっており、新憲法に関する協議も両派閥が個別に行っているため、策定された新憲法
案は双方で異なる内容となった。 
 新憲法案の策定に関する協議は、国会議員や専門家によって組織された 2 つの専門の調査・検討
委員会を中心に行われている。1 つは 1998 年に設立されたケニア憲法見直し委員会（Constitution 
of Kenya Review Commission）である。ライラ派を主体とするケニア憲法見直し委員会は、現行
のケニア憲法（以下、現行憲法）の大幅な改正を目指す政治家や民間団体から選出された専門家な
ど、計 27 名の委員（以下、改革派）で構成されている。そのため改革派が目指す新憲法案の内容
も、①大統領に従属しない首相職を新設し、政治体制上の執行権限を大統領以外にも付与するよう
努めること、②大統領府の直轄下に置かれている地方行政の構造を撤廃するとともに、地方行政府
に対する権限の移譲・容認を明確化すること、③県を中心とする各地方行政の代表者（国会議員）
によって構成される上院（二院制）を復活し、地方の意見を集約するための場が設けられるよう努
めることの 3 点を骨子としている416。 
 もう 1 つの委員会は 1999 年に設立された国会選抜委員会（Parliamentary Select Committee）
であり、委員長（＝大統領）を中心に、国会議員から選出された 14 名の委員と民間団体の代表か
ら選抜された 14 名の計 28 名（以下、存続派）で構成されている。国会選抜委員会はケニア憲法見
直し委員会に対抗するために前政権期が設立した組織であり、しかも大統領を中心に協議が行われ
ているため、同委員会が策定した憲法改正案は憲法の部分的な修正や現行憲法を踏襲した内容とな
っている。改革派の目的が現行憲法で規定されている大統領の支配力（権限の一極集中）の排除に
あったため、存続派（国会選抜委員会）は改革派の憲法案に反発していた。そして 2002 年以降の
憲法改正論議では、ライラを中心とするルオ人議員が改革派としてケニア憲法見直し委員会を基軸
に活動し、他方、キバキを中心とするキクユ人議員は存続派として国会選抜委員会を基軸に現行憲
法の維持に取り組んでいる。 
 キバキ政権は現行憲法（強大な大統領権限）を維持するために、「政権交代から 100 日以内に新
憲法を制定する」という NARC 内の取り決めを反古にし、新憲法案の協議・策定さえも実施しなか
った。そのため、憲法の大幅な改正を求めるライラなど改革派の議員は、ケニア憲法見直し委員会
の下で、新憲法制定に向けた活動を独自に展開するようになった。さらに KANU の有力議員も、
2002 年選挙前まで与党として現行憲法の維持を主張していたが、野党転落を契機としてライラ派に
同調し、大統領権限の縮小や現行憲法の改正を唱えるようになった417。独自の憲法改正案の策定を
                                                  
416 同上[2006]、pp.48-49。 
417 同上[2007b]、p.43。 
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試みるようになったライラ派の活動および圧力が功を奏し、2002 年、ケニア憲法の審議・改正に関
する国家の最高決定機関である国民憲法会議（National Contitutional Conference：NCC。通称、
ボーマス会議）がナイロビ国立公園に隣接するボーマス・オブ・ケニア（Bomas of Kenya）とい
う民族文化センターで開催され、2004 年 3 月には NCC が改革派の作成した新憲法草案（通称、ボ
ーマス・ドラフト：Bomas Draft。キバキ派の草案と区別するため、以下ボーマス・ドラフトとす
る）を正式な憲法改正案として採択した。ボーマス・ドラフトは概ね改革派の意向に添うかたちで
策定されており、その内容もケニア憲法見直し委員会で掲げられていた骨子に基づいたものとなっ
ている。そのためケニア国民は、ボーマス・ドラフトの成立によって「権威主義体制からの脱却」
および「真の独立」が達成されることを期待していた。 
 NCC という国家の最高決定機関がボーマス・ドラフトを採択したため、ライラ派はボーマス・
ドラフトを新たなケニア憲法にするための前段階として、憲法修正関連の法案を国会に提出した。
そして、同法案は 2004 年 8 月にライラ派・キバキ派双方の賛成によって一先ず採択されたが、キ
バキ派がボーマス・ドラフト関連法案に賛成した理由は、「ボーマス・ドラフトの内容を修正できる
こと」が同法案に明記されていたためである。同法案には憲法案の内容を修正する条件として、国
会議員の 65％以上が賛成しなければならないこと（以下、「65％ルール」）が定められていたため、
キバキは仮に新憲法案および関連法案が可決されても、不都合な規定を削除することが可能であっ
た。そのためキバキ派は、一方で国民に新憲法作成の意思があることを示すため、修正関連法案に
賛成したが、他方でボーマス・ドラフトの内容変更を目的とする多数派工作（ライラ派のとり込み）
を行うようになった。もっとも、国民の期待を裏切ったキバキ派が全国会議員の 65％以上の支持を
確保することは困難であったため、修正規定の利用というキバキの思惑は失敗に終わった。 
 そこでキバキ派が次に採った行動は、「憲法改正関連の法案制定に関して、大統領の承認が必要」
というケニア憲法第 46 条第 3 項の規定を利用し、正式に採択されたはずのボーマス・ドラフトに
対する承認を拒否することであった418。さらにキバキの支配下にあった司法長官も、キバキの意向
に従い、ボーマス・ドラフト関連法案の内容が現行憲法に抵触すると見解を示すようになった。そ
もそもボーマス・ドラフトはケニア憲法の大幅な改正を目指したものであるため、現行憲法の規定
に抵触する可能性があることは NCC の審議の段階で判明していたことである。だが、キバキがボ
ーマス・ドラフトの承認を拒否し、さらに司法長官までもが法案を否定したため、ボーマス・ドラ
フトを基軸とする憲法改正の先行きが不透明となってしまった。このような状況下にあって、キバ
キが次に採った行動は、国会選抜委員会による新憲法案（ボーマス・ドラフトと区別するため、国
会選抜委員会によって策定された草案を「新憲法草案」とする）の策定であった。 
 キバキは 2004 年 11 月にケニア中央部のナイバシャで国会選抜委員会を開き、ボーマス・ドラフ
トの内容を修正するかたちで、現行の大統領権限や一院制の維持が明記された新憲法草案を策定し
た。キバキ（存続派）が策定した新憲法草案はライラ（改革派）にとって受け入れ難い内容であっ
                                                  
418 前掲書、p.44。 
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た。だが、既に可決されている関連法案において「65％ルール」という修正規定が設けられており、
しかも国会審議において“内容の修正が可能であること”が両派閥間で約束されていたため、議会
の多数を占めるライラ派はキバキの提案に一応の合意を選択した419。しかし、ライラ派から新憲法
草案に関する合意を取り付けたキバキは、憲法案の制定上不適切として、当初盛り込まれていた
「65％ルール」の削除を国会選抜委員会に指示した。キバキの側近である司法大臣も同規定が維持
された状態で新憲法草案を提出すべきではないとして、「65％ルール」を拒否した。キバキはナイ
バシャ合意で交わされた“ライラ派との約束”を反古にするとともに、2004 年 12 月、「65％ルー
ル」が明記されていない憲法改正関連法案を国会に提出し、ライラ派の議員が欠席した議会で採決
（賛成多数で可決）を強行した。さらにキバキは、憲法修正等の手続きを明記した関連法案に基き、
新憲法草案（現行憲法の修正案）の本格的な策定に着手している。 
 2005 年 3 月に再度開かれた国会選抜委員会では、協議に参加する委員からライラ派の議員が一
掃され、辛うじて委員を継続していたライラも、新たな委員の編成に反発したことを理由に同委員
の辞任に追い込まれた。新憲法草案の策定を担う委員会がキバキ派だけで構成されたため、新憲法
草案には、①首相職は新設されるが、首相の任免権は大統領に付されること、②政治体制上の執行
権限に関して、最終決定権は大統領に委ねられること、③現行の一院制の維持、④地方行政におい
て、中央‐地方（県）間で権力分有を試みつつ、双方が地方行政を担うことの 4 点が盛り込まれた。
さらにキバキは、NARC の公約である「汚職撲滅」に反し、憲法改正に関する会合と称して国会議
員 113 名（全国会議員の過半数）を沿岸部の高級リゾート地に招待するなど、新憲法草案の承認に
向けた工作（不正）を展開した。だが新憲法草案は現行のケニア憲法との相違点が不明瞭、もしく
は現行憲法とほぼ同質の内容であったため、ライラ派および国民は新憲法案に対する反発を強めた。
加えて、キバキが憲法改正の協議からライラ派を一掃したため、ライラ派は NARC 結成前に組織し
ていた自由民主党（LDP）として活動するようになり、NARC は事実上の分裂状態に陥った。しか
しライラの反発は結実せず、2005 年 7 月に国会へ提出された新憲法草案は 102 対 61 で可決され、
2005 年 8 月 22 日に新憲法案（当時の司法長官の名をとってワコ・ドラフト（Wako Draft））が公
表された420。ただし、権力者の独裁に長年苦しみ続けてきた国民はキバキのばら撒きに応じず、特
に都市部に住む貧しい人々やケニア西部に住む人々は新憲法草案の成立に反対していた。 
 新憲法案が正式に施行されるためには、国会内で承認された後、国民投票によって過半数の賛成
を得る必要がある。もっとも、大勢の国民が“ケニア人による支配の継続”を示唆する新憲法草案
に賛同していなかったため、キバキは新憲法案の公表から国民投票の実施予定日である 2005 年 11
月 21 日までの 3 ヵ月後、新憲法案への支持を求めるキャンペーンを勢力的に展開している。キバ
キが展開したキャンペーンの主な内容は、新憲法案の正当性を訴える政治集会（演説）も行われて
                                                  
419 ライラ派とキバキ派の新憲法草案に関する合意は、会場となった都市ナイバシャの名をとり、ナイバシャ合意
（Naivasha Accord）と呼ばれている（前掲書、p.45）。 
420 同上、p.46。 
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いたが、概ね有権者に対して富や利権をばら撒く「買収」活動であった。反キバキ派が集中するリ
フトバレー州中南部の地域の場合、キバキは当該地域の行政機関（同地域のエリート層）に対して
アンボセリ国立公園（Amboseli National Park）など国有資源の管理権を移譲し、莫大な税収を現
地のエリート層に与えている。また、公立の初等学校の教員が賃上げを求めてストライキを起こし
ていたため、キバキは行政官や教員など地方公務員の給与の引き上げや、地方議会による陳述書提
出の奨励、地方議会議員を大統領官邸に招待すること等により、反対派のとり込み（買収）を急速
に進めていった。さらにキバキは、抑圧されていた農民に対する利権創出（買収）のための計画も
提案しており、例えば森林保護区に指定されたために強制退去を強いられた農民 5 万人を対象に、
当該地域に再移住させる計画を国民投票の一ヵ月前に公表した421。 
 
表 6-2 各州・地域における 2005 年国民投票の結果 
州・地域（有効投票数） 賛成票 反対票 
ナイロビ特別区（373,149 票） 161,344（43.2％） 211,805（56.8％）
コースト州（331,274 票） 65,737（19.8％） 265,537（80.2％）
ノースイースタン州（57,413 票） 15,196（26.5％） 42,217（73.5％）
イースタン州（1,047,827 票） 539,346（51.5％） 508,481（48.5％）
  －北東地域（48,334 票） 21,260（44.0％） 27,074（56.0％）
  －メル・エンブ地域（478,512 票） 445,087（93.0％） 33,425（7.0％）
  －カンバ地域（520,981 票） 72,999（14.0％） 447,982（86.0％）
セントラル州（1,097,554 票） 1,023,259（93.2％） 74,295（6.8％）
リフトバレー州（1,706,384 票） 430,821（25.2％） 1,275,563（74.8％）
  ‐ルイヤ地域（97,512 票） 54,860（56.3％） 42,652（43.7％）
  ‐キクユ地域（369,087 票） 247,513（67.1％） 121,574（32.9％）
  ‐中南部地域（1,239,785 票） 128,448（10.4％） 1,111,337（89.6％）
ウエスタン州（606,763 票） 241,107（39.7％） 365,656（60.3％）
ニャンザ州（937,678 票） 114,145（12.2％） 823,533（87.8％）
  ‐ルオ地域（708,763 票） 17,073（2.4％） 691,690（97.6％）
  ‐キシイ地域（228,915 票） 97,072（42.4％） 131,843（57.6％）
合計（6,158,042 票） 2,590,955（42.1％） 3,567,087（57.9％）
（出所）津田[2007b]より著者作成。 
 
 またライラ派も、国民がキバキ派の不正工作によって新憲法案賛成に転じかねないため、新憲法
                                                  
421 前掲書、p.47。 
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案が否決されるようケニア各地で反対運動を行った。ただし、ライラ派の反対運動は政治集会を通
じた演説が中心であり、キバキ派の賛成運動で展開された買収活動や利権のばら撒きを展開してい
ない。ライラ派が極端な買収活動を行わなかった背景には、①不正政治からの脱却を強調すること、
②大勢の国民がキバキに対して不支持の態度を表明していたこと、③キバキ派と同様の運動は支持
離れを招く恐れがあったこと、④ばら撒くほどの資財や利権がなかったことの 4 点があげられる。
ライラはキバキ派との差異を明確にする上でも、“ばら撒き”を実施することが出来なかったのであ
る。これら運動の結果、ライラ派の「買収に依らない反対運動」は国民からの支持を獲得し、他方
キバキ派による「買収を軸とする賛成運動」は支持獲得に結びつかず、キバキ派が提出した新憲法
草案は 2005 年 11 月 21 日に実施された国民投票で賛成 42％、反対 58％で否決された。投票結果
の内訳（得票率）を州・地域別に見る限り、賛成が大半を占めた地域はセントラル州（93％が賛成）、
イースタン州のメル・エンブ地域（同 93％）、リフトバレー州の北西部のルイヤ地域（同 56％）、
同州中央部のキクユ地域（67％）の 4 地域のみであり、他の 9 地域の賛成票は最大で 44％、最低
で2％しかなかった。加えて、キバキ派が買収活動を展開したリフトバレー州中南部においても10％
の支持しか獲得していないため、キバキの運動は完全な失敗であった（表 6-2 を参照）。 
 2005 年の国民投票で示された「反対」という結果は、国民が新憲法草案に対して突きつけた「拒
否」の態度であるとともに、キバキ政権に対して不信任の意思を表明したことでもあった。しかも
過半数の国民から支持されたライラ派は、キバキの支持離れが顕著となったため、不信任案の提出
に向けた準備を進めるようになった。キバキは憲法改正問題を契機として権威主義体制崩壊の危機
に直面したため、ケニア憲法に規定された強権力を行使し、不信任案提出と新憲法草案否決におけ
る自らの責任を他の閣僚に転嫁している。まずキバキは、ケニア憲法第 16 条第 2 項および第 19 条
に基づき、自身と副大統領、司法長官を除く約 60 名の全閣僚（大臣・副大臣）を罷免し、国民投
票における自身の責任を誤魔化した。またキバキは、閣僚解任後の組閣で新憲法草案に賛成した国
会議員のみを閣僚に登用し、派閥および党内の結束強化に努めている。さらに国会が憲法第 59 条
第 1 項に則って強制的に閉会されたため、ライラは今会期中の不信任案提出が不可能となった422。
しかし 2007 年には議会選挙・大統領選挙が控えていたため、キバキ政権は必ずしも「独裁者とし
ての地位」を盤石にしていなかった。 
 
（2）2007 年選挙と権威主義体制への反発 
 不信任案の提出を妨害されたライラ派が政権批判を一層強めたため、キバキは議会からライラ派
を一掃し、権威主義体制の保持に努めるようになった。他方、同派閥に属する大勢の国会議員がキ
バキによって閣僚職を解任されたため、大多数の国民から支持されていたライラ派は政治体制上の
権限・発言力を喪失していた。ただしライラ派に支持が集まった要因は、キバキ政権に対する国民
の反発以外に、ライラ派と支持者の間に生じていたパトロン‐クライアント関係がある。 
                                                  
422 前掲書、pp.47-48。 
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 高橋は「アフリカのレント・シーキングを考えるうえで重要なことは、企業や協同組合など民間
の経済主体が著しく未発達であり、その裏返しとして、国家の左右する資源の希少性（価値）が非
常に高いことである。（中略）そこで、独占によるレントと同様に、『部族』主義の 1 つの特徴であ
る排除の論理が生まれてくる。希少な資源は、それをより少数のもので享受してこそ、効用（うま
み）が大きくなるからである。（中略）このようなレントを追求し、配分し合うのは、直接的には大
統領を頂点とする政治家・官僚らである423」として、アフリカにおける資源配分およびレントの創
出が大統領や閣僚など資源を利用する権限を持つ一握りのエリート層に委ねられていることを指摘
している。このレント・シーキングに起因する政治的基盤の確保は、特に政権を担う政治家の活動
の特徴であり、キバキに反発したライラ派も、2002 年に閣僚という地位を利用して、歪んだ資源配
分（レント・シーキング）を行っていた。レント・シーキングがケニアの権力構造と密接に関わっ
ていたため、閣僚職の罷免に伴う政治権力や諸権限の喪失はライラ派‐支持者間の関係崩壊を招く
ものであった。ただし、キバキの政権運営に対する完全な同調はキクユ人主体の政治体制（権威主
義的な性質）の維持を示唆しており、ライラを支持する民族集団や派閥の利益を損なう危険性があ
った。そのためライラ派は、2005 年の国民投票およびキバキによる強制的な国会閉幕を契機として、
野党でも第三の勢力に転落していた KANU との協力関係（勢力の増強）を進めている。さらにラ
イラは、ケニア・オレンジ民主党（Orange Democratic Movement Party of Kenya：ODM-Kenya）
という選挙協力組織を設立し、次回の大統領選挙および議会選挙に向けて、反キバキ派の国会議員
との連帯強化を図った424。換言すれば、ライラは自らが権力者となり、キバキに同調せずにレント
を創出しようと試みたのである 
 ODM-Kenya という強大な野党勢力が誕生したため、次回の選挙における勝利が危ぶまれるよう
になったキバキ政権は、まず NARC-Kenya という新政党の結成によって「ライラ派との差別化」
および「キバキ派の結束強化」を試みている。またライラ派と協力体制を構築したはずの KANU
が“キバキ派の新憲法草案に反対を表明していた派閥（主流派）”と“ライラとの同調に不満を抱く
派閥（非主流派）”に分裂していたため、キバキは KANU の非主流派による新政党「新ケニア・ア
フリカ国民同盟（New Kanu Alliance Party of Kenya：New KANU）」の設立を受理し、1990 年
代のモイ政権期が野党分裂を達成したときのように、ライラ派の切り崩しを進めた。さらに 2006
年 3 月 21 日の国会開会に際して、キバキは汚職疑惑が生じていた文部科学大臣のサイトチやエネ
ルギー担当大臣のムルンギ（Kiraitu Murungi）といった側近の有力政治家を辞任に追い込み、「政
権の健全化」が進展していることを国民に強く訴えた。 
 他方 2006 年 9 月に正式な政党として承認された ODM-Kenya には、ライラを中心とする元 LDP
                                                  
423 高橋[1998b]、pp.43-44。 
424 ODM-Kenya はライラ派と KANU が選挙協力を目的に結成された組織であるが、当初、登録を予定していた名
称はオレンジ民主運動（Orange Democratic Movement：ODM）であった。しかし、2005 年末時点で第三者（ラ
イラ派とは別の組織）が ODM を政党名として登録していたため、ライラ派は 2006 年に「ODM-Kenya」を組織名
として登録し、後に ODM へ政党名を変更している。 
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議員の派閥以外に、初代大統領ケニヤッタの息子であるウフルを中心とするキクユ人グループ
（KANU 議員の派閥）や、ナイロビ南東部のカンバ人勢力を支持層とするムシオカ（Kalonzo 
Musyoka）の派閥が存在しており、ライラは必ずしも LDP 内における主導権を確立していなかっ
た。しかも正式な政党になった時期が議会選挙・大統領選挙を 1 年後に控えた 2006 年後半であっ
たため、ライラは国会でキバキ政権の悪政を糾弾し、不信任決議案提出の準備を進める以上に、政
党としての結束と統一候補の擁立を早急に進めなければならなかった。ただし、各派閥の有力政治
家が党内の主導権を欲したため、候補者の選定は難航し、最後まで主導権を譲らなかったライラ派
およびウフル派は ODM-Kenya の脱退を選択した。さらに制度上の問題から、選挙で大敗する可能
性のあった小規模な政党や ODM-Kenya に残存していた政治家は、それまでの「キバキ不支持」と
いう立場を一転し、キバキ支持や中立の立場を示すようになった。 
 ケニアの選挙制度に関して、議会選挙制度には「無所属での立候補の禁止」や「立候補に際して、
高額の登録費用を必要とすること」が規定されており、また大統領選挙制度には「8 州中 5 州で 25％
以上の得票率を得ること」および「有効投票数全体の過半数の得票を得ること」が規定されている425。
そのため、反キバキ派の中心的人物であったライラとは異なり、ウフルおよびムシオカのようにケ
ニア全土における知名度が低い政治家は、仮に野党として単独で選挙戦に臨んだとしても、敗北す
る可能性が濃厚であった。そのため、高い知名度を持つライラは ODM-Kenya の離脱と同時にオレ
ンジ民主運動（ODM）を組織し、反キバキの立場を表明し続けたが、ライラと決別するかたちで
ODM-Kenya から離反したウフルは古巣 KANU に戻り、同党の委員長（代表）としてキバキを支
持するようになった。また ODM-Kenya の代表となったムシオカは、2007 年の大統領選挙におい
てキバキ派やライラ派と対峙する第三勢力の立場をとったが、選挙後にはキバキ派へと傾倒し、副
大統領の地位に就いている。 
 キバキは憲法改正問題に端を発する国民投票によって実質的な不信任を国民より突き付けられた
ため、2003 年の大統領就任時と比較して、その影響力が大幅に弱体化していた。だが、NARC に
参加していた FORD ケニアに加えて、反キバキ派であったはずの KANU やサフィナ（SAFINA）
といった野党勢力までもがキバキ支持に転じたため、キバキは 2005 年国民投票における敗北状態
から大きく挽回し、自身の勢力をライラに対抗し得るまでに盛り返した。さらに、議会選挙・大統
領選挙を目前に控えた 2007 年、キバキは国民統一党（Party of National Unity：PNU）を設立し、
ライラ派と対峙する姿勢を明確にするとともに、NARC と異なる政党であることを強調した。 
 もっともライラ派が強大な勢力であることに変わりはなく、国民の支持もライラに集中していた
ため、キバキは 2005 年の国民投票時と同様に反キバキ派が集中する地域でキャンペーンを行って
                                                  
425 ケニア西部のカカメガという地域から出馬した立候補者に実施した聞き取り調査によると、2007 年および 2013
年に実施された議会選挙では、選挙登録費として選挙管理委員会に 4～5 万ケニアシリングを納めること、また政党
所属費として各政党に 1～2 万ケニアシリングを納める必要があった。これら登録料に加えて、選挙活動に必要な諸
経費が数万～数十万ケニアシリングであったため、選挙に出馬できる人は富裕層や各地の共同体の酋長、有力政治
家や富裕層と縁故関係にある人物が大半を占めていた。故に貧困層が出馬するためには大勢の人々から資金援助を
受けなければならなかった。 
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いる。特に、国民投票の結果で得票率 25％を下回ったコースト州やニャンザ州では、キバキによる
買収活動が勢力的に展開されている。ただし、政権支持者の主体は都市部のキクユ人であったため、
キバキが実施した優遇政策（ばら撒き）の受益者は概ねキクユ人資本家・富裕層であり、“ばら撒き”
の内容も都市部の企業に対する経済的支援や規制緩和の促進、都市部に住む貧しいキクユ人向けの
雇用創出が中心となっていた。そのため、キバキが展開した買収活動は十分な効力を示さず、むし
ろ利権創出の差異に起因する「国民の反発の増長」を招くこととなった。またサンドブルック
（Sandbrook）が「毎年政府は荘厳な約束を行い、農民が最優先であると宣言している。しかし改
革法は全く進展しておらず、むしろ低い生産者価格や支払いの遅れ、流通機構とインフラストラク
チャーの悪化といった問題が存在し続けている。そのため政府の信用はますます失墜している426」
と指摘しているように、貧しい農民は権力者の唱える支援策に失望しており、これまでの経験から、
権威主義体制が生活状況を改悪することを熟知していた。国民投票の結果に見られるように、反政
権派に対する富や利権の提供は必ずしもキバキへの支持票に直結していない。買収行為そのものが
権威主義体制の象徴であったため、キバキ派が展開した選挙運動は“富裕層‐反政権派”間の対立
を助長する行為（逆効果）でしかなかった。 
 ケニヤッタやモイは、大統領の近親者や同じ民族集団出身の富裕層といった縁故関係が支持基盤
であったが、①「キッチン・キャビネット（大統領直属の諮問委員会）」を通じた政権への登用、②
同委員会やマーケティング・ボードを介した土地配分および農業生産上の優遇を進めること、③野
党勢力の分裂を目指した政策の 3 点によって、長期の独裁政権を達成していた。そのため、両政権
において閣僚や与党の執行担当を務めたキバキは、ばら撒き（買収活動）の強化が野党の分裂や支
持者間の団結を招き、大統領再任につながると楽観的に捉えていた。事実、野党最大勢力であった
ODM-Kenya は分裂しており、また前政権まで与党を担っていた KANU も分裂や他の政党との統
合に至っている。高橋は「大規模農家は、少数であるために政策要求行動を組織化するのが容易で
あり、より商業化されているがゆえに農産品の市場価格に敏感であるため、政府にとって懐柔の必
要性は大きい。同時に大農は農民一般に大きな影響力をもつ存在でもある。政府は、農村の一部に
すぎない大農に農業投入物の補助を供与することによって、不利な農村価格政策への反対を分断し、
抑制することができるわけである。また、政府は農村開発プロジェクトを拡大することによって行
政官や政治的支持者に権力行使の機会や雇用などの便宜を与え、農村での支持を組織化しようとす
る427」として、アフリカにおける大土地所有農民と政府の関係が、縁故関係およびレント創出を通
じて強く連関するとともに、政府に対する支持の強化に結びついている点を指摘している。そして
キバキは、高橋の指摘に従うかのように、都市部の資本家や農村部の富裕層に対する“ばら撒き”
を強化し、富裕な農民を介して“地方の小農の懐柔”を進めた。しかし前政権とは異なり、富裕層
が自身の富を増やすための政策（市場自由化・規制緩和）を求めたため、「富裕層（権力者）‐貧困
                                                  
426 Sandbrook[1985]、pp.37-38。 
427 高橋[2003]、p.238。 
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層（小農）」の支配関係に亀裂が生じ、各地域の農村の有力者は小農に対する影響力を徐々に弱めて
いった。 
 特に大土地所有者‐小農間の亀裂が顕著となったのが、2005 年に実施された国民投票である。例
えばリフトバレー州南部をはじめとする反政権派主体の地域の場合、キバキの買収行為に取り込ま
れた“元”反キバキ派の富裕層は同地域に住む貧しい人々にとって「裏切り者」であった。そのた
め、貧しい人々はキバキや富裕層に反発し、同地域の国民投票も「反対」に投じている。しかしキ
バキは、「裏切り者の利用と農業支援策の提唱による支持獲得」という楽観的な選挙運動を変更しな
かったため、十分な得票や議席の獲得を達成できず、2007 年選挙は“（不正選挙による）キバキの
大統領再選”と“与党 PNU の野党転落”に帰結している。確かにモイ政権期までのケニアでは、
「政治権力は、法の支配の下、すべての市民の所有権を公正に保障するものとしてではなく、民族
の境界内の自分たちの利害を実現するためのものとして存在428」しており、モイは富裕層との利害
関係（パトロン‐クライアント関係）を構築することで、地方の貧困層までも掌握・支配していた。
だがキバキ政権以降、権力者の抑圧に苦しみ続けた人々にとっての関心は、利益創出の対象が「同
じ民族か、他の民族か」から「貧困層か、富裕層か」に変わっていた。そのため与党敗北という結
果も、ケニア国民の大半を占める貧しい人々が既存の利益（レント）配分に対した反発したもので
あり、必然の結果であった。 
 NARC に参加していた政党のほとんどが分裂・再統合しているため、2007 年の議会選挙に臨ん
だ政党は、その名称や各党の所属議員が 2002 年の選挙時と大幅に異なっている。例えば 2002 年に
与党となった NARC や野党に転落した KANU は、政党分裂や新党結成に伴って、党内がキバキ派
（PNU 側）とライラ派（ODM 側）に分かれていた。特に政党再編に関して、ライラ派は ODM を
結成し一枚岩となって選挙活動を展開していたが、キバキ支持を表明した派閥は PNU（党首キバ
キ）や KANU、ODM-Kenya、サフィナなどに拡散しており、統率を図ることが困難であった。そ
のため、主要政党を ODM に集中させたライラ派は、2007 年議会選挙において ODM 単独で約過半
数の 104 議席（210 議席中）を獲得し、大統領特別枠等を含めた全 222 議席においても 105 議席（全
議席の 47.3％）を獲得している。他方、連立政権となったキバキ派は PNU 単独で 210 議席中 43
議席しか獲得できず、全体でも 46 議席（同 20.7％）に留まっていた（図表 6-2 を参照）。現職の大
統領であるキバキが野党の党首に失墜したため、ライラ派を支持した大勢の人々はライラの大統領
就任、および「真の独立」の達成を期待した。だが選挙制度の影響から、大統領選挙の結果は議会
選挙に見られる与野党逆転と異なる結果となった。 
 
 
                                                  
428 同上[2011a]、p.203。 
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図表 6-2 2002 年および 2007 年の議会選挙における主要政党の変遷 
2002  2007 
国民虹の連合（NARC） 
133
 オレンジ民主運動（ODM）派 
110
ケニア・アフリカ国民同盟（KANU） 
68
―ODM      105 
―その他      5 
民主主義回復フォーラム-ピープル 
（FORD ピープル）         15
国民統一党（PNU）派 
106
サフィナ（Safina） 
2
―PNU       46 
―ODM-Kenya   18 
―KANU      15 
―Safina      5 
FORD アシリ 
1
その他                3 ―その他      22 
 その他（空席 3 議席を含む）   6 
合計               222 合計             222
（注）議会選挙で争われた議席は 210 であり、いずれの選挙結果（合計議席数）も、大統領権限に基づいて選出さ
れた国会議員枠など「選挙以外で割り当てられる議席」および空席となっている議席を含む。 
（出所）EIU[1987-2012a]、[1987-2012b]および津田[2008a]より著者作成。 
 
 ケニア憲法および選挙制度では、大統領選挙と議会選挙で異なる規定が設けられている。国会議
員を選出する議会選挙では小選挙区制が採用されており、ナイロビ特別区を含むケニア 8 州が 210
の選挙区に区分けされている。有権者は自身の選挙区の候補者に投票し、各選挙区の結果も随時公
表されるため、ケニアの議会選挙は日本の衆議院議員選挙と類似する形式である。しかし大統領選
挙の場合、有権者は議会選挙と同様に各選挙区に設けられた 1,800 ヵ所の投票所で投票を行うが、
「8 州中 5 州で 25％以上の得票率」という規定から、選挙管理委員会は膨大な投票数を州単位で集
計しなければならない。そのため、結果の公表には 2～3 日を要し、大統領就任宣言も投票結果の
発表から約 10 日後に行われる429。しかも投票実施から結果発表までに数日（3～5 日程）の期間が
設けられているため、大統領選挙の制度には権力者（大統領）が票数を操作する危険性があった。
そして、この危険性の顕著な事例が 2007 年の大統領選挙である。 
 メディアを通じて行われた選挙速報は、議会選挙における野党 ODM の大勝とともに、大統領選
挙に出馬したライラの優勢を報じていた。そのため、ライラは投票日の 2 日後となる 12 年 29 日に
勝利宣言を行い、反キバキ派もライラの勝利と新大統領の誕生を確信した。だが、12 月 29 日時点
                                                  
429 松田[2010]、pp.4-5。 
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で第 2 位であったキバキの票はライラの勝利宣言直後から急速に増加し、約 30 万票もあったライ
ラとの差は数時間で約 4 万票にまで縮まった。そして 12 月 30 日、キバキが任命した選挙管理委員
会の委員長は、キバキが約 458 万票、ライラが 435 万票を獲得し、20 万票差でキバキが勝利した
ことを正式な選挙結果として公表した（図表 6-3 を参照）。さらに、キバキ再選が公表された 12 月
30 日の夕刻、キバキは、公表日の数日後に実施する予定であった「大統領就任の宣言式（以下、宣
言式）」を強行し、12 月 29～30 日までの集計過程が不鮮明であることを誤魔化すような態度に出
た。ライラの大統領就任を確信していた大勢の支持者は選挙管理委員会の公表に落胆するとともに、
“キバキ勝利”という結果に強い疑念を抱いたことは必然であった。 
 
図表 6-3 2002 年および 2007 年大統領選挙における各立候補者の得票率 
（注 1）2002 年の投票数は、一部不明のため、著者が投票率より算出した推定値となる。 
（注 2）括弧内の語彙と数字は、各立候補者の 2007 年時点の所属政党および得票率（％）を示している。 
（出所）EIU[1987-2012a]および[1987-2012b]より著者作成。 
 
 ライラ支持者は 12月 27日の投票日から同月 30日の開票結果に至る過程が不明瞭であったこと、
特に、僅か 1 日足らずでキバキ票が 50 万票以上も増加したことに対し、選挙管理委員会の集計に
疑念を抱いた。さらに、キバキが強引に宣言式を行ったため、選挙結果に懐疑的な大勢の国民は“不
正選挙である”と強く非難しており、特に都市部に住む貧しい人々は大統領選挙（もしくは集計）
のやり直しを要求した。当然ながら、宣言式を強行したキバキが反キバキ派の要求に従って票数を
再集計しなかったので、反キバキ派による抗議運動がケニア各地で勃発した。例えばナイロビやモ
ンバサのような大都市では、「オディンガなければ平和なし（No Raila No Peace）430」という合言
葉のもと、ライラを支持する貧しい人々によるキクユ人襲撃事件が多発するようになった。さらに
ナイロビのキベラ・スラムやマザレ・スラムなど貧困層が集中する地域、および反キバキ派の拠点
                                                  
430 津田[2008b]、p.8。 
 2002（注 1） 2007 
ムワイ・キバキ（PNU） 3,650,000 （62.2） 4,584,721 （46.4）
ウフル・ケニヤッタ（KANU） 1,837,000 （31.3）  
シ メ オ ン ・ ニ ャ チ ャ エ
（FORD-People） 
346,000 （5.9）  
ライラ・オディンガ（ODM） 4,352,993 （44.1）
カロンゾ・ムシオカ（ODM-K） 879,903 （8.9）
その他 35,000 （0.6） 59,411 （0.6）
合計 5,868,000 （100.0） 9,877,028 （100.0）
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となったニャンザ州やコースト州の都市では、リフトバレー州で発生した教会焼き討ち事件を契機
として、大規模な暴動が勃発した431。 
 2007 年末から 2008 年初頭までに両陣営間で起こった暴動・犯罪は、キバキ支持者に対する暴行
とその報復、キクユ人経営の商店や富裕な農民に対する強盗事件、一般の農家への放火、殺人事件
など多岐に渡る。さらにナイロビと地方とを結ぶ幹線道路では、暴動の拡大を防ぐ目的から政府に
よって検問所が設置され、またライラ派もキバキ派（キクユ人）を襲撃するために私設の検問所を
設置するようになった432。民主的な選挙の再実施を求める抗議運動は、「貧困層を中心とするライ
ラ派」と「富裕層およびキクユ人を中心とするキバキ派」の大規模な衝突に発展し、1,000 人以上
の死者と数十万人の国内避難民を生みだした433。だが、貧しい人々を中心に大勢の被害者を出した
選挙後暴動は、両陣営の指導者の間で取り決められた政治権力の分化によって、貧しい人々の意見
が反映されていない“安易な終息”に帰結している。 
 2007 年末から激化した選挙後暴動は 2008 年 1 月半ばに一応鎮静化したが、2 月以降もケニア各
地では数十人規模の死亡者が生じるような事件や警察・機動隊と現地住民の衝突が度々発生してい
た434。もっとも、権力者の地位を求めていたライラは、不正選挙の有無を調査すること以上に“キ
バキが悪い＝キクユ人が悪い”ということを強調し、「民族」意識を逆なでした。そしてライラは、
国際社会から非難されていたキバキに対して、暴力を鎮静化する条件として権力分割に関する協議
の場を設けるよう要求した435。これら暴動を扇動したとされるキバキやライラなど有力政治家は、
国際連合の前事務総長であるコフィ・アナン（Kofi Atta Annan）を中心とする「アフリカ賢人パ
ネル」の仲介によって、第二次キバキ政権における権力配分および連立政権の樹立に向けた協議を
開始した。2008 年 2 月、ライラとキバキは同協議の下、①大統領以外に政治体制上の執行権限を
有する「首相職」を新たに設けること、②ライラを新設された首相職に任命することの 2 点を条件
に、暴動の（強制的な）完全鎮静に協力することを合意した436。だが、首脳陣が結んだ政治権力の
                                                  
431 同上[2010]、pp.10-11。また、ナイロビのスラム街を中心に過激化した暴動は、西部のキスムやエルドレット、
ナクル、沿岸部のモンバサといった地方の都市部に拡大している（川端[2008]、p.70）。 
432 野坂[2012]、p.38。 
433 堀内[2008]、pp.16-17。 
434 「選挙後暴動に関する調査委員会」が 2008 年 10 月に公表した調査報告書（委員長であるフィリップ・ワキの
名から、『ワキ・レポート』とされる）には、暴動の鎮静化を妨げた一因として、警察官や機動隊の内部も民族や派
閥に伴って分裂していたことが指摘されている（Commission of Inquiry on Post Election Violence[2008]、p.ⅳ、
pp.28-35）。 
435 コリアーは「2007 年のケニア議会選挙は、新たな政治家たちの一群にとって、先駆者たちが焚きつけた炎を煽
り立てる機会となった。このときの中心人物は、野党党首のライラ・オディンガだ。（中略）野党側は、民族的アイ
デンティティーを刺激するという、もっとも安上がりな戦略に訴える傾向がある」（Collier[2009]、p.70）と指摘し
ている。だが、コリアーは民主化を推進する上で、武力行使や軍事力強化の不可欠性や最大多数の民族集団（アイ
デンティティー）を国家の中軸に据える必要性を主張しており、むしろライラよりも過激・暴力的な方法を唱えて
いる。そのため民主化の推進において、コリアーの主張に正当性を見出すことが出来るかは疑問が残る（ibid、
p.239-244; 268-269）。 
436 ケニア憲法は暴動以後に合意された大連立政権によって改正され、①新たな閣僚職や連立政権の発足等について
規定した「国民合意と和解法」（以下、新法）を国会で制定すること、②憲法上の規定と新法の内容が矛盾した場合、
新法の規定が優越されること（第 2 条）、③首相職の新設（第 15 条）、④首相および副大統領職の任免や諸権限につ
いては国会が制定する新法によって規定されること（第 15A 条）といった条項が付加された（津田[2010]、pp.12-13）。 
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分化に関する合意は、暴動の被害に遭った貧しい人々の要求を無視したものでしかなかった。 
 ケニア政府が設置した「選挙後暴動に関する調査委員会」は選挙後暴動について調査し、その根
本要因として、①政治的対立と暴力の連関、②権威主義者による支配構造と法整備の欠如、③民族
間の不平等（特に土地問題）、④若年層の失業の 4 点を指摘しつつ、暴動の責任をキバキやライラ
といった扇動者以外の“一般人”に擦り付けている。政治的指導者（支配者）の責任が他者に転嫁
され、しかも暴動終息のための合意が民意不在の中で一方的に取り交わされたため、この協議が問
題の改善に結びつくかは不明瞭であった。そもそも暴動に参加し、大量の血を流し、親族を失った
貧しい人々は“ケニアの独裁的な政治体制”に不満を抱き、「一部の権力者による支配・抑圧からの
解放」や「植民地支配期より続く富・資源の収奪構造からの脱却」を強く切望していた437。そのた
め、ケニア人の権力者によって支配され続けていた貧困層は、植民地支配期の 1950 年代や複数政
党制移行期の 1990 年代に見られるように、大規模な暴動という自らを犠牲にする手段によって「真
の独立」を成し遂げようとした。だが、貧困層の暴動を扇動したキバキやライラは「新たな独裁者」
の座に就くことしか目指していなかったため、暴動が終焉を迎える際の協議内容も、キバキとライ
ラの両者が権力を分化することに終始している。そして第二次キバキ政権期では、単一の支配者か
ら複数のケニア人による支配の下で、大勢の貧しい農民が再び抑圧されることとなり、さらに「ヨ
ーロッパ人や国際社会による土地収奪」までも再開されるようになった。 
 
 
3．グローバル化と農業部門の変容  
（1）選挙後暴動がもたらした悪影響 
 キバキは 2007 年の不正選挙によって再び権力者の座に就いたが、2007 年末の選挙後暴動の代償
として、政治的側面における「権威主義体制の継続に伴う国民の政権への不信感」以外に、経済的
側面における様々な悪影響を被っていた。ケニアが選挙後暴動によって被った経済的な悪影響につ
いて、特に顕著なものは、ケニアの主要産業である観光業における損失があげられる。 
 毎年大勢の外国人観光客が多種多様な動植物に恵まれたケニアに訪れており、観光業収入も、
2006 年が 439.8 億ケニアシリング（6.1 億ドル）、2007 年が 654.0 億ケニアシリング（9.7 億ドル）
に達していた（図 6-2 を参照）。また、サービス産業全体の年平均 GDP は 2001～2011 年で 5750.2
億ケニアシリング（75.1 億ドル）となっており、GDP 全体の 47.9％（2001～2011 年の平均値）
に達している438。特に観光業は、サービス産業の GDP の約 12～13％（GDP 総計では約 5％）を
占めていたため、ケニア政府は観光業を主要産業に位置づけていた。しかし、観光業は 2007 年末
に発生した大規模な暴動に伴って急激に悪化している。例えば、国際線（航空機や観光用フェリー）
によってケニアに入国した観光客の数は 104.9 万人（2007 年）から 72.9 万人（2008 年）に減少し、
                                                  
437 Commission of Inquiry on Post Election Violence[2008]、pp.15-35 および高橋[2011a]、pp.173-174。 
438 GDP の総額（ドル換算）は 2001～2011 年の年平均為替レート 1 ドル＝76.6 ケニアシリングより著者が算出。 
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陸路等も含めた観光客全体の数も 180 万人から 120 万人に激減している。観光客の減少による悪影
響は収入面の大幅な減少を招いており、2008 年の観光業収入は 2007 年比で約 2 割減少した 527.1
億ケニアシリング（7.6 億ドル）となっている439。選挙後暴動が終息したこともあり、2009 年は観
光客が 149 万人、観光業収入が 625.0 億ケニアシリング（8.1 億ドル）まで復調しているが、2007
年次の水準まで回復したのは 2011 年に入って以降であった。もっとも、ケニアが直面した経済面
での悪影響は観光業収入の減少だけではなく、対外直接投資（FDI）の大幅な縮小もあげられる。 
 
図 6-2 2001 年以降におけるケニアの観光業収入および観光客の推移 
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（注）2001 年度の観光客数は統計数値に不一致の箇所があるため、未記載とする。 
（出所）Central Bureau of Statistics（Kenya）[1961-2010a]、[1982-2011b]、および Ministry of Tourism-Kenya
ウェブサイト（2013 年 7 月 23 日閲覧）より著者作成。 
 
 対ケニア FDI は、2007 年で 491.3 億ケニアシリング（7.3 億ドル）に達していたが、2008 年に
は 66.4 億ケニアシリング（0.96 億ドル）まで減少している。また対外資本フローは 1,104.8 億ケニ
アシリング（16.4 億ドル）から 922.5 億ケニアシリング（13.3 億ドル）に、対外資産のストックも
645.6 億ケニアシリング（9.6 億ドル）から 491.4 億ケニアシリング（7.1 億ドル）まで縮小してい
る440。いずれの項目においても 2007～2008 年で 2～8 割の範囲で大幅な縮小に転じているため、
選挙後暴動はケニアから大規模な外資の引き上げおよび資産の消失をもたらすとともに、ケニアの
工業化を阻害した。ケニア政府は、「農業からの脱却」や「経済構造の高度化」を経済開発の目標に
掲げており、特に 2000 年以降、沿岸部の港湾都市やナイロビを中心とする経済特区の設置、工業
                                                  
439 Ministry of Tourism-Kenya ウェブサイト“Tourism Performance 2009”（2013 年 7 月 23 日閲覧）を参照。 
440 対外投資関連の規模については Central Bureau of Statistics（Kenya）[2010]を参照。 
- 184 - 
化推進のためのエネルギー開発（特に地熱発電の建設）を進めていた。しかしケニアの工業化は、
①工業製品の製造技術の移転が進んでいないこと、②エネルギーや鉱物など工業化に不可欠な資源
が欠如していたこと、③対外累積債務の増大に伴い、観光業や換金作物輸出など短期間での外貨獲
得につながるような資源が重視されたこと、といった要因から進展しておらず、さらに流入する外
貨が減少したため、工業化の推進を意図した計画は頓挫してしまった。 
 選挙後暴動に伴って対外投資が減少したため、経済成長率は 7.1％から 1.5％（2007～2008 年、
以下同年）へ急激に下降し、インフレ率も 4.3％から 16.2％に上昇するなど、ケニアは構造調整政
策を受け入れた 1980 年代初頭に見られるような経済状態の悪化に再び陥っている。さらに大勢の
貧しい人々が、物価の上昇やケニアに対する投資の減少を契機として、食費の増加や失業に直面し
たため、キバキ政権は投資状況の改善を目指すとともに、社会福祉等を充実する必要に迫られてい
た。だが、キバキは莫大な資財を投じることで 2007 年選挙に勝利していたため、選挙戦を支えた
キバキ派の富裕層やエリート層に対して、謝礼（利権）を与えなければならなかった。 
 キバキ自身が決して十分な支持を得ていなかったため、仮に謝礼をうやむやにした場合、キバキ
支持者が反キバキ派へ転じる可能性（即座に不信任案が提出・可決される恐れ）があり、キバキは
支持者に対するレントを最優先に作り出す必要があった。しかも、財政難に陥っていたキバキ政権
は「国民全体へのばら撒き」を実施できず、限られた財源を「支持者へのばら撒き」に充てざるを
得なかった。そこでキバキ政権は、経済状態の悪化に伴う社会福祉政策や高インフレの改善以上に、
支持者の離反を回避するための資金の確保を重要視するようになった。だがキバキ政権は、既に市
場自由化の推進を目的とする経済政策を実施しており、マーケティング・ボードもレント創出の機
能を失いつつあったため、別の方法によって富の獲得やレントの創出を試みなければなかった。た
だし、キバキ政権およびケニアが直面した諸問題は、アフリカの莫大な農業資源を欲するドナー諸
国にとって“ある種の好機”であり、特にケニアで発生した大規模な暴動（および暴動に伴う経済
悪化）は、ドナー諸国がケニアの大規模な土地を収奪する上で好都合であった。 
 2007 年末から 2008 年にかけて、アフリカ諸国の中でも比較的安定した国とされるケニアで大規
模な暴動が発生したことは、国際社会に衝撃を与えた。だが国際社会は、ケニアの選挙後暴動以上
に、2007 年以降に顕著となった“穀物の国際市場価格の高騰”という問題の対応に追われていた。
国際連合食糧農業機関（FAO）によると、2007～2009 年の穀物全体の市場価格を 2002～2004 年
の平均価格と比較したとき、2007 年の市場価格は 2002～2004 年の価格水準の 1.7 倍、2008 年が
2.4 倍、2009 年が 1.9 倍に達している。さらに品目別では、例えばケニアの主食であるメイズが同
価格水準の 2.5 倍（2008 年、以下同年）、小麦が 2.4 倍、コメが 3 倍に高騰している（図 6-3 を参
照）。ただし、世界全体の穀物生産量は 20.6 億トン（2000 年）から 23.6 億トン（2007 年）に増加
しており、さらに 2008 年が 25.3 億トン、2009 年が 25.0 億トンに達している。そのため、穀物価
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格の急騰の原因は、供給量（生産量）の減少以上に、需要量が供給を大幅に上回った点に見出せる441。
そして、穀物需要が世界規模で増大した主な要因には、①新興国における穀物需要の増大、②先進
諸国におけるバイオ燃料の利用、③穀物生産国で発生した干ばつ、④穀物輸出国における輸出制限、
⑤穀物市場に対する投機の拡大の 5 点があげられる442。 
 
図 6-3 2001 年以降における主要穀物の市場価格（米ドル／トン） 
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（出所）GIEWS[2000-2010]および FAOSTAT（2013 年 7 月 24 日閲覧）より著者作成。 
 
 経済発展の著しい新興国では、人口の急増に加えて、富裕層や中間層が増加しており、食料（特
に肉類）や嗜好品への需要が増大していた。特に中国では、食肉需要の増加に伴って、主食用の穀
物以外に家畜への飼料用穀物に対する需要が増していた443。これが穀物価格高騰の要因の 1 つ目で
ある。2 つ目の要因はバイオ燃料の原料としての穀物に対する需要増大である。先進諸国では、エ
ネルギー資源の枯渇化や地球温暖化現象への対応の一環としてバイオ燃料に対する需要が増大し、
バイオエタノールの原料であるメイズや大豆の消費が拡大していた444。さらに先進諸国や新興国に
おける穀物需要は、3 つ目の要因となるオーストラリアや欧州諸国など穀物生産国で発生した大規
模な干ばつ、および 4 つ目の要因となるブラジル・アルゼンチン・タイにおける輸出規制策の実施
によって一層増大している。穀物市場（先物市場）の価格は、基本的には生産量、各国の農業政策、
                                                  
441 穀物の生産量および市場価格の推移は FAO[2009]、GIEWS[2000-2010]および FAOSTAT（2013 年 7 月 24 日
閲覧）を参照。 
442 勝俣[2008]、p.47。また、これら要因に加えて、原油価格の高騰に伴う穀物輸送費の上昇や金融危機の発生（2006
～2008 年）に伴う投機の矛先の変化があげられる（FAO[2009]、pp.9-21; 39-47）。 
443 柴田[2007]、p.111。 
444 バイオ燃料が穀物価格に及ぼす影響については Kamara, et al.[2009]および柴田[2009]を参照。 
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国際的な需給関係によって左右されるが、小田は市場価格の不安定性の背景として、特に国際市場
における穀物需給の過剰性や先進諸国による保護主義的な政策が多大な影響を及ぼしている点を指
摘している。小田の指摘を 2007 年の市場価格の変動に当てはめたとき、ブラジルやアルゼンチン、
タイが欧米諸国のように保護政策を導入したため、穀物価格の過度の高騰が起こったと考えられる
445。また穀物は国際的な商品であり、価格決定や取引は先物市場を介して行われているため、穀物
需要の急激な増加は資本家や機関投資家による穀物市場への投機を刺激した。穀物取引が資本家の
マネーゲームにとり込まれていることは、穀物価格を急騰させた 5 つ目の要因であり、市場価格が
生産・供給によっても調整できないことを示唆している446。 
 これら様々な要因に起因する穀物市場価格の高騰は、食糧不足および穀物輸入の増大に陥ってい
たケニアの人々の家計を圧迫し、深刻な食糧危機や貧困状態の悪化を招いている447。さらに FAO
は、「栄養失調に苦しむ人々に対し、ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）
に基づくプログラムが十分に機能したとしても、これら目標を達成することは現状では困難である。
仮に 2015 年までに目標を達成するのであれば、改善政策の更なる加速・進展が必要である。（中略）
特にサハラ以南のアフリカでは 1990 年代から MDGs の計画が進行しているが、栄養失調の蔓延は
ほとんど改善していない448」として、アフリカ諸国における食糧危機が深刻な現状にあることを指
摘している。しかし FAO は、価格高騰に対する危惧とは対照的に、長期的には食糧価格の高騰が
農業部門を主体とする開発途上国に「穀物輸出＝富の増大」という好影響を及ぼすことも強調して
いる449。だが穀物価格の高騰は、FAO が指摘した楽観的なメリットと異なり、ケニアの食糧問題を
一層深刻にしている。しかも、短期的な悪影響に苦しんできたケニアは、FAO の示唆する“長期的
な好機”の到来まで耐えられるはずがない。 
 もっとも、アフリカ諸国の中には市場価格高騰の悪影響を回避（軽減）した国もある。例えばケ
ニアに穀物を輸出していたウガンダでは、メイズやミレット、キャッサバの価格は上昇していたが、
国内で多様な穀物が生産されていること、および食糧自給がある程度達成されていたことを背景に、
価格高騰の影響が軽減していた450。2007 年末の食糧危機を回避したウガンダの事例から、ケニア
が食糧価格の変動による悪影響を最小限に抑えるためには、自国内で多種多様な穀物を生産すると
ともに、自給達成を最重要課題とする農業政策（自給自足を主体とする農業生産への移行）を実施
しなければならない。だが、ケニアの農業部門は換金作物生産への偏重から未だ脱却しておらず、
                                                  
445 小田[2004]、p.511。 
446 宮川[2009]、pp.108-114。特に広瀬は、「全米に広がる経済崩壊で、借金とりの連鎖反応が始まったため、投機
屋が、原油市場と穀物市場から金を引き上げ始めた。（中略）穀物価格の高騰は中国のせいでもなく、バイオエタノ
ールの燃料のためでもなく、食糧不足でも、食糧危機でもなかった。（中略）穀物価格が誰かによって操作され、そ
のために貧困国が穀物を買えないだけ」（広瀬[2009]、p.53）として、投機による影響を強調している。 
447 穀物価格の高騰は国際機関による対途上国食糧支援に対しても悪影響を及ぼしており、特にアフリカ諸国やアジ
アで実施されている「学校給食プロジェクト」や「食糧支給」は市場価格高騰から援助枠の縮小や支援打ち切りに
陥っている。支援計画の打ち切りについては WFP[2009]および大江[2008]を参照。 
448 FAO[2005]、p.6。 
449 ibid[2008]、pp.2-10。 
450 Benson and Wanda[2008]、pp.513-523。 
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さらにドナー諸国が行った農業部門への投資は、ケニアの食糧危機や貧困状態の悪化に拍車をかけ
ている。特に 2000 年代以降、ケニア（およびアフリカ諸国）では、①「ランド・グラッブ（Land 
Grab）」と称される農地開発（収奪）、②ドナー諸国がランド・グラッブを容易化するために推進し
た「市場志向型の農業生産への移行のための支援」という2つの農業投資が盛んに行われている451。 
 
（2）「農業投資」という名の資源収奪 
 ドナー諸国による対アフリカ投資・経済協力の目的は、名目上では対象国の貧困や飢餓等の問題
を改善することであるが、その真意は原油や鉱物といった天然資源の獲得にある。特に 2000 年代
後半、ドナー諸国は穀物市場の価格高騰を契機として、農業資源、特に土地の収奪を活発に行って
いる。そもそも天然資源に乏しいケニアは、イギリスのための農業国として、植民地支配期に「換
金作物依存によって創出された富」や「農地」を収奪されていた。しかも農業資源（農産物や土地）
の収奪は、ドナー諸国および新たな権力者（ケニア人）によって、独立以後も継続していた。さら
に 2000 年代から顕著となったランド・グラッブは、ケニアが“旧宗主国による土地収奪”という
植民地支配期と同じ状況に逆行することを示唆していた。 
 サハラ以南のアフリカ全体に対する FDI は 1990 年代で年平均 44.9 億ドルであったが、1990 年
代後半からその規模は次第に増加し、2001 年には 149.8 億ドルに達している。さらに“アフリカ農
業への支援”を口実に農業投資（農地獲得）が拡大し始めた 2007 年、対アフリカ FDI は約 300 億
ドルとなり、2008 年には 410 億ドルまで急増している。FDI が 2000 年次の 2 倍以上に拡大した
2007～2008 年は穀物の市場価格が世界規模で高騰した時期であり、先進諸国や新興国が新たな農
地として「途上国の土地」に注目するようになった時期でもある。そしてドナー諸国は、農産物や
農地などの農業資源の獲得や既存の天然資源を一層収奪するため、2000 年代後半からアフリカに対
する直接投資を急激に増やした。特に、「最後のフロンティア」と揶揄されているアフリカでは、ド
ナー諸国による大規模な土地収奪（ランド・グラッブ）が顕著となっている452。 
 図 6-4 で示すように、世界全体で行われているランド・グラッブの規模は 2012 年時点で計画段
階の案件も含めて約 8,320 万ヘクタールとなっている。その内訳は 5,620 万ヘクタール（全体の
67.7％）がアフリカ地域を対象とするランド・グラッブであり、1,770 万ヘクタール（同 21.3％）
がアジア地域、700 万ヘクタール（8.4％）がラテン・アメリカ地域、230 万ヘクタール（2.8％）
が東ヨーロッパやオセアニア等の地域となっている453。先進諸国や新興国（ドナー諸国）がアフリ
カ地域から収奪した農地 5,620 万ヘクタールはケニアの総面積とほぼ同じであり、一国家の国土に
相当する土地が「農業投資および支援」という名目の下でドナー諸国に収奪されているのである。 
                                                  
451 Friis, Cecilie, and Anette Reenberg [2010]、p.2。 
452 吉田[2012]、pp.49-53。 
453 2012 年の段階で土地投資に関する案件は世界全体で 1,217 件となっている。その内、土地売買・リース等の投
資契約が締結された、もしくは締結予定の案件は 625 件（農地規模では 3,273.5 万ヘクタール分）となっている。
他の 592 件（5,048.1 万ヘクタール）は交渉・計画の段階であり、2012 年時点で締結に至っていない（Anseeuw, et 
al[2012]、pp.19-23）。 
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図 6-4 世界全体で展開されているランド・グラッブの地域別規模 
 
（出所）Anseeuw, et al[2012]より著者作成。 
 
 ケニアの場合、外国資本もしくはドナー諸国による投資（売買・リース）契約の対象となってい
る農地（交渉中および交渉中断等を含む）は約 95 万ヘクタールであり、その内、既に売買契約が
締結されている土地は 24.2 万ヘクタールとなっている。特に、カナダのベッドフォード・バイオフ
ューエル社（Bedford Biofuels：以下、ベッドフォード社）とケニア政府の間で締結された土地売
買契約は、大規模な農業投資（ランド・グラッブ）の案件となっている。ケニアは同社に対して、
農業生産への投資や雇用機会の創出を口実に、ケニア沿岸部のガルセン（Garsen）という町を中心
とする地域の土地 16 万ヘクタールをベッドフォード社に売却した。ガルセンを含む沿岸部一帯の
地域はタナ川に接しているデルタ地帯（タナ・リバー・デルタ地帯：Tana River Delta）であり、
沿岸部の中でも比較的農耕に適していたため、農地収奪の対象となり易い地域であった。またベッ
ドフォード社以外にも、複数の多国籍企業・政府がタナ・リバー・デルタ地帯の土地獲得を試みて
いる。ケニアを対象にランド・グラッブを行っている多国籍企業には、例えばバイオエタノールの
製造を目的に約 7,000 ヘクタールの売買契約を 2007 年に締結させたモーリシャスの砂糖関連企業
のオムニケイン社（Omnicane）、国内消費用の農産物の生産を目的に 4 万ヘクタールの土地リース
契約を 2008 年に締結させたカタール政府、バイオ燃料の製造のために 2.8 万ヘクタールの土地購
入を交渉しているイギリスの G4 社（G4 Industries）があげられる（表 6-3 を参照）454。 
                                                  
454 ただし、ベッドフォード社との契約は 2012 年時点で契約中断に切り替えられており、またカタール政府とのリ
ース交渉は、当該地域に住む人々から強い反発や小規模な暴動が起こったことを理由に、2009 年に一端白紙に戻さ
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表 6-3 ケニアにおけるランド・グラッブの実施・交渉状況 
 
（注 1）カタールとの交渉における対象地域には沿岸部の港町ラム（専用の港湾建設用地）も含まれていた。 
（注 2）現時点における Biwako Bio-Laboratory（日本）の投資額はジャトロファの開発研究に投じた費用だけであ
り、土地購入費は交渉中のため投資費用に含まれていない。 
（出所）GRAIN[2013]、Makutsa, Pauline[2010]、Friis, Cecilie, and Anette Reenberg [2010]、Anseeuw, et 
al.[2012]、および Land Matrix（2013 年 7 月 27 日閲覧）より著者作成。 
 
 タナ・リバー・デルタ地帯以外にも、ケニア中央部のナイバシャ湖畔一帯や西部のヴィクトリア
湖周辺の地域が土地売買の対象となっており、湖畔地帯や沿岸部を中心とする地域、換言すれば、
ケニアの国土全体の 2 割しかない“農耕に適した地域”が国外流出の脅威に直面しているのである
455。特に欧米諸国によるランド・グラッブは大規模であり、交渉中もしくは交渉中断等の案件も含
めて約 77 万ヘクタール（ケニア国内で展開されているランド・グラッブの 81.1％）が欧米の多国
籍資本の購入予定地（もしくは購入済みの土地）となっている。多国籍企業（欧米諸国）がケニア
                                                                                                                                                              
れている。さらにイギリスの G4 社との交渉も、現地の人々の反発や金額面での折り合いがつかなかったことを理由
に、2011 年時点で決裂状態に陥っている。 
455 国土の約 8 割は乾燥・半乾燥地帯（ASAL 地帯）に属している土地か、もしくは農耕可能ではあるが肥沃ではな
い土地である。しかも、僅か 2 割足らずの好適農地が農民全体の約 2 割を占める中農や大土地所有者、多国籍資本
によって占有されており、農民の約 67％を占める小農は他の 8 割の土地を利用している。残りの 13％に当たる人々
は土地なし農民であり、都市部や換金作物のプランテーションで賃労働に従事している（Nasong’o[2009]、
pp.331-334）。 
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に対して大規模なランド・グラッブを進めている主な理由は、①需要が拡大しているバイオエタノ
ール産業に参入するため、生産用地を確保すること、②バイオエタノール産業に対して原料を販売
し、莫大な富を獲得すること、③市場価格の高騰に伴い、投機性のある穀物（富）を生産できる農
地を求めたこと等があげられる。そのため、多国籍企業が収奪した農地ではバイオエタノールの原
料となるヒマワリやジャトロファ、サトウキビ、大豆が主な生産物となっている456。ただし、タナ・
リバー・デルタ地帯をはじめ、ランド・グラッブの対象になっている地域は大規模な干ばつが発生
した地域であり、同地域に住む人々は大規模なランド・グラッブに強く反発していた。 
 現地に住む人々は、ジャトロファなどバイオエタノールの原料を生産するために土地を提供する
ことではなく、メイズや小麦など自身が消費する穀物を生産し、食糧危機の改善に努めることをケ
ニア政府に求めていた。しかし、ランド・グラッブを進めている多国籍企業（およびケニア政府）
は、深刻な食糧不足に苦しむ人々の要求を無視して、ジャトロファやサトウキビだけを生産してい
る。食糧不足が大規模な干ばつを契機に深刻化しているにもかかわらず、欧米諸国のエネルギー関
連企業や投資企業（多国籍資本）、他国の政府が好適農地を収奪したため、貧しい農民は生産資源で
ある土地を失った。しかも莫大な対外債務を抱えているケニア政府（キバキ）は、ドナー諸国の“操
り人形”として、貧しい農民を犠牲にし、このランド・グラッブを受諾した。 
 アメリカやイギリス、カナダ、ドイツ等の主要債権国は、一方でケニア（およびアフリカ諸国）
に対して多額の開発援助・融資を実施し、他方でケニアを対象に土地獲得競争を展開している。ま
た IMF・世界銀行等の国際機関も、これら債権諸国（特にアメリカ）の代弁者として、途上国に対
して開発援助・融資を実施していた。2007～2008年、世界銀行の下部組織である国際開発協会（IDA）
がケニアに融資した金額は 48.1 億ケニアシリング（6,214.5 万ドル：対ケニア融資・援助総額の
5.4％）となっている。またイギリスは 45.1 億ケニアシリング（5,826.9 万ドル：同 5.1％）、ドイ
ツは 35.1 億ケニアシリング（4,534.9 万ドル：同 3.9％）、日本は 18.3 億ケニアシリング（2,364.3
万ドル：同 2.1％）をケニアに融資している。そのため、それぞれの二国間融資は融資全体の比率
に対して少なく見える。ただし、ケニアに対する融資・援助額は「その他（様々な国による小規模
融資の合計）」に分類されているものが 627.1 億ケニアシリング（8.1 億ドル：同 70.5％）と大規模
である。「その他の融資」を二国間援助・融資で見たとき、それぞれの金額は非常に小規模となるた
め、二国間援助・融資額におけるイギリスやドイツ、IDA（実質的にはアメリカ）の比重は大きい。
また IMF も「貧困削減・成長ファシリティ（Poverty Reduction and Growth Facility：PRGF）」
を通じて対アフリカ融資計画を新たに打ち出すなど、アフリカ諸国（およびケニア）に対する影響
力を強めている。 
                                                  
456 ランド・グラッブを目論む企業（および他国の政府）には、バイオエタノール関連以外を目的とするものもある。
例えば表 6-3 に示したインドのカルトゥーリ・グローバル社はバラを中心とする切り花輸出が主な業務内容であり、
ケニアの農地獲得の目的も切り花生産の拡大にある。またカルトゥーリ・グローバル社はケニアのみならずエチオ
ピアへも進出し、土地購入と現地でのバラ栽培を展開している。インド企業の進出はエチオピアの切り花生産の拡
大に貢献しているが、他方、エチオピアはケニアと同様に大規模な干ばつに直面しており、メイズの大量輸入や大
規模な食料援助が不可欠となっている（NHK 食料危機取材班[2010]、pp.174-188）。 
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 IMF が創設した PRGF は貧困削減や経済成長を重視した融資を実施しているが、1999 年 11 月
に拡大構造調整ファシリティ（ESAF）から移行した制度のため、PRGF の基本的な業務も ESAF
と同様の内容となっている457。さらに 2005 年に開催された理事会において、IMF および PRGF は
「サハラ以南のアフリカ諸国に対する支援内容の再検討」や「PRGF の融資内容の再構築」、「重債
務最貧国（Heavily Indebted Poor Countries：HIPCs）における持続的成長を促すような支援・融
資の実施」について協議し、これら目標の達成を目的とする原則を 2007 年に採択している。そし
て PRGF の融資計画は、この途上国支援の原則に基づき、支援対象や内容の細分化が行われている。
PRGF が新たに創設した融資制度には、例えば「低所得国向けの中期的支援」の機能を継承した拡
大信用ファシリティ（Extended Credit Facility：ECF）や、短期的支援を拡充したスタンドバイ・
クレジット・ファシリティ（Stand-By Credit Facility：SCF）、緊急支援・融資等を担う緊急信用
ファシリティ（Rapid Credit Facility：RCF）がある。これら融資制度の拡充は、選挙後暴動に起
因する経済悪化に直面したケニアにとって願ってもない制度であった。だが融資制度の拡充は、ド
ナー諸国がケニアに“援助の停止”という圧力をかけ易くするものであり、ケニアはドナー諸国の
「操り人形」という立場を一層強めた458。また主要債権国のアメリカは、大規模な暴動が発生した
ケニアへの援助を停止せず、しかも選挙後暴動を扇動したとされるキバキの不正選挙を不問にして
いる。ただし、キバキ支持を表明したアメリカの意図は、その代償としてアメリカへの懐柔、換言
すればケニアの農業資源をアメリカに最優先で提供することにある459。 
 ケニアは鉱物や原油等の天然資源に乏しく、しかも 2000 年代から換金作物産業の市場自由化が
進展していたため、ケニアがドナー諸国に提供できる資源は「農地」しかなかった。そもそも債権
者である欧米諸国は、ケニアを「富を創出するための有益な農場」と捉えており、独立以後も換金
作物栽培や食糧輸出を介して、ケニアで創出された富を接収し続けていた。そのため、ケニア（ア
フリカ諸国）がドナー諸国による資源獲得競争に巻き込まれることは必然であった。対ケニア融資
の目的は、決してケニア経済の持続的な発展や雇用機会の創出ではなく、「換金作物農場（1900 年
～）」や「穀物輸入国（1980 年～）」という“ドナー諸国のための役割”をケニアに強要することで
ある。さらにランド・グラッブが活発化した 2000 年代、ドナー諸国はケニアに対して、植民地支
配期に行った「農地の提供（土地収奪）」を迫ったのである。ただし、アフリカ全体におけるランド・
グラッブおよび投資の主体は欧米諸国だけではない。今日では中国が対アフリカ投資を急速に増や
しており、非常に際立った存在となっている。 
 中国の対アフリカ投資および経済協力は 2000 年 10 月に北京で開催された「中国・アフリカ協力
フォーラム（Forum on China-Africa Cooperation：FOCAC）」を契機として急速に進展しており、
                                                  
457 ESAF は低所得国支援を担う恒久的な融資制度であったため、PRGF による支援も低所得国や多額の債務を抱え
た貧困国が対象となっている。 
458 川端[2008]、p.71。 
459 サックス[2008]、pp.108-109。 
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しかもFOCACは 3年周期でアフリカ諸国の首脳級代表が参加する大規模な会議に発展している460。
2006 年には「持続的発展のための新しい中国‐アフリカ間の戦略的パートナーシップ」をテーマに
第 4回FOCACが開催され、対アフリカ経済協力の強化が提唱されている461。第 4回FOCACでは、
①アフリカの重債務貧困国および後発開発国の債務 100 億ドルを減免すること、②中国企業とアフ
リカ企業の合弁・提携を奨励し、これを支援するための特別資金を準備すること、③アフリカ人材
資源開発基金を設立し、アフリカ諸国による各種の専門的な人材の育成を支援すること、④2005
年からアフリカ 28 ヵ国が中国に輸出する一部の商品に関税免除の待遇を与えること、⑤2009 年の
中国の対アフリカ援助規模を2006年の2倍にすることなど、具体的な支援内容が掲げられている462。
そして中国の対アフリカ直接投資額は、これら支援の達成のために、150 万ドル（1991 年）から
6,100 万ドル（2003 年）となり、さらに 2006 年が 5 億ドル、2011 年には 19.5 億ドルと、20 年間
で 1,300 倍に拡大している463。また中国‐アフリカ間の貿易額も 2000 年の 100 億ドルから 2010
年には 1,660 億ドルに増加している。2000 年代半ばまで、アフリカに対する投資や貿易の増大は鉱
物や天然資源に起因するものがほとんどであったが、国際市場における穀物価格の高騰が顕著とな
った 2000 年代後半以降、中国はアフリカの土地や農業生産、農産物輸出（輸送路）に対する投資
を増やしている。特に土地への投資（収奪）は、日本や韓国を抜いて、アジア諸国の中でも最大規
模となっている。 
 アフリカの土地収奪について調査研究を行っている複数の研究機関が結成した「グローバル・ラ
ンド・プロジェクト（GLP）」は 2010 年にフィリーズら（Friis and Reenberg）を代表とする調査
報告書を作成している。同報告書によると、中国が獲得した、もしくは獲得を計画しているアフリ
カの農地は、判明している限りで 728.8 万ヘクタールとなっており、特に大規模な土地収奪となっ
ている案件がコンゴ民主共和国の農地 280 万ヘクタールやザンビアの 200 万ヘクタールである464。
ただし中国は、ケニアに対する土地獲得競争を現時点で本格化しておらず、道路や港湾など輸送・
交通インフラの整備、エネルギー関連施設の建設・投資、物資輸送の要となるトラック等大型自動
車の製造工場の建設を中心に、対ケニア投資・経済協力を進めている。もっとも、中国の対ケニア
投資の意図は、将来的な土地獲得の容易化やケニア国内における中国製品の販売のための基盤構築
であり、ケニアの経済成長は副次的な目的でしかない。 
 輸送・交通インフラ関連の事例では、都市開発・港湾建設を務める中国武夷实业股份有限公司
（China Wu Yi）や道路や橋梁建設を専門とする中国路橋工程有限責任公司（China Road and 
                                                  
460 急激な人口増加や経済発展、工業化の推進から、1990 年代より石油や鉱物資源に対する需要が高騰したため、
中国はこれら天然資源の国内消費量の過半数を輸入に依存するようになっている（青木[2011]、pp.60-68）。 
461 また 2012 年には「双方の戦略的パートナーシップの新しい局面を切り開く」をテーマに第 5 回 FOCAC が開催
されており、第 4 回 FOCAC と同様に、アフリカの対中国輸出（輸出品目の 97％）に対する関税撤廃や 200 億ドル
以上の開発援助・融資の実施、アフリカ各地に経済特区を設け、域内のビジネス環境を整備することなどが今後 3
年間（2012～2015 年）の目標として掲げられた。 
462 吉田[2010]、pp.46-48 および崔[2008]、pp.131-132。 
463 中国の対アフリカ FDI については Kaplinsky and Morris[2009]および UNCTAD[2013]を参照。 
464 Friis, Cecilie, and Anette Reenberg [2010]、pp.23-35。 
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Bridge Corporation）、水力発電等エネルギー関連事業を担う中国水利水田建設集団（Sinohydro）
がケニアのインフラ建設事業に携わっている。また自動車関連における投資を見る限り、ケニアで
使用されている乗用車（普通自動車）の大半が日本や欧米諸国から輸入された中古車で占められて
おり、また大勢の人々が主な移動手段としてバイクタクシー（現地の言葉でピキピキ：pikipiki）
を利用している。そのため、本格参入した中国企業も輸送用の大型自動車や一般向けの二輪自動車
の製造が中心となっている。例えば北汽福田汽車（Beiqi Foton Motor）は 5,000 万ドルを投じてナ
イロビにトラック組立工場を建設しており、中国第一汽車集団公司（First Automobile Works 
Group）はモンバサのトラック組立工場の建設に 2,000 万ドルの投資を行っている。 
 ただし中国‐ケニア間で取り交わされたいずれの投資も、表向きケニアの工業化の推進や交通イ
ンフラの整備を目的としているが、自動車製造工場では組立工程が中心であり、ケニアの工業化や
技術移転の推進に貢献していない。そもそも、中国の自動車産業がケニアに進出（直接投資）した
理由は、中国企業のケニア進出や将来的なランド・グラッブを想定し、ケニア国内の基盤固めを進
めることである。ケニアに建設された自動車組立工場の場合、大勢のケニア人が賃金労働者として
雇用され、組立作業に従事しているが、大型自動車や二輪自動車の組み立て・製造工程においてケ
ニア人労働者が携わっている作業は部品の溶接・組み立て等の最終工程であり、エンジン等の重要
部品の仕組み・構造に関する技術指導は行われていない。さらに、製造・部品のマニュアル（設計
図等）も中国語で作成されているため、ケニア人労働者は、仮にマニュアルを見たとしても、その
仕組みを把握することができず、その技術はケニア人労働者に移転しないのである。 
 もっとも、中国の対アフリカ外交・経済協力の基本姿勢は「内政不干渉」であったため、アフリ
カ諸国は中国から政治経済構造の変容を迫られることなく、低金利融資の実施や債務返済の免除等
を締結していた。さらに中国は 2009 年に開催された第 4 回 FOCAC において、アフリカ向けに約
100 億ドルの低金利融資の実施や対外債務の返済免除、アフリカに対する輸入関税の一部免除、中
国‐アフリカ間の貿易拡大といった経済協力策を打ち出している465。そのため、新たな協力相手と
なった中国は、キバキ政権にとって融資や経済協力等の交渉が容易な国であった。しかも中国はア
フリカに対する投資・援助を迅速に実施していたため、遠藤が「ガバナンスの向上に関する厳しい
政策条件がつく従来の先進諸国や国際機関の援助とは異なる（しかも、援助実施が非常に迅速であ
る）という点において、アフリカ諸国政府からすれば『援助』の代替案を得た形となり、アフリカ
諸国の政府の視点からは、中国政府や企業との間の関係強化は非常に望ましいものとなる466」と指
摘しているように、中国はケニア（およびアフリカ）にとって、“先進諸国のための利益創出”を迫
                                                  
465 神和住[2006]、pp.237-248。中国‐アフリカ間の貿易拡大に関して、中国は安価な中国製品（製造品や食料等）
の輸出が、アフリカは天然資源輸出の拡大が主な目的となっている。特に中国政府は、支援の見返りとして、産出
量が 2.4 億トン（2011 年）に増大した石油の優先的な輸出（供給）をアフリカの原油産油国に要求している。もっ
とも、産油国であるアフリカ諸国は、中国が内政不干渉の下で大規模な経済支援を実施するため、欧米のドナー諸
国よりも遥かに有益な交渉相手と捉えていた（郭[2011]、pp.41-54）。また中国の対アフリカ外交は経済協力に限定
しておらず、例えば武器輸出等の軍事支援も含まれていた（落合[2012]、pp.311-318）。 
466 遠藤[2010a]、p.9。 
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るアメリカやイギリスよりも遥かに有益なパートナーであった。 
 中国による対ケニア投資は、当然ながら中国に有益な分野に対して重点的に行われているが、他
方、ケニアにとってのメリットには、①交渉を介して政権に資金が供与されること、②都市部の富
裕層に有益なインフラの整備が実施されることがあげられる。しかも中国‐ケニア間の交渉は権力
者によって行われており、そこに貧しいケニア人の民意が反映されていない。そのため、これらの
投資や経済協力の実態は、短期的にはケニアの農業部門や工業部門のインフラ整備に貢献するが、
長期的視点で考察した時、ケニアの莫大な農地を中国が獲得するための基盤作りでしかない。ただ
し、中国の投資規模が拡大傾向にあることは確かであるため、「対アフリカ援助における主導的立場」
にあった日本は、アフリカにおける中国の影響力を脅威と捉えた。特に 2000 年以降、日本企業の
アフリカ進出を容易にするため、日本政府はアフリカとの連携強化を図っている。 
 日本は二国間の政府開発援助（ODA）を通じて、アフリカ諸国に対する経済援助や開発支援を実
施している。さらに 1993 年、日本は国際連合のアフリカ担当事務総長特別顧問室（UN-OSAA）
や国連開発計画（UNDP）、世界銀行などの国際機関と共催で、アフリカ諸国の開発をテーマに「ア
フリカ開発会議（Tokyo International Conference on African Development：TICAD）」を開催し
ている。だが、日本が TICAD を通じてアフリカの開発における主導権の獲得と影響力の強化に努
めるなか、2000 年に FOCAC を開催した中国の存在が、アフリカ開発における日本の地位を脅か
すようになった。ランド・グラッブの規模に関して、中国は約 730 万ヘクタール、韓国は 200 万ヘ
クタールの土地を獲得しているが、日本は契約が締結された案件で 6.2 万ヘクタールに留まってお
り、交渉中もしくは計画段階の土地投資を含めても 82.9 万ヘクタールと、中国の 9 分の 1 弱に留
まっている467。そのため TICAD の目的も、対アフリカ直接投資の拡大や日本企業によるアフリカ
進出の支援に比重が移っており、貧困削減や開発・発展の推進という根本的なテーマを喪失した会
議となっている。 
 5 年毎に開催されている TICAD は 2013 年で第 5 回（以下、TICADⅤ）を迎えており、会場と
なった横浜にはアフリカ 51 ヵ国から大統領や閣僚級の代表が結集したほか、資源獲得を目論むア
ジアや欧米といったドナー諸国（およそ 30 ヵ国）の代表も参加する大規模な国際会議となってい
る。TICADⅤでは、「アフリカの経済成長を更に後押しし、その恩恵を社会のあまねく層に拡大す
る」という理念のもと、アフリカの持続的成長のために今後 5 年間で 230 億ドルの ODA を含む 320
億ドルを投じることが打ち出された。また具体的な支援策では、①域内貿易の拡大および貿易・ビ
ジネス環境の改善を目的に、アフリカ 10 ヵ国に投資アドバイザーを派遣すること、②最大 20 億ド
ルの貿易・投資保険の引き受け、③農業部門の成長のため、市場志向型の農業生産（換金作物栽培）
を促すこと、④貿易・サービス市場の成長促進のため、65 億ドル規模の支援（具体的な支援対象は
不明）を実施すること、⑤人材育成の推進のため、汎アフリカ大学構想（交換留学等の充実）の実
                                                  
467 日本の土地獲得規模については Land Matrix（2013 年 7 月 30 日閲覧）を参照。 
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現を目指すことが掲げられている468。ただし、日本政府が掲げた支援策は、いずれも「日本および
先進諸国による今日までの支援・介入の正当性」や「アフリカの成長における市場経済および貿易
の自由化の不可欠性」を強調しており、アフリカの主体性の排除と先進諸国の意図に添うことをア
フリカ諸国（ケニア）に迫るものでしかない469。 
 特に農業部門に対する支援策では、バイオ燃料需要の増大を背景に、サトウキビや大豆、ジャト
ロファ等の換金作物栽培の発展が小農の所得向上および女性の社会進出に不可欠であると唱えられ
ており、政策の目的も「自給的農業から商業的農業への移行」を促すことが掲げられていた470。だ
が換金作物栽培の推進は、潅がい等の生産インフラの整備や生産技術の欠如に陥っている貧しい農
民にとって、食糧自給の制限や土地の売却、プランテーション農園での賃金労働を迫るものでしか
ない。しかも日本政府は、アフリカが直面している深刻な食糧危機さえも、日本企業が利益を得る
ために利用しようと努めている。 
 日本は、食糧不足への対応として、ネリカ米などコメの生産拡大と並行して、日清食品や三菱商
事など日系の多国籍企業が展開しているインスタント・ラーメン等の食料品輸出の拡大および現地
での麺製品の製造・普及を提唱している。しかし、日本がケニアでの普及を進めているコメやイン
スタント・ラーメンは、そもそも「メイズ＝力の源」という現地の食文化や食糧自給に対する意欲
の減退を招くものである。そして、食糧自給の仕組みが崩壊したケニアには、先進諸国の都合に合
致する食事形態や農業生産が流布されるだけである。ケニアを含む多くのアフリカ諸国（マダガス
カルなどコメを主食としている国を除く）では、コメ食が推進される以前から、メイズやキャッサ
バ、ソルガム、ミレットなどの栄養価の高い穀物が主食として生産されてきた。そのためケニアは、
現地の気候や地質に合致したこれら穀物の生産を放棄してまで、大量の化学肥料を消費し、地力を
消耗するようなコメを優先的に生産する必要性がないのである471。加藤は「アフリカが現実に大量
のコメ輸入に頼っていると同時に、大きな生産性の向上が望めるのが米である472」と指摘している
が、ケニア（アフリカ）がコメ輸入を拡大させている背景は日本をはじめとするドナー諸国がコメ
                                                  
468 日本企業がアフリカ市場に対する関心を強めた背景には、国際的な土地獲得競争の激化に加えて、石油や鉱物資
源に対する需要の増大がある。そして、資源獲得において遅れをとった日本企業が参入できる大規模な市場はアフ
リカしか残されていなかった（福田[2009]）。 
469 TICADⅢで提唱された支援・援助が現地の人々の生活環境や貧困状態の改善にどれほど貢献したかについて、
前回の TICADⅣ（2008 年開催）では明確な評価・分析が示されていなかったため、石田は、貧困層の生活環境に
与える影響の分析が TICAD における重要課題の 1 つであると指摘している（石田[2008]、pp.125-128）。しかし前
回会議での支援の有効性に関する評価は、TICADⅤでも具体的に示されておらず、「日本のアフリカ支援および投資
拡大の必要性」のみが強調されている 
470 UNCTAD[2009]および外務省ウェブサイト「TICADⅤ：横浜行動計画 2013－2017」（2013 年 7 月 30 日閲覧）。 
471 勝俣が「小農は、アフリカの地域の多様な自然条件やローカル消費ニーズに適応した技術を蓄積してきているこ
とである。外部からの援助機関が次から次へと持ち込む収量改善ないし増産策は、地域の小農が実践するこの在来
技術との周到なすり合わせ作業を必要とする。しかし、この作業をないがしろにして、もっぱら世界最高の収量と
肥料投入量といった物理的与件を強調するだけでは、小農は自分たちが伝統的に実践してきた技術は遅れたものだ
と教えられることにつながり、農民生産者としての誇りは奪われかねない」（勝俣[2008]、p.50）として、ドナー諸
国がアフリカの食糧危機に対する支援を実施する上での留意点を論じている。だが、日本の「コメ増産」を前提と
する支援には、勝俣の掲げている留意点が一切考慮されていない。 
472 加藤[2013]、p.46。 
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食の必要性をアフリカに強調・強要した結果であり、“コメ食の普及”や“主食をメイズからコメに
切り換えること”は必ずしもケニアが率先して求めたものではない。そしてケニアの事例から、市
場志向型の農業生産が深刻な食糧不足に陥った農民に更なる飢餓や貧困状態をもたらすことは明ら
かである。 
 日本は対アフリカ貿易・投資分野の取り組みにおいても、「世界貿易機構（WTO）の多角的貿易
体制にアフリカを取り込んでいくことを容易にし、ひいてはアフリカの成長を世界経済の繁栄へと
導く473」として、換金作物輸出における貿易自由化を押し進めている。しかし、日本政府が推進す
る「市場志向型農業」および「自由貿易への誘導」の真意は、①アフリカの貧しい農民に食糧購入
の必要性を負荷すること、②日本による土地収奪および非食糧作物の生産の容易化、③日系多国籍
企業のアフリカ進出の支援、④これら企業によるアフリカ市場の占有の奨励の 4 点にある。そのた
め TICAD の目的は、「アフリカの持続的発展」という大義名分のもと、ケニア（およびアフリカ諸
国）に対する日本の支配力・影響力の強化や日系多国籍企業のアフリカ進出の容易化を目指すこと
にあり、実質的に、資源獲得を目論む多国籍企業やドナー諸国がアフリカ諸国との交渉（入札）に
臨むための一種の“オークション会場”でしかない。 
 日本や欧米などのドナー諸国は、中国の対アフリカ経済政策を「新植民地主義」と批判しつつ、
「Win-Win」という合言葉のもと、アフリカ‐日本双方の成長を目指した政策を打ち出している点
を強調している474。しかし、貧困層不在の中で策定・提唱された日本の支援策はアフリカの農業資
源を直接収奪するため、換言すれば、ドナー諸国および欧米多国籍企業のためにアフリカを利用（再
植民地化）するための政策でしかない。確かに、これら先進諸国や新興国等のドナーが「最後のフ
ロンティア」に投じた経済援助や大規模な投資は、ケニアの経済指標に対して一定の効果を示して
いる。例えばケニアの FDI は、選挙後暴動によって 7.3 億ドル（2007 年）から 0.9 億ドル（2008
年）に減少したが、第 4 回 FOCAC が開催された 2009 年には 1.2 億ドル（前年比の 121.6％）と
なり、さらに 2010～2012 年には年平均 2.6 億ドルまで復調している。短期間での FDI の増加は、
楽観的に捉えれば選挙後暴動の早期終息に対して国際社会が好意的な態度を示した結果と言える。
だが、ドナー諸国が投じた資金融資や投資は、外国資本による資源収奪の対価として、経済状態の
悪化に陥ったケニアの権力者に支払われた賄賂でしかない。 
 ドナー諸国による大規模な資本・外貨流入の意図は、1980～1990 年代の構造調整期に見られる
追加融資やリスケジューリングと全く同じである。ただし、敢えて相違点をあげるとすれば、構造
調整期のケニアは外貨流入（援助・融資の実施）の代償として経済構造の転換を迫られたが、2000
年代後半の外貨流入では、その代償が農業生産に不可欠な土地そのものを提供することにあった。
そしてケニアは、国際会議の場で「換金作物偏重の農業生産」と「土地収奪」を直接・間接的に迫
られたため、「操り人形」として、ドナー諸国の要求を受け入れざるを得なかった。もっともランド・
                                                  
473 外務省ウェブサイト「TICADⅤ：横浜行動計画 2013－2017」（2013 年 7 月 30 日閲覧）。 
474 中国の対アフリカ経済政策に対する「新植民地主義」批判については崔[2008]、平野[2007]ほかを参照。 
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グラッブの激化は、資金不足に陥っていたキバキ政権にとってもメリットがあったため、ケニア政
府（キバキ政権）はランド・グラッブを拒絶するどころか、むしろ歓迎している。 
 
 
4．政治体制の混乱と農業資源  
（1）財源確保と土地収奪 
 先進諸国および新興国が表向き持続的な成長や貧困削減という目標を掲げて、アフリカの資源獲
得のために大規模な投資を行った結果、ケニアは莫大な農地をドナー諸国に収奪された。ただし、
リバーセージ（Liversage）がランド・グラッブの国内要因として「いくつかの国において、土地
収奪は国家や地域のエリート層、牧畜民、穀物生産者によって行われている475」と指摘しているよ
うに、ケニア国内の大土地所有者や大統領といった権力者は他国による土地収奪を率先して受け入
れている。暴動終息直後の 2008 年半ばに行われたケニア‐カタール間の土地リース交渉の場合、
キバキは自らカタールへ赴き、土地リース契約を締結するためにカタールの担当官と直接交渉に臨
んでいる。ケニアがカタールと土地リース交渉を進めた背景には、「カタールが直面した食糧生産の
必要性」と「キバキ（ケニア）が陥った財政難・資金不足」があげられる。 
 
図 6-5 1990 年以降におけるカタールの穀物輸入の推移 
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（出所）FAOSTAT（2013 年 7 月 31 日閲覧）より著者作成。 
 
 アラビア半島に位置する小国のカタールは、ケニアの北東約 3,400 キロメートルのペルシャ湾岸
                                                  
475 Liversage[2011]、p.5。 
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沿いに位置している。カタールの主要な輸出産品は石油や天然ガスであるが、カタールの経済成長
率はこれら天然資源の市場価格高騰に伴って、2004～2008 年の 5 年間で年平均 16.5％に達してい
る。またカタールは高い経済成長に伴って所得水準が上昇したため、高収入の雇用を求める移民労
働者が 47.1 万人（2000 年）から 130.5 万人（2010 年）に膨れ上がった。そのため、カタールにお
ける食料需要は大幅に増大していた。だがカタールは、国土の大半が農耕に不向きな砂漠地帯であ
り、国内で消費される食料の大部分を輸入に依存していた。しかも、穀物の国際市場価格が中国や
インドにおける食糧需要の増大やバイオエタノール生産の活発化によって高騰していたため、カタ
ールの食料輸入額は 2007～2008 年で 1.6 倍に増加した（図 6-5 を参照）。 
 ブラウンら（Braun and Meinzen-Dick）が「湾岸諸国のように、土地・水資源等の制約から食
料を輸入に依存している資金の豊富な国々は、特に海外にある土地の豊富な途上国にとって新たな
投資相手となっている。さらに中国や韓国、インドのように、巨大な人口を抱えており、食料安全
保障上の問題に直面している国も海外で食糧を生産する可能性を模索している。これら投資国は、
生産費用が安く、且つ土地・水資源の豊富な途上国を投資のターゲットにしている476」と指摘して
いるように、中国やインド、湾岸諸国は食糧生産地の獲得のために、莫大な農地を持つ途上国に対
する投資を拡大している。食料輸入の負担が増大していたカタールもまた、この負担を軽減するた
めに、アフリカの農地を購入し、国内消費用の農産物の確保を目論んでいた。カタールによるラン
ド・グラッブの対象となった土地はケニア沿岸部のタナ・リバー・デルタ地帯の土地 4 万ヘクター
ルであり、カタール‐ケニア間で交わされた契約では、土地のリースに加えて、農産物輸出（輸送）
を容易にするために、近隣の港町ラムに専用の港湾を建設することや輸送・生産インフラの整備を
目的とする 350 万ドルの直接投資も含まれていた。 
 他方、キバキ政権がランド・グラッブを率先して進めている要因には、政治資金の不足があげら
れる。キバキは利権・資財のばら撒きによって 2007 年末の大統領選挙に勝利したため、莫大な資
金を支出していた。しかも、キバキを支持した有権者が選挙戦勝利の謝礼（見返り）として、国有
地の提供や規制緩和（市場介入の撤廃）、更なる賄賂の提供を要求したため、キバキは更なるばら撒
きのための資金を早急に用意しなければならなかった。ケニアに対する開発援助・融資や投資は選
挙後暴動を背景に減少していたため、25～32 億ドル（推定）もの外貨をもたらすカタールとのリー
ス交渉はキバキにとって資金を獲得する好機であった。ただし、カタールは土地獲得の対象国（候
補地）としてケニア以外にスーダン（スーダン共和国）も検討していたため、キバキは土地リース
契約の締結のために率先して交渉に臨んでいる477。さらにキバキは、穀物や野菜の生産を目的とし
ていたカタールに加えて、ジャトロファ（バイオ燃料の原料）の生産地を求めていたアメリカやベ
ルギー等の多国籍企業、切り花生産を目的とするインドのカルトゥーリ・グローバル社とも、土地
                                                  
476 Braun and Meinzen-Dick[2009]、pp.1-2。 
477 カタール‐スーダン間の土地売買契約は 2011 年に締結し、スーダンの首都ハルツーム近郊およびスーダン南部
の土地計 11 万ヘクタールが、カタールで消費される食料の生産地として売却されている。 
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売買交渉を行っている。いずれの土地売買の事例においても、交渉相手となった国・企業はキバキ
に多額の売却・リース代を提示しており、ランド・グラッブはキバキにとって「金のなる木」であ
った。だが、売却・リース予定の地域には既に大勢の農民が居住し、土地を利用して農耕を営んで
いたため、これらの農民はキバキが土地収奪を成功させる上で最大の障害となった。 
 ケニア政府は国有地として約 1,100 万ヘクタールの土地（湖水地帯等も含む）を所有しているが、
この大規模な土地の大部分は国立公園や森林地帯、都市部の住宅地、公営のプランテーション農園
として利用されている。また国有地は、地方に住む反政権派の人々を懐柔させるためにも用いられ
ている。2005 年に実施された国民投票の場合、キバキは国有地の管理・所有権（土地による税収）
を反政権派の集中する地域の行政機関に移譲することで、当該地域の行政官（現地のエリート層）
を買収している。さらに歴代の政権は、富裕層に対して国有地を安価で移譲もしくは信託し、現地
の有力者との結び付きを強化していた。大統領が権威主義体制を強化する上で、国有地は貴重な資
源となっていたため、キバキは一定規模の国有地を保有する必要があった。しかも 2000 年以降、
国有地は国土の約 2 割程度しかなく、78.6％（約 4,600 万ヘクタール）の土地は既に各地の農民（小
農および大土地所有者）に信託もしくは所有権を移譲していたため、キバキ（ケニア政府）には大
規模なランド・グラッブに利用できるほどの国有地がなかった。また、ケニアの土地所有制度では
独立以降から個人所有（登記化）が進められており、ランド・グラッブに適した土地（信託・移譲
地）の多くが、既に「個人の所有地」として法的に認められている農地であった。 
 ケニア政府は独立以後から、国立公園に指定された場所を除いて、好適農地を中心にほぼ全ての
土地を農民に売却（信託）している。また、農民に対する土地登記・信託が承認されている土地の
規模は、ケニア中央部から西部に位置するセントラル州やニャンザ州、ウエスタン州、リフトバレ
ー州を中心に、約 180 万ヘクタール（1970 年）から 300 万ヘクタール（2000 年）に拡大している。
特に土地収奪の対象となっているヴィクトリア湖畔やタナ・リバー・デルタ地帯、ナイバシャ湖畔
など、好適農地が集中している地域の土地は概ね登記済みであり、現地に住む農民は政府から土地
所有権を承認された「法的根拠を有する正式な土地所有者」であった478。 
 しかしキバキ（ケニア政府）が所有する国有地は限られており、しかも好適農地の大部分はケニ
ア人農民の所有地となっているため、キバキがランド・グラッブ用の土地を確保するためには、土
地所有者であるケニア人農民と交渉し、正式な法的手続きを行い、農民（地主）に土地購入費を支
払わなければならない。仮に国有地をランド・グラッブに利用した場合、相手国・企業が獲得した
い土地はナイロビ近郊のサバンナ地帯や湖水地帯（国立公園に指定されている地域）しかなく、必
ずしも相手国・企業の要望に沿わなかった。国有地だけでは土地売買交渉が決裂する恐れがあった
ため、キバキに与えられた選択肢は、「土地所有者であるケニア人農民の利益」か「土地の購入・リ
                                                  
478 ただし登記化は土地の所有者を強制的（法的）に認定する制度であり、他の地域から移住した人々が強引に土地
の所有者となることもあった。そのため、祖先より代々土地を継承してきた農民はこれら「よそ者」の農民と土地
所有（登記化）に関する対立を引き起こしており、登記申請中の土地の約 1 割、登記済みの土地の約 4％で土地紛争
が発生している（Yamano and Deininger[2009]、pp.254-259）。 
- 200 - 
ースを希望する他国の政府や多国籍企業の利益」のいずれか一方しかなかった。そしてキバキは、
“莫大な外貨の獲得”と“利権の創出（ばら撒き）”のために後者を選択し、既に農民の所有地とな
っている土地を強制的に収奪した。換言すれば、植民地支配期に旧宗主国による土地収奪を経験し
たはずの「ケニア人＝キバキ」が、ランド・グラッブを契機として、強制的にケニア人農民から土
地を収奪し、国外にその土地を売却する「仲買人」になったのである。 
 そもそもキバキは、自身の権力と支持基盤の資財を増強することにしか関心を抱いておらず、「莫
大な富の獲得＝ランド・グラッブ」のために土地収奪を強行したことも必然であった。加えて、他
国が収奪しようとした主な地域（土地）はヴィクトリア湖畔（ウエスタン州およびニャンザ州）や
タナ・リバー・デルタ地帯（コースト州）であり、いずれもキバキ政権に反発するルオ人や他の民
族集団が住む地域であった479。しかも、キバキは憲法上の規定のために次期大統領選挙に出馬でき
ず、2008～2012 年の 5 年間はキバキが大統領（支配者）の座に就くことのできる最後の期間であ
った。そのため、キバキは反政権派の買収や支持獲得を 2007 年選挙時ほど考慮する必要がなかっ
た。そしてキバキは、登記の有無にかかわらず、当該地域の土地を所有者である農民（主に反政権
派）から強制的に収奪するとともに、カタールやアメリカ、イタリア、ベルギーへの売却もしくは
リースによって、莫大な外貨を獲得した。ただし、キバキによる強制的な土地収奪は現地に住む大
勢の農民の反発を招いている。特にタナ・リバー・デルタ地帯の農民は、2000 年代に発生した大規
模な干ばつを背景に深刻な食糧不足に陥っていたため、彼らはキバキが穀物を比較的容易に生産で
きる土地（好適農地）を収奪することに強く反対した。 
 ケニアの穀物生産量は年平均 344.3 万トン（2001～2007 年）で推移しており、特に 2006 年は
393.7万トンの穀物を生産していたが、2008年以降、穀物生産量は 286.6万トンまで減少している。
2008 年の穀物生産量が大幅に減少した主な要因には、①選挙後暴動を契機として、大勢の農民が農
地の喪失や住居からの移住を余儀なくされたこと、②暴動の混乱で農業生産を営むことが不可能で
あったことの 2 点があげられる。また 2009 年にはケニア北東部を中心に干ばつが発生し、穀物生
産量が 289.9 万トンに留まったため、穀物輸入量は 133.2 万トン（2008 年）から 297.3 万トン（2009
年、以下同年）に増加している480。特にメイズの輸入量は 24.4 万トンから 150.8 万トンに拡大し
ており、メイズ輸入額も約 1 億ドルから 43.9 億ドルに急増している（表 6-4 を参照）。さらに 1 ト
ン当たりのメイズ輸入額は、穀物価格の高騰に伴って、165.2 ドル（2007 年）から 398.0 ドル（2008
年）に上昇し、2009～2010 年の穀物価格も 300 ドル前後の高水準を維持している。貧しい農民は
                                                  
479 エジプトのシタデル・キャピタル社やインドのカルトゥーリ・グローバル社が求めた土地は、キバキ支持者のキ
クユ人富裕層が住むナイロビ郊外やナイバシャ湖畔の地域であったが、いずれの案件も 2,000 ヘクタール以下の小
規模な土地収奪に留まっていたため、キクユ人富裕層の不利益にはならなかった。 
480 FAO によると、大規模な干ばつに直面していたケニアおよび「アフリカの角」とされる国々に限らず、途上国
では穀物輸入に対する依存が強まっている。さらに穀物価格の高騰も重なったため、増大した食費は消費者の家計
を圧迫し、貧困状態の悪化を招いている（FAO[2009]、pp.22-28）。ケニアの場合、家計に占める食費の比率は約 62％
であり、高所得層が集中する都市部では 52.4％であるのに対し、低所得層中心の農村部では 68.4％に達している
（Central Bureau of Statistics（Kenya）[2008]、pp.7-14）。 
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深刻な食糧危機に陥っていたにもかかわらず、多国籍企業とケニア政府の“土地収奪”によって食
糧自給の手段を喪失し、さらに不足した食糧をドナー諸国から輸入した高価な穀物によって補わな
ければならなくなった481。2012 年頃まで続いた大規模な干ばつはケニア、ソマリア、エチオピア、
ジプチと広範囲に影響を及ぼしており、被害者は 2011 年時点で 1,200 万人以上に達し、ケニアだ
けでも約 370 万人に深刻な食糧不足をもたらしている482。 
 
表 6-4 2001～2010 年における穀物生産および輸入の規模 
 
（出所）FAOSTAT（2013 年 8 月 2 日閲覧） 
 
 ケニア北部で発生した大規模な干ばつが長期に渡って悪影響を及ぼすなか、キバキ政権は、干ば
つに苦しむ人々を考慮せず、同地域の中でも農産物生産に適していたタナ・リバー・デルタ地帯の
売却・リース交渉を進めた。そのため現地に住む貧しい人々は、「反キバキ」を合言葉に小規模な暴
動を起こし、ランド・グラッブに抵抗した。2007 年末にナイロビのスラムで起こった暴動がケニア
全土に拡大・大規模化した経験から、キバキは北東部で発生した暴動の拡大・拡散を懸念し、経済
                                                  
481 勝俣[2013]、pp.165-172 およびカルファンタン[2009]、pp.90-145。 
482 「アフリカの角」で発生した干ばつの被害状況については United Nations-Office for the Coordination of 
humanitarian Affairs（OCHA）[2011]を参照。 
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支援や食糧援助によって農民の反発を抑え込もうとした。ただしキバキは、財政状態の悪化を理由
に政府財源から資金を拠出せず、国際社会に支援金や食糧援助を求めた。土地収奪の対象となって
いるタナ・リバー・デルタ地帯（ケニア北東部）やトゥルカナ県（ケニア北西部）に対する支援の
場合、キバキは同地域に住む約 1,000 万の人々が深刻な食糧危機に陥っていることを理由に、2008
年に緊急事態宣言を発令し、国際機関やドナー諸国に対して 4 億ドルの追加援助を要請している。
さらにキバキは、カタールを含む湾岸諸国や欧米諸国に対する土地売却が雇用機会を創出する点を
強調し、現地の貧しい人々に対して、貧困削減や食糧危機の緩和におけるランド・グラッブの有効
性を主張していた。 
 また国際連合貿易開発会議（UNCTAD）に代表される国際機関も、ランド・グラッブが途上国に
おける農業投資の増大や持続的成長、貧困問題の改善に寄与すると主張し、土地収奪を進めるよう
ドナー諸国や途上国に働きかけている483。だがダニエルとミッタル（Daniel and Mittal）が、「世
界規模で生じている土地収奪が途上国に農業投資をもたらすとは限らない。土地買収が行われた地
域の大部分で、小農の使用する農地が消失していることがその証拠である。（中略）土地収奪は現地
の農民から土地を奪うだけでなく、小農の所有地や換金作物用地だった土地を他国の食糧生産用と
して市場から乖離させる意味も含まれている484」と批判しているように、ランド・グラッブの有効
性には懐疑的な見解もある485。加えて、アフリカの農業問題に関する調査・分析を行っている国際
調査機関 FIAN が、カタール企業がケニアに雇用をもたらす可能性を否定しているように、ランド・
グラッブが雇用機会を創出するかは疑わしい486。そのため、現地の貧しい人々はキバキが説得材料
として掲げた「ランド・グラッブによる雇用創出および貧困削減の有効性」に疑念を抱き、土地の
売却を断固拒否した。加えて、国際社会に要請した追加支援が拒否されたため、キバキが目論んで
いた不満緩和策は頓挫してしまった。 
 土地収奪に対する現地住民の反発は、ソマリアから流入する難民の急増や国境付近で多発する衝
突事件も加わって、一層強まっていた。キバキは「ランド・グラッブに付随する利益」を唱えるこ
とで不満が解消されると想定したが、その思惑は完全にはずれた。そこでキバキは、農民の不満緩
和と土地収奪の容易化を両立するため、タナ・リバー・デルタ地帯の人々が直面している“ソマリ
ア問題（難民流入や国境付近の治安悪化）”を利用した。 
 
（2）ケニア北東部の反発と隣国の混乱 
 ソマリアの混乱がケニアに波及するようになったのは 1990 年代の複数政党制移行期であった。
ソマリア軍将校のシアド・バーレ（Mohammed Siad Barre）は 1969 年のクーデターによってソマ
                                                  
483 UNCTAD[2009]、pp.95-130。 
484 Daniel and Mittal[2009]、p.13。 
485 ibid、pp.16-17。 
486 FIAN[2010]、pp.19-20。 
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リア国内を掌握し、以後、長期に渡って独裁的な政権を維持してきた487。だがバーレ政権の影響力
は、経済状態の悪化や対外援助の停止によって弱まったため、権威主義的な体制に反発した国民や
各地の権力者（民族集団の酋長など）がバーレ政権打倒を掲げて大規模な反政府闘争を展開した488。
ソマリアの内戦が 1980 年代末から激化したため、大量のソマリア人難民がケニア国内に流入する
ようになった。ソマリア人難民の規模は 1987 年時点で 140 人となっていたが、1991 年には約 9.5
万人がケニアに流入し、1992 年には 28.6 万人に急増している。ケニアに流入した難民（移民）の
総数は 1990 年時点で約 1.4 万人であるが、その内訳はウガンダ人が 6,049 人（全体の 42.5％）、エ
チオピア人が 4,912 人（同 34.5％）、ルワンダ人が 1,968 人（同 13.8％）となっており、ソマリア
以外の国から流入した人々が主体であった。しかし 1991 年、難民の規模は約 12 万人（内、ソマリ
ア人が 9.5 万人）に拡大し、2001 年には 23.9 万人（同 14.4 万人）、そして第二次キバキ政権期の
2011 年には 56.6 万人（同 51.8 万人）の難民がケニアに流入している（図 6-6 を参照）。 
 
図 6-6 近隣諸国からケニアに流入した難民（移民）の推移 
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（出所）UNHCR Statistics Online Population Database（2013 年 8 月 6 日閲覧）より著者作成。 
 
                                                  
487 バーレ政権による権威主義的な政治体制については Asres-Degu[2007]を参照。 
488 ソマリア国内は主に 3 つの地域に区分される。1 つ目は北西部の英領ソマリランドを基本とし、1991 年 5 月に
「独立」を宣言したが、国際社会から独立国家として承認されていない「ソマリランド」、2 つ目は 1998 年に自治
政府を樹立した北東部の「プントランド」、3 つ目が後に暫定連邦政府が設立される、イスラム主義勢力の主戦場と
なった「中・南部ソマリア」である。各地域には有力な指導者・集団（クラン）が存在していたが、バーレ政権下
では、強大な権力を持つ支配者（シアド・バーレ）がソマリア全土を掌握しており、しかもバーレ政権はクラン間
の対立を誘導し、協調関係が構築されないよう努めていた。そのため、バーレ政権は権威主義体制の構築が可能で
あった。しかしバーレ政権の影響力が弱体化したため、各クランはバーレ政権打倒に向けた活動を展開するように
なったが、このクランは、バーレ政権以後の主導権獲得を目論み、政権打倒を成し遂げた 1991 年初頭から次第に対
立していった（遠藤[2010b]、pp.107-115 および佐々木[2013c]、pp.49-51）。特に、バーレ政権崩壊後に樹立したマ
フディ・モハメド（Ali Mahdi Mohamed）暫定大統領とバーレ政権打倒に際して武力闘争の陣頭指揮を執ったアイ
ディード（Mohamed Farah Aideed）の対立が顕著であり、両派閥の対立は 1991 年から和平交渉プロセスが開始さ
れる 2002 年の約 10 年間に渡る大規模な内戦を招いている（滝澤[2006]、pp.117-139）。 
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 もっとも 1980 年代まで、ケニアに流入する移民労働者や難民は 0.3～1.2 万人程度であったため、
ケニア政府（当時のモイ政権）は門戸開放型の難民（移民）政策を実施している。特にウガンダや
エチオピアから流入する移民には医師や技術者といった専門家が含まれていたため、モイ政権は専
門家の流入が経済発展に貢献するとして、近隣諸国から移住した労働者（移民）を積極的に受け入
れていた。しかし難民の規模は 1990 年から急激に増加しており、特にソマリア国内がバーレ政権
の崩壊に伴って混乱して以降、ソマリア人難民が 20 万人以上もケニアに流入したため、ケニアは
難民の大規模化に伴う様々な問題に直面するようになった489。例えばケニア‐ソマリアの国境付近
では、住居を失ったソマリア人がケニア人農民の襲撃や家畜の強盗といった事件を起こしている。
そのため、ケニア政府は門戸開放的であった難民政策を転換し、ソマリア人難民の監視を目的とす
る難民隔離政策（refugee isolation policy）を実施した。政策の具体的な内容は、①ソマリア人を
含む大多数の難民を、北東部の街ダダーフに設置した難民キャンプへ強制的に移住させること、②
ダダーフ・難民キャンプに居住する人々に対して、ID カードの携帯を義務付けること、③難民キャ
ンプ以外の場所に無許可で滞在する人々を不法入国者とし、強制送還等の厳罰を科すことである。
ただし、ケニアに流入した難民の数は 1992 年の 40.2 万人をピークに落ち着いており、2003～2007
年（第一次キバキ政権期）の難民の規模（ソマリア人以外を含む）も年平均 25.3 万人で推移してい
たため、キバキ政権は諸政策によって難民を監視することが辛うじて可能であった。 
 だが第二次キバキ政権に移行した 2008 年、ケニアに流入する難民、特にソマリア人難民の数が
再び急増し、2001 年は 51.7 万人に達していた。ソマリア人難民の規模が再び急増した背景には、
ソマリア内のイスラム急進派勢力が国内で武力闘争を展開したことにある。特に、アブドゥラ・ユ
スフ（Abdullahi Yusuf Ahmed）を代表とする暫定連邦政府（Transitional Federal Government：
TFG）が発足した 2000 年代半ば、武力闘争を扇動していた組織であるイスラム法廷会議（the Union 
of Islamic Courts：UIC）は TFG に反発し、首都モガディシュの制圧やソマリア南部の港湾都市キ
スマヨの占領、ケニアとの国境の封鎖等を強行した。暫定政権の樹立を成し遂げたソマリアは再び
混迷状態に陥ったのである。さらに 2006 年末以降、TFG を支援していた隣国のエチオピアが自衛
を口実に UIC へ軍事作戦を実行し、アメリカを中心とする多国籍軍もソマリアに対して軍事介入を
展開するようになった490。そのため、武力行為を展開していた UIC はその勢力を徐々に弱めたが、
UIC の弱体化は国境封鎖に緩みをもたらし、住居を喪失した大勢のソマリア人がケニアに流入する
                                                  
489 ソマリア人難民は隣国のケニアやエチオピア以外にも旧宗主国のイギリスをはじめとするヨーロッパ諸国に流
入している。特にイギリスではソマリア人難民によるコミュニティが形成されており、このソマリア人コミュニテ
ィは多額の海外送金を通じて本国との結びつきを強めている。海外送金はソマリア国内の指導者の資金源となって
いたため、イギリスのソマリア人コミュニティは本国に対して強大な影響力を持つ組織と化していた（遠藤[2012a]、
pp.385-399）。 
490 ケニアおよびエチオピアは互いに大量の難民流入の脅威に直面していたが、ケニアはソマリアで活動する国際機
関や国際 NGO の本拠地が設置されていることやソマリア内戦および暫定政府樹立に関する会議の主催国となって
いたことから、国境封鎖による難民逮捕といった非暴力による対応が主体となっていた（Elmi[2010]、pp.97-98）。
2009 年 1 月にエチオピア軍がソマリアから撤退して以降、TFG に対する軍事支援を目的としてアフリカ連合が「ア
フリカ連合ソマリアミッション（AMISOM）」を実施し、エチオピア軍と入れ替わるかたちでソマリアに部隊を派
遣している（遠藤[2012b]、pp.27-28）。 
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ようになった。 
 ソマリアの混乱に起因する大規模な難民流入に伴い、ダダーフの難民キャンプは 50 万人以上の
人口を抱えた大都市と化し、さらに都市部では難民やソマリア系の過激派組織を首謀者とするテロ
事件が多発したため、キバキ政権は難民を管理するために莫大な負担を被るようになった。特に国
境付近や北東部の街では、難民増加の影響からソマリア人武装組織によるテロ事件や強盗・傷害事
件が多発した。そして、同地域に住む人々は、大規模な干ばつによる苦境に加えて、これら犯罪の
脅威にも晒されることとなったため、大規模な農地の売却を強行し、しかも現地の治安維持を怠っ
ているキバキ政権に対して、一層不満を抱いた491。また 2000 年代後半に激化したソマリアの混乱
は、ケニア近海のアデン湾沖（以下、ソマリア沖）に住む大勢のソマリア人を海賊に変えたため、
東アフリカ最大の貿易港を持つケニアは、海賊事件までも引き起こしたソマリア問題に対して、早
急に対処しなければならなかった492。 
 
表 6-5 2002～2011 年における海賊事件の発生件数 
 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
世界全体 370 445 329 276 239 263 293 410 445 439 297
―東南アジア 153 170 158 102 83 70 54 46 70 80 104
―ソマリア沖 17 21 10 45 20 44 111 218 219 237 75
―その他 200 254 161 129 136 149 128 146 156 122 58
（出所）The International Maritime Bureau（IMB） of ICC[2003-2012]および外務省ウェブサイト「ソマリア沖・
アデン湾の海賊等事案の現状と取り組み」（2013 年 8 月 7 日閲覧）より著者作成。 
 
 ソマリア沖で発生した海賊事件は 2002～2007 年で 10～40 件程度だったが、ソマリア国内の内
紛激化に伴い、2008 年で 111 件、2009 年には 200 件以上に達し、ケニアのモンバサ湾に入港予定
であった船舶も多数襲撃されていた（表 6-5 を参照）493。ソマリア沖で多発する海賊事件の被害は、
                                                  
491 杉木[2011]、pp.365-371。 
492 ソマリア沖はヨーロッパや中東諸国、アジアなどの貿易船にとって重要な航路となっており、同海域を航行する
船舶は年間で 1.6 万隻、世界全体の海運業の約 12％、船舶全体の 30％が利用していた（Pham[2010]、p.42）。稲本
はソマリアで漁業を営んでいた人々が海賊行為を行うようになった要因を 2 つに大別している。1 つは国内の混乱に
伴って困窮した漁業者が海賊化したこと、もう 1 つはソマリア近海における外国船の不法な乱獲や産業廃棄物の不
法投棄を取り締まる人々が海賊化したことであり、総じて、海賊化が国内および国外問題の双方に起因しているこ
とを指摘している（稲本[2010]、p.18）。 
493 高田[2012]、pp.14-15。ソマリア沖で活動する海賊の主な目的は襲撃した船舶の乗組員を人質として身代金を要
求することであり、2009 年における身代金の平均額は 100～200 万ドルとなっている。ソマリアの主な産業は家畜
の輸出を目的とする牧畜業や漁業であり、それら産業における 1 人当たり GDP は 600 ドルであったが、海賊行為
による収入は 1 人当たり平均 1 万ドルであったため、特に沿岸部に住む貧しい人々にとって、海賊は高収入の職業
であった（Middleton[2010]、pp.15-19）。また海賊が使用している武器は中東諸国や欧米からの輸入品であり、他
方、海賊討伐や国境警備等に投じられたケニア軍に対しても、選挙後暴動を扇動したとされるキバキを支持したア
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民間の商業用貨物船舶に限らず、対ソマリア食糧支援物資を積んだ国連世界食糧計画（WFP）の船
舶にまで及んでいる494。そのため、支援物資の輸送を請け負っていたフランスやアメリカは同海域
で犯行に及んでいる海賊を取り締まるための軍隊を派遣するとともに、ソマリア侵攻を模索する近
隣諸国への軍事支援を実施するようになった。 
 これら海賊事件の多発に加えて、ソマリアでは暫定連邦政府の樹立に抵抗する強硬派がイスラム
過激派組織アル・シャバーブ（Al-Shabaab）を結成し、南部ソマリアを中心に武力抗争を展開して
いた495。しかもアル・シャバーブによる活動はソマリア国内に限らず、ケニア国内で多発する爆弾
事件等のテロ行為や海賊に対する武器支援も含まれており、特にケニア北東部の人々はアル・シャ
バーブの脅威に最も隣接していた496。ソマリアから波及した問題（難民流入や海賊事件）は、国内
への悪影響に加えて、近隣諸国および国際社会に対して甚大な被害をもたらしていたため、ソマリ
ア問題に関する主要会議や活動機関の本拠地であり、比較的宥和な政策を試みていたケニアは、ソ
マリアに対して強硬な姿勢を示すようになった。ただし「ソマリアに対する武力行使」は、キバキ
にとっても、ケニア国内の政権批判への対応策として有効であった。また国際社会による軍事介入
は、キバキがソマリアに侵攻する上で正当な根拠となった。 
 土地収奪や海賊事件、テロ事件の被害を受けた人々（ケニア北東部の人々）はキバキに対する不
満を強めていたため、キバキは対ソマリア政策として、治安悪化が顕著であった北東部および港湾
都市を対象に「ケニア軍による国境警備の強化」や「海上警備における先進諸国との連携強化」な
どの治安政策を打ち出した497。また、ソマリア人の過激派集団によるテロ行為がモンバサやナイロ
ビなどケニアの主要都市でも頻発したため、キバキは 2011 年にソマリアへの軍事介入を断行し、
土地収奪の脅威に晒されている人々に対して、諸問題に対処する意思があることをアピールした。
キバキはソマリアへの軍事侵攻によって、「ケニア国内の治安維持およびテロによる脅威の緩和」や
「アル・シャバーブの拠点となっていた都市の制圧（アル・シャバーブの撤退）」という（表向きの）
目的を達成していた。だがアル・シャバーブの残党は「ケニアへの報復」とされるテロ行為を度々
起こしており、しかもアル・シャバーブの拠点がケニア軍の侵攻によって不明確になったため、ケ
ニア北東部の人々は存在が判然としないテロ組織の脅威に常時晒されることとなった。 
 テロの脅威はソマリアへの軍事侵攻や国境付近の警備強化によっても残存しており、さらに食糧
問題も深刻化し続けたため、ケニア北東部の人々は未だにキバキ政権への不満を抱き続けている。
                                                                                                                                                              
メリカが武器や資金を提供していた（川端[1987]、[2008]および佐川[2010]）。 
494 WFP の船舶襲撃を契機とする EU や NATO の海賊対策の変容については Homan and Kamerling[2010]、
Simpson[2010]および稲本[2010]を参照。 
495 エチオピアやアメリカの軍事侵攻によって勢力を弱めていた UIC では、次第に勢力が穏健派と強硬派に分裂し
ていた。しかし、勢力の弱体化に伴ってシャリフ・アフメド（Sheikh Sharif Ahmed）率いる穏健派が大勢を占め
るようになったため、強硬派の集団は UIC を離脱、アル・シャバーブの結成に至っている。 
496 武藤[2012]、pp.17-18。 
497 ケニアは、国内のソマリ人やソマリア人難民 2,500 人を兵士として訓練し、国境警備に配置するなど、非ソマリ
系ケニア人の被害を最小限に抑える手段として「ソマリア人同士の戦闘」となるような治安強化策を打ち出してい
た（Chau[2011]、p.59）。 
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そもそも、貧しい農民がキバキに反発した理由は“貧困”や“食糧不足”、そして“土地収奪の強行”
であり、ソマリアの混乱自体は副次的な問題でしかない。そのため、キバキの対ソマリア政策は人々
の不満を僅かに緩和する程度に留まっており、ソマリア問題への対応によっても、貧しい人々の不
満が解消されることはなかった。さらに、国際社会はキバキが要求した食糧の緊急支援を承認しな
かったため、キバキはタナ・リバー・デルタ地帯の大規模な土地収奪およびカタールへの売却を断
念せざるを得なかった。ただし、イギリスやカナダなど他の先進諸国もタナ・リバー・デルタ地帯
の土地の収奪を目論んでいたため、ドナー諸国がケニアに対する緊急支援を拒否し、カタールとの
土地リース契約を撤回するよう促したことも必然であった。タナ・リバー・デルタ地帯で発生した
農民の反発や小規模な暴動は、キバキがカタール政府との土地リース契約を強引に締結したことに
端を発する。そのためキバキは、同地域に住む人々の不満を緩和し、暴動の拡大を抑え込むために
カタールと間で締結したリース契約を撤回した。さらにキバキは、カナダやイギリスの多国籍企業
と行っていた土地売買交渉も 2011～2012 年に中断し、強制的に収奪した土地を一時的に農民へ返
還している。もっとも、キバキは一方でリース契約の解除し、暴動の激化を回避したが、他方で、
中規模な土地の売却を求めたモーリシャスとの交渉を継続していた。 
 モーリシャスはバイオエタノールの原料であるサトウキビ栽培用地の獲得を模索していたが、数
万ヘクタールという大規模な土地獲得を要求していた欧米の多国籍企業と異なり、数千ヘクタール
という中規模な土地の獲得に留めていた。モーリシャスとの土地売買交渉は、大規模な土地収奪を
行う必要がなく、しかもキバキに莫大な富（外貨）をもたらす案件であったため、キバキは、タナ・
リバー・デルタ地帯の農地約 7,000 ヘクタールを 2 億ドルでモーリシャスに売却している。モーリ
シャスの案件は大規模な土地収奪に至らなかったが、キバキ政権が率先して土地収奪を展開してい
ることに変化は見られないため、問題の本質にある「大勢のケニア人に対する抑圧」や「ケニアの
資源を利権創出のために利用する」という権力者の根本的な姿勢（支配的性質）は改善されていな
い。そのため、大統領に対する反発が緩和されることはなかった。 
 
 
小括 
 1991 年、モイ政権は複数政党制への移行を受け入れ、さらに 1992 年 12 月には複数政党制の下
で議会選挙および大統領選挙が実施された。だが、野党勢力が民意不在の中で身勝手な権力抗争と
一方的な分裂を繰り広げたため、大勢の貧しい人々は複数政党制が復活したにもかかわらず、2001
年まで“モイ”という独裁者の支配に晒されていた。そして 2002 年、ケニアは「初の民主的な選
挙および政権交代」という政治体制上の変革を迎えたが、21 世紀のケニアでは「KANU に属さな
い新たな権力者の誕生」および「権威主義体制下で強いられる富・資源の収奪」という植民地支配
期と同様の支配構造が継続されている。抑圧され続けた貧しい人々は、独立から約 50 年を経た今
日においても、未だに「支配の継続＝虚構の独立」に囚われ続けている。特に 2005 年の国民投票
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や 2007 年の議会選挙で行われた買収行為は、キバキ政権が権威主義体制の維持に努めていたこと
を明確に示している。ただしキバキは、ケニヤッタやモイと異なり、マーケティング・ボードを介
した優遇政策の実施が困難であった。 
 キバキ政権は、国内外の債権者の要求である市場自由化の推進を受け入れ、マーケティング・ボ
ードの機能を縮小する必要があった。特に国内の資本家・富裕層は政権にとって強大な影響力を有
する支持者（債権者）であったため、キバキはこれら債権者を優遇する政策を強行した。しかし、
キバキによる「貧困層排除」の政策は政権に対する強い反発を招き、国民投票におけるキバキ不支
持や大統領選挙における僅差での勝利、議会選挙における政党の敗北という結果に至っている。し
かも大多数の国民は 2007 年の大統領選挙の結果に疑念を抱くとともに、「大規模な不正が行われた
選挙」によって大統領再任を果たしたキバキを非難し、大規模な暴動を決起している。だがキバキ
は、「不正選挙・ばら撒き」から「選挙後暴動」に至る過程の中で莫大な資財を消費したため、国民
の不満を聞き入れず、ランド・グラッブという新たな資源収奪の脅威を受け入れた。 
 新興国（中国やインド、ブラジル、湾岸諸国）における経済成長や人口増加、バイオエタノール
需要の増大を背景に、穀物の国際市場価格が急騰したため、先進諸国および新興国はアフリカを対
象に農地獲得競争を展開するようになった。そしてランド・グラッブは、ケニアの貧しい人々から
食糧を自給する機会を奪ったが、ランド・グラッブがもたらす莫大な外貨はキバキ政権にとって有
益であった。そのためキバキは、ドナー諸国から迫られた土地収奪を積極的に受け入れ、自ら率先
して土地売買交渉に臨んでいた。しかも土地収奪の対象となった地域には大勢の貧しい農民（反キ
バキ派勢力）が居住していたため、キバキはこれら農民から強制的に土地を収奪している。他方、
土地収奪の脅威に晒された貧しい人々は、「ランド・グラッブ＝雇用創出」というドナー諸国やキバ
キの主張（宣伝文句）を疑問視し、キバキに対する反発を強めていた。さらにキバキは、雇用創出
策や対ソマリア政策によって人々の不満の解消を試みているが、現地住民が反発した根本的な理由
は、ドナー諸国（旧宗主国）とケニア人の権力者が独立以後も貧しい人々を支配し続けていること、
換言すれば、“二重の支配”という構造が半世紀に渡って続いていることにある。全ての貧しいケニ
ア人は、植民地支配期から今日に至るまで、先進諸国やケニア人独裁者による支配、抑圧、資源の
強引な収奪に虐げられており、もはや「虚構の独立」に耐えることが出来なくなっていた。 
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結語 
 
 本稿では「独立以後の第三世界における農産物貿易の変容」を主題に、第三世界諸国、特にアフ
リカ諸国に住む大勢の人々が独立以前と同様に困窮し続けている要因を解明するとともに、独立の
意義を再考したものである。本稿で事例として取り上げたケニアは、1960 年代から長期に渡って高
い経済成長を達成し、しかも複数の換金作物を扱うことで国際市場に見られる価格変動の弊害を緩
和していたため、農産物貿易が経済活動の主体となっているアフリカ諸国の中でも政治経済状態が
比較的良好な国であった。しかしケニアには、「換金作物に従事する大勢の人々が貧困状態に陥って
いること」および「一部の富裕層によって富が収奪されていること」など、他のアフリカ諸国と同
様の問題が生じており、国際社会から「アフリカの優等生」と称されたケニアの実態は必ずしも“優
等生”ではない。そのため、“比較的良好”とされるケニアを事例に独立以後のアフリカ（第三世界）
の実態を分析することは、農民の貧困や換金作物依存に伴う諸問題を解明するとともに、第三世界
諸国が勝ち取った「独立」が偽りであったことを明示する上で有効であった。 
 
―各章の要約― 
 まず本稿の結論を明確にするため、各章の要点を整理する。第 1 章では本研究のテーマの 1 つで
ある「ケニアの人々が直面している諸問題の解明」を行う前提として、現代ケニアの政治経済構造
を概観することに努めた。独立後ケニアの政治体制では、独立交渉を担っていた政党のケニア・ア
フリカ人全国同盟（KANU）が、1963 年の議会選挙で大勝して以来 2002 年までの約 40 年間、長
期政権を維持していた。そして、KANU 以外の政党の結成を禁じられた 1966 年以降、ケニアでは
KANU 一党制支配が確立されている。 
 また大統領（権力者）の変遷では、1963～2012 年までの半世紀において、3 人の大統領がケニ
アの実権を掌握した。1 人目の大統領であるケニヤッタは、独立以前から KANU の代表を務めてお
り、初代大統領に就任してから急死するまでの約 15 年間、ケニア最大の権力者であり続けた。そ
してケニヤッタが急死した 1978 年、当時の副大統領であったモイがケニア憲法の規定に従い大統
領代理を務め、1978 年 10 月に実施された大統領選挙によって正式な二代目大統領となった。しか
し、2 人目の大統領となったモイは度重なる憲法改正によって大統領再選を繰り返し、1978～2002
年までの 24 年に渡って権威主義的な政治体制を維持してきた。KANU を与党とする権威主義体制
下にあったケニアは、野党勢力の台頭や KANU 内部の分裂に伴い、2002 年に非 KANU 政権の誕
生という大きな転換期を迎えたはずであった。もっとも、3 人目の大統領となったキバキもまた強
大な大統領権限を欲する人物であったため、“独裁的な政治体制”および“貧困層を抑圧する構図”
は、「ケニア初の民主的な選挙」とされた 2002 年選挙によっても好転しなかった。キバキは、大規
模な利権のばら撒きや選挙結果の不正操作によって 2013 年初頭まで大統領の座に居座り、強大な
権力を保持し続けた。以上のことから、ケニアの政治体制の特徴を簡略すると、①いずれの指導者
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も憲法や制度の改正によって大統領に権力が集中するよう努めていたこと、②各指導者が強大な権
力を保持し続けようとした結果、全ての大統領が 10 年以上の長期政権を達成していたことの 2 点
があげられる。 
 また経済構造の概観では、農業部門がケニアの重要産業となっていることを論証した。GDP 構成
比を農業・工業・サービス産業に大別したとき、農業部門は GDP の約 26％を占めているが、サー
ビス業部門は GDP の約 5 割であり、大部分を占めているように見える。しかし業種別の GDP を
見たとき、農業以外の産業は平均 5％前後であり、サービス業部門は複数の産業（業種）の寄せ集
めにすぎないため、農業が最も付加価値を生み出している。雇用に関しても、労働人口の 7 割は農
業部門に従事しているが、サービス産業は約 2 割、また工業部門は 1 割ほどでしかないため、農業
は大勢のケニア人に雇用機会を創出する産業となっている。ただし農民は、必ずしも自身が消費す
る農作物だけを生産していない。 
 ケニアで生産されている農産物は穀物や野菜などの食糧作物とコーヒーや紅茶、切り花等の換金
作物に大別されるが、特に換金作物依存の強まりが大勢の農民に様々な弊害をもたらしている。例
えば 1970 年代後半以降、大勢の農民は大規模な干ばつや急激な人口増加に伴って深刻な食糧不足
に陥っていたが、ケニア政府は食糧増産以上に換金作物栽培を推進し、不足した食糧を輸入によっ
て補填する選択をした。そのため、大勢の貧しい農民は換金作物栽培や都市部の賃労働によって得
た僅かな収入を食糧購入に充てざるを得なくなった。イギリス植民地支配期から始まった換金作物
栽培は、独立以後もケニアの主要産業として扱われたが、他方、大勢の農民に貧困や食糧不足とい
った不利益を強いるものであった。 
 第 2 章では、「何故、様々な弊害をもたらしている換金作物の栽培が開始されたのか」を明確に
するとともに、「独立以前と以後におけるケニアの実態」を対比するため、旧宗主国イギリスが行っ
た植民地支配の過程を整理することに努めた。19 世紀末からケニアを植民地にしたイギリスは、換
金作物プランテーションを営むヨーロッパ人入植者のために、大規模な土地収奪やケニア人の賃労
働化を目的とする政策を実施した。土地収奪の場合、イギリスはケニアの土地を一方的にイギリス
の王領地に定め、ケニア人農民から強制的に収奪している。特に農耕に適した土地（好適農地）は
入植者に好条件で提供されたため、ヨーロッパ人入植者は好適農地の豊富なケニア中央部の大地溝
帯地域で大規模プランテーションを経営するようになった。さらに植民地総督府は、入植者がプラ
ンテーション農場に従事する賃金労働者を必要としたため、人頭税や家屋税といった課税制度を実
施し、ケニア人に現金収入の必要性を負わせている。 
 これら植民地政策によって土地収奪と賃金労働を強いられたケニア人は、植民地支配に対して強
い不満を抱くとともに、ヨーロッパ人入植者の襲撃や家屋の放火といった行動に訴えるようになっ
た。入植者に虐げられたケニア人の反発は次第に激化し、1940 年代末には、貧しいケニア人（特に
キクユ人）を中心に組織されたケニア土地自由軍（KLFA）が「マウマウの反乱」と称される独立
闘争を決起した。マウマウの反乱は KLFA の最高指導者であるデダン・キマジの逮捕によって一応
- 211 - 
の終息に向かったが、ケニア人の不満は完全に解消されていなかったため、植民地総督府は不満緩
和を目的に新たな植民地政策である「スウィナートン・プラン」を実施した。もっとも、スウィナ
ートン・プランによって利益を得られたのは土地購入が可能となった一部のケニア人と既に莫大な
富を獲得していた入植者であったため、ケニア人は再び「支配からの解放」を訴えるようになった。
そして 1963 年、ケニアは独立を達成した。 
 そのため第 2 章の論点は、①植民地支配および換金作物栽培を背景として、大勢のケニア人が抑
圧されたこと、②ケニア人にとっての「独立」とは支配・抑圧からの解放と収奪された資源に対す
る正当な権利の回復にあったことの 2 点に集約できる。だが、独立後のケニアの実態は、抑圧され
た人々が求めていた「（真の）独立」とは必ずしも合致していない。そのため第 3 章から第 6 章で
は、「独立後ケニアの政治経済構造が如何なる変容を遂げたか」について 4 つのターニング・ポイ
ントに区分して検証し、ケニアが抱える諸問題（貧困や食糧危機、経済格差等）の所在および諸要
因の解明を試みている。 
 第 3 章で論じたケニヤッタ政権期の場合、「植民地支配からの独立」という大きなターニング・
ポイントを迎えたにもかかわらず、ケニアでは“土地配分の不平等”と“換金作物栽培に起因する
富の不平等”という二重の不平等が継続していた。そのため本章では、ケニアが達成したはずの「独
立」が「虚構」であった原因について、この二重の不平等に焦点を当てて考察した。まず土地配分
の不平等に関して、ケニヤッタ政権は 100 万エーカー計画と土地再配分計画という 2 つの土地政策
によって、ヨーロッパ人に収奪された土地を取り戻し、その土地をケニア人に割り当てていた。た
だしケニヤッタ政権は、西欧列強諸国との関係悪化を回避するため、収奪された土地を有償で獲得
する方法を選択していた。しかも、十分な土地購入資金（外貨）がなかったケニアは、旧宗主国イ
ギリスをはじめとする西欧列強諸国から莫大な融資を受ける必要があったため、独立したにもかか
わらず、融資（土地返還）の代償としてドナー諸国による支配を受け入れざるを得なかった。ただ
し、独立直後のケニアにおける「土地返還および再配分」には、西欧列強諸国による支配の継続と
いう問題以外に、ケニヤッタ政権によるレント創出（政治的資源）という問題も見られる。 
 ケニヤッタは多額の融資を元手に土地の返還を進めたが、入植者から取り戻した土地がごく僅か
であったため、全てのケニア人農民に対して十分な農地を割り当てることが出来なかった。さらに、
ケニヤッタの支持基盤であるキクユ人やメル人、エンブ人が土地の優先的配分を要求したため、ケ
ニヤッタは市場を介した土地再配分（有償による土地獲得）を導入するとともに、マーケティング・
ボードを通じて、自身の支持者に土地購入資金を優先的に援助・融資している。そのため、政府の
支援を受け易かったキクユ人農民は大規模な農地を獲得したが、他方、カレンジン人をはじめとす
る非キクユ人農民は入植者に接収された土地さえ取り戻すことが出来ず、むしろキクユ人農民（お
よびケニヤッタ）という新たな支配者によって再び土地を収奪されるようになった。独立以後に生
じた土地配分の不平等は、さらに換金作物栽培に伴う富の不平等を招いている。 
 旧宗主国イギリスは、土地購入資金を融資する条件としてヨーロッパ人の利益を害さないこと、
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具体的には、換金作物栽培を継続するとともに、ケニアで生産されたコーヒーや紅茶を安価で輸出
することをケニヤッタ政権に迫った。またケニア（ケニヤッタ）は、独立後の開発計画・経済政策
を進展させる上でも、外貨獲得源である換金作物への依存が不可欠であったため、独立以後も西欧
列強諸国に安価で換金作物を輸出するという「西側諸国のための農場」に徹し、植民地支配の象徴
である換金作物を栽培し続けなければならなかった。ただし、換金作物栽培への依存もまた、ケニ
ヤッタ政権にとって完全な不利益となっていない。特に高価格で売買されていたコーヒーがケニヤ
ッタを支持する農民によって栽培されていたため、ケニヤッタはコーヒー生産が増大するよう農民
に対する支援を拡充するとともに、反政権派の農民がコーヒー産業に参加できないよう様々な規制
を実施していた。独立後のケニアにおいても“旧宗主国による間接的な支配”および“ケニヤッタ
による直接的支配（権力の強大化）”が行われており、大勢の人々が土地獲得や換金作物を介した支
配に晒されていた。そして独立の達成に歓喜したケニア人は、「虚構の独立」であったことに失望す
るとともに、西側諸国および一部のケニア人による支配に苦悩し続けていた。 
 第 4 章では一党体制下のモイ政権期（1978～1991 年）に焦点を当て、モイが如何にして独裁者
となり、大勢の人々を抑圧しているかについて分析を試みた。キクユ人に抑圧された民族集団の出
身であるモイが大統領に就任したため、1978 年の大統領交代は「支配からの解放」に向けたターニ
ング・ポイントであった。しかし同時期のケニアの実態を分析・考察する限り、この転換期以降も、
ケニアでは大勢の貧しい人々の要望に反し、欧米列強諸国とケニア人権力者による直接的・間接的
支配が継続している。 
 欧米列強諸国は、1980 年に実施した構造調整政策（SAP）を契機として、ケニアの政治経済構造
の変革を迫っていた。特に SAP の目的の 1 つである「貿易の自由化（輸入規制の緩和）」は、食糧
自給の達成を重要課題に掲げていたケニアを“食糧輸入国”に変えた。またケニアは、SAP を契機
として莫大な対外債務を抱えたため、債務の返済や鈍化した経済成長の回復に不可欠な外貨を獲得
しなければならなかった。ただし工業化は未だに進展しておらず、観光業を中心とするサービス産
業部門も不安定だったため、ケニアが短期間で外貨を獲得できる貴重な資源は農業、特に換金作物
しかなかった。ドナー諸国から換金作物依存を強要されたケニアは、換金作物生産の拡大のために
土地や労働力、資金の大部分を農業に投じなければならず、工業化を推進できなくなった。ただし、
換金作物はパトロン‐クライアント関係の強化に貢献する作物でもあったため、換金作物に依存す
ることは、政権基盤が不安定であったモイにとって必ずしも不利益ではなかった。 
 新たな指導者となったモイは、まずキクユ人に対峙する勢力を構築するため、出身民族であるト
ゥゲンなど少数の民族集団を「カレンジン人」という“準民族集団”に組み替えた。さらに、大勢
のケニア人が農業に従事しており、しかも換金作物栽培が重要な産業となっていたため、モイはマ
ーケティング・ボードを通じて農業部門に介入し、農民の支配を試みた。加えてカレンジン人農民
は、キクユ人によって収奪された土地の再接収や紅茶産業の発展を促すことをモイ政権に要求して
いたため、モイ政権は、一方でカレンジン人を対象とする優遇政策（利権創出）を実施し、他方で
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反政権派の農民を冷遇もしくは弾圧することで、国民の掌握（支配）に努めている。総じて、構造
調整実施期となった 1980 年代は、ドナー諸国による支配が強まった時期であるとともに、モイの
独裁的政治体制が確立した時代でもあった。 
 第 5 章では、「複数政党制導入」が盛んに訴えられた 1990 年代に焦点を当て、複数政党制移行に
よっても「虚構の独立」というケニアの実態が根本的に変化していないことを論じた。特に切り花
は、“ドナー諸国による富の収奪”や“モイ政権の長期化”に貢献した換金作物である。 
 ケニアは SAP 実施後も経済状態に改善が見られなかったため、増大した対外累積債務の繰り延
べや追加融資を国際社会に求めなければならなかった。ただし、IMF・世界銀行（ドナー諸国）か
ら突き付けられた条件は「市場自由化の推進」であり、その意図は欧米多国籍企業の市場進出を容
易化するためにケニアの政治経済構造を変えることであった。そして、モイが利権創出の弊害とな
らない産業である切り花産業を対象に規制緩和や市場介入の撤廃を受け入れた結果、オランダやイ
ギリスの多国籍企業はケニアの土地や国営企業を買収し、大規模な切り花プランテーションを展開
した。そのため、ケニアは欧米資本の切り花産業に対して好適農地や労働力を大量に提供している
にもかかわらず、切り花輸出によって創出された富の大部分をドナー諸国に接収され、ドナー諸国
が被るはずであった不利益（土地・労働力の消耗）を一方的に押し付けられたのである。もっとも、
切り花産業の勃興は、多国籍企業（ドナー諸国）による富の収奪（＝低賃金労働の強要）以外に、
モイにとっての政治的利益も生み出している。 
 ドナー諸国や国際金融機関がモイに迫ったことには、市場自由化以外に、複数政党制への移行（政
治体制の民主化）もある。しかし複数政党制への移行は、大勢の国民を激しく弾圧していたモイ政
権にとって、大統領権限の弱体化を示唆するものであった。特に複数政党制を強く主張していたキ
クユ人やルオ人の元議会議員はケニアの独立に貢献した政治的エリートであり、モイ政権に反発す
る人々から支持されていた。複数政党制への移行が不可避であったため、モイは権威主義体制を維
持するための手段として野党勢力の分裂を目論んだが、モイが直面した政治的問題（権力が弱体化
する可能性）は、切り花産業の勃興によって解決した。 
 切り花栽培に適した土地がケニア中央部や西部の湖水地帯に集中していたため、モイは切り花生
産地としてキバキ派のキクユ人が居住する地域（セントラル州北部およびリフトバレー州中部）だ
けを多国籍資本に提供し、同地域に切り花栽培の技術が定着するよう努めた。他方、ルオ人主体の
地域（ケニア西部）やマティバ派のキクユ人が住むセントラル州南部では切り花栽培が行われず、
むしろマーケティング・ボードを介した富の収奪が押し進めてられていた。そのため、元より主導
権争いを展開していた野党勢力の各派閥（ルオ人派、キバキ派、マティバ派）は、切り花産業の発
展に伴って“キクユ‐ルオ間の意見の不一致”や“キクユ人エリート同士の不協和”が一層顕著と
なった。そして、両派閥の対立は野党分裂とモイ大統領再選に帰結している。「真の独立」の達成に
おいて大きなターニング・ポイントであったはずの複数政党制移行期は、結果的にドナー諸国によ
る直接的な富の収奪とモイの独裁的政治体制の維持しか行われなかった。 
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 第 6 章では、「虚構の独立」から脱却する上で最大の好機となったキバキ政権の誕生期（2002～
2012 年）を中心に、「ドナー諸国による富の収奪」および「ケニア人による支配構造」の変容過程
を分析・考察した。そして、①キバキは他の大統領と同様に“権力を求める人物”に過ぎなかった
こと、②ドナー諸国は新たな支配者となったキバキを介して、“ケニア”という農場を利用（支配）
していたこと、③土地の収奪（ランド・グラッブ）は、ドナー諸国による富の収奪や権威主義体制
の維持に貢献するとともに、ケニアが抱える問題を悪化させていることの 3 点を解明した。 
 政権交代を成し遂げたケニア国民虹連合（NARC）は権威主義に基づく支配体制からの脱却を公
約に掲げていた。だが、三代目大統領となったキバキは既存の権威主義体制を継承し、憲法改正や
選挙制度の改悪によって強大な大統領権限の保持を試みたため、「真の独立」を NARC に求めた大
勢のケニア人は、新たな独裁者となったキバキ政権に対する非難を強めた。そして議会選挙および
大統領選挙が実施された 2007 年末、キバキ政権による支配に苦しんでいた貧しい人々は“キバキ
の大統領再選”という選挙結果に反発し、大規模な暴動を引き起こした。キバキは野党のライラと
結託して、選挙後暴動を強制的に終息させたが、ばら撒きや不正によって強引に大統領再選を成し
遂げたため、政治資金の不足や国際社会による批判に直面することとなった。さらに 2000 年代後
半、ケニアでは旧宗主国をはじめとする先進諸国や中国・インド等の新興国による大規模な土地収
奪が活発化している。 
 ケニアは大規模な暴動を契機とする経済状態の急速な悪化に加えて、直接投資や経済援助額の大
幅な減少に陥っていたため、キバキはドナー諸国に対して直接投資の増大や経済協力、対外債務返
済の免除等を強く求めた。もっとも、大規模な暴動が発生したケニアは、土地獲得競争を繰り広げ
ていた先進諸国および新興国にとって都合の良い国（農地）であったため、欧米先進諸国や湾岸諸
国、インド、日本などが、「ケニアの経済発展に貢献する」という口実で、農業投資（ランド・グラ
ッブ）を展開している。そのため大勢のケニア人農民は、独立から約半世紀を経て、再び植民地支
配期のように“大規模な土地収奪の脅威”に晒されることとなった。ただし、植民地支配期と異な
る点は“ケニア人指導者が土地収奪を後押ししていること”である。 
 2007 年選挙に際して大規模な「ばら撒き」を行ったキバキは、大量の政治資金や国有の資源（国
有地や森林公園の管理権等）を費やしていた。しかし、都市部のキクユ人を中心とする支持者が大
統領再選の見返りを要求したため、資金不足に陥っていたキバキは、選挙後もばら撒きを継続しな
ければならなかった。そのため、ドナー諸国が展開したランド・グラッブは、一方で大勢の農民が
土地の喪失や貧困状態に陥る危険性を抱えていたが、他方でキバキ政権に莫大な外貨をもたらす好
機であった。そして、外貨を欲したキバキは、換金作物栽培以上に外貨を創出する「土地売却」の
交渉を率先して進めるとともに、売却予定地（反キバキ派が中心の地域）に住む人々から土地を強
制的に収奪している。特に大規模な干ばつや穀物価格の高騰に直面していた貧しい人々は、ドナー
諸国およびキバキの土地収奪によって、生存する権利そのものを喪失した。“NARC 政権の誕生期”
というターニング・ポイントは、ドナー諸国による抑圧や権威主義体制の継続に加えて、国際社会
- 215 - 
による土地収奪が活発化した時代でしかない。そして、大勢の人々が「虚構の独立」の下で抑圧さ
れている状況は全く改善しておらず、むしろ悪化しているのである。 
 
―本研究の意義（新たな発見）と結論― 
 この研究の論点は、「ケニアの人々が独立以後も未だに困窮し続けていること（大勢の人々が直面
する貧困や飢餓などの問題）」および「“1963 年の（虚構の）独立”は植民地支配に虐げられてきた
人々が求めた“真の独立”ではなかったこと（1963 年の独立の意義）」を解明することである。そ
して、本研究が解明したこと（新たな発見）は、①多大な犠牲によって成し遂げられた“1963 年の
独立”の実態が、この犠牲者（支配に苦しみ続けている人々）のためではなく、ドナー諸国（旧宗
主国など）およびケニア人の指導者（支配者）のために成し遂げられた独立であったこと、②その
ため必然的に、大勢の人々が未だにドナー諸国とケニア人指導者の双方の支配（二重の支配）に晒
されており、経済成長や貿易・投資の増大という好状況の背後で、貧困や食糧不足に陥り続けてい
ることの 2 点である。要約すると、本研究は独立以後のケニアに見られる諸問題（貧困、食糧不足、
経済格差、独裁政権による弾圧など）について、対外もしくは対内関係上の問題点の一側面に焦点
を当てた分析が主流となっている既存の研究と異なり、「独立の意義」の再考に焦点を当てた分析を
試みている。そして、大勢のケニア人が陥っている貧困や食糧不足等の問題は、そもそも「1963
年の独立」が“支配からの解放”ではなく“二重の支配”を確立するために行われたものであるた
めに、“必然的に発生したこと（不可避な問題）”と捉えられるのである。 
 1963 年の独立から約半世紀を経たケニアは、序論および第 1 章で解明したように、確かにアフ
リカ諸国の中でも内戦や政治的混乱の少ない比較的安定した国であり、しかもコーヒーや紅茶、切
り花等の換金作物の輸出拡大によって、「アフリカの優等生」と称されるほどの高い経済成長率を成
し遂げている。しかし独立後のケニアの実態は、大勢の人々が植民地支配期と同様に換金作物栽培
や都市部の低賃金労働に携わっており、「アフリカの優等生」から乖離したものである。 
 「換金作物栽培」や「権力者による支配・抑圧構造」がイギリスの植民地支配を契機としてケニ
アに構築された結果、大勢のケニア人はヨーロッパ人入植者に土地を収奪された上に、プランテー
ション農場での低賃金労働を強いられるようになった。そのため、大勢のケニア人にとっての「独
立」とは、権力者による「支配・抑圧からの解放」を意味するとともに、収奪された土地に対する
正当な所有権を取り戻すことであった。だが独立以後のケニアの実態を見る限り、“ケニア人の権力
者”が直接的な支配者に加わっただけであり、欧米列強諸国による影響力（直接的・間接的な支配）
までも継続されている。換言すると、1963～2012 年におけるケニアの「独立」は、独立闘争や独
立以後の大規模な暴動に決起した貧しい人々のためではなく、ドナー諸国およびケニア人支配者の
ための独立である。そのため、植民地支配期に持ち込まれた支配構造の本質は変わっておらず、今
日の独立は支配・抑圧に苦しむ大勢のケニア人にとって“偽り”でしかない。 
 例えば植民地支配期における支配に関して、植民地支配下にあったケニアの人々が植民地総督府
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（イギリス）およびヨーロッパ人入植者によって支配・抑圧されていたことは第 2 章で解明した。
具体的には、①イギリスが植民地政策（王領地制度に伴う土地収奪や課税制度に伴う強制労働）を
通じてケニアに住む大勢の人々を支配・抑圧したこと、②植民地支配に苦しんでいた大勢の人 （々特
にケニア中央部に住むキクユ人）が、支配からの脱却を目指して、独立闘争（マウマウの反乱）を
決起したこと、③大勢の人々の生活環境は植民地総督府（イギリス）が独立闘争後に実施した政策
（スウィナートン・プラン）によっても変化しなかったことの 3 点を整理し、植民地支配に苦しめ
られた人々の要望（真の独立）が「支配・抑圧からの脱却」と「植民地支配期以前の生活環境（土
地所有制度や農業生産構造）に回帰すること」であることを論証している。そして、植民地支配下
で虐げられてきた人々は、支配・抑圧からの脱却（＝真の独立）を目的に、多大な犠牲を払って 1963
年に独立を成し遂げたが、独立以後から現在に至るまでのケニアの実態を見る限り、大勢の人々は
独立以前と以後のいずれの時代においても支配構造に囚われ続けている。そのため 1963 年の独立
は、支配に苦しんできたケニア人が求めた「真の独立＝支配からの脱却」ではなく、むしろこの虐
げられた人々にとって“偽り”であったと捉えられる。 
 1963 年の独立とは、①“ケニアに対する支配の継続”を目論む旧宗主国イギリスやアメリカなど
ドナー諸国、②“ケニア最大の権力者”という地位を欲したケニア人エリートの双方のメリットを
適えるために成し遂げられたものである。そして、支配に苦しみ続けてきた大勢の貧しい人々は、
独立を成し遂げるために多大な犠牲を払ったにもかかわらず、彼らが求めた「真の独立」と異なる
「虚構の独立」をドナー諸国およびケニア人の権力者に強いられた。特に、“真の独立＝支配からの
脱却”に向かうか否かの分岐点となる①独立およびケニヤッタ政権期（1963～1978 年）、②モイ政
権誕生期（1978～1991 年）、③複数政党制移行期（1991～2001 年）、④政権交代・キバキ政権期（2001
～2012 年）の 4 つの時期区分に基づいて考察した結果からも、本研究の論旨である「“1963 年の
独立”は貧しい人々にとって“偽りの独立＝支配の継続”であったこと」は明らかである。さらに、
「1963 年の独立」が二重の支配を達成するための“虚構の独立”であり、“貧しい人々のため”で
はなく、“支配者（ドナー諸国やケニア人の権力者）のため”の独立であると捉え直したとき、植民
地支配に苦しんできた人々が独立以後も旧宗主国（ドナー諸国）とケニア人の権力者の支配（二重
の支配）に晒されていることは必然であったと結論付けることができる。 
 1 つ目のターニング・ポイント（独立およびケニヤッタ政権期）では「独立」を迎えたケニアに
如何なる変化が見られるのか（もしくは変わっていないのか）を考察したが、ここで解明したこと
は、土地および換金作物を介して、①西欧列強諸国が植民地支配期と同様に、ケニアを「アフリカ
大陸にある都合の良い農場」として支配し続けたこと、②初代大統領となったケニヤッタが、独立
闘争時に唱えていた「支配からの脱却」と異なり、権威主義（支配）体制の構築を目指した“ケニ
ア人の支配者”でしかなかったことの 2 点である（第 3 章を参照）。そして、1 つ目のターニング・
ポイントに見られる問題の解明は、（a）“1963 年の独立”とはドナー諸国とケニア人支配者の双方
が大勢の貧しい人々を支配するために進められたものであり、（b）支配・抑圧に苦しむ人々は“偽
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りの独立（二重の支配）”を確立するために利用された、ということを示唆している。しかもドナー
諸国とケニヤッタが確立した“二重の支配”は、支配者となったケニヤッタの旺盛を間近で見てい
た人物（二代目大統領のモイ、三代目大統領のキバキ）に継承されている。 
 2 つ目のターニング・ポイントであるモイ政権誕生期（1978～1991 年）に関して、大勢の貧し
い人々は、ケニヤッタに抑圧されていたモイが新たな大統領になったにもかかわらず、“真の独立（＝
支配からの脱却）”を成し遂げられなかった。支配・抑圧構造が変化しなかったのは、①国際社会（ド
ナー諸国および IMF・世界銀行）が、2 度の石油危機を背景に莫大な債務を抱えたケニアに対し、
構造調整政策を通じて「都合の良い国（食糧輸入国）」であり続けるよう迫ったこと、②ケニヤッタ
に支配されていた民族集団出身のモイが、莫大な利権を牛耳ることのできる新たな指導者（独裁者）
の座に就くために、換金作物依存（マーケティング・ボード）を利用して権力の増大やレント創出
（カレンジン人主体の政治経済構造の構築）を押し進めていたことの 2 点に起因している（第 4 章
を参照）。さらに、“ドナー諸国およびモイ政権の抑圧”と“大勢の人々の困窮”の因果関係は、3
つ目のターニング・ポイントとなる 1990 年代の複数政党制移行期でも継続している。ドナー諸国
は、対外返済の繰り延べの条件として、市場自由化の推進や政治体制の民主化をケニアに強要し、
切り花栽培を介した富の直接的な収奪・占有（農民の支配）を達成している。他方モイは、オラン
ダ資本の参入によって急激な発展を遂げた切り花産業を利用し、複数政党制移行に伴って設立した
野党の分裂（権威主義体制の維持）を促した（第 5 章を参照）。換言すれば、第 4～5 章で解明した
ケニアの実態は、モイ政権誕生期および複数政党制移行期もまた、ドナー諸国（旧宗主国）および
ケニア人支配者の支配・抑圧構造からの脱却に至らなかったことであり、特に抑圧された民族集団
から出自したモイが強大な権力を得たケニヤッタの地位を欲した人物にすぎなかったことである。
しかも、この“二重の支配”は「初の民主的な選挙」の実施によっても変わらなかった。 
 4 つ目のターニング・ポイントである「NARC 政権の誕生期（2001～2012 年）」は、“二重の支
配”に晒されていた大勢の人々にとって、“支配からの脱却（＝真の独立）”が成し遂げられるとい
う期待が高まった時期であった。しかし第 6 章で解明したことは、「初の民主的な選挙＝NARC 政
権の誕生」によっても、ドナー諸国および三代目大統領となったキバキによる支配が維持されてお
り、貧しい人々が支配・抑圧から脱却できなかったことである。ドナー諸国は、政権交代を成し遂
げたキバキに対して、返済期限の迫った債務の返済繰り延べの条件として、ドナー諸国の“操り人
形”となることを迫り、ケニアを「ドナー諸国のために換金作物を栽培する農場」として利用し続
けた。さらにアメリカ（およびドナー諸国）は、2007 年末の大規模な暴動の扇動者であるキバキを
擁護する一方で、経済状態が悪化していたケニアに大規模なランド・グラッブを強要している。他
方、新たな支配者の座に就いたキバキは、“ドナー諸国の操り人形”という役割を担いつつ、強大な
権力の保持とランド・グラッブに伴う莫大な外貨獲得を押し進めている。そのため、二重支配の構
造は「初の民主的な選挙」によっても好転しておらず、4 つ目のターニング・ポイントもまた、ケ
ニアをドナー諸国およびケニア人支配者のための「（虚構の）独立国家」に留めている。加えて、ケ
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ニアに住む大勢の貧しい人々は莫大な富を求める支配者（ドナー諸国およびキバキ）に利用されて
いるため、「虚構の独立＝二重の支配」に囚われ続けている人々は植民地支配期から今日に至るまで
貧困や食糧不足から脱却できずにいる。 
 大勢のケニア人が多大な犠牲を払うことで勝ち取った“1963 年の独立”は、ドナー諸国および強
大な権力を得たケニア人を首謀者とする“二重の支配構造の確立・維持”を目的に成し遂げられた
ものであり、独立闘争に参加した人々や独立以後も困窮し続けている貧しい人々（ケニアの農村や
スラムに住む人々）が求めていた“真の独立＝支配からの脱却”から乖離している。そして、「ケニ
アに住む大勢の人々が、独立以前と同様に、換金作物依存に伴う悪影響を被り続けていること」と
いう問題は、そもそも“1963 年の独立”がドナー諸国（＝外的要因）とケニア人の支配者（＝内的
要因）のための“虚構の独立”であるため、改善の兆しが見られないことも必然である。 
 
―おわりに― 
 大勢の人々の犠牲によって勝ち取った「独立」であったが、欧米列強諸国は経済援助・融資を介
してケニアに対する影響力を維持してきた。これらドナー諸国は、独立国家であるケニアを植民地
支配期と同様に「換金作物を栽培するための農場」としか捉えておらず、融資実施や返済繰り延べ
を通じて、ケニアに対する直接的・間接的支配を当然のように継続している。そのためケニアは、
独立以後も旧宗主国のために換金作物を栽培しており、さらに安価な労働力の提供や大規模な土地
収奪といった不利益までも強いられている。そしてケニアは、欧米諸国から「西欧列強諸国のため
の農場であり続けること＝換金作物依存に伴う不利益を被り続けること」という役割（国際社会に
おける立ち位置）を強いられた結果、特に大勢のケニア人農民は土地や食糧を自給する権利を失い、
さらに貧困状態にまで陥るようになった。 
 加えて、独立後ケニアの指導者の座についた 3 人の大統領もまた、自身の権力や富の増強を目的
に、政権に反発する大勢のケニア人を抑圧し続けていた。例えば、初代大統領ケニヤッタは土地所
有とコーヒー栽培を政治的資源として利用し、権威主義体制の構築に努めている。二代目大統領の
モイは、ケニヤッタが構築した“土地所有の不平等”を再利用しつつ、さらに紅茶や切り花といっ
た換金作物を介して大統領権限の強大化と反政権派への弾圧を実行している。三代目大統領のキバ
キは、既存の換金作物依存と並行してドナー諸国に対する大規模な農地の売却（ランド・グラッブ）
を強行し、莫大な資金の獲得と国内資本家への利権創出（権威主義体制の維持）を成し遂げていた。
そして、「虚構の独立」の下で構築された“先進諸国や国内の権力者による支配”の構造は、2013
年 4 月に四代目大統領となったウフル・ケニヤッタが継承している。 
 ウフルは 2013 年の大統領選挙で勝利したが、独立後に誕生した“ケニア人の支配者”である初
代大統領ジョモ・ケニヤッタの息子であったため、国民の大多数はウフルを独裁者の血縁としてし
か捉えておらず、彼を支持していなかった。しかもウフルは、2007 年末の選挙後暴動を扇動した容
疑で国際刑事裁判所（ICC）に起訴されており、また副大統領に任命されたウィリアム・アラップ・
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ルト（William Arap Ruto）もウフルと同様の罪で起訴され、現在公判中である。換言すれば、国
際社会から犯罪の嫌疑がかけられた人物が新たな権力者（支配者）として、ケニアの政治体制の中
枢に君臨したのである。国内外から批判されているウフルは、2013 年 4 月 9 日に開かれた大統領
就任式の演説で雇用促進や土地所有における不平等の是正を唱えるなど、国民からの支持獲得に躍
起になっている。だがウフルという人物の実像は国民に向けた発言とは異なり、新たな支配者とな
るべく、首相職の廃止やドナー諸国との新たな土地売買契約を進める「新たな権力者」でしかない。 
 独立以後のケニアでは、“ケニア人の独裁者”や“ドナー諸国（旧宗主国）”による支配・抑圧が
残存しており、しかも大統領は、ケニアにとっての債権者であるドナー諸国や国内の資本家の「操
り人形」として、これら債権者の利益を作り出すために勢力的に活動している。そして、ケニア人
の指導者の下で「真の独立」の達成を目指すことは、支配者による「虚構の独立」を継続させる危
険性、換言すれば、大勢の貧しい人々に貧困や飢餓等の苦しみを強要し続ける危険性がある。だが、
二重の支配に苦しみ続けている人々は、彼らにとって“偽り”でしかない 1963～2008 年の「虚構
の独立期」を経て、絶望や失望しか生み出さなかった「（名ばかりの）独立国家＝ケニア政府」に頼
らず、自身が直面する問題を自らの手で改善しようと試み始めている。 
 “真の独立（＝支配からの脱却）”を求める大勢の貧しい人々は、1963 年の独立闘争に加えて、
近年では 2007 年末から 2008 年初頭にかけて発生した大規模な暴動で多大な犠牲を払った。だが、
この虐げられている人々は、未だにドナー諸国とケニア国内の権力者（大統領や資本家）の双方に
よる支配構造（二重の支配）から脱却できない実状について、一方で真の独立を目指す指導者の誕
生に僅かな期待を抱いているが、他方で国内外の支配者が強要する換金作物依存や食糧不足からの
脱却を自力で試みるようになっている。二重の支配に苦しみ続けている人々は、まず自身の生活環
境における主権を獲得しようと必死なのである。また、これら人々の行動は、例えば著者がフィー
ルド・ワークを実施したケニア西部で活動する NGO「Hiro’s Organic Farming Group in Kenya」
のような NGO・NPO 団体、もしくは農民主体の組合等による支援を背景に、少しずつではあるが、
ケニア各地に広がりつつある。「虚構の独立」から半世紀を経たケニアは、長年に渡って抑圧され続
けている人々を中心に、再び「生存する権利（自給自足的な農業を営む権利）の復権」や「二重の
支配からの脱却」に奮起し始めている。 
 本論文は、著者が 2008 年から行ってきた「ケニアの事例研究」の集大成であるが、この研究活
動は様々な方の支援があって、初めて成立したものである。特に指導教授の福田邦夫教授（明治大
学商学部）をはじめ、柿崎繁教授（同）、小林尚朗教授（同）から建設的な助言や批判を頂き、どれ
ほど感謝をしても足りないほどである。諸先生方の助言がなければ、本稿の研究論旨や分析枠組み
を構築することはできなかった。福田邦夫研究室に在籍する多くの同輩や諸先輩方からも、様々な
コメントを頂いたが、全てを本論文に反映することが出来なかった点は著者の技量不足のためであ
る。また、明治大学大学院事務の藤田さんと吉井さんには事務手続きに関するサポートを引き受け
て頂いた。そして、著者がケニア西部の農村でフィールド・ワークを実施した際、多大なサポート
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をして頂いた現地 NGO の長田夫妻や現地で農業を営んでいた青年オスカー氏にも、この場を借り
て感謝を述べたい。特にオスカー氏は、貧しいために愛娘を亡くすという悲しみの中、常に笑顔で
著者に接し、現地の貧しい人々が直面している真実を語ってくれた。今日のケニアを見る限り、「虚
構の独立」に囚われ続けたケニアでは、未だに大勢の人々が二重の支配の下で貧困や飢餓に苦しん
でいるが、オスカー氏のように貧しい人々が主体となって目指し始めた「真の独立」が成功に至る
ことを切に願う。 
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